
プロシーディングス

刑事裁判

新

令和８年２月 

司法研修所刑事裁判教官室

新
プ
ロ
シ
ー
デ
ィ
ン
グ
ス
刑
事
裁
判
　（
令
和
八
年
二
月
）	

	

司
法
研
修
所
刑
事
裁
判
教
官
室

• • • • • • • • • • • • • •• • • • • • • • • • • • • •
• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

• • • • • • • • • • • • • •• • • • • • • •
• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

• • • • • • • • • • • • • •• • • • • • • • • • • • • •
• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •

• • • • • • • • • • • • • •• • • • • • • •
• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • •



 

  
 

は し が き 

 

 
平成２８年９月に、「プロシーディングス刑事裁判」が刊行されて以降、同書

は刑事裁判手続について基本的な理解を得るための教材として好評を得てきた。 

今回、刑事裁判手続をより実践的に学修することができるよう、新たに具体的

な事件記録を記録編として作成し、刑事裁判手続について記録編を参照しつつ

説明を加える構成とした。これまで学修してきた刑事訴訟に関する知識が、刑事

裁判実務においてどのように活かされているのかについて、より理解が深まる

教材となることを目指したものである。 

また、平成３０年９月以降の刑法、刑訴法の改正等を踏まえて書き改めている。 

なお、これまでのプロシーディングス刑事裁判と同様、本書における解説も、

一つの見方を示したにすぎないことには注意されたい。 

 

令和８年２月 

司法研修所刑事裁判教官室  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　　　　　1



 

  
 

平 成 ２ ８ 年 ９ 月 版 は し が き 

 
 
本書は、司法研修所での導入修習を受けるに先立って、別途配布される「プラ

クティス刑事裁判（別冊）」を参照しつつ、第一審刑事裁判手続の流れについて

復習しておいてもらう目的で作成されたものである。随所に「Q」として問題を

掲げたが、手続の流れを表面的に理解するのではなく、条文がそのような定めに

なっているのはなぜか、なぜそのような手続となるのか、なども併せて頭に入れ

ておく必要がある。 

 

なお、本書における解説も、プラクティス刑事裁判同様、一つの見方を示した

ものにすぎないことには注意されたい。 

 

平成２８年９月 

司法研修所刑事裁判教官室 
  

 

  
 

平 成 ３ ０ 年 ９ 月 版 は し が き 

 

 
 平成３０年９月版では、旧版以降の刑訴法の改正等を踏まえて書き改めた。 

また、著名な裁判例を踏まえた「Ｑ」をその裁判例で問題となった手続時点の 

箇所に加筆し、刑訴法上の問題が手続のどの段階で生じ得るのかの理解に資す 

るようにすることを試みた。 

 

 なお、旧版のはしがきで指摘したとおり、本書における解説も、プラクティ 

ス刑事裁判同様、一つの見方を示したにすぎないことには注意されたい。 
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司法研修所刑事裁判教官室  
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第１ はじめに 

 

第第１１  ははじじめめにに
  
１１  刑刑事事裁裁判判手手続続ににつついいてて学学ぶぶ意意義義

 

刑事訴訟法は、刑事事件について、公共の福祉の維持と個人の基本的人権の

保障とを全うしつつ、事案の真相を明らかにし、刑罰法令を適正かつ迅速に適

用実現することを目的としている（法１条）。 

刑事訴訟法には、刑事裁判手続に関する種々の規定が定められているが、こ

のような法の目的を意識しつつ、手続の各段階においてどのような規定が、ど

のような趣旨で定められているのかについて理解する必要がある。また、刑事

裁判手続を構成する個々の手続は相互に関連しながら、刑事裁判手続の到達

点である判決まで適正かつ迅速に進行することを目的としているため、手続

相互の関係を意識しながら学修を進めると、その理解が深まるであろう。 

 

また、刑罰法令の具体的な適用実現は、裁判所が認定した事実に基づいて行

われる。すなわち、刑事裁判手続において、裁判所は、検察官が起訴した犯罪

について、被告人が有罪であると認められるかを判断し、有罪と判断した場合

には被告人に適切な刑罰を科すことが求められており、その結論と理由は判

決で示されることになる。その検討の出発点となるのは、起訴状に記載された

公訴事実である。まず、裁判所は公訴事実に記載された内容を的確に把握する

ことからスタートし、手続の到達点である判決においては公訴事実を中心と

した検察官の主張する事実が証拠に基づいて認定できるかどうかを判断する

ことになる。実際の刑事事件では、有罪・無罪が争われる場合、公訴事実に記

載された事実の有無を巡って争いとなる事案が多く、また、違法性阻却事由・

有責性の判断や有罪と認定された被告人に対する適切な刑罰の判断（量刑判

断）においても、その前提となる事実（量刑事情）が問題となることも少なく

ない。 

したがって、判決において、有罪・無罪の判断と量刑判断を適切に行うため

には、適正な事実認定が不可欠である。刑法の学修においては、犯罪の成否を

判断する前提となる事実は所与のものとされているが、実際の刑事裁判では、

刑事訴訟法の学修により学んだ刑事裁判手続の基本原則や諸手続を踏まえた

上で、証拠に基づいて事実を認定できるかどうか慎重に検討しなければなら

ない。 

 

そして、適正な事実認定は、判決の段階で裁判官が熟慮を重ねるだけで実現

できるものではなく、裁判官が心証を形成する過程である判決に至るまでの

手続、特に事実認定の基礎となる証拠調べの手続が、適正な事実認定を担保す

るにふさわしいものでなければならない。そのため、刑事裁判手続は、適正な

事実認定の実現も目標として設計されている。例えば、証拠を事実認定に用い

るための資格について、自白法則（法 319 条）や伝聞法則（法 320 条 1 項）

による制限があることなどの証拠法の規制は、適正な事実認定を実現するた
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めには、類型的に誤った事実認定をもたらす危険性のある証拠を事実認定の

資料から排除する必要があることに基づくとされる。このような刑事裁判手

続と事実認定の関係を踏まえて、個々の手続が適正な事実認定を実現する上

でどのような意義を有するのかについても意識しながら、これからの学修を

進めていってほしい。 

２２  ここれれままででのの学学修修ととのの関関係係

これまでの刑事訴訟法の学修では、一連の刑事手続について、条文を出発点

として、種々の制度や判例等で問題となったいわゆる論点について理解を深

めてきたと思う。本書は、これまで身につけてきた刑事訴訟に関する基本的な

知識や理解が、どのように刑事裁判手続に活かされているのかを学ぶことが

できるように、模擬の事件記録（記録編。以下、記録編の事件については、「本

件」という。）に基づいて刑事裁判手続について説明を加えることを試みてお

り、これまでの学修を刑事裁判実務に結びつけるための、いわば「懸け橋」と

なることを目指した内容となっている。 

記録編では、住居侵入、現住建造物等放火被告事件について、起訴された段

階から公判前整理手続を経て、公判審理が行われ、判決宣告期日（ただし、判

決の具体的な内容は除く。）まで、一連の手続が掲載されている。例えば、検

察官が証拠請求した実況見分調書（甲５）について、弁護人はその一部につい

て不同意としているが、その後、不同意部分について、検察官がどのような立

証を試みるのか、これまで学修した手続の知識や理解を基にまずは自身で考

えた上で、記録編の検察官の対応を検討するとよいであろう。 

また、説明編で記載した手続がすべて記録編の事件で問題となっているわ

けではない。説明編に記載された各種手続について、基本的な理解を確認する

とともに、実務上どのように運用されているかについても理解を深めてほし

い。 

以上により、これら一連の刑事裁判手続を構成する個々の手続をどのよう

に運用するべきかを判断するにあたっては、その判断が刑事裁判手続の到達

点である判決における事実認定に及ぼす影響も検討しなければならないこと

が、おぼろげながらもおわかりいただけたのではないだろうか。刑事裁判手続

の学修においては、手続の流れや条文上の根拠を理解することに加え、図１で

示した到達点である判決に与える影響も意識してほしい。 
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知識や理解が、どのように刑事裁判手続に活かされているのかを学ぶことが

できるように、模擬の事件記録（記録編。以下、記録編の事件については、「本
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第２ 刑事裁判手続の流れと基本原則 

  

第第２２  刑刑事事裁裁判判手手続続のの流流れれとと基基本本原原則則
 
以上に述べた刑事裁判の目的を意識して、これから第一審の刑事裁判の手続

を見ていくが、おおまかな流れは、次の図 3 のとおりである。第１の２でも説明

したとおり、到達点である判決を常に意識するようにしてほしい。 
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【コラム】公訴事実の把握について 

 
本件では、起訴状（記録編 1 頁）の公訴事実に記載された事実が証拠に基づいて認

定できれば、被告人が住居侵入罪と現住建造物等放火罪で有罪と認められることは明

らかである（例えば、被告人が放火した物件が「小沢武久ほか１名が現に住居に使用

する熊本市南区希望が丘９９７番地３所在の居宅」であることは甲第１９号証等から

認定できるが、これが刑法１０８条にいう現住建造物に該当することは明らかであろ

う。）。実務においても、本件と同様に、公訴事実を中心とした検察官の主張する事実

が証拠に基づいて認定できるかどうかを判断すれば、これと同時に実体法の適用の可

否や犯罪の成否についての結論も得られる事案は多い。 

もっとも、正当防衛における急迫性、強盗罪における暴行・脅迫（刑法２３６条）、

共同正犯における正犯性（刑法６０条）のように、抽象性の高い実体法の要件（構成

要件）が問題となる事案においては、公訴事実に示された具体的事実を証拠に基づい

て認定しただけでは結論が出せない場合があり、そのような場合、実体法の解釈を踏

まえつつ、認定された事実が実体法の要件を満たすかどうかの判断（あてはめ）が必

要になる。例えば、強盗罪における「暴行」の意義は、解釈上、相手方の反抗を抑圧

する程度のものである必要があるとされているが、公訴事実に記載された暴行の強度

が比較的弱い場合（例えば、腹部を殴打する、など）、その暴行を認定するだけでは、

直ちに相手方の反抗を抑圧する程度のものであると判断することはできない。このよ

うな場合、暴行の強度に加え、周囲の状況や時間帯、被告人と相手方の年齢・体格差

等の事実を証拠から認定するとともに、これらを法的に評価することで、初めて強盗

罪における「暴行」に該当するかどうかの判断をすることができ、それにより公訴事

実に記載された「強取」に当たるか否かを判断することになる。 

このように、公訴事実には、具体的事実と、それらの事実を実体法の要件にあては

めた判断という、有罪・無罪の判断に必要な複合的な要素が含まれる構造になってい

る（図２参照）。今後司法修習等において事実認定に関する本格的な学修に取り組む

際は、こうした公訴事実の全体的な構造を踏まえて、公訴事実の内容を的確に把握す

ることが出発点となることを意識しておいて欲しい。 

                                                              図図 22  
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第１ はじめに 
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第３ 公訴の提起等 

 １ 起訴状の記載 

第第３３  公公訴訴のの提提起起等等
 
この章では、次の図 4 に示されたような手続をみていく。 

 
図図  44  

 
 
公訴の提起は検察官が行う（法 247 条、検察庁法 4 条）。検察官は、起訴状を

提出しなければならない（法 256 条 1 項）。法は、私人による訴追を許さず、訴

追の権限を検察官に限っている（国家訴追主義、起訴独占主義）。 
 

 
１１  起起訴訴状状のの記記載載
 

起訴状には以下のア～エが記載されるが、本件の起訴状（記録編 1 頁）をみ

ると、具体的にどのように記載されているかがわかる。 
 
 
アア  被被告告人人のの氏氏名名そそのの他他被被告告人人をを特特定定すするるにに足足りりるる事事項項

 
法 256 条 2 項 1 号で記載事項とされている。同号では例示として「被告

人の氏名」しかあげられていないが、規 164 条 1 項 1 号では、被告人の年

齢、職業、住居及び本籍の記載も要求されている。被告人の年齢については、

生年月日を記載するのが通例となっている。 
 
 
イイ  公公訴訴事事実実

 
公訴事実（法 256 条 2 項 2 号）は、訴因を明示して記載しなければなら

ない（法 256 条 3 項前段）。訴因を明示するには、できる限り日時、場所及

び方法をもって罪となるべき事実を特定しなければならない（法 256 条 3
項後段）。 
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第２ 刑事裁判手続の流れと基本原則

審理に関わる諸原則としては、弁論主義、口頭主義、直接主義、公開主義な

どがある。 
 
弁論主義とは、当事者の弁論に基づいて審判を行う建前である。判決は口頭

弁論に基づくことを要するものとされている（法 43 条 1 項）。当事者には、審

理の冒頭手続において被告事件に対する意見を陳述する機会（法 291 条 5
項）、証拠調べを終えた後には意見を陳述する機会（法 293 条）のほか、重要

な事項については、当事者に対し意見を述べる機会が与えられている。口頭主

義とは、訴訟資料を口頭で裁判所に提供し、裁判所がこれに基づいて審判をす

べきものとする建前をいう。 
 
口頭主義は、弁論主義と結び付いて口頭弁論主義となる。判決は、特別の定

めのある場合を除き、口頭弁論に基づいてこれをしなければならない（法 43
条 1 項）とあるのは、口頭弁論主義を表明したものである。 

直接主義とは、広義では、公判廷で裁判所により直接取り調べられた証拠に

限って裁判の基礎とできるというものである。裁判員裁判の導入を契機とし

て、重要な事実については公判廷で証人尋問を行うなど審理の重点を公判に置

く運用が広がった（公判中心主義）が、これは、直接主義の要請であるととも

に、裁判所が公判で的確に心証を形成するために不可欠であると考えられてい

るからである。 

公開主義とは、一般国民が自由に傍聴できる状態で審判を行わなければなら

ないという建前をいう。公開主義は、憲法上の要請であり、憲法は、特に刑事

被告人に対し公開の審判を受ける権利を保障し（憲法 37 条 1 項）、公判期日の

審理及び判決は公開の法廷で行うべきことを定めている（憲法 82 条 1 項）。公

開主義は、被告人の権利であると同時に、司法の公正を保障するという制度的

意味を持つものである。 
 
これらの基本原則は、以下の多くの場面での思考のベースになる。刑事訴訟

の基本原則が、実際の手続にどのような形で反映されているかに注意を払って

ほしい。 
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第３ 公訴の提起等 

 ２ 起訴状一本主義 

２２  起起訴訴状状一一本本主主義義
 

起訴状には、裁判官に事件につき予断を生じさせるおそれのある書類その

他の物を添付し、又はその内容を引用してはならない（法 256 条 6 項）。これ

を起訴状一本主義という。 
 

「添付」又は「引用」に当たらなくとも、起訴状一本主義の趣旨に反するよ

うな余事記載は、添付又は引用に準ずるものとして禁止されなければならな

い。 
 

 
３３  起起訴訴状状のの提提出出・・受受理理
 

検察官は、公訴提起に際し、裁判所に対して、起訴状を提出する（法 256 条

1 項）。起訴状の提出によって事件が裁判所に係属するが、その時点は、起訴

状が現実に裁判所に到達し、それを書記官が受理した時である。公訴提起の年

月日がいつかということは、公訴時効の期間（法 250 条）、起訴前の勾留の期

間（法 208 条 1 項）、起訴後の勾留の期間、勾留の期間の更新（法 60 条 2 項）

等の関係で重要な意味がある。 
 
 
４４  事事件件のの分分配配等等
 

起訴された事件は、当該裁判所の事務分配規程に従い、機械的に各部・係に

分配される。 
 

法定刑が死刑又は無期若しくは短期１年以上の拘禁刑に当たる罪（ただし、

強盗罪、常習累犯窃盗罪等の例外がある。）を対象とする事件を法定合議事件

という。法定合議事件は、3 名の裁判官による合議体で審理及び裁判をする

（裁判所法 26 条 2 項 2 号、3 項）。 
 

それ以外の罪を対象とする事件を単独事件といい、1 名の裁判官による単独

体で審理及び裁判をする（裁判所法 26 条 1 項）。そのほか、単独事件であっ

ても、事件の重大さや複雑さ等を考慮して合議体で審理及び裁判をする旨の

決定をする事件があり（同条 2 項 1 号）、これを裁定合議事件という。 
 

法定合議事件のうち、裁判員の参加する刑事裁判に関する法律（以下、「裁

判員法」と表記する。）の定める「対象事件」については、裁判員の参加する

合議体が構成された後は、その合議体で取り扱うこととなる。 
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第３ 公訴の提起等 

 １ 起訴状の記載 

訴因には、通常、次の 6 項目の記載がなされる（いわゆる六何の原則）。 
 

① 誰が（犯罪の主体）、 
② いつ（犯罪の日時）、 
③ どこで（犯罪の場所）、 
④ 何を又は誰に対して（犯罪の客体）、 
⑤ どのような方法で（犯罪の方法）、 
⑥ 何をしたか（犯罪の行為と結果） 

 
訴因は、審判の対象を明確にするため、最小限度他の事実と区別できる程

度に事実を特定して記載する必要がある。 
 

公訴提起後に訴因を改める必要が生じた場合、例えば、証拠調べの結果、

検察官が立証できたと考える罪と訴因との間にずれが生じた場合などのた

め、訴因変更の制度（法 312 条）が設けられている。 
 
 
ウウ  罪罪名名

 
罪名（法 256 条 2 項 3 号）は、適用すべき罰条を示して記載する（法 256

条 4 項本文）。 
 

実務上は本件のように、構成要件の名称（住居侵入、現住建造物等放火）

と罰条（刑法 130 条前段、108 条）の双方が記載されている。 
 

なお、罰条も変更されることがある（法 312 条）。例えば、現住建造物等

放火罪（刑法 108 条）に該当するとされていた公訴事実を、非現住建造物

等放火罪（刑法 109 条）に該当する公訴事実に変更する場合には、罰条も

併せて変更する必要がある。 
 
 
エエ  被被告告人人のの身身柄柄拘拘束束のの有有無無等等

 
起訴状には、被告人が逮捕又は勾留されているときは、その旨を記載すべ

きこととされており（規 164 条 1 項 2 号）、本件では、被告人が起訴状記載

の公訴事実と同一の事実により勾留されているので「勾留中」の表示がなさ

れている。 
 

その他、被告人の身柄関係を示すものとして「在宅」、「別件勾留中」等の

表示がある。「勾留中求令状」などという表示もあるが、これについては、

後記第６の１⑴（82 頁以下）参照。 
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 １ 起訴状の記載 

訴因には、通常、次の 6 項目の記載がなされる（いわゆる六何の原則）。 
 

① 誰が（犯罪の主体）、 
② いつ（犯罪の日時）、 
③ どこで（犯罪の場所）、 
④ 何を又は誰に対して（犯罪の客体）、 
⑤ どのような方法で（犯罪の方法）、 
⑥ 何をしたか（犯罪の行為と結果） 

 
訴因は、審判の対象を明確にするため、最小限度他の事実と区別できる程

度に事実を特定して記載する必要がある。 
 

公訴提起後に訴因を改める必要が生じた場合、例えば、証拠調べの結果、

検察官が立証できたと考える罪と訴因との間にずれが生じた場合などのた

め、訴因変更の制度（法 312 条）が設けられている。 
 
 
ウウ  罪罪名名

 
罪名（法 256 条 2 項 3 号）は、適用すべき罰条を示して記載する（法 256

条 4 項本文）。 
 

実務上は本件のように、構成要件の名称（住居侵入、現住建造物等放火）

と罰条（刑法 130 条前段、108 条）の双方が記載されている。 
 

なお、罰条も変更されることがある（法 312 条）。例えば、現住建造物等

放火罪（刑法 108 条）に該当するとされていた公訴事実を、非現住建造物

等放火罪（刑法 109 条）に該当する公訴事実に変更する場合には、罰条も

併せて変更する必要がある。 
 
 
エエ  被被告告人人のの身身柄柄拘拘束束のの有有無無等等

 
起訴状には、被告人が逮捕又は勾留されているときは、その旨を記載すべ

きこととされており（規 164 条 1 項 2 号）、本件では、被告人が起訴状記載

の公訴事実と同一の事実により勾留されているので「勾留中」の表示がなさ

れている。 
 

その他、被告人の身柄関係を示すものとして「在宅」、「別件勾留中」等の

表示がある。「勾留中求令状」などという表示もあるが、これについては、

後記第６の１⑴（82 頁以下）参照。 
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第４ 公判準備 

 １ 事件分配直後の裁判所による手続 

第第４４  公公判判準準備備
 
この章では、次の図 5 に示されたような手続をみていく。 

 
図図  55  

 
 
 
１１  事事件件分分配配直直後後のの裁裁判判所所にによよるる手手続続
 
(1)  起起訴訴状状のの審審査査
 

受訴裁判所は、まず、起訴状の記載等について審査する。検討事項の例を

あげると、起訴状に記載されている訴因が特定されているか、法 256 条 6
項に反するような余事記載等がないか、訴訟条件（事物管轄、土地管轄、公

訴時効等）が備わっているか、訴因と罰条が一致しているかなどである。 
 
 
(2)  起起訴訴状状謄謄本本のの送送達達
 

裁判所は、起訴状謄本を受け取ったときは、直ちにこれを被告人に送達し

なければならない（法 271 条 1 項、規 176 条 1 項）。 
 
 
(3)  弁弁護護人人選選任任にに関関すするる通通知知書書のの送送付付
 

被告人又は被疑者は、いつでも弁護人を選任することができ（法 30 条 1
項）、被告人又は被疑者の配偶者、直系の親族及び兄弟姉妹等は、独立して

弁護人を選任することができる（同条 2 項）。これらの者が選任した弁護人

が私選弁護人である。 
 

これに対し、裁判所若しくは裁判長又は裁判官が付した弁護人を国選弁

護人という（被告人に対する国選弁護人について後記(4)参照）。 
 

裁
判
所
に
よ
る
手
続

事
件
分
配
直
後
の

公

判

（
第
４
）

事前準備手続

証拠の整理・検討，相手方への閲覧機会の付与
相手方請求証拠の検討，意見見込みの通知
審理見込時間の告知・申出
証人予定者の在廷確保
事前の打合せ 等

（裁判員裁判，複雑な事件等）
公判前整理手続

、 
、 

、 

公
判
手
続
（
第
５
） 
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第３ 公訴の提起等

４ 事件の分配等

対象事件は、次の 2 つの類型である（裁判員法 2 条）。 
 
① 死刑又は無期拘禁刑に当たる罪に係る事件 
② 法定合議事件であって、故意の犯罪行為により被害者を死亡させた罪に

係るもの 
 
当該事件の分配を受け、審理を担当することとなった単独体（裁判官）又は

合議体は受訴裁判所と呼ばれる。 
 
 
 

【コラム】起訴状を受け取った裁判官は何をするのか？

起訴状一本主義と予断排除の原則により、裁判官が第１回公判期日前に事件

の実体について心証を形成できないことは当然だが、裁判官は、起訴された事

件の分配を受けて起訴状が手元に届いた時点から、その内容を検討してその後

の公判準備や公判手続に備える必要がある。記録編１頁の起訴状を受け取った

裁判官が何を検討してどのような準備をするのか、具体的に見てみよう。

記録編１頁の起訴状の罪名及び罰条の欄を見ると、本件で被告人が行ったと

検察官が主張している犯罪が刑法１３０条前段の住居侵入罪と刑法１０８条の

現住建造物等放火罪であることが分かる。そして、住居侵入罪と現住建造物等

放火罪の構成要件に該当する被告人の行為として検察官が主張する具体的な事

実は、起訴状の公訴事実の欄に記載されている。

裁判官は、起訴状が手元に届いた時点で、それぞれの構成要件の解釈を踏ま

えて、仮に公訴事実が認定できた場合に構成要件該当性の判断（あてはめ）を

行う上で問題となる点がないか検討し、問題となる点があれば、関連する判例

や学説の調査を行い、当事者に釈明を求めるべき点がないか更に検討する。ま

た、構成要件該当性の判断を行う上で必要な事実が公訴事実から漏れていた場

合には、検察官に訴因の補正を促すなどの対応が必要になる。訴因の特定が不

十分で、他の犯罪事実と識別できないおそれがある場合にも、同様に訴因の補

正を促す必要がある。

本件では、裁判官が起訴状を受け取った段階でこうした検討を行った結果、

その記載内容に問題はないものと判断したため、公判前整理手続の中で起訴状

の記載内容に関する求釈明等はなく進行している。

－  10  －
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第４ 公判準備 

１ 事件分配直後の裁判所による手続 

第第４４  公公判判準準備備
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第３ 公訴の提起等

４ 事件の分配等

対象事件は、次の 2 つの類型である（裁判員法 2 条）。
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② 法定合議事件であって、故意の犯罪行為により被害者を死亡させた罪に
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放火罪の構成要件に該当する被告人の行為として検察官が主張する具体的な事

実は、起訴状の公訴事実の欄に記載されている。

裁判官は、起訴状が手元に届いた時点で、それぞれの構成要件の解釈を踏ま

えて、仮に公訴事実が認定できた場合に構成要件該当性の判断（あてはめ）を

行う上で問題となる点がないか検討し、問題となる点があれば、関連する判例

や学説の調査を行い、当事者に釈明を求めるべき点がないか更に検討する。ま

た、構成要件該当性の判断を行う上で必要な事実が公訴事実から漏れていた場

合には、検察官に訴因の補正を促すなどの対応が必要になる。訴因の特定が不

十分で、他の犯罪事実と識別できないおそれがある場合にも、同様に訴因の補

正を促す必要がある。

本件では、裁判官が起訴状を受け取った段階でこうした検討を行った結果、

その記載内容に問題はないものと判断したため、公判前整理手続の中で起訴状

の記載内容に関する求釈明等はなく進行している。
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第４ 公判準備 

 １ 事件分配直後の裁判所による手続 

実務では、公判前整理手続に付されていない事件については、弁護人の

準備等を考慮して（規 178 条の 4）、第 1 回公判期日は、起訴後１か月程度

とされるのが通例である。 
 
公判期日が指定されると、その公判期日を検察官、弁護人に通知すると

ともに、被告人を召喚しなければならない（法 273 条 3 項、2 項）。 
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第４ 公判準備 

 １ 事件分配直後の裁判所による手続 

裁判所は、公訴の提起があったときは、遅滞なく被告人に対し、弁護人を

選任できることなどを知らせなければならない（法 272 条 1 項本文、規 177
条本文）。もっとも、被告人に既に私選弁護人又は被疑者段階で選任された

国選弁護人があるときはその必要がない（法 272 条 1 項ただし書、規 177
条ただし書）。 

 
 
(4)  国国選選弁弁護護人人のの選選任任
 

国選弁護人の選任については、被告人の請求によってなされる場合（法 36
条、規 28 条）のほか、請求がなくても、必要的弁護事件のときなどでは、

裁判所又は裁判長が職権で付する場合（法 289 条 3 項、2 項、37 条等）が

ある。 
 
 
(5)  第第１１回回公公判判期期日日のの指指定定
 
アア  裁裁判判長長のの期期日日指指定定

 
裁判長は、第 1 回公判期日の指定を行う。なお、全ての公判期日の指定

は裁判長が行うことになっている（法 273 条 1 項）。 
 
公判期日の指定は必ずしも 1 期日ごとになされるとは限らず、むしろ、

審理に 2 日以上を要する事件については、後記２の事前準備の状況により、

当初から一括して数期日を、しかも短期間内又は連日的に指定することが

望ましい（法 281 条の 6 参照）。 
 
なお、いったん指定された公判期日を変更することは、期日指定と異なり

裁判所が行うものとされている（法 276 条 1 項）。期日変更は、職権で行う

場合のほか、検察官、被告人又は弁護人の請求によって行うのであるが、

請求があれば必ず変更を認めなければならないものではなく、変更するに

ついては、やむを得ないと認められる事由が必要である（規 179 条の 4 第

2 項、182 条 1 項）。不当な期日変更を防止しようとするためである。 
 
 
イイ  猶猶予予期期間間

 
第 1 回公判期日の指定については、被告人を召喚するための召喚状の送

達と第 1 回公判期日との間に、原則として少なくとも 5 日間（簡易裁判所

の場合は 3 日間）の猶予期間があるようにしなければならない（法 275 条、

規 179 条 2 項）。 
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　　　　　22



 

13 
 

第４ 公判準備 
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第４ 公判準備 

 ２ 事前準備手続 

の 15～178 条の 17 に、訴訟関係人の義務が具体的に定められている。 
   
 
(2)  公公判判前前整整理理手手続続にに付付さされれてていいなないい事事件件のの事事前前準準備備
 

より徹底した事前準備手続である公判前整理手続を理解する前提として、

まずは、同手続に付されていない事件における当事者を中心とした事前準備

についてみていきたい。 
 
アア  事事前前準準備備ににおおけけるる裁裁判判所所のの役役割割

 
裁判所の役割として、検察官及び弁護人の氏名を相手方に告知すべきこ

と（規 178 条の 3）、裁判所が審理に充てることのできる見込みの時間をあ

らかじめ検察官又は弁護人に知らせること（規 178 条の 5）、検察官又は弁

護人に訴訟の準備の進行に関し問い合わせ又はその準備を促すこと（規 178
条の 15）が定められている。 

 
また、裁判所は、適当と認めるときは、検察官及び弁護人と訴訟の進行に

必要な事項について打合せを行うことができる（規 178 条の 16 第 1 項本

文）。公判前整理手続に付するまでもないが一定程度の複雑性や重大性のあ

る事件などにおいては、打合せが行われることが少なくない。 
 
事前準備を促進する場面において、裁判官と共に重要な役割を果たして

いるのは、裁判所書記官である（規 178 条の 15）。すなわち、書記官は、裁

判官（裁判体）から示された一般的な審理方針に基づいて、当事者から得た

情報に基づき、しばしば当事者に対して必要なアクションを促し、当該事件

の審理見込みを立てる作業を行っている。当事者からみても、書記官は、手

続的に分からないことを教示してくれる点も含めて、頼りになるという感

覚が強いものと思われる。 
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２２  事事前前準準備備手手続続
 

(1)  事事前前準準備備手手続続のの目目的的とと機機能能
 
継続的、計画的かつ充実した公判審理を実現するためには、いうまでもなく

第 1 回公判期日前の公判準備が重要である。ただ、起訴状一本主義（前記第３

の２（9 頁））のもとで、裁判所は、第 1 回公判期日前の準備の段階では、当

然に証拠の内容に触れることができず、かつ、公判審理も当事者主義を基調と

する以上、当事者が準備を十分に尽くしていることが必要不可欠である。 
 
事前準備手続として、法・規則は、当事者を中心とした事前準備と公判前整

理手続を設けている。 
 
このうち、公判前整理手続では、裁判所による主体的・積極的な役割が予定

されている上、請求予定証拠以外の証拠の開示制度が整えられているなど、よ

り徹底した事前準備が可能となっている。そこで、裁判員裁判の対象事件につ

いては、必要的に公判前整理手続に付されることとなっており（裁判員法 49
条）、裁判員裁判の非対象事件についても、複雑困難事件や大型否認事件等で

は、同手続が活用されている。 
 

本件では、公判前整理手続に付された事件を素材として、その手続の流れが

概観できるようになっている。 
詳細は、後述の公判前整理手続の流れ（後記⑶（20 頁））の説明の中で明ら

かにするが、記録編 2 頁の第 2「公判前整理手続の概要」を一読すると、証拠

開示を絡めながら、当事者双方の主張が明示されて争点（犯罪成立要件のうち

当事者間に争いがあるものをいう。）や公判のポイントが抽出され、最終的に

審理予定が策定されるという、公判前整理手続の大きな流れが把握できると

思う。当事者主義を採用する刑事裁判では、公判における当事者の主張立証活

動が争点に焦点を当てたメリハリのあるものとなることで、裁判官が争点に

ついて的確に心証を形成し、事実認定を適正に行うことが可能となる。そのよ

うな争点中心の公判審理を実現するために、公判前整理手続における争点と

証拠の整理は大きな役割を果たしている。 
 
なお、公判前整理手続は、充実した公判審理を継続的、計画的かつ迅速に行

うための準備の手続であり、裁判体が証拠の内容に立ち入って、心証をとるこ

とは想定されていない。争点や公判のポイントを整理し、審理予定を策定する

ためという、事前準備手続としての基本的な性格は常に頭に置いておかなけ

ればならない。 
 

また、当事者を中心とした訴訟関係人の第 1 回公判期日前の準備は、事前

準備と呼ばれる。これについては、規則 178 条の 2～178 条の 7 及び 178 条

－  14  －
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－  15  －
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第５の３⑷（56 頁）参照）。 
 

そこで、検察官は、捜査記録を検討し、公訴事実を証明するためにどの

ような証拠を用いるべきか、後記第５の３⑴エ（42 頁以下）でみるよう

な証拠をめぐる手続の流れも念頭に置きつつ、立証計画を立てなければ

ならない。検討の次第によっては補充の捜査が必要なこともあるかもし

れない。 
 

一方、弁護人も、第 1 回公判期日前に、被告人に事実関係を確かめ、後

記(ｲ)により検察官から開示された証拠を閲覧してその内容等を検討しつ

つ、被告人とよく打ち合わせ、証人となる可能性のある者その他の関係者

に事前に面接調査をするなどして、防御の具体的な方針を立て、反証とし

て提出する証拠の収集に努めることが必要である（規 178 条の 2、178 条

の 6 第 2 項 1 号）。 
 

例えば、被告人が犯罪事実を争っていないような事件であれば、第 1 回

公判期日で弁論の終結まで進行することもある（時間にして 40 分～60 分

程度）。そのような事件で、情状証人に供述をしてもらいたいときは、当

該証人を在廷させておくことが必要となり（規 178 条の 14）、証人との

打合せが必要である。 
 
 
(ｲｲ)  証証拠拠書書類類、、証証拠拠物物をを閲閲覧覧すするる機機会会をを相相手手方方にに与与ええるるこことと

 
事前準備では、検察官は、公訴の提起後なるべく速やかに、弁護人に対

し、取調べ請求予定の証拠書類及び証拠物を閲覧する機会を与えなけれ

ばならない（法 299 条 1 項、規 178 条の 6 第 1 項 1 号）。 
 

後の公判では、検察官が取調べを請求した証拠に対して、弁護人が、予

め立てた防御の方針に基づいて、証拠に対する意見を述べることになる

から、弁護人が事前に検察官請求の証拠を検討できるようにしておかな

ければならないということである。 
 

弁護人に予め検討してもらうことによって、検察官としても、次の(ｳ)
で述べるように、弁護人からの同意・不同意等の意見の事前通知（規 178
条の 6 第 2 項 2 号）を受けることができ、さらにこれに対応して当初の

立証計画を発展させた上での準備を第 1 回公判期日前に行うことができ

るようになる（前記図 6 参照）。 
 

前記(ｱ)と合わせて考えると、検察官としては、何よりもまず、取調べ請

求予定の証拠書類及び証拠物を選別整理して、これを弁護人に開示する

作業を速やかに行うことが必要となるわけである。 
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イイ  当当事事者者のの準準備備

 
裁判所がサポートするにしても、事前準備の主役が当事者であることに

変わりはない。図 6 は、規則上の当事者の行うべき事前準備を上から時系

列の順に示すとともに、規則上の事前準備における裁判所の役割を示した

ものである。順次矢印をたどることによって、準備活動の大まかな流れを理

解できるであろう。 
 

図図  66  

 
※例えば、-2 とは、規 178 条の 2 を意味する。

 
 
(ｱｱ)  審審理理のの迅迅速速化化にに向向けけたた証証拠拠のの収収集集、、整整理理

 
規 178 条の 2 は、「訴訟関係人は、第 1 回の公判期日前に、できる限り

証拠の収集及び整理をし、審理が迅速に行われるように準備しなければ

ならない」と定める。 
 

法 298 条は、「検察官、被告人又は弁護人は、証拠調を請求することが

できる」と定めているが、まずは、検察官は、立証責任を負っているので

あるから、後に公判審理が始まり、証拠調べに入ると、立証のために必要

で十分な証拠の取調べを請求しなければならない（規 193 条 1 項、後記

検察官 弁護人

-2 証拠の収集及び整理立証計画を立てる -2証拠の収集及び整理
-6第2項1号事実関係の確認

閲覧証拠の検討 弁護方針を立てる

-6第2項2号証拠意見の見込み通知

-6第2項3号請求予定証拠の閲覧の
機会を与える

-7検察官に証人の氏名・住所を知る機会を与える
-8 第1回公判期日に証人予定者を在廷させる
-6第3項2号裁判所に対して審理に要する見込み時
間等を申し出る

-6第1項1号請求予定証拠の閲覧の機会を与える

弁護人の証拠意見見込みを聞き，弁護人請求予定
証拠を閲覧しての立証計画の再検討・・・

-6第1項2号証拠意見の見込み通知

-7弁護人に証人の氏名・住所を知る機会を与える
-8 第1回公判期日に証人予定者を在廷させる
-6第3項2号裁判所に対して審理に要する見込み時
間等を申し出る

弁護方針の再検討・・・

-10検察官，弁護人と訴訟の進行に必要な事
項についての打合せ

裁
判
所

-5 審理に充てることので
きる見込み時間を告知

-9 当事者に対し準備の進行に関す
る問合せ，促し

-6
第
3
項
1
号

訴
因
及
び
罰
条
の
明
確
化
、

争
点
明
確
化
の
た
め
の
打
合
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(ｵｵ)  そそのの他他、、迅迅速速かかつつ充充実実ししたた審審理理のの実実現現ののたためめのの準準備備

 
審理に要する見込み時間等を検察官及び弁護人が裁判所に申し出るこ

とが義務付けられている（規 178 条の 6 第 3 項 2 号）。裁判所はこの申出

を参考にし、必要があるときは検察官、弁護人との事前の打合せを行い

（規 178 条の 16）、審理計画を立て、必要な公判期日を指定し、あるい

は、審理に充てる見込み時間（規 178 条の 5）を設定することになる。 
 
検察官及び弁護人は、第１回公判期日において取り調べられる見込み

のある証人予定者を在廷させるように努力すべきことが要請されている

（規 178 条の 13）。例えば、検察官が、犯罪事実に関して証人の取調べを

請求しようとする場合、被告人側が、犯罪事実に関して争いのない事件で

情状証人の取調べを請求しようとする場合等に、証人予定者が在廷して

いれば、第１回公判期日から証人尋問に入ることができ、充実した審理を

行うことができる。公訴事実に争いのない事件については、弁護人が第１

回公判期日に情状証人を在廷させてその取調べを実施する運用が、実務

で定着したものとなっている。 
 

以上に加え、検察官及び弁護人に対しては、第 1 回公判期日前に、相

手方と連絡して、起訴状に記載された訴因若しくは罰条を明確にし、又は、

事件の争点を明らかにするため、相互の間でできる限り打ち合わせてお

くことが要請されている（規 178 条の 6 第 3 項 1 号）。 
 
 

ウウ  期期日日間間のの準準備備

 
規則は、第 1 回公判期日前の事前準備について規定しているものではあ

るが、第 1 回公判期日以後の準備を不要とするものではないことはもちろん

であり、むしろこれらの規定の趣旨は、第 2 回以降の公判期日のための準備

（いわゆる期日間準備）にも推し及ぼされなければならない。例えば、証拠

書類の事前開示及びこれに対する同意・不同意等の事前通知、証人等の氏名・

住居の事前開示、在廷証人の準備、準備促進のための措置、裁判所における

事前の打合せ等は、期日間準備においても大いに活用励行されるべきもので

ある。 
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なお、弁護人についても、取調べ請求予定の証拠書類及び証拠物の事前

開示義務が規定されている（規 178 条の 6 第 2 項 3 号）。 
 
 
(ｳｳ)  開開示示証証拠拠にに関関すするる同同意意・・異異議議のの有有無無のの見見込込みみをを相相手手方方にに通通知知すするるこことと

 
弁護人は、検察官から事前開示を受けた証拠書類については証拠とす

ることに同意（法 326 条）をするかどうか、また証拠物についてはその

取調べに異議がないかどうかの見込みを、第 1 回公判期日前の段階でな

るべく速やかに検察官に通知しなければならない（規 178 条の 6 第 2 項

2 号）。 
 

弁護人から同意・不同意等の見込みの通知を受けた検察官は、その証拠

意見に対応して別の証拠調べ請求等の準備をすることになる。すなわち、

後記第５の３⑴エ（42 頁以下）で説明するように、検察官が当初請求し

た証拠に対する弁護人の意見等によって、その後の証拠をめぐる手続の

流れが変わるから、検察官としては、事態に応じた立証方針の再検討が必

要となる。例えば、捜査段階の供述調書について、弁護人から不同意の意

見の見込みが伝えられた場合には、検察官は、その供述調書の供述者に法

廷で証言してもらうことを検討することとなる。あらかじめ弁護人の意

見見込みを聴取できていないと、検察官による立証の再検討ができず、第

1 回公判期日で実質的な証拠調べができないことにもなりかねない。 
 

このように、弁護人の同意・不同意等の見込みの事前通知は、第 1 回公

判期日からの充実した集中審理を可能にするための重要な前提であり、

実務においてもほとんどの裁判所で励行されている。 
 

検察官についても、弁護人から事前開示を受けた証拠書類及び証拠物

についての同意・不同意等の見込みの事前通知義務が規定されている（規

178 条の 6 第 1 項 2 号）。弁護人としても、取調べ請求予定の証拠に対す

る検察官の意見によっては、弁護方針を再検討し、証人等の尋問を請求す

るなどの対応を考えなければならないからである。 
 

 

(ｴｴ)  証証人人等等のの氏氏名名及及びび住住居居をを知知るる機機会会をを与与ええるるこことと

 
証人等の尋問を請求するについては、検察官は弁護人に対し、弁護人は

検察官に対し、その証人等の氏名及び住居を知る機会を与えなければな

らない（法 299 条 1 項）。第 1 回公判期日前である場合には、なるべく早

い時期に、その機会を与えるようにしなければならない（規 178 条の 7
第 1 項）。 

－  18  －
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図図  77  

 
   

公判前整理手続に付する旨の決定

（法 316 条の 2 第 1 項）

検察官：証明予定事実記載書の提出（法316条の13第1項）

証拠調べ請求（法316条の13第2項）

請求証拠の開示（法316条の14第1項）

類型証拠の開示（法316条の15第1項、2項）

被告人側：証拠意見（法316条の16第1項）

予定主張等の明示（法316条の17第1項）

証拠調べ請求（法316条の17第2項）

（主張関連証拠の開示）

(証明予定事実等の追加的明示）

（追加証拠調べ請求等）

（法316条の20、同21第1項、2項、同22第1項、2項）

争点及び証拠の整理の結果の確認（法316条の24）

審理計画の策定（規217条の2第1項）
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(3)  公公判判前前整整理理手手続続
 
アア  公公判判前前整整理理手手続続のの基基本本的的なな流流れれ

 
ここからは、公判前整理手続の基本的な流れを、記録編を参照しながらみ

ていきたい。 
 
まず、裁判所は、充実した公判の審理を継続的、計画的かつ迅速に行うた

めに必要があると認めた場合には、検察官、被告人若しくは弁護人の請求に

より又は職権で、第 1 回公判期日前に、決定で、事件を公判前整理手続に付

することができる（法 316 条の 2 第 1 項）。 
 
裁判員裁判の対象事件は、全件が公判前整理手続に付されることとなっ

ており（裁判員法 49 条）、本件も、裁判員裁判対象事件であるから、起訴さ

れた当日に、公判前整理手続に付する決定がなされている。 
 
なお、裁判員裁判対象事件では、本来の職業生活や社会生活を有している

裁判員の裁判への参加を可能にし、不必要な負担をかけないために、あらか

じめ審理見込み期間を明らかにし、連日的な開廷が可能な審理計画を策定す

る必要性が特に高い。 
また、裁判員に公判廷で的確な心証を得させ、その職責を果たすことを可

能とさせるためには、争点を明確に示すとともに、当事者双方がかみ合った

主張を提示した上で、充実した公判審理が行われなければならない（裁判員

法 51 条）。 
そこで、裁判員裁判の対象事件については、第 1 回公判期日前に、事件の

争点を明らかにし、公判で取り調べるべき証拠を決定して、明確な審理計画

を策定するための手続である公判前整理手続の実施を必要的なものとした

のである。 
公判前整理手続の大きな流れを図示すると、次の図 7 のとおりである。 
また、図 8 は、公判前整理手続における事件の主張と証拠の整理に関する

定めを図示したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－  20  －
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イイ  事事件件のの争争点点のの整整理理とと証証拠拠調調べべ請請求求、、証証拠拠開開示示等等

 
 

(ｱｱ)  検検察察官官にによよるる証証明明予予定定事事実実記記載載書書面面のの提提出出、、証証拠拠調調べべ請請求求等等

 
事件が公判前整理手続に付されると、立証責任を負う検察官は、証明予

定事実（公判期日において証拠により証明しようとする事実）を記載した

書面を裁判所に提出し、被告人又は弁護人にこれを送付する（法 316 条

の 13 第 1 項）。本件では、起訴後 2 週間程度で、提出されている。 
 
その記載については、事件の争点及び証拠の整理に必要な事項を具体的

かつ簡潔に明示しなければならない（規 217 条の 20 第 1 項）。証明予定

事実を明らかにするに当たっては、事実とこれを証明するために用いる

主要な証拠との関係を具体的に明示するなどの方法によって、争点整理

及び証拠整理が円滑に行われるよう努めなければならない（規 217 条の

21）。本件では、記録編別紙 1（5 頁）のとおり、検察官が立証しようと

する犯行状況等がストーリーとして具体的に明示されている。 
 
また、検察官は、証拠を厳選してその証明に用いる証拠の取調べを請求

しなければならない（法 316 条の 13 第 2 項）。本件では、証明予定事実

記載書の提出と同時に、検察官から書証の取調べ請求がされている。 
 
検察官は、取調べを請求した証拠を速やかに被告人側に開示しなければ

ならない（法 316 条の 14 第 1 項）。本件でも、第 1 回公判前整理手続期

日において、証拠請求と同時に、請求証拠が弁護人に開示されていること

がわかる。弁護人は、ここで初めて、検察官側の証拠の内容に接すること

となる。 
 
証拠開示については、さらに、検察官の保管する証拠の一覧表を交付し

なければならない場合（法 316 条の 14 第 2 項、5 項）や、検察官請求証

拠以外でも、いわゆる類型証拠について、開示しなければならない場合が

ある（法 316 条の 15 第 1 項、2 項）（後記ウ(ｳ)（26 頁）参照）。本件で

も、第 1 回公判前整理手続期日の段階で既に、類型証拠の開示請求がさ

れている（記録編 2 頁）。弁護人は、開示された証拠の内容も踏まえ、弁

護方針を検討することとなる。 
 
 
(ｲｲ)  被被告告人人側側にによよるる証証拠拠意意見見、、予予定定主主張張等等のの明明示示等等

 
被告人側は、検察官から証明予定事実記載書面の送付を受け、検察官

請求証拠や類型証拠について開示を受けたときは、検察官請求証拠につ

いて、証拠とすることに同意（法 326 条）をするかどうか又はその取調
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※例えば、-13 とは、法 316条の 13 を意味する。
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裁
判
所

-5 訴因罰条の明確化・訴因変更等の許可・争点の整理・
立証趣旨の明確化・証拠決定・異議申立てに対する決定

-25 証拠開示方法の指定
-26 証拠開示命令
-27 証拠提示命令・一覧表提示命令

-13証明予定事実記載書面提出・証拠請求
-14 請求証拠の開示

-15類型証拠の開示請求
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-24 争点及び証拠の整理結果の確認

規217条の2 審理計画の策定

、 、 
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の提出と併せて、証拠調べ請求がされている。 
 
(ｳｳ)  そそのの後後のの争争点点及及びび証証拠拠のの整整理理

 
検察官は、被告人側から開示を受けた前記証拠について、意見を明ら

かにしなければならない（法 316 条の 19 第 1 項）。本件では、検察官は

第 4 回公判前整理手続期日において、弁護人の請求証拠につき、いずれ

も同意の意見を述べている（記録編 4 頁以下）。 
 
検察官は、検察官請求証拠及び類型証拠として開示をした証拠以外の

証拠でも、被告人側の予定主張に関連するもの（いわゆる主張関連証拠、

後記ウ(ｴ)）について、開示しなければならない場合がある（法 316 条の

20 第 1 項前段）。 
 
検察官及び被告人又は弁護人は、以上の手続が終わった後、検察官の

証明予定事実あるいは被告人側の予定主張を追加し又は変更する必要が

ある場合には、速やかに、その証明予定事実を記載した書面の提出及び送

付、あるいはその主張を明示しなければならず、いずれも、必要があると

きは、速やかに、追加証拠の取調べを請求しなければならない（法 316 条

の 21 第 1 項、2 項、316 条の 22 第 1 項、2 項）。 
 
本件でも、検察官から、別紙 4（記録編 9 頁以下）のとおり、追加の証

明予定事実記載書が提出され、被告人が犯人であるか否かが争点となる

見込みであることを踏まえ、この点に関する間接事実の概要が提示され

ている。これを受けて、弁護人は、追加の予定主張記載書面を別紙 5（記

録編 11 頁）のとおり提出し、検察官から提示された間接事実に関する被

告人側の具体的な主張を提示している。 
 
 
ウウ  証証拠拠のの開開示示

 
公判前整理手続に付された事件において検察官が行うべき証拠開示とし

ては、検察官請求証拠、類型証拠及び主張関連証拠の 3 つが定められている。

このほか、検察官保管証拠の一覧表の交付についても定められている。 
 
 
(ｱｱ)  検検察察官官請請求求証証拠拠のの開開示示  

 
まず、検察官は、検察官請求証拠について、請求後、速やかに、被告人

側に対し、証拠の区分に応じ、閲覧する機会等を与えなければならない

（法 316 条の 14 第 1 項）。 
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べの請求に関し異議がないかどうかの意見を明らかにしなければならな

い（法 316 条の 16 第 1 項）。 
 
本件では、別紙 3（記録編 8 頁）のとおり、請求証拠に対する弁護人の

意見が明らかにされている。被告人側から証拠意見が明らかにされるこ

とによって、検察官は、具体的な立証方針を検討することが可能となる。

こういった証拠をめぐる手続の流れは、後記第５の３(1)エ（42 頁以下）

において、詳細な説明がされているので、そちらを参照していただきたい。 
 
さらに、被告人側は、証明予定事実その他の公判期日においてするこ

とを予定している事実上及び法律上の主張（予定主張）があるときは、裁

判所及び検察官に対し、これを明らかにしなければならない（法 316 条

の 17 第 1 項）。 
 
その際、被告人側においても、事件の争点及び証拠の整理に必要な事

項を具体的かつ簡潔に明示しなければならず（規 217 条の 20 第 2 項）、

証明予定事実を明らかにするに当たっては、事実とこれを証明するため

に用いる主要な証拠との関係を具体的に明示するなどの方法によって、

争点整理及び証拠整理が円滑に行われるよう努めなければならない（規

217 条の 21）。 
 
本件では、証拠意見と併せて、別紙 2（記録編 7 頁）のとおり、予定主

張記載書面が提出されており、これにより、抽象的には様々考えられる争

点の中で、被告人が事件の犯人であるか否かが争いになる見込みである

ことが明らかとなっている。 
 
被告人側から予定主張があらかじめ明示されることは、争点や公判の

ポイントを整理し、審理計画を策定するために大きな意味を有する。例え

ば、公判前整理手続において、被告人側から争点に関する重要な主張がな

されず、公判の段階に至って初めてこれが明らかとなった場合、せっかく

実施した争点整理の意味が失われるような事態になりかねない。 
 
この点に関しては、公判前整理手続において明示されなかった主張に

関する公判での被告人質問につき、法 295 条 1 項により制限されること

があり得ることを示した判例（最高裁判所平成 27 年 5 月 25 日第二小法

廷決定・刑集第 69 巻 4 号 636 頁）があり、実務上大きな意義を有する

（なお、公判前整理手続の終了後に証拠調べ請求が制限されることにつ

き、後記キ（30 頁）参照）。 
 
また、被告人側は、証明予定事実の証明に用いる証拠の取調べを請求

し（法 316 条の 17 第 2 項）、これを速やかに開示しなければならない（法

316 条の 18）。本件では、追加の予定主張記載書面（記録編別紙 5（11 頁））

－  24  －
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の提出と併せて、証拠調べ請求がされている。 
 
(ｳｳ)  そそのの後後のの争争点点及及びび証証拠拠のの整整理理

 
検察官は、被告人側から開示を受けた前記証拠について、意見を明ら

かにしなければならない（法 316 条の 19 第 1 項）。本件では、検察官は

第 4 回公判前整理手続期日において、弁護人の請求証拠につき、いずれ

も同意の意見を述べている（記録編 4 頁以下）。 
 
検察官は、検察官請求証拠及び類型証拠として開示をした証拠以外の
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後記ウ(ｴ)）について、開示しなければならない場合がある（法 316 条の

20 第 1 項前段）。 
 
検察官及び被告人又は弁護人は、以上の手続が終わった後、検察官の

証明予定事実あるいは被告人側の予定主張を追加し又は変更する必要が

ある場合には、速やかに、その証明予定事実を記載した書面の提出及び送

付、あるいはその主張を明示しなければならず、いずれも、必要があると

きは、速やかに、追加証拠の取調べを請求しなければならない（法 316 条

の 21 第 1 項、2 項、316 条の 22 第 1 項、2 項）。 
 
本件でも、検察官から、別紙 4（記録編 9 頁以下）のとおり、追加の証

明予定事実記載書が提出され、被告人が犯人であるか否かが争点となる

見込みであることを踏まえ、この点に関する間接事実の概要が提示され

ている。これを受けて、弁護人は、追加の予定主張記載書面を別紙 5（記

録編 11 頁）のとおり提出し、検察官から提示された間接事実に関する被

告人側の具体的な主張を提示している。 
 
 
ウウ  証証拠拠のの開開示示

 
公判前整理手続に付された事件において検察官が行うべき証拠開示とし

ては、検察官請求証拠、類型証拠及び主張関連証拠の 3 つが定められている。

このほか、検察官保管証拠の一覧表の交付についても定められている。 
 
 
(ｱｱ)  検検察察官官請請求求証証拠拠のの開開示示  

 
まず、検察官は、検察官請求証拠について、請求後、速やかに、被告人

側に対し、証拠の区分に応じ、閲覧する機会等を与えなければならない

（法 316 条の 14 第 1 項）。 
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べの請求に関し異議がないかどうかの意見を明らかにしなければならな

い（法 316 条の 16 第 1 項）。 
 
本件では、別紙 3（記録編 8 頁）のとおり、請求証拠に対する弁護人の
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判所及び検察官に対し、これを明らかにしなければならない（法 316 条

の 17 第 1 項）。 
 
その際、被告人側においても、事件の争点及び証拠の整理に必要な事

項を具体的かつ簡潔に明示しなければならず（規 217 条の 20 第 2 項）、

証明予定事実を明らかにするに当たっては、事実とこれを証明するため

に用いる主要な証拠との関係を具体的に明示するなどの方法によって、

争点整理及び証拠整理が円滑に行われるよう努めなければならない（規

217 条の 21）。 
 
本件では、証拠意見と併せて、別紙 2（記録編 7 頁）のとおり、予定主

張記載書面が提出されており、これにより、抽象的には様々考えられる争

点の中で、被告人が事件の犯人であるか否かが争いになる見込みである

ことが明らかとなっている。 
 
被告人側から予定主張があらかじめ明示されることは、争点や公判の

ポイントを整理し、審理計画を策定するために大きな意味を有する。例え

ば、公判前整理手続において、被告人側から争点に関する重要な主張がな

されず、公判の段階に至って初めてこれが明らかとなった場合、せっかく

実施した争点整理の意味が失われるような事態になりかねない。 
 
この点に関しては、公判前整理手続において明示されなかった主張に

関する公判での被告人質問につき、法 295 条 1 項により制限されること

があり得ることを示した判例（最高裁判所平成 27 年 5 月 25 日第二小法

廷決定・刑集第 69 巻 4 号 636 頁）があり、実務上大きな意義を有する

（なお、公判前整理手続の終了後に証拠調べ請求が制限されることにつ

き、後記キ（30 頁）参照）。 
 
また、被告人側は、証明予定事実の証明に用いる証拠の取調べを請求

し（法 316 条の 17 第 2 項）、これを速やかに開示しなければならない（法

316 条の 18）。本件では、追加の予定主張記載書面（記録編別紙 5（11 頁））
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(ｴｴ)  主主張張関関連連証証拠拠のの開開示示  

 
加えて、検察官は、検察官請求証拠及び類型証拠として開示をした証

拠以外の証拠でも、被告人側が明らかにした証明予定事実その他の事実

上及び法律上の主張に関連するものについて、被告人又は弁護人から開

示の請求があった場合には、その関連性の程度その他の被告人の防御の

準備のために当該開示をすることの必要性の程度並びに当該開示によっ

て生じるおそれのある弊害の内容及び程度を考慮し、相当と認めるとき

は、開示をしなければならない（主張関連証拠の開示（争点関連証拠の開

示ともいう）。法 316 条の 20 第 1 項前段）。 
 
なお、主張関連証拠に限らないが、証拠開示の対象となる「証拠」の意

義については、必ずしも検察官が現に保管している証拠に限られず、当該

事件の捜査の過程で作成され、又は入手した書面等であって、公務員が職

務上現に保管し、かつ、検察官において入手が容易なものを含むと解され

ている（法 316 条の 26 第 1 項の証拠開示命令の対象となる証拠につい

て判示した最高裁判所平成 19 年 12 月 25 日第三小法廷決定・刑集第 61
巻 9 号 895 頁を参照）。 

 
 
エエ  証証拠拠開開示示にに関関すするる裁裁定定

  
裁判所は、公判前整理手続に付された事件において、証拠開示をめぐって

当事者間に争いが生じた場合などに裁定を行う。例えば、裁判所は、検察官

が検察官請求証拠、類型証拠若しくは主張関連証拠として開示をすべき証拠

を開示していないと認めるとき、又は被告人側が被告人側請求証拠として開

示をすべき証拠を開示していないと認めるときは、相手方の請求により、決

定で、当該証拠の開示を命じなければならない（法 316 条の 26 第 1 項前

段）。 
 
 
オオ  公公判判前前整整理理手手続続のの進進めめ方方

 
裁判所及び訴訟関係人は、公判前整理手続において、前記イ（23 頁以下）

のような準備を行いながら、事件の争点及び証拠の整理を進めていくことに

なるが、裁判所は、充実した公判の審理を継続的、計画的かつ迅速に行うこ

とができるよう、公判前整理手続において、十分な準備が行われるようにす

るとともに、できる限り早期にこれを終結させるように努めなければならな

い（法 316 条の 3 第 1 項）。被告人の迅速な裁判を受ける権利や、公判開始

が遅れることにより証人の記憶が減退しかねないことなどを踏まえると、公

判前整理手続自体を迅速に進めることが肝要である。 
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(ｲｲ)  証証拠拠一一覧覧表表のの交交付付  

 

検察官は、検察官請求証拠の開示をした後、被告人側からの請求があ

ったときは、速やかに、被告人側に対し、検察官が保管する証拠の一覧表

を交付しなければならない（法 316 条の 14 第 2 項）。また、一覧表の

交付後、新たに保管することに至った証拠についても、その一覧表を交付

しなければならない（同条 5 項）。  
 

 

(ｳｳ)  類類型型証証拠拠のの開開示示  

 
また、検察官は、検察官請求証拠以外でも、一定の類型に該当し、かつ、

特定の検察官請求証拠の証明力を判断するために重要であると認められ

る証拠について、被告人又は弁護人から開示の請求があった場合には、そ

の重要性の程度その他の被告人の防御の準備のために当該開示をするこ

との必要性の程度並びに当該開示によって生じるおそれのある弊害の内

容及び程度を考慮し、相当と認めるときは、開示をしなければならない

（類型証拠の開示。法 316 条の 15 第 1 項前段）。既にみたとおり、記録

編でも、第 1 回公判前整理手続期日が開かれる前に、弁護人から類型証

拠開示請求が行われている。 
 
これによる開示の各類型は法 316 条の 15 第 1 項 1～9 号及び同条 2 項

で、次のとおり定められている。 
 

Ⅰ 客観的証拠に当たるもの 
① 証拠物 
② 裁判所の検証調書等 
③ 捜査機関の検証調書等 
④ 鑑定書等 

Ⅱ 被告人以外の者の供述録取書等に当たるもの 
⑤ 検察官請求証人等の供述録取書等 
⑥ 一定の内容を含む参考人の供述録取書等 

Ⅲ 被告人の供述録取書等その他に当たるもの 
⑦ 被告人の供述録取書等 
⑧ 取調べ状況記録書面 
⑨ 証拠物の押収手続記録書面 
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(ｴｴ)  主主張張関関連連証証拠拠のの開開示示  

 
加えて、検察官は、検察官請求証拠及び類型証拠として開示をした証

拠以外の証拠でも、被告人側が明らかにした証明予定事実その他の事実

上及び法律上の主張に関連するものについて、被告人又は弁護人から開

示の請求があった場合には、その関連性の程度その他の被告人の防御の

準備のために当該開示をすることの必要性の程度並びに当該開示によっ

て生じるおそれのある弊害の内容及び程度を考慮し、相当と認めるとき

は、開示をしなければならない（主張関連証拠の開示（争点関連証拠の開

示ともいう）。法 316 条の 20 第 1 項前段）。 
 
なお、主張関連証拠に限らないが、証拠開示の対象となる「証拠」の意

義については、必ずしも検察官が現に保管している証拠に限られず、当該

事件の捜査の過程で作成され、又は入手した書面等であって、公務員が職

務上現に保管し、かつ、検察官において入手が容易なものを含むと解され

ている（法 316 条の 26 第 1 項の証拠開示命令の対象となる証拠につい

て判示した最高裁判所平成 19 年 12 月 25 日第三小法廷決定・刑集第 61
巻 9 号 895 頁を参照）。 

 
 
エエ  証証拠拠開開示示にに関関すするる裁裁定定

  
裁判所は、公判前整理手続に付された事件において、証拠開示をめぐって

当事者間に争いが生じた場合などに裁定を行う。例えば、裁判所は、検察官

が検察官請求証拠、類型証拠若しくは主張関連証拠として開示をすべき証拠

を開示していないと認めるとき、又は被告人側が被告人側請求証拠として開

示をすべき証拠を開示していないと認めるときは、相手方の請求により、決

定で、当該証拠の開示を命じなければならない（法 316 条の 26 第 1 項前

段）。 
 
 
オオ  公公判判前前整整理理手手続続のの進進めめ方方

 
裁判所及び訴訟関係人は、公判前整理手続において、前記イ（23 頁以下）

のような準備を行いながら、事件の争点及び証拠の整理を進めていくことに

なるが、裁判所は、充実した公判の審理を継続的、計画的かつ迅速に行うこ

とができるよう、公判前整理手続において、十分な準備が行われるようにす

るとともに、できる限り早期にこれを終結させるように努めなければならな

い（法 316 条の 3 第 1 項）。被告人の迅速な裁判を受ける権利や、公判開始

が遅れることにより証人の記憶が減退しかねないことなどを踏まえると、公

判前整理手続自体を迅速に進めることが肝要である。 
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(ｲｲ)  証証拠拠一一覧覧表表のの交交付付  

 

検察官は、検察官請求証拠の開示をした後、被告人側からの請求があ

ったときは、速やかに、被告人側に対し、検察官が保管する証拠の一覧表

を交付しなければならない（法 316 条の 14 第 2 項）。また、一覧表の

交付後、新たに保管することに至った証拠についても、その一覧表を交付

しなければならない（同条 5 項）。  
 

 

(ｳｳ)  類類型型証証拠拠のの開開示示  

 
また、検察官は、検察官請求証拠以外でも、一定の類型に該当し、かつ、

特定の検察官請求証拠の証明力を判断するために重要であると認められ

る証拠について、被告人又は弁護人から開示の請求があった場合には、そ

の重要性の程度その他の被告人の防御の準備のために当該開示をするこ

との必要性の程度並びに当該開示によって生じるおそれのある弊害の内

容及び程度を考慮し、相当と認めるときは、開示をしなければならない

（類型証拠の開示。法 316 条の 15 第 1 項前段）。既にみたとおり、記録

編でも、第 1 回公判前整理手続期日が開かれる前に、弁護人から類型証

拠開示請求が行われている。 
 
これによる開示の各類型は法 316 条の 15 第 1 項 1～9 号及び同条 2 項

で、次のとおり定められている。 
 

Ⅰ 客観的証拠に当たるもの 
① 証拠物 
② 裁判所の検証調書等 
③ 捜査機関の検証調書等 
④ 鑑定書等 

Ⅱ 被告人以外の者の供述録取書等に当たるもの 
⑤ 検察官請求証人等の供述録取書等 
⑥ 一定の内容を含む参考人の供述録取書等 

Ⅲ 被告人の供述録取書等その他に当たるもの 
⑦ 被告人の供述録取書等 
⑧ 取調べ状況記録書面 
⑨ 証拠物の押収手続記録書面 
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ついては弁護人から不同意との意見が述べられているが、それぞれの供述

者の証人尋問が予定されており、その証人尋問を行ってからでないと、これ

らの検察官調書の取調べの必要性が明らかにならないため、採否が留保さ

れたものと考えられる。なお、小沢明日香の供述調書のうち一部が同意され

たにもかかわらず、採否が留保され証人尋問が実施されている点について

は、後記第５の３(1)エ(ｲ)（44 頁）を、被告人の供述調書の採否が留保され

ている点については、後記第５の３(1)エ(ｴ)（49 頁）を参照。 
 

※なお、本件とは離れるが、裁判員裁判の対象事件においては、鑑定手続のうち、「鑑

定の経過及び結果の報告」以外のもの（鑑定命令等）を行うことができる（裁判員法 50
条）。例えば、被告人の責任能力が問題となる裁判員裁判対象事件では、これを行う例

が少なくない。このように、鑑定手続の一部を公判前整理手続段階で行うことができ

るようにしているのは、裁判員が選任されて公判手続が開始された後に、鑑定のため

に公判審理が相当期間中断することがないようにするためである。 
 
 
カカ  公公判判前前整整理理手手続続ににおおけけるる実実務務上上のの工工夫夫

 
公判前整理手続について法・規則が予定している手続は、前記アないしオ

のとおりであるが、公判前整理手続は、単に法律で定められた書面の交換等

をしておけばよいというわけではない。公判前整理手続で重要なのは、裁判

所が的確な心証を形成できる充実した公判手続を実現することを念頭に、

争点やその判断のために焦点を当てるべき事項を洗い出すため、裁判所、検

察官及び弁護人の間でよくコミュニケーションをとるということである。 
 

例えば、公判前整理手続期日が開かれた場合には、通常、口頭でのディス

カッションを通じて、争点や証拠構造の確認、主張の内容・趣旨の確認など

が行われている。また、検察官と弁護人が、電話連絡によって争点を明確化

するために話し合うといったこともよく行われる（規 178 条の 6 第 3 項 1
号、前記⑵イ(ｵ)（19 頁）参照）。裁判所が、正式な公判前整理手続期日では

ない打合せ（規 178 条の 16 第 1 項本文、前記⑵ア（15 頁）参照）を主宰

することも多い。 
 

これらのコミュニケーションを重ねることにより、公判手続で焦点を当

てるべき事項は何かが明らかになってくるわけである。本件において、その

具体的な経過をたどってみると、当初は、被告人が本件の犯人であるか否か

に加え、出火原因が放火であるか否かも問題となり得たが、弁護人による開

示証拠の検討を経て、被告人が犯人であるか否かに争点が絞られるに至っ

ている。また、間接事実に関する当事者双方の主張の概要が提示された後、

第 3 回公判前整理手続期日におけるやり取り等を経て、足跡に関する間接

事実の主張は撤回されている。このような経過を経て、最終的に、第 4 回公

判前整理手続期日において、争点整理の結果として、被告人が犯人であるか
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このように準備を進めつつ、裁判所は、最終的に公判の審理予定を定める

こととなる（規 217 条の 2 第 1 項）。 
 

また、訴訟関係人は、相互に協力するとともに、公判前整理手続の実施に

関し、裁判所に進んで協力しなければならず（法 316 条の 3 第 2 項）、法及

び規則の定める義務を履行することにより、裁判所が行う審理予定の策定

に協力しなければならない（規 217 条の 2 第 2 項）。 
 

裁判所は、公判前整理手続を行うために、公判前整理手続期日を開き、訴

訟関係人を出頭させて陳述させる方法、あるいは訴訟関係人に書面を提出

させる方法を採ることができ（法 316 条の 2 第 3 項、316 条の 6）、更には

これらを適宜織り交ぜる方法を採ることもできる。本件では、4 回にわたっ

て公判前整理手続期日が開かれている。 
 

公判前整理手続期日を開く場合には、検察官及び弁護人の出頭は必要的

である（法 316 条の 7、316 条の 8）。被告人は公判前整理手続期日に出頭

することができる（法 316 条の 9 第 1 項）。裁判所は、必要と認めるとき

は、被告人に対し、出頭を求めることができる（同条 2 項）。被告人を出頭

させて公判前整理手続を行う場合、その最初の期日で、裁判長は、まず、被

告人に対し、終始沈黙し、又は個々の質問に対し陳述を拒むことができる旨

を告知しなければならない（同条 3 項）。 
 

また、公判前整理手続においては、事件の争点及び証拠の整理を進めてい

くために、証拠調べの請求をさせることや証拠意見を確かめることに加え、

証拠決定を行うことができる（公判前整理手続で行うことのできる手続は、

法 316 条の 5 第 1～13 号を参照）。 
 

前記⑶ア（20 頁以下）のとおり、公判前整理手続は、充実した公判の審

理を継続的、計画的にかつ迅速に行うことを目的とする。公判審理の主要な

部分は証拠調べの手続であり、証拠調べの計画が立てられていなければ、公

判審理を継続的、計画的に実施することはできない。したがって、公判前整

理手続においては、その終了時までに、裁判所が証拠決定を行い、公判期日

においてどのような証拠をどのような順序で取り調べるかといった審理計

画が立てられていることが通常の姿であろう。 
 

ただし、あらかじめ全ての証拠決定を事前に行っておくことが難しい事

案もある。証拠 A の取調べを行った後でないと、別の証拠 B の関連性や必

要性が明らかにならないような場合もある。例えば、記録編別紙７（14、15
頁）を見てみると、証拠の採否が留保されている証拠がいくつかあることが

わかる。このうち、甲第１４号証ないし第１７号証は、いずれも検察官調書

で、甲１５及び１７は弁護人から不同意の意見が述べられ、甲１６の一部に
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ついては弁護人から不同意との意見が述べられているが、それぞれの供述

者の証人尋問が予定されており、その証人尋問を行ってからでないと、これ

らの検察官調書の取調べの必要性が明らかにならないため、採否が留保さ

れたものと考えられる。なお、小沢明日香の供述調書のうち一部が同意され

たにもかかわらず、採否が留保され証人尋問が実施されている点について

は、後記第５の３(1)エ(ｲ)（44 頁）を、被告人の供述調書の採否が留保され
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第４ 公判準備 

 ２ 事前準備手続 
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部分は証拠調べの手続であり、証拠調べの計画が立てられていなければ、公

判審理を継続的、計画的に実施することはできない。したがって、公判前整

理手続においては、その終了時までに、裁判所が証拠決定を行い、公判期日

においてどのような証拠をどのような順序で取り調べるかといった審理計

画が立てられていることが通常の姿であろう。 
 

ただし、あらかじめ全ての証拠決定を事前に行っておくことが難しい事

案もある。証拠 A の取調べを行った後でないと、別の証拠 B の関連性や必

要性が明らかにならないような場合もある。例えば、記録編別紙７（14、15
頁）を見てみると、証拠の採否が留保されている証拠がいくつかあることが

わかる。このうち、甲第１４号証ないし第１７号証は、いずれも検察官調書

で、甲１５及び１７は弁護人から不同意の意見が述べられ、甲１６の一部に
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第４ 公判準備 

 ２ 事前準備手続 

このように証拠請求に制限がかかることが、公判前整理手続に付されなかっ

た事件との大きな違いである。 
 
 
クク  期期日日間間整整理理手手続続

 
審理の経過によっては、第 1 回公判期日後において、事件の争点及び証

拠を整理する必要が生じる場合もある。そのような場合に、裁判所は、事件

を期日間整理手続に付することができる（法 316 条の 28 第 1 項）。 
 

事件が期日間整理手続に付された場合、その手続については、公判前整理

手続の規定が準用されることになる（法 316 条の 28 第 2 項前段、規 217 条

の 29 前段）。

 

 

30 
 

第４ 公判準備 

 ２ 事前準備手続 

否かに関し、間接事実レベルのポイントが明らかにされ、この点を中心とし

た審理の計画が別紙 8（記録編 16 頁）のとおり定められている。 
 
また、当事者間に争いがない点については、捜査段階で作成された証拠を

必要な範囲に絞って証拠調べをしたり、複数の証拠をまとめた新たな証拠

を取り調べたりすることによって、公判廷でメリハリをつけた証拠調べが

行われるような工夫がなされている。本件でも、甲第 1 号証の実況見分調

書、甲第 2 号証の全部事項証明書及び甲第 3 号証の捜査報告書を統合した

甲第 19 号証の統合捜査報告書が請求されている（記録編 4 頁）。 
 
このような工夫によって、争点を中心とした公判審理が行われることに

なり、裁判体が法廷で的確な心証を形成することができる。 
 

さらに、実務では、裁判員裁判の対象事件を中心として公判前整理手続を

一層充実させ、迅速化するために、次のような工夫を行っている。 
 

① 事件を公判前整理手続に付した後、早期に打合せを行うことによって、

当事者間の検討状況を確認するとともに、当事者間の円滑な意思疎通を

図ったり、準備を促したりなどする。早い段階から当事者間のコミュニケ

ーションがとられていることは、その後の手続をスムーズに進めるため

にも重要である。本件でも、起訴から間もない時期に、打合せの機会が設

けられているが、これも、上記の趣旨に基づくものである。 
 

② 検察官が、被告人側からの類型証拠開示請求等を待たず、証拠を任意開

示することによって、被告人側の検討が迅速に進むよう配慮する。本件で

も、検察官から請求証拠の開示と同時に、本件関係者の供述調書等が任意

開示されているが、実務上も、早期の段階で、検察官から弁護人に任意開

示されることが多い。 
 
 
キキ  公公判判前前整整理理手手続続のの終終了了

 
事件の争点及び証拠の整理を遂げて、審理予定を策定した場合には、公判

前整理手続を終了することになる。裁判所は、その終了に当たり、検察官及

び被告人又は弁護人との間で、事件の争点及び証拠の整理の結果を確認し

なければならない（法 316 条の 24）。本件でも、第 4 回公判前整理手続期

日で、別紙 6（記録編 12 頁以下）のとおり、争点及び証拠の整理の結果が

確認されている。 

 
公判前整理手続が終わった後は、検察官及び被告人又は弁護人は、やむを

得ない事由によって公判前整理手続において請求することができなかった

ものを除き、証拠調べを請求することができない（法 316 条の 32 第 1 項）。
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第５ 公判手続 
 １ 公判手続についての基礎的事項 

(2)  訴訴訟訟指指揮揮権権、、法法廷廷警警察察権権
 

公判手続を円滑に、秩序を保って進めることは、裁判を主宰する裁判所の

重要な責務である。このため、裁判所には、訴訟指揮権と法廷警察権とが与

えられている。 
 

訴訟指揮権とは、裁判所の有する訴訟の主宰権能に基づき、訴訟の進行を

秩序付け、公平かつ迅速に手続を進行させ、最終的な目標である正しい判断

（終局裁判）に到達するためにする合目的的活動を行う権限である。 
 

訴訟指揮権は、本来裁判所に属するものであるから、重要な事項について

の権限は、明文で裁判所に留保されているが（例えば、法 286 条の 2、291
条の 2、297 条、304 条 3 項、304 条の 2、309 条 3 項、312 条 1 項、2 項、

7 項、313 条、314 条、規 190 条等）、その余の訴訟指揮は、迅速かつ機動

的に行使されなければならないという性質を考慮して、包括的に裁判長に

委ねられている（法 294 条）。 
 

訴訟指揮は、訴訟の進行を円滑に行うためのものであるから、裁判長は、

法規の明文ないし訴訟の基本構造に反しない限り、訴訟の具体的状況に応

じた適切な処置をすることができる。 
 

法廷警察権とは、法廷の秩序維持のため裁判所が行使する権限である。法

廷警察権は事件の具体的内容と直接かかわりなく行使される点で訴訟指揮

権と異なる。法廷警察権は、裁判長又は開廷した一人の裁判官が行使すると

定められているが（裁判所法 71 条 1 項、法 288 条 2 項）、法廷警察権も訴

訟指揮権と同様、本来裁判所に属する権限であって、その行使が迅速を要す

るため、法が裁判長に委ねていると解されている。 
 
 
(3)  公公判判調調書書
 

公判期日における訴訟手続については、公判調書を作成して、期日におけ

る審判に関する重要な事項を記載することとされている（法 48 条 1 項、2
項、規 44 条）。作成者は、書記官であり（規 37 条、裁判所法 60 条 2 項参

照）、裁判長が認印する（規 46 条 1 項）。公判期日における訴訟手続で公判

調書に記載されたものは、公判調書のみによって証明することができると

されている（法 52 条）。 
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第５ 公判手続 
 １ 公判手続についての基礎的事項 

第第５５ 公公判判手手続続
 
この章では、次の図 9 に示されたような手続をみていく。公判準備を経て行

われる公判手続は、まさに刑事裁判の中核となる手続であり、当事者双方が攻撃

防御を尽くし、裁判体に的確な心証形成をさせるため、充実した公判審理が行わ

れなければならない。 
 

図図  99  

 
 
 
１１  公公判判手手続続ににつついいててのの基基礎礎的的事事項項
 
(1)  公公判判廷廷のの構構成成
 

公判廷を構成するのは、まず、裁判の主体である受訴裁判所、公訴官たる

検察官、裁判を受ける被告人、それを弁護する弁護人である。その他、公判

廷の訴訟行為を記録する書記官が在廷し、速記官、法廷の警備等を担当する

廷吏、国語に通じない者に陳述させる場合の通訳人が在廷することもある。 
 

公判手続において、検察官の出席は必要的なものである（法 282条 2項）。 
 

被告事件の種類によっては、被告人の出頭義務が免除される場合がある

（法 284 条、285 条）。しかし、本件は現住建造物等放火罪を含むことから、

被告人が出頭しなければ開廷することができない場合であり（法 286 条）、

したがって、被告人の出頭は必要的となる。 
 

弁護人については、必要的弁護事件かどうかによって、弁護人が在廷しな

ければ開廷できない場合かどうかが決まる。本件は、法 289 条 1 項の必要

的弁護事件に当たるため、弁護人の在廷が公判廷の開廷の要件となる。なお、

公判前整理手続（前記第４の２⑶（20 頁以下）参照）に付された事件を審

理する場合には、その事件が法 289 条 1 項の必要的弁護事件に該当しない

ときでも、弁護人がなければ開廷することができない（法 316 条の 29）。 
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第５ 公判手続 
 １ 公判手続についての基礎的事項 

(2)  訴訴訟訟指指揮揮権権、、法法廷廷警警察察権権
 

公判手続を円滑に、秩序を保って進めることは、裁判を主宰する裁判所の

重要な責務である。このため、裁判所には、訴訟指揮権と法廷警察権とが与

えられている。 
 

訴訟指揮権とは、裁判所の有する訴訟の主宰権能に基づき、訴訟の進行を

秩序付け、公平かつ迅速に手続を進行させ、最終的な目標である正しい判断

（終局裁判）に到達するためにする合目的的活動を行う権限である。 
 

訴訟指揮権は、本来裁判所に属するものであるから、重要な事項について

の権限は、明文で裁判所に留保されているが（例えば、法 286 条の 2、291
条の 2、297 条、304 条 3 項、304 条の 2、309 条 3 項、312 条 1 項、2 項、

7 項、313 条、314 条、規 190 条等）、その余の訴訟指揮は、迅速かつ機動

的に行使されなければならないという性質を考慮して、包括的に裁判長に

委ねられている（法 294 条）。 
 

訴訟指揮は、訴訟の進行を円滑に行うためのものであるから、裁判長は、

法規の明文ないし訴訟の基本構造に反しない限り、訴訟の具体的状況に応

じた適切な処置をすることができる。 
 

法廷警察権とは、法廷の秩序維持のため裁判所が行使する権限である。法

廷警察権は事件の具体的内容と直接かかわりなく行使される点で訴訟指揮

権と異なる。法廷警察権は、裁判長又は開廷した一人の裁判官が行使すると

定められているが（裁判所法 71 条 1 項、法 288 条 2 項）、法廷警察権も訴

訟指揮権と同様、本来裁判所に属する権限であって、その行使が迅速を要す

るため、法が裁判長に委ねていると解されている。 
 
 
(3)  公公判判調調書書
 

公判期日における訴訟手続については、公判調書を作成して、期日におけ

る審判に関する重要な事項を記載することとされている（法 48 条 1 項、2
項、規 44 条）。作成者は、書記官であり（規 37 条、裁判所法 60 条 2 項参

照）、裁判長が認印する（規 46 条 1 項）。公判期日における訴訟手続で公判

調書に記載されたものは、公判調書のみによって証明することができると

されている（法 52 条）。 
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第５ 公判手続 
 １ 公判手続についての基礎的事項 

第第５５ 公公判判手手続続
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防御を尽くし、裁判体に的確な心証形成をさせるため、充実した公判審理が行わ
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第５ 公判手続 
 ２ 冒頭手続 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
被告事件に対
する陳述 

あります。これは言いたくないことは言わなくともよ
いというものです。質問があっても、最初から最後まで
黙っていることもできれば、答えたくない質問に対し
てだけ答えを拒絶するということもできます。 

 
もちろん、法廷で発言することもできますが、その場

合には、被告人に対して有利であれ、不利であれ、証拠
になりますから注意してください。 

 
分かりましたか。 

（被告人）はい。 
 
（裁判長）そこで、今説明したことを前提にして聞きます
が、起訴状の事実について何か言いたいことはありま
すか。 

（被告人）全く、身に覚えがありません。 
 
（裁判長）弁護人の意見はいかがですか。 
（弁護人）被告人は、起訴状に書かれた日時に、小沢さん
の家に行ったことはなく、また、火を放っていません。
被告人は、無罪です。 

 
（裁判長）被告人は、自分の席に戻ってください。 

 
 
(2)  被被告告人人にに対対すするる人人定定質質問問
 

公判手続は、裁判長が、被告人として出頭している者に対し、起訴状に表

示された被告人と同一人であるかを確かめるに足りる事項を問うことから

始まる（規 196 条）。これを人定質問と呼んでいる。 
 

人定質問の方式は特に定まったものはないが、実務では、起訴状に記載さ

れた被告人の氏名、年齢（生年月日）、職業、住居及び本籍（又は国籍）を

逐次質問して確認しているのが通常である。 
 
 
(3)  起起訴訴状状のの朗朗読読
 

人定質問後、検察官は、審理の対象を明らかにするため、起訴状を朗読す

る（法 291 条 1 項）。口頭弁論主義の要請により、審理の対象を訴訟の場に

上程するという目的があり、被告人側に対しては防御の対象を明らかにす

る機能がある。起訴状朗読の趣旨に照らし、朗読すべき事項は、公訴事実、

罪名、罰条で足り、その他の事項について朗読する必要はない。 
 

※公開の法廷での被害者特定事項や証人等特定事項の秘匿決定（法 290条の 2第１項、
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第５ 公判手続 
 ２ 冒頭手続 

２２  冒冒頭頭手手続続
 
(1)  冒冒頭頭手手続続のの流流れれ等等
 

第一審の公判手続は、審理手続及び判決宣告手続によって構成される。 
 

審理手続は、まず冒頭手続から始まり、証拠調べ手続を経て、最後に検察

官の論告・求刑、弁護人の弁論、被告人の最終陳述等によって終了するのが

通常であり、その後裁判所による判決の宣告手続がなされる。これが第一審

手続の一般的な流れである。 
 
本件における冒頭手続の具体的な進行例については、次のとおりである。

（なお、実際の言い回しは、事件により、また、裁判長及び当事者により異

なる）。 
 

 
 
人定質問 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
起訴状の朗読 
 
 
 
 
 
 
 
黙秘権の告知
等 

（裁判長）開廷します。 
 
（裁判長）被告人は証言台のところに立ってください。ま
ず、確認しますが、名前は何といいますか。 

（被告人）三上雄介です。 
 
（裁判長）生年月日はいつですか。 
（被告人）平成 10 年 7 月 14 日です。 
 
（裁判長）本籍はどちらですか。 
（被告人）熊本市中央区山花 1 丁目 23 番です。 
 
（裁判長）住所はどちらですか。 
（被告人）熊本市中央区山花 1 丁目 23 番 8 号です。 
 
（裁判長）職業は何ですか。 
（被告人）自営業です。 
 
（裁判長）それでは、被告人に対する住居侵入、現住建造
物等放火被告事件について審理を行います。 

 
（裁判長）まず、検察官から起訴状の朗読がありますか
ら、聞いてください。 

 
（検察官）公訴事実、被告人は、小沢武久ほか１名が現に

住居に使用する熊本市南区・・・罪名及び罰条、住居侵
入、現住建造物等放火、刑法 130 条前段、108 条。 

以上について、審理をお願いします。 
 
（裁判長）ここで、被告人に対して説明をしておくべきこ
とがあります。まず、被告人には、黙秘権という権利が
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第５ 公判手続 
 ２ 冒頭手続 

なことは公判前整理手続の中で解決済みのはずである。 
 

なお、一方の当事者が、規 208 条 3 項によって相手方当事者に対する求

釈明を行うよう裁判長に求めることも「求釈明」と称する例が見受けられる

が、正確には、求釈明は、裁判長が、同条 1 項によって当事者に釈明を求め

ることのみを指すのであって、同条 3 項の行為は「求釈明を求める」ことで

ある。 
 

第 1 回公判期日の前後によって扱いの異なる勾留に関する処分（法 280
条 1 項。後記第６の１⑵（83 頁）参照）などの第 1 回公判期日とは、冒頭

手続が終了するまでの手続を指すので、この手続を終えているかどうかに

よって、それぞれの取扱いが異なることになる。 
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第５ 公判手続 
 ２ 冒頭手続 

第 3項、290 条の 3第 1項）がなされた場合には、起訴状の朗読は、当該被害者や証人

等の氏名について仮名を用いる（例えば「Aさん」と呼称する）などして、特定事項を

明らかにしない方法で行われる。この場合、検察官は、被告人に起訴状を示さなけれ

ばならない（法 291 条 2項、3 項、規 196条の 4、196条の 7）。ただし、被害者特定事

項又は証人等特定事項を公開の法廷で明らかにしない旨の決定があったときでも、起

訴状における個人特定事項の秘匿措置がとられたときは、原則として、被告人に起訴

状は示さない（法 291条 4 項）（後記第７の３⑷（94頁）参照）。 

 

 

(4)  黙黙秘秘権権及及びび訴訴訟訟法法上上のの権権利利ににつついいててのの告告知知
 

起訴状の朗読後、裁判長は、被告人に対し、終始沈黙し、又は個々の質問

に対し陳述を拒むことができる旨を告げるほか（法 291 条 5 項）、個々の質

問に対し陳述することもできる旨及び陳述すれば被告人にとって不利益な

証拠ともなり、また利益な証拠ともなるべき旨を告げなければならない（規

197 条 1 項）。 
 

これらの事項は、通常であれば、弁護人から被告人に対して十分説明され

ているであろうが、被告事件に対する陳述を聴取するに当たって、改めて被

告人の注意を喚起するために、上記の告知が行われる。裁判長は、この説明

が被告人に理解を得られるよう、いろいろと工夫をして分かりやすく伝え

ている。 
 
 
(5)  被被告告人人及及びび弁弁護護人人のの被被告告事事件件にに対対すするる陳陳述述
 

黙秘権等の告知後、裁判長は、被告人及び弁護人に対し、被告事件につい

て陳述する機会を与える（法 291 条 5 項）。 
 

この陳述（慣用的に「罪状認否」と呼ばれることもある。）は、当事者主

義の要請により、検察官の起訴状朗読に対応して、審理の冒頭段階から被告

人側に防御の機会を与えるとともに、事件についての被告人側の概括的な

意見を聴くことにより、公判廷で、争点を明確化することなどを目的として

いる。起訴状の朗読に対応するものであるから、内容は、それに対応する程

度の概括的な主張にとどめるべきである。 
なお、冒頭手続における被告人の陳述も、公判廷における供述として証拠

となる。 
 

被告人・弁護人が意見を述べるに当たって、公訴事実について不明な点が

あれば、被告人及び弁護人は裁判長に対し、釈明のための発問を求めること

ができるし（規 208 条 3 項）、裁判長自ら検察官に対し求釈明をすることも

できる（同条 1 項）。もっとも、公判前整理手続を経た事案では、そのよう
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 ２ 冒頭手続 
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第 3項、290条の 3第 1項）がなされた場合には、起訴状の朗読は、当該被害者や証人

等の氏名について仮名を用いる（例えば「Aさん」と呼称する）などして、特定事項を

明らかにしない方法で行われる。この場合、検察官は、被告人に起訴状を示さなけれ

ばならない（法 291 条 2項、3項、規 196条の 4、196 条の 7）。ただし、被害者特定事

項又は証人等特定事項を公開の法廷で明らかにしない旨の決定があったときでも、起

訴状における個人特定事項の秘匿措置がとられたときは、原則として、被告人に起訴

状は示さない（法 291条 4項）（後記第７の３⑷（94頁）参照）。 

 

 

(4)  黙黙秘秘権権及及びび訴訴訟訟法法上上のの権権利利ににつついいててのの告告知知
 

起訴状の朗読後、裁判長は、被告人に対し、終始沈黙し、又は個々の質問

に対し陳述を拒むことができる旨を告げるほか（法 291 条 5 項）、個々の質

問に対し陳述することもできる旨及び陳述すれば被告人にとって不利益な

証拠ともなり、また利益な証拠ともなるべき旨を告げなければならない（規

197 条 1 項）。 
 

これらの事項は、通常であれば、弁護人から被告人に対して十分説明され

ているであろうが、被告事件に対する陳述を聴取するに当たって、改めて被

告人の注意を喚起するために、上記の告知が行われる。裁判長は、この説明

が被告人に理解を得られるよう、いろいろと工夫をして分かりやすく伝え

ている。 
 
 
(5)  被被告告人人及及びび弁弁護護人人のの被被告告事事件件にに対対すするる陳陳述述
 

黙秘権等の告知後、裁判長は、被告人及び弁護人に対し、被告事件につい

て陳述する機会を与える（法 291 条 5 項）。 
 

この陳述（慣用的に「罪状認否」と呼ばれることもある。）は、当事者主

義の要請により、検察官の起訴状朗読に対応して、審理の冒頭段階から被告

人側に防御の機会を与えるとともに、事件についての被告人側の概括的な

意見を聴くことにより、公判廷で、争点を明確化することなどを目的として

いる。起訴状の朗読に対応するものであるから、内容は、それに対応する程

度の概括的な主張にとどめるべきである。 
なお、冒頭手続における被告人の陳述も、公判廷における供述として証拠

となる。 
 

被告人・弁護人が意見を述べるに当たって、公訴事実について不明な点が

あれば、被告人及び弁護人は裁判長に対し、釈明のための発問を求めること

ができるし（規 208 条 3 項）、裁判長自ら検察官に対し求釈明をすることも

できる（同条 1 項）。もっとも、公判前整理手続を経た事案では、そのよう
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の存在を直接証明することはできず、これを推認させる事実（間接事実）の

存在を証明する証拠（間接証拠）のいずれに当たるのかという視点も欠かせ

ない（後記ウ(ｳ)参照）。 
 
ウウ  証証拠拠のの分分類類

 
証拠調べがどのようなものであるかをみていく前に、証拠について、いろ

いろ分類があるので、混乱のないようにおおまかに整理しておく。 
 
証拠には、「供述証拠」、「非供述証拠」という区別、「証拠書類（書証）」、

「証拠物（物証）」、「証人等（人証）」という区別、「直接証拠」、「間接証拠」

という区別、「実質証拠」、「補助証拠」という区別などがある。どのような

観点から必要とされる区別なのかを踏まえなければならない。 
 
(ｱｱ)  供供述述証証拠拠とと非非供供述述証証拠拠  

 
供述証拠と非供述証拠の区別は、証拠能力、特に伝聞法則の適用に関し

て重要なものとなる。 
供述証拠とは、言語又はこれに代わる動作等によって表現される供述

が証拠となるものであり、例えば供述調書や証言がそれに該当する。 
非供述証拠とは、犯罪の痕跡が人の知覚以外の物に残ったものであり、

犯行に使用した凶器など物証はすべて非供述証拠である。 
 
(ｲｲ)  証証拠拠書書類類（（書書証証））、、証証拠拠物物（（物物証証））、、証証人人等等（（人人証証））

 
証拠書類、証拠物と証人等の区別は、証拠の性質による分類であり、こ

の分類に応じて公判廷において適式な証拠調べの手続を履践するために

必要な証拠調べの実施方法が異なっている。これらについては、後記⑺イ

（62 頁）で扱うが、犯行に使用された凶器や窃盗の被害品のように、そ

の物の存在及び状態が証拠に用いられるものを証拠物という。証拠物が

請求されるのは、その物の存在及び状態が争点の判断に必要な場合（犯行

に使用された凶器がどのようなものか、どの辺りに血痕がついているか

などが殺意の判断に必要である場合など）や、没収との関係で請求される

場合（薬物所持事案における薬物等）等である。 
 

(ｳｳ)  直直接接証証拠拠とと間間接接証証拠拠

 
直接証拠と間接証拠の区別は、主要事実の存否を判断する上での個々

の証拠の位置付けや検察官と弁護人の主張立証の全体的な構造を把握す

るに当たって、重要な意味を持っている。 
仮に、本件で、被告人の元内縁の妻である小沢明日香が、被告人が被害

者宅に放火をするところを現場で見たと公判廷で証言した場合、この証
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３３  証証拠拠調調べべ手手続続
 
(1)  証証拠拠調調べべににつついいててのの基基礎礎的的なな事事項項                            

アア  証証拠拠裁裁判判主主義義

 
刑事裁判において認定する必要がある事実は、原則として全て証拠に基づ

いて認定しなければならない（法 317 条）。 
 
刑事裁判を担当する裁判官は起訴された事件を自ら経験しているわけで

はないので、事件に関わった人からの報告や事件に関連して残された痕跡を

公判廷で証拠として取り調べて心証を形成し、事実を認定していくことにな

る。証拠調べに関する様々な判断を行う上でも、その判断が最終的に判決に

おける事実認定にどのような影響を及ぼすかという視点が必要となる。 
 
そして、刑罰権の存否及び範囲を定める事実（その中核は、起訴状の公訴

事実において訴因として示されている構成要件に該当する具体的事実であ

り、犯罪事実又は主要事実とも呼ばれる。）については、厳格な証明の対象

となるので、証拠能力があり、適式な証拠調べの手続を経た証拠によって証

明されなければならない。 
 
イイ  自自由由心心証証主主義義

 
証拠の証明力の評価は裁判官の自由な判断に委ねられる（法 318 条）。 
 
証拠の証明力とは、証拠の実質的な価値のことであるが、自由心証主義の

下でも、これを裁判官がおよそどのようにでも評価することが許されている

わけではなく、論理則・経験則に合致した合理的な評価でなければならない

ことは当然である（裁判員の参加する合議体の判断についても、同様に自由

心証主義が採用されている（裁判員法 62 条）。）。 
 
証拠の証明力を合理的に評価し、適正な事実認定を実現するためには、そ

れぞれの証拠が主要事実を証明する上でどのように役立つのかを正しく理

解する必要がある。そのためには、信用性（その証拠の内容どおりの事実を

認定してよいのかどうかの評価）と狭義の証明力（その証拠によって認定で

きる事実が主要事実を証明するためにどのように役立つのかの評価）という

２つの視点から証明力を検討する必要がある。 
 
また、狭義の証明力を評価する上では、信用性が肯定できれば主要事実の

存在を直接証明できる証拠（直接証拠）と、信用性が肯定できても主要事実
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の存在を直接証明することはできず、これを推認させる事実（間接事実）の

存在を証明する証拠（間接証拠）のいずれに当たるのかという視点も欠かせ

ない（後記ウ(ｳ)参照）。 
 
ウウ  証証拠拠のの分分類類

 
証拠調べがどのようなものであるかをみていく前に、証拠について、いろ

いろ分類があるので、混乱のないようにおおまかに整理しておく。 
 
証拠には、「供述証拠」、「非供述証拠」という区別、「証拠書類（書証）」、

「証拠物（物証）」、「証人等（人証）」という区別、「直接証拠」、「間接証拠」

という区別、「実質証拠」、「補助証拠」という区別などがある。どのような

観点から必要とされる区別なのかを踏まえなければならない。 
 
(ｱｱ)  供供述述証証拠拠とと非非供供述述証証拠拠  

 
供述証拠と非供述証拠の区別は、証拠能力、特に伝聞法則の適用に関し

て重要なものとなる。 
供述証拠とは、言語又はこれに代わる動作等によって表現される供述

が証拠となるものであり、例えば供述調書や証言がそれに該当する。 
非供述証拠とは、犯罪の痕跡が人の知覚以外の物に残ったものであり、

犯行に使用した凶器など物証はすべて非供述証拠である。 
 
(ｲｲ)  証証拠拠書書類類（（書書証証））、、証証拠拠物物（（物物証証））、、証証人人等等（（人人証証））

 
証拠書類、証拠物と証人等の区別は、証拠の性質による分類であり、こ

の分類に応じて公判廷において適式な証拠調べの手続を履践するために

必要な証拠調べの実施方法が異なっている。これらについては、後記⑺イ

（62 頁）で扱うが、犯行に使用された凶器や窃盗の被害品のように、そ

の物の存在及び状態が証拠に用いられるものを証拠物という。証拠物が

請求されるのは、その物の存在及び状態が争点の判断に必要な場合（犯行

に使用された凶器がどのようなものか、どの辺りに血痕がついているか

などが殺意の判断に必要である場合など）や、没収との関係で請求される

場合（薬物所持事案における薬物等）等である。 
 

(ｳｳ)  直直接接証証拠拠とと間間接接証証拠拠

 
直接証拠と間接証拠の区別は、主要事実の存否を判断する上での個々

の証拠の位置付けや検察官と弁護人の主張立証の全体的な構造を把握す

るに当たって、重要な意味を持っている。 
仮に、本件で、被告人の元内縁の妻である小沢明日香が、被告人が被害

者宅に放火をするところを現場で見たと公判廷で証言した場合、この証
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３３  証証拠拠調調べべ手手続続
 
(1)  証証拠拠調調べべににつついいててのの基基礎礎的的なな事事項項                            

アア  証証拠拠裁裁判判主主義義

 
刑事裁判において認定する必要がある事実は、原則として全て証拠に基づ

いて認定しなければならない（法 317 条）。 
 
刑事裁判を担当する裁判官は起訴された事件を自ら経験しているわけで

はないので、事件に関わった人からの報告や事件に関連して残された痕跡を

公判廷で証拠として取り調べて心証を形成し、事実を認定していくことにな

る。証拠調べに関する様々な判断を行う上でも、その判断が最終的に判決に

おける事実認定にどのような影響を及ぼすかという視点が必要となる。 
 
そして、刑罰権の存否及び範囲を定める事実（その中核は、起訴状の公訴

事実において訴因として示されている構成要件に該当する具体的事実であ

り、犯罪事実又は主要事実とも呼ばれる。）については、厳格な証明の対象

となるので、証拠能力があり、適式な証拠調べの手続を経た証拠によって証

明されなければならない。 
 
イイ  自自由由心心証証主主義義

 
証拠の証明力の評価は裁判官の自由な判断に委ねられる（法 318 条）。 
 
証拠の証明力とは、証拠の実質的な価値のことであるが、自由心証主義の

下でも、これを裁判官がおよそどのようにでも評価することが許されている

わけではなく、論理則・経験則に合致した合理的な評価でなければならない

ことは当然である（裁判員の参加する合議体の判断についても、同様に自由

心証主義が採用されている（裁判員法 62 条）。）。 
 
証拠の証明力を合理的に評価し、適正な事実認定を実現するためには、そ

れぞれの証拠が主要事実を証明する上でどのように役立つのかを正しく理

解する必要がある。そのためには、信用性（その証拠の内容どおりの事実を

認定してよいのかどうかの評価）と狭義の証明力（その証拠によって認定で

きる事実が主要事実を証明するためにどのように役立つのかの評価）という

２つの視点から証明力を検討する必要がある。 
 
また、狭義の証明力を評価する上では、信用性が肯定できれば主要事実の

存在を直接証明できる証拠（直接証拠）と、信用性が肯定できても主要事実

－  39  －

　　　　　49



 

41 
 

第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

 
【コラム】間接事実の推認力はどのように検討するのか？ 

 
間接事実の推認力の検討に当たっては、その事実が存在すれば、主要事

実が存在する蓋然性があるといえるのか（推認の積極的理由）の検討と、

その間接事実が存在しても主要事実は存在しない可能性（反対仮説の成

立可能性）がどの程度あるのかの検討が必要である。 

反対仮説の成立可能性が低ければ低いほど、その裏返しとして主要事実

が存在する蓋然性が高まり、強い推認力が認められることになる。 

  

本件において、放火現場にあった灰皿内に被告人が吸ったたばこが遺

留されていた事実が認められれば、被告人が事件当日に被害者宅を訪れ

て室内でたばこを吸い、さらに、放火も行った蓋然性があるといえるので、

推認の積極的理由は成り立つ。他方で、反対仮説として、被告人が事件当

日より前に被害者宅を訪れて吸ったたばこの吸い殻が灰皿内に遺留され

ていた可能性や、被告人が被害者宅とは別の場所で吸ったたばこの吸い

殻が被告人以外の人物によって被害者宅に持ち込まれた可能性などが問

題となっており、その成立可能性を踏まえて推認力を評価する必要があ

る。 

なお、一つの間接事実に主要事実を確実に証明できるほどの推認力が

認められることは少なく、複数の間接事実の積み重ねによって主要事実

の存在が確実に推認できるといえるかどうかの検討（間接事実の総合考

慮）が必要となる場合がほとんどである。 

 

 

 

事実認定に当たっては、立証責任を負っている検察官が主要事実をど

のように立証しようとしているのか、すなわち、直接証拠に基づく立証を

試みているのか、それとも、間接証拠から認定できる間接事実の積み重ね

によって主要事実を立証することを目指しているのかといった立証の基

本的な構造（証拠構造)を把握し、これに沿って、検察官が主要事実を合

理的な疑いを容れない程度に立証することに成功しているのかを、弁護

人の主張も踏まえて判断していく必要がある。 
 
公判前整理手続に付された事件では、通常、証明予定事実記載書で検察

官立証の証拠構造が明示されており、それ以外の事件では、検察官の冒頭

陳述と証拠請求の内容を検討することで証拠構造が把握できることが多

い。 
 
(ｴｴ)  実実質質証証拠拠とと補補助助証証拠拠

 
以上のほか、主要事実の存否を直接・間接に証明する証拠（実質証拠）

と、実質証拠の証明力の評価に関わる事実（補助事実）を証明する証拠（補

助証拠）という分類もある。この区別も、主要事実の存否を判断する上で
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言が信用できれば被告人が犯人だと直接認定できるので、同証言は、被告

人と犯人の同一性を認定する上では直接証拠である。

図図 1100 

直接証拠の例としては、上記のような被告人と犯人の同一性に関する

目撃者の供述のほか、犯行状況（被害状況）に関する目撃者や被害者の供

述、犯行の共謀状況や共同実行の状況に関する共犯者の供述といった供

述証拠がある。直接証拠となるこれらの供述証拠は、信用性の検討を経て

それが肯定できれば主要事実を直接認定することができるため、狭義の

証明力として独立に検討すべきものは残らない。直接証拠となる供述証

拠の信用性を判断するに際しては、後述する補助事実の認定とその評価

が重要な意味を持つ。

これに対し、本件の甲第２０号証は、放火現場にあった灰皿内のたばこ

の吸い殻に付着していただ液のＤＮＡ型と被告人のＤＮＡ型が一致した

という内容の統合捜査報告書であるが、その信用性が肯定できても、直接

認定できるのは、放火現場にあった灰皿内のたばこは被告人が吸ったも

のであるとの事実にとどまる。

この事実から被告人と犯人の同一性を認定するためには、灰皿内から

被告人が吸ったたばこの吸い殻が発見されたのは、被告人が事件当日に

被害者宅を訪れて室内でたばこを吸い、その吸い殻を灰皿内に遺留した

際に、放火に及んだからだと推認する必要がある。そのため、この統合捜

査報告書は間接証拠であり、これによって認定できる、放火現場にあった

灰皿内に被告人が吸ったたばこの吸い殻が遺留されていた事実が間接事

実となる。間接証拠について狭義の証明力を評価するためには、信用性の

検討に加え、それによって認定できる間接事実から主要事実をどの程度

推認することができるのか、推認力の程度を検討する必要がある。

                          図図 1111 

直接証拠 主要事実

信用性の検討

信用性の検討 推認力の検討
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言が信用できれば被告人が犯人だと直接認定できるので、同証言は、被告

人と犯人の同一性を認定する上では直接証拠である。

図図 1100 
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られる（後記⑸イ（58 頁）参照）。殺人の際に使用された凶器等が物とし

て証拠請求された場合も同様である。 
 
なお、実務上は「しかるべく」という意見が述べられることもあるが、

この言葉は、刑事手続では「裁判所において適切に判断されたい」という

趣旨で使用される。 
 

本件のように弁護人の意見が「異議なし」の場合は、裁判所もこれらの

証人や証拠物を取り調べる必要性等があると判断して、証人や証拠物の

取調べを行う（採用する）という決定を行うことになることが多いだろう

（後記⑹（59 頁以下）参照）。 
 

もっとも、弁護人の意見が「異議なし」の場合でも、検察官の主張等か

らみて関連性、必要性等に疑問があるときには、裁判所から、検察官に対

して、これらの証人尋問や証拠物について、その関連性や必要性等、採用

しなければならない理由を尋ねることになる（規 208 条）。そして、関連

性が認められない場合はもちろん、取調べの必要がないときには取調べ

請求を却下することになる。 
 

弁護人の意見が「異議あり」の場合、趣旨次第で、その後の進行が変わ

ることもあるから、裁判長がその趣旨を確認することとなる（規208条）。

例えば、弁護人の意見が、当該証拠が違法収集証拠であるから異議がある

との趣旨である場合、検察官は、収集過程の適法性を立証しなければなら

ないため、捜査手続に関与した警察官の証人尋問等が必要となる。 
 

「異議あり」の趣旨として、証人や証拠物の関連性がないとか、取調べ

の必要性がない、という場合には、関連性や必要性について検察官が説明

若しくは必要な立証を行い、弁護人の意見も聴いて、裁判所が関連性や必

要性について判断することになる。 
 

このように、事実認定における当事者の主張が証拠調べ請求に対する

意見にも反映されることから、検察官請求証拠に対する弁護人の意見の

見込みが明らかにされ、検察官がこれを踏まえた立証方針を決めるとい

う一連の流れをスムーズにすることが審理の迅速化や充実につながるこ

とがわかるであろう。 
事前準備の段階で、弁護人が証拠に対する意見の見込みを検察官に通

知すること（前記第４の２(2)イ(ｳ)（18 頁））とされているが、これも検

察官による準備を促すという点で重要な意味がある。 
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の個々の証拠の位置付けや検察官と弁護人の主張立証の全体的な構造を

把握するため、しっかりと理解する必要がある。 
 
仮に、本件で、小沢明日香が、被告人が被害者宅に放火するのを現場で

見たと公判廷で証言した場合、この証言は、被告人と犯人の同一性や犯行

状況を証明する実質証拠である。その信用性を評価するに当たって、現場

の状況や痕跡がその供述を裏付けているとすれば、これが補助事実とな

り、その立証のための現場の実況見分調書等は補助証拠となる。 
 
エエ  証証拠拠法法にに関関すするる条条文文がが実実際際のの手手続続ででどどののよよううにに適適用用さされれてていいるるかか

 
証拠調べの手続をみていくに当たっては、刑事訴訟法の証拠に関する諸条

文を中心とする証拠法が、実際の刑事手続の文脈の中でどのように使われる

のかを理解しておかなければならない。 
 
立証責任を負う検察官が証拠調べに入っていくつかの種類の証拠を請求

したとする。その後の手続はどうなるのか、証拠法の復習を兼ねて、ここで

みてみよう。 
 
以下でみていく証拠をめぐる手続の流れは、証拠の性質、伝聞法則の例外

の意義、弁護人の意見の趣旨等によって決まってくるものである。証拠法の

本質に遡ることが適切な証拠調べ手続の流れはどうあるべきかを理解する

上で不可欠なものであることを再確認しよう（なお、以下では、正確には被

告人又は弁護人の意見というべきところを単に弁護人の意見と表記してい

る。）。 
 
 
(ｱｱ)  証証人人、、証証拠拠物物  

 
図図  1122  

 
 

本件で、検察官は、書類や証人の取調べを請求している（記録編 2 頁

ないし 4 頁、別紙７（14、15 頁））が、そのうち、小沢明日香の証人尋問

（甲 21）などは、法 326 条の同意が問題となる種類の証拠ではなく、弁

護人の意見は、図 12 に例示したとおり、「異議なし」、「○○の理由で異

議あり」ということが考えられ、その法的な根拠は規 190 条 2 項に求め

検察官の請求：

証人尋問
証拠物

弁護人の意見：

異議なし

弁護人の意見：

異議あり

関連性，
必要性等の
説明や立証

採用

却下又は
請求の撤回

、 

－  42  －
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のような観点から述べられることもある。 
 
また、検察官においても、例えば、仮に証人が検察官調書と異なる供述

を公判廷で始めたときでも、すぐに法 321 条 1 項 2 号による請求を考え

るのではなく、できる限り公判廷で質問することによって、供述の変遷状

況や、調書上の供述と公判廷における供述の各信用性等について、その場

で判断者が心証をとれるように工夫して尋問を行うようになっている。 
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(ｲｲ) 供供述述調調書書（（被被告告人人以以外外ののもものの））

図図 1133 

供述調書は、法 326 条の同意が問題となる種類の証拠であるから（後

記⑸ア（58 頁）参照）、検察官がこれを証拠調べ請求した場合、弁護人の

意見は同意又は不同意となる。不同意となった供述調書は、一部の例外を

除いて証拠能力がないから、検察官としては、必要があれば、供述調書の

供述者に法廷で証言をしてもらうことによって立証を行うことになる。

法 326 条の「同意」の意義については、理論的には反対尋問放棄説も

有力であるが、実務では、証拠能力を付与する意思表示という考え方が強

いように思われる。つまり、同意は、当該供述調書がそのまま証拠として

採用され、証拠能力のあるものとして取り扱われても構わないという相

手方当事者の意思の表れであり、逆に、不同意は、これに反対するという

ことである。そうすると、不同意の意見が述べられた場合には、当該供述

調書を証拠請求した側としては、これに代わる立証が必要となる。もっと

も、最近では、同意を「伝聞性の解除」として説明する説も有力である。

当初請求された供述調書の取扱いについては、①証人尋問の実施前に

請求が撤回される場合もあるが、これについて留保したまま証人尋問を

行い、証人尋問終了後に、更に供述調書まで取り調べる必要性があるか否

か検討した上で、②検察官が請求を撤回する場合もあれば、③証人尋問の

結果を受けて法 321 条 1 項 2 号後段等の伝聞例外規定に基づき証拠採用

するように求める場合もある（後記(ｵ)（50 頁）参照）。

ただし、これらが妥当するのは、供述調書に記載されている内容の真

実性を立証するため、その調書が信用できることを前提に請求されてい

る場合である。例えば、供述者の供述が変遷していることを立証しようと

する場合には、調書上の供述の存在自体が問題であり、法 326 条によっ

て証拠能力が付与されるという問題ではなくなる。

なお、裁判員裁判を契機として、的確な心証を形成するためには、犯罪

事実や重要な情状に関する供述は、供述調書等の書面を朗読させるので

はなく、法廷で証人等から直接聴くべきであるとの考え方が広がってい

る。記録編で、小沢明日香の供述調書（甲１６）のうち、一部について弁

護人が同意したにもかかわらず、裁判所が、同意部分を含めて、証人尋問

を実施することの検討を検察官及び弁護人に求めたのもこの考え方に基

づくものである。また、本件とは異なるが、弁護人の不同意の意見が上記

検察官の請求：

供述供述調書
弁護人の意見：

同意

弁護人の意見：

不同意

採用

検察官の請求：検察官の請求：

証人尋問
この後の流れは、

前記(ア)と共通
検察官の請求：

※
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のような観点から述べられることもある。 
 
また、検察官においても、例えば、仮に証人が検察官調書と異なる供述

を公判廷で始めたときでも、すぐに法 321 条 1 項 2 号による請求を考え

るのではなく、できる限り公判廷で質問することによって、供述の変遷状

況や、調書上の供述と公判廷における供述の各信用性等について、その場

で判断者が心証をとれるように工夫して尋問を行うようになっている。 
 
 
    

44

第５ 公判手続

３ 証拠調べ手続

(ｲｲ) 供供述述調調書書（（被被告告人人以以外外ののもものの））

図図 1133 

供述調書は、法 326 条の同意が問題となる種類の証拠であるから（後

記⑸ア（58 頁）参照）、検察官がこれを証拠調べ請求した場合、弁護人の

意見は同意又は不同意となる。不同意となった供述調書は、一部の例外を

除いて証拠能力がないから、検察官としては、必要があれば、供述調書の

供述者に法廷で証言をしてもらうことによって立証を行うことになる。

法 326 条の「同意」の意義については、理論的には反対尋問放棄説も

有力であるが、実務では、証拠能力を付与する意思表示という考え方が強

いように思われる。つまり、同意は、当該供述調書がそのまま証拠として

採用され、証拠能力のあるものとして取り扱われても構わないという相

手方当事者の意思の表れであり、逆に、不同意は、これに反対するという

ことである。そうすると、不同意の意見が述べられた場合には、当該供述

調書を証拠請求した側としては、これに代わる立証が必要となる。もっと

も、最近では、同意を「伝聞性の解除」として説明する説も有力である。

当初請求された供述調書の取扱いについては、①証人尋問の実施前に

請求が撤回される場合もあるが、これについて留保したまま証人尋問を

行い、証人尋問終了後に、更に供述調書まで取り調べる必要性があるか否

か検討した上で、②検察官が請求を撤回する場合もあれば、③証人尋問の

結果を受けて法 321 条 1 項 2 号後段等の伝聞例外規定に基づき証拠採用

するように求める場合もある（後記(ｵ)（50 頁）参照）。

ただし、これらが妥当するのは、供述調書に記載されている内容の真

実性を立証するため、その調書が信用できることを前提に請求されてい

る場合である。例えば、供述者の供述が変遷していることを立証しようと

する場合には、調書上の供述の存在自体が問題であり、法 326 条によっ

て証拠能力が付与されるという問題ではなくなる。

なお、裁判員裁判を契機として、的確な心証を形成するためには、犯罪

事実や重要な情状に関する供述は、供述調書等の書面を朗読させるので

はなく、法廷で証人等から直接聴くべきであるとの考え方が広がってい

る。記録編で、小沢明日香の供述調書（甲１６）のうち、一部について弁

護人が同意したにもかかわらず、裁判所が、同意部分を含めて、証人尋問

を実施することの検討を検察官及び弁護人に求めたのもこの考え方に基

づくものである。また、本件とは異なるが、弁護人の不同意の意見が上記

検察官の請求：

供述調書
弁護人の意見：

同意

弁護人の意見：

不同意

採用

検察官の請求：

証人尋問
この後の流れは、

前記(ア)と共通※
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（証人）現場の状況等を見分し、犯人の痕跡を明らかに

し、証拠を保全するためです。 
 
（検察官）被害家屋の住人の小沢武久さんを立会人とし

たのですね。 
（証人）はい。 
 
（検察官）あなたの補助者はいましたか。 
（証人）同僚の○○巡査に補助をお願いしました。 
 
（検察官）その経過と結果を書面にまとめましたか。 
（証人）はい。 
 
（検察官）その書面の作成日付と表題を述べてください。 
（証人）令和７年１２月１９日付け実況見分調書です。 
 
（検察官）作成名義は誰ですか。 
（証人）私です。 
 
（検察官）同一性の確認のために甲第５号証の実況見分

調書を示します。証人が作成した実況見分調書はこれ

ですか。 
（証人）はい。 
 
（検察官）１枚目にある署名押印はあなたのものですか。 
（証人）はい。 
 
（検察官）この実況見分調書には、あなたが小沢武久さん

の指示説明に基づき、○○巡査を補助者として行った

実況見分の経過と結果をありのまま正確に記載しまし

たか。 
（証人）はい。間違いありません。 
 
・・・ 

 
以上の尋問に加えて、検察官は、当該実況見分の方法や実施状況につい

て尋問を行い、実況見分者が相当な方法により真摯に実況見分を行ったこ

とを明らかにすることになる。 
 
なお、作成の真正についての証人尋問の際に、被告人側から実況見分調

書の記載内容の真実性についての尋問がなされることもあるが、実況見分

時の観察や実況見分調書の記載の正確性などを確認する範囲である限り、
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(ｳｳ)  実実況況見見分分調調書書  

 
図図  1144  

 
 

実況見分調書は、法 326 条の同意がなされない場合であっても、法 321
条 3 項によって証拠能力を獲得することがある。 
したがって、検察官が請求した実況見分調書に対して、弁護人が不同意

の意見を述べた場合、検察官としては、作成の真正について供述を得るべ

く、実況見分調書の作成者の証人尋問を請求することとなる。「真正に作

成されたものであることの供述」とは、間違いなく自分が作成したという

供述（作成名義の真正）と、検証したところを正しく記載したという供述

（記載内容の真正）を併せて意味している。 
 
本件では、甲５号証の実況見分調書（記録編 55 頁以下）が一部不同意

とされているが、検察官が甲５号証を法 321 条 3 項に基づき請求する場

合には、上述のとおり、真正立証が必要となる。 
事例に基づいた作成の真正についての証人尋問は、例えば、次のような

ものとなる。 
 

 
実況見分調書
の作成者の主
尋問 

・・・ 
（検察官）証人は本件に関して実況見分を行ったことが

ありますか。 
（証人）はい、あります。 
 
（検察官）いつですか。 
（証人）令和７年１２月１８日です。 
 
（検察官）どこで、実況見分を行ったのですか。 
（証人）本件の現場である熊本市南区希望が丘９９７番

地３小沢武久方です。 

 
（検察官）なぜ、実況見分を行ったのですか。 

証人採用，
真正につい
て証言

証人不採用又は
真正について証
言できなかった等

実況見分調書

却下・撤回

検察官の請求：
実況見分調書

弁護人の意見：

同意

弁護人の意見：

不同意

検察官の請求：

証人尋問※

※立証趣旨は
作成の真正

実
況
見
分
調
書
採
用

326条
による

321条
3項
による

、 
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（証人）現場の状況等を見分し、犯人の痕跡を明らかに

し、証拠を保全するためです。 
 
（検察官）被害家屋の住人の小沢武久さんを立会人とし

たのですね。 
（証人）はい。 
 
（検察官）あなたの補助者はいましたか。 
（証人）同僚の○○巡査に補助をお願いしました。 
 
（検察官）その経過と結果を書面にまとめましたか。 
（証人）はい。 
 
（検察官）その書面の作成日付と表題を述べてください。 
（証人）令和７年１２月１９日付け実況見分調書です。 
 
（検察官）作成名義は誰ですか。 
（証人）私です。 
 
（検察官）同一性の確認のために甲第５号証の実況見分

調書を示します。証人が作成した実況見分調書はこれ

ですか。 
（証人）はい。 
 
（検察官）１枚目にある署名押印はあなたのものですか。 
（証人）はい。 
 
（検察官）この実況見分調書には、あなたが小沢武久さん

の指示説明に基づき、○○巡査を補助者として行った

実況見分の経過と結果をありのまま正確に記載しまし

たか。 
（証人）はい。間違いありません。 
 
・・・ 

 
以上の尋問に加えて、検察官は、当該実況見分の方法や実施状況につい

て尋問を行い、実況見分者が相当な方法により真摯に実況見分を行ったこ

とを明らかにすることになる。 
 
なお、作成の真正についての証人尋問の際に、被告人側から実況見分調

書の記載内容の真実性についての尋問がなされることもあるが、実況見分

時の観察や実況見分調書の記載の正確性などを確認する範囲である限り、
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(ｳｳ)  実実況況見見分分調調書書  

 
図図  1144  

 
 

実況見分調書は、法 326 条の同意がなされない場合であっても、法 321
条 3 項によって証拠能力を獲得することがある。 
したがって、検察官が請求した実況見分調書に対して、弁護人が不同意

の意見を述べた場合、検察官としては、作成の真正について供述を得るべ

く、実況見分調書の作成者の証人尋問を請求することとなる。「真正に作

成されたものであることの供述」とは、間違いなく自分が作成したという

供述（作成名義の真正）と、検証したところを正しく記載したという供述

（記載内容の真正）を併せて意味している。 
 
本件では、甲５号証の実況見分調書（記録編 55 頁以下）が一部不同意

とされているが、検察官が甲５号証を法 321 条 3 項に基づき請求する場

合には、上述のとおり、真正立証が必要となる。 
事例に基づいた作成の真正についての証人尋問は、例えば、次のような

ものとなる。 
 

 
実況見分調書
の作成者の主
尋問 

・・・ 
（検察官）証人は本件に関して実況見分を行ったことが

ありますか。 
（証人）はい、あります。 
 
（検察官）いつですか。 
（証人）令和７年１２月１８日です。 
 
（検察官）どこで、実況見分を行ったのですか。 
（証人）本件の現場である熊本市南区希望が丘９９７番

地３小沢武久方です。 

 
（検察官）なぜ、実況見分を行ったのですか。 

証人採用，
真正につい
て証言

証人不採用又は
真正について証
言できなかった等

実況見分調書

却下・撤回

検察官の請求：
実況見分調書

弁護人の意見：

同意

弁護人の意見：

不同意

検察官の請求：

証人尋問※

※立証趣旨は
作成の真正

実
況
見
分
調
書
採
用

326条
による

321条
3項
による

、 
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明確にするため又は同一性を確認するために）実況見分調書に添付されて

いた写真等を示して確認してもらうということでも目的が達せられるこ

ともあろう。 
 
 
(ｴｴ)  被被告告人人のの自自白白調調書書等等  

 
図図  1155  

 
 

（法 326 条の「同意」の意義については、前記(ｲ)（44 頁以下）参照）。） 
 

法 322 条 1 項は、被告人の供述調書について、自白調書をはじめ被告人

に不利益な事実の承認を内容とするものである場合等には、証拠とするこ

とができると定めている。ただし、任意にされたものでない疑いがあると

きには証拠とすることができない（法 319 条 1 項、法 322 条 1 項ただし

書）。 
 
そうすると、弁護人が被告人の自白調書等について、法 326 条の同意は

せず、不同意であると述べた場合であっても、図 15 のとおり、その趣旨が

任意性を争うものか、信用性を争うにとどまるものかによって、その後の

進行が変わってくることになる。 
すなわち、仮に、弁護人の不同意の趣旨が供述の信用性を争うにすぎな

い場合（任意性には争いがない場合）には、検察官は、当該供述調書が不

利益な事実の承認を内容とするもの等であれば、これを法 322 条によって

取り調べられたいと請求するのが通常である。 
他方、弁護人の不同意の趣旨が任意性を争うものである場合、当該自白

調書等が、立証上、必要不可欠なものであるときは、検察官において、任

意性に問題がないことを立証し、法 322 条により当該自白調書等の採用を

求めることになる。なお、この場合、弁護人は、任意性に疑いがある事情

を具体的に特定して主張しなければならないこととされている。この限度

で被告人側に特定させる理由は、①そうしないと、検察官において立証対

検察官の請求：

被告人の
自白調書

弁護人の意見：

同意

採用

却下又は
請求撤回

信用性を争う
趣旨

任意性を争う
趣旨

（任意性の疑い
の根拠の主張）

弁護人の意見：

不同意 322条
による
取調請求

異議なし
しかるべく

異議あり

任意性の
立証手続
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記載内容の真実性を弾劾することにより、「記載内容の真正」に疑いを容れ

ることができるから、反対尋問として許容されると思われる。 
 
以上のような証拠調べ手続を経て、検察官は作成の真正を立証し、法 321

条 3 項に基づき当該実況見分調書を請求する。裁判所は、同請求に対する

弁護人の意見を聴取した上で、当該実況見分調書の採否を判断することに

なる。 
 
もっとも、弁護人が「指示説明に現場供述が含まれる。」という理由で実

況見分調書を不同意とした場合などには、手続の流れは図 14 のとおりに

は進まないことが多いであろう。作成の真正について作成者の証言を得て

も、指示説明が現場供述なのであれば、その部分が供述としての証拠能力

を獲得するわけではないからである。 
 
本件の甲第５号証の５⑵の小沢武久の指示説明部分（記録編 55 頁）のう

ち「ハイラークの吸い殻１本は１２月１４日に私が吸ったものですが、フ

ァイブスターの吸い殻２本については、犯人が吸ったものだと思います。

私の娘（明日香）はたばこは吸いませんし、娘に聞いたところでは、三上

雄介の吸っているたばこはファイブスターということでした。三上は９月

以来うちには来ていません。」との供述は、実況見分の契機を示したもので

はなく、現場における供述とも思われる。これを供述証拠として用いる場

合においては、甲第５号証の実況見分調書については、法 321 条 3 項に定

めた要件を満たすだけでなく（この場合は、実況見分調書としての証拠能

力が認められるにとどまる。）、法 321 条 1 項 3 号に定める要件を満たす必

要がある。 
したがって、裁判所としては、実況見分調書に対する不同意の趣旨を弁

護人に確認するなどして、その後の手続の運営を図るべきである。 
 

ところで、証拠が採用されることは、あくまで立証の手段であって目的

ではないから、別の方法によって実況見分調書の内容が立証できるのであ

れば、当該実況見分調書がそのまま証拠として採用されることにこだわら

なくともよいということもある。 
 
弁護人が一部不同意という意見を述べた場合で、検察官としては、その

部分がなくとも立証は可能と考えるようなとき（例えば、立会人の指示説

明部分が不同意でも、当該実況見分調書からは、現場の状況だけ分かれば

よいと判断されるようなとき）には、同意部分のみが採用されればそれで

足り、不同意とされた部分は撤回することになろう。 
 
また、本件の小沢武久の証人尋問のように、立会人を証人尋問した際に、

口頭で現場の様子について語ってもらった上で、（目的にもよるが、供述を
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明確にするため又は同一性を確認するために）実況見分調書に添付されて

いた写真等を示して確認してもらうということでも目的が達せられるこ

ともあろう。 
 
 
(ｴｴ)  被被告告人人のの自自白白調調書書等等  

 
図図  1155  

 
 

（法 326 条の「同意」の意義については、前記(ｲ)（44 頁以下）参照）。） 
 

法 322 条 1 項は、被告人の供述調書について、自白調書をはじめ被告人

に不利益な事実の承認を内容とするものである場合等には、証拠とするこ
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意性に問題がないことを立証し、法 322 条により当該自白調書等の採用を
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記載内容の真実性を弾劾することにより、「記載内容の真正」に疑いを容れ

ることができるから、反対尋問として許容されると思われる。 
 
以上のような証拠調べ手続を経て、検察官は作成の真正を立証し、法 321

条 3 項に基づき当該実況見分調書を請求する。裁判所は、同請求に対する

弁護人の意見を聴取した上で、当該実況見分調書の採否を判断することに

なる。 
 
もっとも、弁護人が「指示説明に現場供述が含まれる。」という理由で実

況見分調書を不同意とした場合などには、手続の流れは図 14 のとおりに
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も、指示説明が現場供述なのであれば、その部分が供述としての証拠能力

を獲得するわけではないからである。 
 
本件の甲第５号証の５⑵の小沢武久の指示説明部分（記録編 55 頁）のう

ち「ハイラークの吸い殻１本は１２月１４日に私が吸ったものですが、フ

ァイブスターの吸い殻２本については、犯人が吸ったものだと思います。

私の娘（明日香）はたばこは吸いませんし、娘に聞いたところでは、三上

雄介の吸っているたばこはファイブスターということでした。三上は９月

以来うちには来ていません。」との供述は、実況見分の契機を示したもので

はなく、現場における供述とも思われる。これを供述証拠として用いる場

合においては、甲第５号証の実況見分調書については、法 321 条 3 項に定

めた要件を満たすだけでなく（この場合は、実況見分調書としての証拠能

力が認められるにとどまる。）、法 321 条 1 項 3 号に定める要件を満たす必

要がある。 
したがって、裁判所としては、実況見分調書に対する不同意の趣旨を弁

護人に確認するなどして、その後の手続の運営を図るべきである。 
 

ところで、証拠が採用されることは、あくまで立証の手段であって目的

ではないから、別の方法によって実況見分調書の内容が立証できるのであ

れば、当該実況見分調書がそのまま証拠として採用されることにこだわら

なくともよいということもある。 
 
弁護人が一部不同意という意見を述べた場合で、検察官としては、その

部分がなくとも立証は可能と考えるようなとき（例えば、立会人の指示説

明部分が不同意でも、当該実況見分調書からは、現場の状況だけ分かれば

よいと判断されるようなとき）には、同意部分のみが採用されればそれで

足り、不同意とされた部分は撤回することになろう。 
 
また、本件の小沢武久の証人尋問のように、立会人を証人尋問した際に、

口頭で現場の様子について語ってもらった上で、（目的にもよるが、供述を
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ととなる。 
 
もちろん、事前の情報収集等によって、証人が供述調書と異なる供述を

しそうだという予測ができる事案はあろうから、当事者としては、尋問の

場面のみならず、その後どのように対応するかも含め、準備を怠らないよ

うにするべきである。 
 

(ｶｶ)  そそのの他他のの証証拠拠  

 
刑事裁判手続においては、さまざまなタイプの証拠調べ請求がされ得る

から、以上に紹介した以外の各種の証拠（例えば、医師作成の被害者の死

因に関する鑑定書、前科調書等）をめぐる手続の流れについても考えてお

く必要がある。 
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象が明らかにならないこと、②その一方で、被告人にとっては、自己の体

験した事実である上、罪体に関する事実ではないので、この点について明

確にさせることが過度又は不当な負担を求めるものとはいえないこと、な

どである。 
このように、弁護人の不同意の趣旨が任意性を争うものか否かにより、

当事者に求められるその後の訴訟活動が大きく変わってくるので、裁判所

としては、弁護人の不同意の趣旨を確認するべきであろう。 
 
被告人の供述調書の証拠能力という側面からの説明は上記のとおりであ

るが、そもそも、被告人は、常に法廷にいるので、まずは被告人質問を実

施することが直接主義・公判中心主義の趣旨に沿うものである。このよう

な観点から、実務では、弁護人から、例えば「不同意、任意性は争わない

が被告人質問を先行されたい」との意見が述べられた場合には、証拠決定

は留保したまま被告人質問を先行して行い、その終了後に、更に供述調書

まで取り調べる必要性があるか否かを検討した上で、証拠決定されること

が多く、検察官が自主的に証拠調べ請求を撤回することもある。 
 
本件においても、乙第 1 号証及び第 2 号証に対し、弁護人が不同意の意

見を述べたのに対し、裁判所が証拠決定を留保し、第 1 回公判期日の被告

人質問終了後に、検察官がこれらの証拠の請求を撤回している（記録編別

紙７（14 頁以下）、17 頁）。 
 
 

(ｵｵ)  証証人人尋尋問問のの結結果果等等にによよりり請請求求がが可可能能ととななるるもものの  

 
なお、公判期日での証人尋問等の結果が判明しないと、証拠調べ請求の

可否・採否やそれに代わる手段等についての予測がつかないこともある。 
 
例えば、法 321 条 1 項 2 号後段によって検察官調書が証拠能力を有する

のは、当該調書の供述者が、公判期日等において、検察官調書作成時に述

べたことと相反するか又は実質的に異なった供述をした場合である。した

がって、検察官が同号による請求ができるのは、必然的に、公判期日等に

おける供述の後ということになる。 
 

公判前整理手続を経た事案でも、法 321 条 1 項 2 号後段に該当する書面

や法 328 条に該当する証拠（例えば、弁護人が証人の重要な証言部分につ

いて弾劾するため、当該証人が異なる供述を行っていた供述調書を証拠調

べ請求するといった場合）などは、公判期日での証拠調べ次第で初めて請

求可能となるようなものである。なお、法 328 条に該当する証拠の場合に

は、通常、公判前整理手続では証拠請求されず、審理（証人尋問）の結果

を受けて証拠請求されることとなるため、法 316 条の 32 第 1 項のやむを

得ない事由があるかの判断においても、この点を踏まえた判断がされるこ
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象が明らかにならないこと、②その一方で、被告人にとっては、自己の体

験した事実である上、罪体に関する事実ではないので、この点について明

確にさせることが過度又は不当な負担を求めるものとはいえないこと、な

どである。 
このように、弁護人の不同意の趣旨が任意性を争うものか否かにより、

当事者に求められるその後の訴訟活動が大きく変わってくるので、裁判所

としては、弁護人の不同意の趣旨を確認するべきであろう。 
 
被告人の供述調書の証拠能力という側面からの説明は上記のとおりであ

るが、そもそも、被告人は、常に法廷にいるので、まずは被告人質問を実

施することが直接主義・公判中心主義の趣旨に沿うものである。このよう

な観点から、実務では、弁護人から、例えば「不同意、任意性は争わない

が被告人質問を先行されたい」との意見が述べられた場合には、証拠決定

は留保したまま被告人質問を先行して行い、その終了後に、更に供述調書

まで取り調べる必要性があるか否かを検討した上で、証拠決定されること

が多く、検察官が自主的に証拠調べ請求を撤回することもある。 
 
本件においても、乙第 1 号証及び第 2 号証に対し、弁護人が不同意の意

見を述べたのに対し、裁判所が証拠決定を留保し、第 1 回公判期日の被告

人質問終了後に、検察官がこれらの証拠の請求を撤回している（記録編別

紙７（14 頁以下）、17 頁）。 
 
 

(ｵｵ)  証証人人尋尋問問のの結結果果等等にによよりり請請求求がが可可能能ととななるるもものの  

 
なお、公判期日での証人尋問等の結果が判明しないと、証拠調べ請求の

可否・採否やそれに代わる手段等についての予測がつかないこともある。 
 
例えば、法 321 条 1 項 2 号後段によって検察官調書が証拠能力を有する

のは、当該調書の供述者が、公判期日等において、検察官調書作成時に述

べたことと相反するか又は実質的に異なった供述をした場合である。した

がって、検察官が同号による請求ができるのは、必然的に、公判期日等に

おける供述の後ということになる。 
 

公判前整理手続を経た事案でも、法 321 条 1 項 2 号後段に該当する書面

や法 328 条に該当する証拠（例えば、弁護人が証人の重要な証言部分につ

いて弾劾するため、当該証人が異なる供述を行っていた供述調書を証拠調

べ請求するといった場合）などは、公判期日での証拠調べ次第で初めて請

求可能となるようなものである。なお、法 328 条に該当する証拠の場合に

は、通常、公判前整理手続では証拠請求されず、審理（証人尋問）の結果

を受けて証拠請求されることとなるため、法 316 条の 32 第 1 項のやむを

得ない事由があるかの判断においても、この点を踏まえた判断がされるこ
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て、証拠によって証明しようとする事実、本件の争点
や、証拠調べにおいて皆さんに着目してほしい点を説
明します。 

 
  皆さんには、「冒頭陳述」と書かれた紙（記録編別紙

９（19 頁上段）をお配りしますが、これは、これから
申し上げることのポイントをまとめたものになりま
す。まずは、私の話を聞いていただければと思います。 

 
 最初に、検察官が起訴している事実のあらましをお
話しします。 
 今回の事件は、何者かが、小沢武久さんの家、これか
ら小沢方といいます、に侵入した上、火を放ち、小沢方
の一部を焼損したという事件です。 
被告人は、自分は本件の夜、小沢方に入ったことも、

放火したこともないとして、自分は今回の事件の犯人
ではないと争っています。 
そこで、今回の事件について検察官が証拠によって

立証するストーリーをお話しします。 
 

被告人は、本件の前に、小沢明日香さんと内縁関係
にありましたが、明日香さんにたびたび暴力をふるっ
ていました。そのことから、明日香さんが被告人方を
出て小沢方に戻り、内縁関係を解消しました。被告人
は、携帯電話料金等の支払について清算するために明
日香さんとその父である武久さんを被告人方に呼び寄
せ、明日香さんと武久さんの顔面等を殴る暴力を加え
ました。 
その後、小沢方に戻った武久さんと明日香さんは、

被告人から暴行被害を受けたことを南熊本警察署に連
絡し、南熊本警察署に行くこととしました。 
武久さんらは、南熊本警察署に向かう際、寝室の窓

等の鍵を閉めることを忘れてしまいました。 
その後、何者かが小沢方に侵入し、灯油をまいて、起

訴状で読み上げたとおりの犯行に及びました。 
 

続いて、本件犯行を被告人が行ったことについて、
皆さんによく見ていただきたい事実や証拠について説
明します。 

まず、本件の２日後、武久さんが小沢方の片づけを
始めたところ、灰皿から見慣れないたばこの吸い殻２
本を発見しました。この吸い殻についてＤＮＡ型鑑定
が行われています。ＤＮＡ型鑑定の結果に注目してい
ただくとともに、武久さんのお話や小沢方について行
われた実況見分の結果をまとめた証拠にも注目してく
ださい。 

次に、被告人は、本件後に、友人の藤江さんと行動
を共にしていますが、そこで、被告人は、・・・ 
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(2)  冒冒頭頭陳陳述述
 

冒頭手続が終わった後、証拠調べが開始されることになるが（法 292 条

本文）、証拠調べの冒頭に検察官は証拠により証明すべき事実を明らかにし

なければならない（法 296 条本文）。これが検察官の冒頭陳述である。 
 

検察官の冒頭陳述は、事件の概要及び立証方針を明示することにより、① 

裁判所に対して、審理方針の樹立と証拠調べに関する適切な訴訟指揮を可

能にするための資料を提供するとともに、②被告人側に対して、具体的な防

御の対象を示すことによって防御の便に資するという機能を有するとされ

ている。 
 

もっとも、本件のように公判前整理手続を経た事件においては、すでに証

拠の採否や審理計画の策定は終わっているから、これらの機能を重視する

必要はない。 
 

むしろ、本件のような裁判員裁判においては、当事者が冒頭陳述をする

際には、公判前整理手続における争点及び証拠の整理の結果に基づき、証拠

との関係を具体的に明示しなければならない（裁判員法 55 条）。 
立証責任を負っている検察官は、裁判体、とりわけ事件に初めて接する裁

判員に、①争点が的確に把握できるように、事件のあらましと立証方針を分

かりやすく示し、②これから始まる証拠調べのロードマップを示すことが

求められる。 
また、冒頭陳述は、公判前整理手続における争点及び証拠の整理の到達点

であり、その後の審理の骨格をなすものであるから、簡潔で明快なものでな

ければならない。 
 
冒頭陳述において、検察官は、証拠とすることのできない資料又は証拠と

してその取調べを請求する意思のない資料に基づいて裁判所に事件につい

て偏見又は予断を生ぜしめるおそれのある事項を述べることができない

（法 296 条ただし書）。 
 
ここで、本件における検察官の冒頭陳述をみてみよう。 

 
 

 
 
 
検察官の冒頭
陳述 
 
 
 

（裁判長）それでは、ここから証拠調べの手続に入りま
す。 

 
（裁判長）まず、検察官から、証拠によって証明しようと

する事実や証拠調べの着眼点などについて説明してく
ださい。 

 
（検察官）それでは、検察官の山岡から、冒頭陳述といっ
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第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

(2)  冒冒頭頭陳陳述述
 

冒頭手続が終わった後、証拠調べが開始されることになるが（法 292 条

本文）、証拠調べの冒頭に検察官は証拠により証明すべき事実を明らかにし

なければならない（法 296 条本文）。これが検察官の冒頭陳述である。 
 

検察官の冒頭陳述は、事件の概要及び立証方針を明示することにより、① 
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ている。 
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との関係を具体的に明示しなければならない（裁判員法 55 条）。 
立証責任を負っている検察官は、裁判体、とりわけ事件に初めて接する裁

判員に、①争点が的確に把握できるように、事件のあらましと立証方針を分

かりやすく示し、②これから始まる証拠調べのロードマップを示すことが

求められる。 
また、冒頭陳述は、公判前整理手続における争点及び証拠の整理の到達点

であり、その後の審理の骨格をなすものであるから、簡潔で明快なものでな

ければならない。 
 
冒頭陳述において、検察官は、証拠とすることのできない資料又は証拠と

してその取調べを請求する意思のない資料に基づいて裁判所に事件につい

て偏見又は予断を生ぜしめるおそれのある事項を述べることができない

（法 296 条ただし書）。 
 
ここで、本件における検察官の冒頭陳述をみてみよう。 

 
 

 
 
 
検察官の冒頭
陳述 
 
 
 

（裁判長）それでは、ここから証拠調べの手続に入りま
す。 

 
（裁判長）まず、検察官から、証拠によって証明しようと

する事実や証拠調べの着眼点などについて説明してく
ださい。 

 
（検察官）それでは、検察官の山岡から、冒頭陳述といっ
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第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

(3)  公公判判前前整整理理手手続続のの結結果果顕顕出出等等
 

公判前整理手続に付された事件を審理する場合には、裁判所は、公判審理

を公判前整理手続において定められた予定に従って進行させるように努め

なければならず（規 217 条の 30 第 1 項）、訴訟関係人は、公判審理が公判

前整理手続において定められた予定に従って進行するよう、裁判所に協力

しなければならない（同条 2 項）。 
 

そして、前記⑵（52 頁以下）のとおり、被告人又は弁護人は、証拠によ

り証明すべき事実その他の事実上及び法律上の主張があるときは、検察官

の冒頭陳述（法 296 条本文）に引き続き、その主張を明らかにしなければ

ならない（法 316 条の 30）。その後、裁判所は、自ら又は書記官に命じて公

判前整理手続調書を朗読し、又はその要旨を告げる方法等により（規 217 条

の 31）、公判前整理手続の結果を明らかにしなければならない（公判前整理

手続の結果顕出。法 316 条の 31 第１項）。 
 
本件における公判前整理手続の結果顕出をみてみよう。 

 
公判前整理手
続の結果顕出 

（裁判長）公判前整理手続の結果のあらましをお話しして
おきたいと思います。今回の事件の争点は、被告人が起
訴状に記載されている放火事件を行った犯人であるか
否かです。この点についての検察官、弁護人の主張は、
先ほど冒頭陳述で述べられたとおりです。本件の審理の
ために証拠書類や証人を公判前整理手続で採用してお
ります。 

 
本日は、検察官が請求している証拠書類を取り調べた

後、小沢明日香さん、小沢武久さん、そして藤江仁さん
の証人尋問を行い、その後、被告人質問を行うことにな
っています。 

 
明日は・・・ 

 
 

これまで見てきたとおり、公判前整理手続に付された事件においては、第

1 回公判期日前には原則として証拠決定までの手続（後記⑷～⑹（56～60
頁））が終了しており、公判期日においては、公判前整理手続の結果が明ら

かにされた後に、証拠調べが施行されることになる（後記⑺（61 頁以下）

参照）。 
もっとも、公判前整理手続期日を経た事案でも、証拠の採否が公判開始後

に持ち越される場合や公判で証拠調べ請求される場合があり（前記⑴エ(ｵ)
（50 頁以下）参照）、その場合には、後記⑷（56 頁）以下の手続によるこ

とになる。 
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第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

検察官の冒頭陳述の後、裁判所は被告人又は弁護人にも証拠により証明

すべき事実を明らかにすることを許すことができる（規 198 条）。これは、

検察官の冒頭陳述に対して、当事者主義の尊重から、被告人又は弁護人にも

同様の冒頭陳述（被告人側の冒頭陳述）を許すことを明らかにしたものであ

る。その時期については、検察官の冒頭陳述の後という制約があるだけで、

その直後でも、検察官の一応の立証が終了し被告人側の立証の段階の初め

でもよい。 
 

ただし、公判前整理手続に付された事件については、被告人又は弁護人は、

証拠により証明すべき事実その他の事実上及び法律上の主張があるときは、

検察官の冒頭陳述に引き続き、被告人側の冒頭陳述によりこれを明らかに

しなければならない（法 316 条の 30）。 
 
では、本件における弁護人の冒頭陳述をみてみよう。 

 
 
 
 
弁護人の冒頭
陳述 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（裁判長）続いて、弁護人による冒頭陳述をしてくださ
い。 

 
（主任弁護人）皆さん、三上さんは本件放火の犯人ではあ
りません。 
 小沢さんの家は、何者かによって放火されましたが、
その日、三上さんは小沢さんの家に行ったことはあり
ません。 
 先ほど、検察官は、三上さんが今回の事件の犯人であ
ることに関する事実を３つ挙げていました。 
 しかし、どれも三上さんを今回の事件の犯人に結び
付けるものではありません。 
 まず、武久さんが発見したたばこの吸い殻ですが・・・ 
 次に、本件当日、三上さんは藤江さんと行動を共にし
ていましたが、・・・ 
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 ３ 証拠調べ手続 

(3)  公公判判前前整整理理手手続続のの結結果果顕顕出出等等
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第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

証拠調べを請求するには、あらかじめ相手方にその証拠の内容を知らせて

防御の機会を与えなければならない。事前準備のところで触れた前記第４の

２⑵イ(ｲ)（17 頁以下）のとおりである。 
 
なお、以下の記述は、被告人側が証拠調べを請求する場合も同様である。 

 
 
イイ  立立証証趣趣旨旨のの明明示示

 
証拠調べの請求は、証拠と証明すべき事実との関係、すなわち立証趣旨を

具体的に明示して行わなければならない（規 189 条 1 項）。 
 
立証趣旨の明示が要求されるのは、冒頭陳述や公判前整理手続に付された

事件では証明予定事実記載書・予定主張記載書面などと合わせて、この証拠

で何を証明したいかを明らかにし、また、全体の証拠構造をも明らかにする

ことによって、相手方の防御を可能とするとともに、裁判所が証拠の採否を

決定するに当たって参考にできるようにするためである。 
 
立証趣旨に拘束力があるかについては見解が分かれているが、拘束力はな

いとするのが多数説である。もっとも、立証趣旨によって証拠能力に差異が

生ずる場合（例えば、証拠の証明力を争うために提出された法 328 条の証拠

の場合、訴訟条件の立証のために提出された証拠の場合など）には、立証趣

旨の範囲を超えて犯罪事実の認定の証拠とすることはできないであろう。 
 
ある証拠が伝聞証拠であるかどうかは、立証趣旨によって決まることに留

意しておくべきである（例えば、50 頁記載のように、弁護人が証人の重要な

証言部分について弾劾するため、当該証人が異なる供述を行っていた供述調

書の当該部分を証拠調べ請求する場合には、立証趣旨が「供述経過」などと

される。これは、当該証人が公判廷で証言した内容とは異なる供述を過去に

述べていたことを立証することになるため、非伝聞証拠としての請求（法 328
条）となる。）。 

 
立証趣旨が明らかにされていないか不明確なとき、あるいは命ぜられた書

面が提出されないときは、証拠調べの請求を却下することができる（規則 189
条 4 項）。 

 
 
(5)  証証拠拠調調べべ請請求求にに対対すするる意意見見等等
 

証拠調べの請求があった場合には、相手方の意見を聴かなければならない

（規 190 条 2 項前段）。 
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第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

(4)  証証拠拠調調べべ請請求求
 

なお、公判前整理手続に付されていない事件については、次のように、検

察官による冒頭陳述がなされた後、証拠調べ請求がされる。 
 

検察官の証拠
調べ請求 

（検察官）【冒頭陳述に引き続いて】以上の事実を立証す
るため、ただいま提出した証拠等関係カード記載の各
証拠の取調べを請求します。 

 
 
アア  証証拠拠調調べべ請請求求

 
当事者主義を基本とする刑事訴訟法の下では、証拠を提出する責任は、第

一次的には当事者にあり、証拠調べは原則として当事者の請求によって行わ

れる（法 298 条 1 項、2 項）。立証責任は検察官にあることから、まず検察官

において、事件の審判に必要と認められる全ての証拠の取調べを請求するこ

とが必要となる（規 193 条 1 項）。 
 
証拠調べ請求は、証明すべき事実の立証に必要な証拠を厳選して、これを

しなければならない（規 189 条の 2）。刑事手続においては、公判審理が適正

かつ迅速で分かりやすく進められなければならないことは当然である。その

実現のためには、争点中心の充実した証拠調べが行われることが不可欠であ

る。 
 
実務上、証拠書類による立証においては、裁判体が的確な心証を形成でき

るよう、不要な部分を削除した抄本の形としたり、いくつかの証拠書類をま

とめて分かりやすく統合化したりするなどの工夫が行われている。裁判員裁

判の対象事件では、公判前整理手続において、証拠の統合化が行われること

が多く（前記第４の２⑶カ（29 頁以下）参照）、非対象事件においても証拠

の統合化が行われることがある。 
 
自白を内容とする被告人の作成した供述書、被告人の自白を録取した書面、

被告人の公判準備又は公判期日における自白を録取した書面、被告人以外の

者の公判準備又は公判期日における供述で被告人の自白を内容とするもの

は、犯罪事実に関する他の証拠が取り調べられるまではその取調べを請求す

ることができない（法 301 条）とされている。 
 
検察官請求証拠のうち、犯罪事実等に関する証拠で、被告人の供述調書等

を除いたものを甲号証、被告人の供述調書、供述書、身上・前科関係の証拠

を乙号証と呼ぶが、検察官が甲号証と乙号証を同時に証拠調べ請求しても、

自白調書等よりも前に甲号証が取り調べられている限り、法 301 条には違反

しないと解されている。 
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証拠調べを請求するには、あらかじめ相手方にその証拠の内容を知らせて

防御の機会を与えなければならない。事前準備のところで触れた前記第４の

２⑵イ(ｲ)（17 頁以下）のとおりである。 
 
なお、以下の記述は、被告人側が証拠調べを請求する場合も同様である。 

 
 
イイ  立立証証趣趣旨旨のの明明示示

 
証拠調べの請求は、証拠と証明すべき事実との関係、すなわち立証趣旨を

具体的に明示して行わなければならない（規 189 条 1 項）。 
 
立証趣旨の明示が要求されるのは、冒頭陳述や公判前整理手続に付された

事件では証明予定事実記載書・予定主張記載書面などと合わせて、この証拠

で何を証明したいかを明らかにし、また、全体の証拠構造をも明らかにする

ことによって、相手方の防御を可能とするとともに、裁判所が証拠の採否を

決定するに当たって参考にできるようにするためである。 
 
立証趣旨に拘束力があるかについては見解が分かれているが、拘束力はな

いとするのが多数説である。もっとも、立証趣旨によって証拠能力に差異が

生ずる場合（例えば、証拠の証明力を争うために提出された法 328 条の証拠

の場合、訴訟条件の立証のために提出された証拠の場合など）には、立証趣

旨の範囲を超えて犯罪事実の認定の証拠とすることはできないであろう。 
 
ある証拠が伝聞証拠であるかどうかは、立証趣旨によって決まることに留

意しておくべきである（例えば、50 頁記載のように、弁護人が証人の重要な

証言部分について弾劾するため、当該証人が異なる供述を行っていた供述調

書の当該部分を証拠調べ請求する場合には、立証趣旨が「供述経過」などと

される。これは、当該証人が公判廷で証言した内容とは異なる供述を過去に

述べていたことを立証することになるため、非伝聞証拠としての請求（法 328
条）となる。）。 

 
立証趣旨が明らかにされていないか不明確なとき、あるいは命ぜられた書

面が提出されないときは、証拠調べの請求を却下することができる（規則 189
条 4 項）。 

 
 
(5)  証証拠拠調調べべ請請求求にに対対すするる意意見見等等
 

証拠調べの請求があった場合には、相手方の意見を聴かなければならない

（規 190 条 2 項前段）。 
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(4)  証証拠拠調調べべ請請求求
 

なお、公判前整理手続に付されていない事件については、次のように、検

察官による冒頭陳述がなされた後、証拠調べ請求がされる。 
 

検察官の証拠
調べ請求 

（検察官）【冒頭陳述に引き続いて】以上の事実を立証す
るため、ただいま提出した証拠等関係カード記載の各
証拠の取調べを請求します。 

 
 
アア  証証拠拠調調べべ請請求求

 
当事者主義を基本とする刑事訴訟法の下では、証拠を提出する責任は、第

一次的には当事者にあり、証拠調べは原則として当事者の請求によって行わ

れる（法 298 条 1 項、2 項）。立証責任は検察官にあることから、まず検察官

において、事件の審判に必要と認められる全ての証拠の取調べを請求するこ

とが必要となる（規 193 条 1 項）。 
 
証拠調べ請求は、証明すべき事実の立証に必要な証拠を厳選して、これを

しなければならない（規 189 条の 2）。刑事手続においては、公判審理が適正

かつ迅速で分かりやすく進められなければならないことは当然である。その

実現のためには、争点中心の充実した証拠調べが行われることが不可欠であ

る。 
 
実務上、証拠書類による立証においては、裁判体が的確な心証を形成でき

るよう、不要な部分を削除した抄本の形としたり、いくつかの証拠書類をま

とめて分かりやすく統合化したりするなどの工夫が行われている。裁判員裁

判の対象事件では、公判前整理手続において、証拠の統合化が行われること

が多く（前記第４の２⑶カ（29 頁以下）参照）、非対象事件においても証拠

の統合化が行われることがある。 
 
自白を内容とする被告人の作成した供述書、被告人の自白を録取した書面、

被告人の公判準備又は公判期日における自白を録取した書面、被告人以外の

者の公判準備又は公判期日における供述で被告人の自白を内容とするもの

は、犯罪事実に関する他の証拠が取り調べられるまではその取調べを請求す

ることができない（法 301 条）とされている。 
 
検察官請求証拠のうち、犯罪事実等に関する証拠で、被告人の供述調書等

を除いたものを甲号証、被告人の供述調書、供述書、身上・前科関係の証拠

を乙号証と呼ぶが、検察官が甲号証と乙号証を同時に証拠調べ請求しても、

自白調書等よりも前に甲号証が取り調べられている限り、法 301 条には違反

しないと解されている。 
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(6)  証証拠拠決決定定等等
 

証拠調べの請求に対しては、裁判所は決定をしなければならない。これに

は、証拠調べの請求を認容する採用決定と証拠調べの請求を却下する却下

決定とがある。また、裁判所は、職権で証拠調べをする旨の決定をすること

もできる（法 298 条 2 項）。これらの決定を証拠決定という（規 190 条 1
項）。 

 
相手方の意見及び裁判所の証拠決定次第では、請求者は、当該証拠を採

用してもらうための立証活動を行ったり、当該証拠を撤回して別の証拠を

請求して立証を図ったりするなどの対応を考えなければならない（前記⑴

エ（42 頁以下）参照）。 
 
検察官の請求証拠について、弁護人が意見を述べ、裁判所が証拠決定をす

るまでの具体的なやり取りは以下のようなものである。 
 

 
 
証拠決定、弁
護人の意見を
踏まえた新た
な検察官の証
拠調べ請求等 

（公判前整理手続に付されていない場合の例示） 
 
（裁判長）【検察官が請求した各証拠の標目や立証趣旨等
を確認した後】それでは、弁護人が不同意とした甲第○
号証を除く書証全部及び証拠物を採用します。 

 
検察官、採用されなかった甲第○号証の供述調書に

関してはどうしますか。 
 
（検察官）ただいま提出します証拠調べ請求書のとおり、
甲第○号証の供述者である○○さんを証人として請求
します。 

 
本日同行して、別室で待機していただいております

ので、採用された甲号証を取り調べていただいた後、証
人として尋問していただきたいと思います。 

 
証拠調べ請求書にも記載してありますが、立証趣旨

は甲第○号証と同じです。主尋問の時間は 20 分を予定
しています。 

 
（裁判長）ただいまの証人尋問請求に対する弁護人の意
見はいかがですか。 

 
（弁護人）異議ありません。反対尋問に 10 分いただきた
いと思います。 

 
（裁判長）それでは、○○さんを証人として採用し、採用
した甲号証の取調べ後に尋問することとします。 
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裁判所が職権で証拠調べをしようとする場合には、証拠決定の前に検察官

及び被告人又は弁護人の意見を聴かなければならない（法 299 条 2 項、規

190 条 2 項後段）。 
これは、証拠調べ請求を採用するか却下するか、また職権による証拠調べ

をするかどうかを決するについて、参考とするためのものである。 
 
 
アア  法法 326 条条のの同同意意・・不不同同意意のの対対象象ととななるる証証拠拠

 
検察官及び被告人が証拠とすることに同意した書面又は供述は、その書面

が作成され又は供述されたときの情況を考慮し、相当と認めるときに限り、

法 321 条ないし 325 条の規定にかかわらず、これを証拠とすることができる

（法 326 条 1 項）。 
 
したがって、請求された証拠書類については、まず相手方に証拠とするこ

とに同意するかどうかの意見を求め、同意があれば原則として証拠能力が付

与されることとなる（同意の意義については、前記⑴エ(ｲ)（44 頁以下）参

照）。例えば、弁護人が「同意、ただし不必要である」という意見を述べた場

合、当該書面には証拠能力があるということになり、裁判所は、当該証拠を

取り調べる必要性があるかどうかを検討することになる。 
 
なお、相手方の同意がなければ証拠とすることができない書面について、

相手方が不同意であった場合には、請求者は必要に応じ、その書面の供述者、

作成者を証人として請求することになる（前記⑴エ(ｲ)、(ｳ)（44 頁以下）参

照）。 
 
 
イイ  法法 326 条条のの同同意意・・不不同同意意のの対対象象ととななららなないい証証拠拠

 
法 326 条 1 項の同意の対象にならない場合、すなわち、証拠物、検証、証

人尋問、鑑定に関する証拠調べ請求については、相手方は、その証拠調べ請

求に対し、「異議なし」、「不必要（であるので異議がある）」、「関連性がない

（ので異議がある）」などの意見を述べる（前記⑴エ(ｱ)（42 頁以下）参照）。 
 
また、同項の同意の対象になる書面又は供述であっても、不同意となった

場合などには、法 321 条～324 条、328 条を根拠として証拠調べ請求がなさ

れることがあるが、この請求に対して相手方は、「異議なし」、「特信性がな

い（ので、異議がある）」、「任意性を争う」などの意見を述べることになる。 
 
被告人側が自白調書等についての証拠能力を争った場合の手続について

は、前記図 15（49 頁）参照。  
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(6)  証証拠拠決決定定等等
 

証拠調べの請求に対しては、裁判所は決定をしなければならない。これに

は、証拠調べの請求を認容する採用決定と証拠調べの請求を却下する却下

決定とがある。また、裁判所は、職権で証拠調べをする旨の決定をすること

もできる（法 298 条 2 項）。これらの決定を証拠決定という（規 190 条 1
項）。 

 
相手方の意見及び裁判所の証拠決定次第では、請求者は、当該証拠を採

用してもらうための立証活動を行ったり、当該証拠を撤回して別の証拠を

請求して立証を図ったりするなどの対応を考えなければならない（前記⑴

エ（42 頁以下）参照）。 
 
検察官の請求証拠について、弁護人が意見を述べ、裁判所が証拠決定をす

るまでの具体的なやり取りは以下のようなものである。 
 

 
 
証拠決定、弁
護人の意見を
踏まえた新た
な検察官の証
拠調べ請求等 

（公判前整理手続に付されていない場合の例示） 
 
（裁判長）【検察官が請求した各証拠の標目や立証趣旨等

を確認した後】それでは、弁護人が不同意とした甲第○
号証を除く書証全部及び証拠物を採用します。 

 
検察官、採用されなかった甲第○号証の供述調書に

関してはどうしますか。 
 
（検察官）ただいま提出します証拠調べ請求書のとおり、
甲第○号証の供述者である○○さんを証人として請求
します。 

 
本日同行して、別室で待機していただいております

ので、採用された甲号証を取り調べていただいた後、証
人として尋問していただきたいと思います。 

 
証拠調べ請求書にも記載してありますが、立証趣旨

は甲第○号証と同じです。主尋問の時間は 20 分を予定
しています。 

 
（裁判長）ただいまの証人尋問請求に対する弁護人の意

見はいかがですか。 
 
（弁護人）異議ありません。反対尋問に 10 分いただきた
いと思います。 

 
（裁判長）それでは、○○さんを証人として採用し、採用

した甲号証の取調べ後に尋問することとします。 
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裁判所が職権で証拠調べをしようとする場合には、証拠決定の前に検察官

及び被告人又は弁護人の意見を聴かなければならない（法 299 条 2 項、規

190 条 2 項後段）。 
これは、証拠調べ請求を採用するか却下するか、また職権による証拠調べ

をするかどうかを決するについて、参考とするためのものである。 
 
 
アア  法法 326 条条のの同同意意・・不不同同意意のの対対象象ととななるる証証拠拠

 
検察官及び被告人が証拠とすることに同意した書面又は供述は、その書面

が作成され又は供述されたときの情況を考慮し、相当と認めるときに限り、

法 321 条ないし 325 条の規定にかかわらず、これを証拠とすることができる

（法 326 条 1 項）。 
 
したがって、請求された証拠書類については、まず相手方に証拠とするこ

とに同意するかどうかの意見を求め、同意があれば原則として証拠能力が付

与されることとなる（同意の意義については、前記⑴エ(ｲ)（44 頁以下）参

照）。例えば、弁護人が「同意、ただし不必要である」という意見を述べた場

合、当該書面には証拠能力があるということになり、裁判所は、当該証拠を

取り調べる必要性があるかどうかを検討することになる。 
 
なお、相手方の同意がなければ証拠とすることができない書面について、

相手方が不同意であった場合には、請求者は必要に応じ、その書面の供述者、

作成者を証人として請求することになる（前記⑴エ(ｲ)、(ｳ)（44 頁以下）参

照）。 
 
 
イイ  法法 326 条条のの同同意意・・不不同同意意のの対対象象ととななららなないい証証拠拠

 
法 326 条 1 項の同意の対象にならない場合、すなわち、証拠物、検証、証

人尋問、鑑定に関する証拠調べ請求については、相手方は、その証拠調べ請

求に対し、「異議なし」、「不必要（であるので異議がある）」、「関連性がない

（ので異議がある）」などの意見を述べる（前記⑴エ(ｱ)（42 頁以下）参照）。 
 
また、同項の同意の対象になる書面又は供述であっても、不同意となった

場合などには、法 321 条～324 条、328 条を根拠として証拠調べ請求がなさ

れることがあるが、この請求に対して相手方は、「異議なし」、「特信性がな

い（ので、異議がある）」、「任意性を争う」などの意見を述べることになる。 
 
被告人側が自白調書等についての証拠能力を争った場合の手続について

は、前記図 15（49 頁）参照。  
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(7)  証証拠拠調調べべのの施施行行
 

証拠調べについては、まず、採用決定のあった証拠書類（乙号証を除く。）

及び証拠物を、請求の順序又は冒頭陳述と各証拠の立証事項との対応関係

等を踏まえて、裁判体（裁判員裁判対象事件においては、裁判員も含む。）

に理解しやすい順序で取り調べる。次いで、証人尋問が実施され、その後、

乙号証の取調べや被告人質問が行われるが、どのような順序で取調べが行

われるかは、当該事件の争点や証拠の内容等に応じて決められる。 
 

被告人側からの証拠調べ請求がある場合には、検察官の立証が終わった

後、被告人側の立証に入るという例が多いであろう。 
 

犯罪事実に関しないことが明らかな情状に関する証拠の取調べは、犯罪

事実に関する証拠の取調べと区別して行うよう努めなければならない（規

198 条の 3）とされていることから、特に犯罪事実に争いのある事件では、

犯罪事実に関する証拠調べと情状に関する証拠調べとに段階を分ける例が

多い。 
 

争いのない事実については、誘導尋問、同意書面や合意書面の活用等、当

該事実及び証拠の内容及び性質に応じた適切な証拠調べが行われるよう努

めなければならない（規 198 条の 2）。また、検察官は、取調べの状況に関

する立証について、取調べ状況に関する資料を用いるなどして迅速かつ的

確に行うよう努めなければならない（規 198 条の 4）。 
 
 
アア  証証拠拠書書類類（（書書証証））

 
証拠書類は書面の記載内容だけが証拠となる点において、記載内容のほ

かその存在及び状態も証拠となる証拠物たる書面（法 307 条）と区別され

る。証拠書類の取調べ方式は、原則として朗読である（法 305 条）。 
 
ここで、本件における証拠書類の取調べの様子をみてみよう。 

 
 
書証の取調べ 

 
（裁判長）ここから、証拠調べの中身に入っていきます。
まず、採用済みの証拠書類を取り調べます。検察官どう
ぞ。 

 
（検察官）１通目の証拠書類は、熊本地検の検察官が作成
した「統合捜査報告書」です。本件の被害家屋内部の焼
損状況や灯油成分が検出された状況等が記載されてい
ます。 

 

 

60 
 

第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

証拠決定は、①証拠調べ請求が適法になされたこと、②取調べ請求された

証拠の証拠能力の有無（要証事実が厳格な証明の対象である場合）、③証拠

調べの必要性があるかどうか、の 3 点を考慮した上で行われる。このうち、

実務上重要なものは②及び③であろう。 
 
裁判所は、訴訟関係人の証拠意見を踏まえ、証拠調べの必要性等を慎重に

吟味した上で証拠決定をすることとなる。その際、証拠能力の有無の判断の

ため、別途の立証が行われることもある。また、裁判所は、証拠能力があっ

ても取調べの必要性がないときは証拠調べ請求を却下できる。 
 

証拠決定をするについて必要があると認めるときは（例えば、法 323 条

2 号の業務文書性を検討する必要があるときなど）、訴訟関係人に証拠書類

又は証拠物の提示を命ずることができ（規192条）、これを提示命令という。

提示命令は証拠の証拠能力等を判断するために認められたものであり、こ

の判断をするのに必要な限度において証拠の内容を見ることもできると解

されている。 
 

裁判所は、検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴き、証拠調べの範囲、

順序及び方法を定めることができる（法 297 条 1 項）。採用した証拠につい

て、どのような順に取り調べるかによって、心証形成に影響するため、実務

上、書証や人証の取調べ順についてはいろいろな工夫がされている。 
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提示命令は証拠の証拠能力等を判断するために認められたものであり、こ

の判断をするのに必要な限度において証拠の内容を見ることもできると解

されている。 
 

裁判所は、検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴き、証拠調べの範囲、

順序及び方法を定めることができる（法 297 条 1 項）。採用した証拠につい

て、どのような順に取り調べるかによって、心証形成に影響するため、実務

上、書証や人証の取調べ順についてはいろいろな工夫がされている。 
  

－  61  －

　　　　　71



 

63 
 

第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

本件で使用された凶器で間違いないかどうかを確認する質問を行うことが

ある。この際に、凶器について被告人の所有権放棄の意思を確認する質問が

されることもある。 
 
証拠物たる書面の取調べの方式は、朗読又は要旨の告知及び展示である（法

307 条）。 
 
録音、録画の記録（媒体）の取調べは、公判廷で録音再生器により再生す

る方法で行う。 
 
取調べ済みの証拠書類及び証拠物は直ちに裁判所に提出しなければならな

い（法 310 条本文）。 
 
 
ウウ  証証人人尋尋問問

 
証人に対しては、まず、その人違いでないかどうかを取り調べなければな

らないが（規 115 条。人定尋問）、その取調べの方法としては、その者の氏

名を始め、年齢、職業及び住居を尋ねるのが一般である。 
 
次に、証人に宣誓させる（規 116 条～119 条）。宣誓をした証人に対して

は、偽証の罰等を告げなければならない（規 120 条、121 条）。 
 
この点について、本件において行われる手続は、以下のとおりである。 

 
証人尋問 
 
 
 
人定尋問 
 
 
 
 
 
 
宣誓等 
 
 
 
 
 
 
 
 

（裁判長）ここで、証人である小沢武久さんのお話を伺い
ます。 
では、証人は証言台のところに立ってください。 

 
名前は何と言いますか。 

 
（証人）小沢武久です。 
（裁判長）生年月日、職業、住所はさきほど書いていただ
いた証人カードのとおりでよいですね。 

（証人）はい。 
 
（裁判長）それでは、本件の証人としてお話をうかがいま
す。それに先だって、真実を語るという意味の宣誓をし
てください。お渡しする宣誓書を手にとって声に出し
て読んでください。 

 
（証人）宣誓、良心に従って真実を述べ、何事も隠さず、
偽りを述べないことを誓います。 

 
（裁判長）証言席に座ってください。今、誓われたとおり、
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今回被害に遭った家屋は、熊本市南区希望が丘９９
７番地３に所在しており、小沢武久さん所有のものと
なります。家屋の構造は木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建
で、床面積は 76.51 平方メートルです。 
この家屋の見取図をスクリーンに映します。 

 
見取図の居間の部分をご覧ください。居間に設置さ

れた灯油ストーブ、ソファには焼損が認められますが、
その他の設置物に焼損は認められませんでした。床面
は、灯油ストーブ付近の床面３か所が炭化しており、壁
面は、主に壁面上部に黒いすすの付着や損壊が認めら
れます。・・・ 

 
 

証拠書類の取調べ方式が原則として朗読とされているのは、公判廷で証

拠書類の内容を理解するのに適した方法だからである。 
 
特に、裁判員裁判においては、裁判員が事後に証拠書類を読み返したり、

裁判官が裁判員に証拠の内容を説明したりすることは予定されていない。

したがって、裁判員が公判廷における証拠調べにより心証を形成すること

ができるように、必要な情報は公判期日において全て提供される必要があ

り、そのためには、朗読の方法によることをまず考えるべきであろう。朗

読は請求者が行うのが通常である。 
 
裁判長は、訴訟関係人の意見を聴き相当と認めるときは、要旨の告知と

いう方法をとることもできる（規 203 条の 2）。要旨といっても、公判廷で

的確な心証が形成できるような過不足のないものでなければならない。 
 
上記の統合捜査報告書の取調べの例は、書類に記載されている内容が過

不足なく伝わるように検察官が工夫していることを想定したものである。 
 

※公開の法廷での被害者特定事項や証人等特定事項の秘匿決定（法 290 条の 2 第１

項、第 3 項、290 条の 3 第 1 項）がなされた場合には（前記２⑶（35 頁）参照）、証

拠書類の取調べも同事項を明らかにしない方法で行われる（法 305条 3項、4項、290

条の 2第１項、3項）。 
 
 
イイ  証証拠拠物物（（物物証証））

証拠物とは、その存在及び状態が証拠となる物件をいう。証拠物の取調べ

の方式はその物を示すこと、すなわち展示である（法 306 条）。 
 
実務では、証拠物を取り調べる際に、被告人質問が行われることがある。

例えば、被告人が所有していた凶器が証拠物として取り調べられた場合に、

検察官が、念のため、本件との関連性を明らかにするために、被告人に対し、
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証言を拒む者は、これを拒む事由を示さなければならない（規 122 条 1

項）。なお、証言拒絶権を放棄して証言することは差し支えない。一方で、

証人は、出頭、宣誓、証言の義務を負う。 
 
証人尋問を決定した場合、その証人が在廷しているときは直ちにこれを

尋問することができるが（規 113 条 2 項）、そうでないときは、証人を召喚

し（法 153 条、62 条、63 条、65 条）、これに応じないときは勾引すること

もできる（法 152 条）。また、裁判所は、指定の場所に証人の同行を命ずる

こともでき、正当な理由がないのに同行に応じない証人は勾引することも

できる（法 162 条）。 
 
出頭した証人には宣誓をさせる（法 154 条、規 116 条～120 条）。証人が

正当な理由がないのに宣誓を拒絶したときは、過料、費用の賠償、刑罰の制

裁がある（法 160 条、161 条）。 
 
 
(ｳｳ)  証証人人のの保保護護

 
証人尋問等を行うに当たり、証人等を保護するために次のような措置を

講じることができる。 
 

① 証人の付添人（法 157 条の 4 第 1 項） 
② 証人と被告人・傍聴人との間の遮へい措置（法 157 条の 5） 
③ ビデオリンク方式による証人尋問（法 157 条の 6） 
④ 被告人・傍聴人の退廷（法 304 条の 2、規 202 条） 
⑤ 公開の法廷での証人等特定事項の秘匿（法 290 条の 3） 
⑥ 証人等の所在場所及び証人等秘匿事項に関する尋問の制限（法 295
条 2 項、4 項） 

⑦ 証人を保護するための配慮・措置（法 299 条の 2、299 条の 4） 
 
 
(ｴｴ)  証証人人尋尋問問のの順順序序、、手手続続

 
証人に対する人定尋問や宣誓、偽証の罰等の告知については、すでにみた

とおりである。証人は各別に尋問するが（規 123 条）、必要があるときは、

証人と他の証人又は被告人との対質（規 124 条）を、また、証人が耳が聞こ

えないときや口がきけないときは、書面による質問・応答（規 125 条）の方

法を採ることもできる。 
 
証人尋問の順序について、法 304 条 1 項、2 項は、まず裁判長又は陪席

の裁判官が証人を尋問し、それが終わった後、当事者が裁判長に告げて尋問
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主尋問 
 

真実を語るということでよろしくお願いします。宣誓
の上で、偽証をすると、罰がありますから注意をしてく
ださい。 

 
（裁判長）それでは、検察官から質問してください。 
 
（検察官）検察官の中島からお尋ねします。質問は横から
しますが、お答えは、正面の裁判官と裁判員の方を向い
ておっしゃってください。 

 
令和７年１２月１６日の・・・ 

 
(ｱｱ)  証証人人のの意意義義等等

 
証人とは、裁判所及び裁判官に対して自己の直接経験した事実を供述す

べき第三者をいい、この供述を証言という。自己の直接経験した事実である

限り、特別の知識によって知り得た事実でもよい（法 174 条）。このような

事実を供述する者を鑑定証人という。 
 
また、証言は自分の体験した事実により推測したこと（実験した事実に

より推測した事項）でもよく（法 156 条 1 項）、その場合、特別な知識経験

に基づく推測であってもかまわない（同条 2 項）。 
 
証人となり得る資格のことを証人適格という。法 143 条は、「裁判所は、

この法律に特別の定のある場合を除いては、何人でも証人としてこれを尋

問することができる。」と規定しており、これは全ての者に証人となる義務

を課するとともに、全ての者に証人となる資格を認めたものである。ただ、

特定の者につき証人として尋問することができない場合が定められており

（法 144 条、145 条）、また、被告人も証人適格がないと解されている。弁

論を分離しない限り、共同被告人についても同様である。 
 
 
(ｲｲ)  証証人人のの権権利利義義務務

 
証人の権利として、証言拒絶権等がある。証言を拒否できるのは、次のよ

うな場合である。 
 

① 自己及びその配偶者、親兄弟その他一定の近親者が刑事訴追を受け、

又は有罪判決を受けるおそれのある事項に関する場合（法 146 条、147
条） 

② 医師、歯科医師等の一定の職にある者又はこれらの職にあった者が業

務上委託を受けたため知り得た事実で他人の秘密に関する場合（法 149
条本文。これらの職は限定的列挙と解されている。）。 
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立証すべき事項又は主尋問若しくは反対尋問に現れた事項に関連する事

項について尋問する場合には、その関連性が明らかになるような尋問をす

るなどの方法により、裁判所にその関連性を明らかにしなければならない

（規 199 条の 14 第 1 項）。 
 
証言の信用性に関連する事項や証人の信用性に関連する事項について尋

問する場合も同様である（規 199 条の 14 第 2 項）。 
 
本件においても、証人尋問や被告人質問が、争点の判断に必要な事項に焦

点を当てた、簡潔ではあるが、十分な内容のものとなっている。 
 
このような尋問等が可能となったのは、図 3（5 頁）で示したように、適

切に結論を導くには、公判廷で的確な心証が形成できるような審理がなさ

れなければならないことを念頭に、公判前整理手続の段階で、争点の判断の

ために焦点を当てるべき事項は何かについて主張を十分に突き合わせ、議

論してきた結果である（前記第４の２⑴（14 頁以下）も参照）。 
 
尋問は口頭で問い口頭で答えさせるのが原則であるが、一定の場合には

書面や物を用いて尋問することも許される。規 199 条の 10～12 に、そうし

た尋問が可能な場合が定められている。 
 
それらを整理すると次の表のとおりとなる。 
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することを原則としている。

しかし、当事者主義の下では、当事者がまずは尋問するべきである。法

304 条 3 項は、裁判所が適当と認めるときは、検察官及び被告人側の意見を

聴き、まず当事者から尋問することを許容しているが、実務では、改めて明

示の意見を聴くまでもなく、当事者から交互に尋問を行うのが通常である。

交互尋問の方法による場合は、証人尋問を請求した者がまず尋問し（主尋

問）、次いで相手方が尋問し（反対尋問）、更に請求者が尋問する（再主尋問）

（規 199 条の 2）。再主尋問までが権利として認められている。その後、裁

判長又は陪席裁判官が補充的に尋問する（補充尋問という。）ことが多い。

ただし、裁判長は、いつでも途中で介入して尋問することができる（規

201 条 1 項）。裁判員裁判においては、裁判員も、自ら関与する判断に必要

な事項について、裁判長に告げて尋問することができる（裁判員法 56 条、

記録編別紙１１（34 頁）参照）。

主尋問、反対尋問、再主尋問の対象となる事項は図 16 のとおりである。

図図 1166 

(ｵｵ) 証証人人尋尋問問のの方方法法

尋問に当たっては、できる限り個別的かつ具体的で簡潔な尋問によらな

ければならない（規 199 条の 13 第 1 項）。原則として一問一答方式による

べきであり、安易な物語式に陥らないようにすべきである。

主尋問
立証すべき事項 関連する事項

証人証人の供述の証明力を争うために必要な事項

反対尋問

主尋問に現れた事項

証人の供述の証明力を争うために必要な事項

再主尋問

反対尋問に現れた事項

関連する事項

関連する事項
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なお、前記⑴エ(ｳ)（46 頁以下）には、同一性の確認のために書面を示し

た尋問の例が収められている（「同一性の確認のために示す」ということを

検察官が明言しており、裁判長の許可は求められていない。）。 
 
規 199 条の 11 及び 199 条の 12 の場合に、裁判長の許可が必要とされて

いるのは、その証言に不当な影響を及ぼすおそれがあるからである。 
 
 
(ｶｶ)  許許さされれなないい尋尋問問のの方方法法

 
次の①～③のような尋問は相当でない尋問（法 295 条参照）として禁止さ

れる。 
 

① 誘導尋問 

 
誘導尋問とは、質問者が希望し又は期待している答えを暗示する質問を

いう。尋問者が誘導尋問をすると、証人がこれに迎合して、自身の体験を

記憶に従って表現することを放棄してしまうおそれがあるため、主尋問で

は原則として誘導尋問は禁止されている。尋問の際に書面を読み上げるこ

とにも同じおそれがある。 
 
主尋問では、誘導尋問は原則として禁止されるが、実務上許される誘導

尋問として多いのは、 
 

・ 証人の身分、経歴、交友関係等で、実質的な尋問に入るに先立って明

らかにする必要のある準備的な事項に関するとき 
・ 訴訟関係人に争いのないことが明らかな事項に関するとき 

 
である（規 199 条の 3 第 3 項）。 
本件においても、小沢明日香及び小沢武久に対する検察官の主尋問の冒

頭にこの種の尋問が行われていることが顕著である（記録編別紙１１（26、
30 頁）参照）。 
 
反対尋問においては、誘導尋問は一般的に許容されている（規 199 条

の 4 第 3 項）。これは、証人は反対尋問者による誘導尋問に迎合する可能

性が小さいためである。 
本件の小沢明日香、小沢武久及び藤江仁に対する弁護人の反対尋問にお

いても、誘導尋問が多くなされている。 
誘導尋問をするについても、書面の朗読その他証人の供述に不当な影響

を及ぼすおそれのある方法は避けなければならず（規199条の3第4項）、

裁判長は、誘導尋問を相当でないと認めるときは、これを制限することが

できる（同条 5 項、199 条の 4 第 4 項）。 
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目 的 
（条文） 

成立、同一性の確認 

（規 199 条の 10） 
記憶喚起 

（規 199 条の 11） 
供述の明確化 

（規 199 条の 12） 
どのような

場面か 
作成の真正の立証のた

め鑑定書の署名が証人

のものかを確認したり、

刃物の刃こぼれについ

て説明させたりするた

めに、書面や物を示すと

いった場合が典型 

証人の記憶が明らか

でない事項について、

書面や物を示して記

憶を喚起する場合 

供述した位置関係を明ら

かにするために図面を示

したり、被害時の状況を明

らかにするために再現写

真を示したりする場合 

裁判長の許

可の要否 
不要 要 

（規 199 条の 11 第 1 項、199 条の 12 第 1 項） 
禁止事項  供述を録取した書面

は示せない（規 199条

の 11 第 1 項） 

 

注意事項  書面の内容が証人の

供述に不当な影響を

及ぼすことのないよ

うに注意しなければ

ならない（規 199 条

の 11 第 2 項） 

 

相手方への

閲覧の機会

付与 

書面又は物が証拠調べを終わったものでないときは、異議がないときを除き、

あらかじめ、相手方に閲覧する機会を与えなければならない（規 199 条の 10
第 2 項、199 条の 11 第 3 項、199 条の 12 第 2 項） 

 
本件では、記録編別紙１１（31 頁）で、検察官が甲第 19 号証の統合捜

査報告書の図面の一部の写しを用意して、それを証人に示して尋問し、証

人が書き込んだものを証人尋問調書に添付している（記録編 35 頁）。 
 
記録編 31 頁の上から 5 行目には、「甲第 19 号証の第 1 記載の図面から

灰皿とローテーブルの記載を除いた図面を示す」としか書かれていないが、

その際のやりとりとしては、例えば、次のようなことが行われている。 
 

証人尋問 
（前後省略） 

・・・ 
 
（証人）パソコン台の正面にある座椅子を元に戻そうと
しました。ふと、座椅子の脇を見るとローテーブルの上
に灰皿があることに気付きました。  

（検察官）裁判長、ここで、証人の供述を明確にするため、
甲第 19 号証の第 1 記載の図面から灰皿とローテーブ
ルの記載を除いたものを証人に示したいと思います。 

 
（裁判長）どうぞ。 
 
（検察官）灰皿があった場所はこの図面のどこですか。 
 
 ・・・ 
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れる。 
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裁判長は、誘導尋問を相当でないと認めるときは、これを制限することが

できる（同条 5 項、199 条の 4 第 4 項）。 
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第５ 公判手続 
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目 的 
（条文） 

成立、同一性の確認 

（規 199 条の 10） 
記憶喚起 

（規 199 条の 11） 
供述の明確化 

（規 199 条の 12） 
どのような

場面か 
作成の真正の立証のた

め鑑定書の署名が証人

のものかを確認したり、

刃物の刃こぼれについ

て説明させたりするた

めに、書面や物を示すと

いった場合が典型 

証人の記憶が明らか

でない事項について、

書面や物を示して記

憶を喚起する場合 

供述した位置関係を明ら

かにするために図面を示

したり、被害時の状況を明

らかにするために再現写

真を示したりする場合 

裁判長の許

可の要否 
不要 要 

（規 199 条の 11 第 1 項、199 条の 12 第 1 項） 
禁止事項  供述を録取した書面

は示せない（規 199条

の 11 第 1 項） 

 

注意事項  書面の内容が証人の

供述に不当な影響を

及ぼすことのないよ

うに注意しなければ

ならない（規 199 条

の 11 第 2 項） 

 

相手方への

閲覧の機会

付与 

書面又は物が証拠調べを終わったものでないときは、異議がないときを除き、

あらかじめ、相手方に閲覧する機会を与えなければならない（規 199 条の 10
第 2 項、199 条の 11 第 3 項、199 条の 12 第 2 項） 

 
本件では、記録編別紙１１（31 頁）で、検察官が甲第 19 号証の統合捜

査報告書の図面の一部の写しを用意して、それを証人に示して尋問し、証

人が書き込んだものを証人尋問調書に添付している（記録編 35 頁）。 
 
記録編 31 頁の上から 5 行目には、「甲第 19 号証の第 1 記載の図面から

灰皿とローテーブルの記載を除いた図面を示す」としか書かれていないが、

その際のやりとりとしては、例えば、次のようなことが行われている。 
 

証人尋問 
（前後省略） 

・・・ 
 
（証人）パソコン台の正面にある座椅子を元に戻そうと
しました。ふと、座椅子の脇を見るとローテーブルの上
に灰皿があることに気付きました。  

（検察官）裁判長、ここで、証人の供述を明確にするため、
甲第 19 号証の第 1 記載の図面から灰皿とローテーブ
ルの記載を除いたものを証人に示したいと思います。 

 
（裁判長）どうぞ。 
 
（検察官）灰皿があった場所はこの図面のどこですか。 
 
 ・・・ 
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第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

公判前整理手続を経る事件においては、前記第４の２⑶キ（30 頁）のと

おり、原則として公判前整理手続終了後の新たな証拠調べ請求はできない

（法 316 条の 32 第 1 項）。公判前整理手続中に、当然、被告人側の立証を

も含めた審理計画が立てられるのである。 
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第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

 

 

② 誤導尋問 

 
実務上、誤導尋問と呼ばれているものがある。争いのある事実やいまだ

供述に現れていない事実を存在するものと前提し又は仮定する尋問であ

る。 
 
誤導尋問も誘導尋問の一種であるが、錯誤等から証人が認識・記憶して

いることとは異なった証言をする危険性が特に高いので、このような尋問

は反対尋問においても許されないとされている。 
 
 

③ その他の許されない尋問 

 
規 199 条の 13 第 2 項は、次のような尋問も禁じている。 
 

・ 威嚇的又は侮辱的な尋問（1 号） 
・ すでにした尋問と重複する尋問（2 号） 
・ 意見を求め又は議論にわたる尋問（3 号） 
・ 証人が直接経験しなかった事実についての尋問（4 号） 

 
ただし、2 号～4 号の尋問は、正当な理由があれば可能である。 

 
なお、規 199 条の 13 第 2 項 4 号によれば、証人には実験した事実、

つまり、直接経験した事実に基づき推測した事項は証言させることがで

きるが（法 156 条 1 項。前記(ｱ)（64 頁）参照）、経験した事実に基づか

ない単なる意見を述べさせることは、正当な理由のない限り許されない。 
 
また、伝聞供述を求める尋問も、直接経験しなかった事実についての

尋問であり、相手方の同意等がない限り許されない。 
 
(8)  弁弁護護側側のの立立証証
 

公判前整理手続に付されていない事件における被告人側立証の在り方は

事案によりさまざまである。検察官立証が終了した後、被告人側が証拠調べ

請求をはじめとする立証段階に入るという事案が多いであろうが、検察官

の冒頭陳述に続いて弁護人も冒頭陳述を行い、検察官の証拠調べ請求に続

いて被告人側の証拠調べ請求も行われるような事案もある。犯罪事実に関

する立証段階と情状に関する立証段階に分けて証拠調べが行われるような

事案もある。 
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第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

(10)  異異議議のの申申立立てて等等
 

検察官、被告人又は弁護人は証拠調べに関し異議を申し立てることがで

きる（法 309 条 1 項）。 
 

これは、前述した証人尋問の順序及び方法（前記⑺ウ(ｴ)、(ｵ)（65 頁以下））

等に見られるように、証拠調べ等の手続に関する諸規定が複雑であり、しか

もかなり当事者主義化されていることから、これらの手続における一方の

当事者の行き過ぎや過誤の是正もできるだけ相手方の申立てに待ち、チェ

ック・アンド・バランスの原理によって手続を適法かつ妥当に進めるという

趣旨に基づくものである。 
 

証拠調べに関する異議の対象は、証拠調べ全般に及び、冒頭陳述、証拠調

べの請求、証拠決定、証拠調べの範囲・順序・方法を定める決定、証拠調べ

の方式、証明力を争う機会の付与、さらに尋問の制限等証拠調べに関する裁

判長の処分（これに対する異議は法 309 条 2 項の異議ではなく同条 1 項の

異議に当たる。）など証拠調べに関する全ての訴訟行為を含む。 
 

裁判所、裁判官の行為に対してでもよく、また、作為、不作為を問わない。

証拠調べに関する異議は、法令の違反があることだけでなく、相当でないこ

とを理由としてでもすることができる（規 205 条 1 項本文）。 
 

ただし、証拠調べに関する決定（証拠決定、証拠調べの範囲・順序・方法

を定める決定）に対する異議であれば、相当でないことを理由としてするこ

とはできない（規 205 条 1 項ただし書）。証拠決定は、訴訟関係人の意見を

聴いた上で（規 190 条 2 項、33 条 1 項）裁判所が判断するという慎重な性

質のものであることが考慮されたからであるなどとされている。 
 

なお、このほか、証拠調べに関するものを除いた裁判長の処分（訴訟指揮

権に基づく処分と法廷警察権に基づく処分。前記１⑵（33 頁）参照）に対

しても異議を申し立てることができる（法 309 条 2 項）。この異議も法令の

違反があることを理由とする場合に限られる（規 205 条 2 項。前記１⑵（33
頁）参照）。裁判長の訴訟指揮は、ある程度の裁量に任されているので、相

当でないことを理由とする異議の申立てを認めないことにしたのである。 
 

異議の申立てがあった場合の手続については、規則に詳細な規定が置か

れている（規 205 条の 2～6、206 条）。概観すると、次頁の図 17 のように

なる。 
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第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

(9)  被被告告人人質質問問
 

法 311 条 1 項は、「被告人は、終始沈黙し、又は個々の質問に対し、供述

を拒むことができる」と定めている。同条 2 項は、これを前提に、「被告人

が任意に供述をする場合には、裁判長は、何時でも必要とする事項につき被

告人の供述を求めることができる」とし、3 項は、「陪席の裁判官、検察官、

弁護人、共同被告人又はその弁護人は、裁判長に告げて、前項の供述を求め

ることができる」とする。このようなことから、被告人質問は、性質上は、

職権による証拠調べであるとされている。 
 

ただし、実務上は、当事者（特に弁護人）から被告人質問を実施するよう、

裁判所に職権発動を促す発言があるのが通常である。 
 

実務では、全ての証拠調べが終わった後に被告人質問を行っていること

が多い。被告人の公判期日における供述は利益不利益を問わず証拠となる

から（法 322 条 2 項）、被告人質問も広い意味で証拠調べの性質を持ち、被

告人質問は、証人尋問における交互尋問の方式（規 199 条の 2 以下）にな

らって行われるが、宣誓手続はなされない。 
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第５ 公判手続 
 ３ 証拠調べ手続 

また、実務上伝聞供述であるとして異議が出ることが多いが、その場合に

伝聞供述に当たるかどうかについては、検察官又は弁護人が証人に求めた供

述によって何を立証しようとしているかによって区別される。他人の供述内

容を、供述内容たる事実の真実の証明のために用いる場合は伝聞供述となり、

それ以外の事実の証明に用いる場合は、伝聞供述とはならない。 
 
例えば、本件において、証人小沢武久が、「娘の明日香が『被告人が被害

者宅に放火するのを見た』と言っていました」と証言する場合、言葉の中身

の真実性（被告人が本件放火の犯人かどうか）が問題となり、原供述者であ

る明日香に対する反対尋問等のテストをする必要があり、伝聞供述となる。 
 
本件と異なり、被告人が B に対して名誉毀損を行ったとして起訴された

事件において、証人甲が、「被告人は私たち大勢のいるところで B に対し『B
は泥棒だ』と言っていました」と証言する場合、言葉の中身の真実性（B が

泥棒かどうか）が問題なのではなく、一定の言葉（B が泥棒だと言った言葉）

が発せられたこと自体が名誉毀損罪の構成要件にあたることになり、言葉を

発した被告人に対して反対尋問等のテストをする必要がなく、甲に対するテ

ストで足りることになるから、伝聞供述に当たらない。  
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３ 証拠調べ手続

(11) 証証拠拠のの証証明明力力をを争争うう機機会会のの付付与与

裁判所は、検察官及び被告人又は弁護人に対し、証拠の証明力を争うため

に必要とする適当な機会を与えなければならない（法 308 条）。そのため、

裁判長は、裁判所が適当と認める機会に証拠の証明力を争うことができる

旨を訴訟関係人に告知する必要がある（規 204 条）。告知の方法は具体的審

理の状況に即して適当なものであれば足りる。

公判前整理手続に付していない事件では、裁判長が、検察官立証がひと段

落した段階で弁護側から何かないかなどと尋ねたり、証拠調べの終盤で証

拠関係は双方以上でよいのかなどと尋ねたりする場面があるが、これも法

308 条、規 204 条の手続の一環と解することができる。 

公判前整理手続又は期日間整理手続に付された事件においては、前記第

４の２⑶キ（30 頁）記載のとおり、公判前整理手続等が終了した後は、や

むを得ない事由によって公判前整理手続等において請求することができな

かったものを除いては、証拠調べ請求ができない（法 316 条の 32 第 1 項）

が、前記⑴エ(ｵ)（50 頁）記載のとおり、法 328 条に該当する証拠について

は、やむを得ない事由があるかについて、通常公判前整理手続では証拠請求

されず、審理（証人尋問）の結果を受けて証拠請求されることを踏まえた判

断がされることになろう。

公判前整理手続等の中で事件の争点及び証拠の整理を行い、その際、相手

方の立証に対する反証の機会が十分に与えられており、通常は、これにより

法 308 条、規 204 条の趣旨は実現されているといえる。 
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４４ 論論告告、、弁弁論論、、最最終終陳陳述述

(1) 論論告告・・求求刑刑

証拠調べが終わった後、検察官は、証拠調べについての裁判官及び裁判

員の記憶が新鮮なうちに、できる限り速やかに、事実及び法律の適用につい

て意見を述べなければならない（法 293 条 1 項、規 211 条の 2）。これを論

告という。

「事実」とは、訴因として表示された公訴事実のほか、量刑の基礎となる

事実、訴訟法上の事実等、裁判所が法律を適用するについて必要な一切の事

実をいう。「事実についての意見」とは、これらの事実がいかなる証拠によ

って認定されるかにつき、証拠能力及び証明力の観点から述べる意見であ

る。また、「法律の適用についての意見」とは、証拠によって認定されるべ

き事実に対する実体法及び訴訟法の具体的な解釈、適用に関する意見をい

う。

検察官は、論告を行うに当たり、争いのある事実については、その意見と

証拠との関係を具体的に明示して行わなければならない（規 211 条の 3）。
検察官は、公益の代表者であるから、論告は有罪の主張に限られない。

有罪の主張をする場合には、本件のように、情状を挙げ、科せられるべき

刑罰の種類及び量についての意見をも述べるのが一般であり、これを求刑

という。求刑は法律の適用に関する意見であると解されている。

(2) 弁弁論論、、最最終終陳陳述述

被告人及び弁護人は、検察官の論告・求刑に対応して意見を陳述すること

ができる（法 293 条 2 項。被告人の意見は通常「最終陳述」と呼ばれる）。

この陳述も、論告と同様、証拠調べ後できる限り速やかに行わなければなら

ない（規 211 条の 2）。

弁護人の意見陳述は、通常、弁論（最終弁論）と呼ばれる。弁論の内容に

ついて法文上の限定はないが、論告に対応するものとして事実及び法律の

適用についての意見が述べられるべきである。証拠の証拠能力及び証明力、

事実の存否、ひいては犯罪の成否、情状、論告に対する反論等多岐にわたる

ことが多いが、事件に無関係な事柄や公判廷に現われていない資料に基づ

く陳述は許されない。弁論及び最終陳述の方法についても、論告と同様、争

いのある事実については、その意見と証拠との関係を具体的に明示して行
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 ５ 判決 

５５  判判決決
 
(1)  評評議議

 
事件の審理が合議体でなされているときには、裁判の内容は、その合議体

を構成する裁判官、又は裁判員裁判においてはその合議体を構成する裁判

官及び裁判員の評議によることになる（裁判員法 66 条 1 項）。 
 
 
(2)  宣宣告告のの手手続続・・効効果果及及びび判判決決書書

 
判決の宣告は、公判廷において、裁判長が、主文及び理由の朗読又は主文

の朗読及び理由の要旨の告知の方法により行う（法 342 条、規 35 条 1 項、

2 項）。判決は宣告によって外部的に成立し、以後同一裁判所においてこれ

を変更することができない。 
 
全部無罪の判決の場合、主文は「被告人は無罪」となり、その理由が示さ

れることになる。 
 
有罪判決の構成は、次のとおりである（主な項目のみをあげる）。 

 
主文 
 主刑（法 333 条 1 項、刑法 9 条） 

例えば、「被告人を拘禁刑●年●月に処する。」 
刑の全部の執行猶予（法 333 条 2 項、刑法 25 条） 
該当する場合、例えば、「この裁判が確定した日から 3 年間そ

の刑の執行を猶予する。」 

付加刑（没収）（法 333 条 1 項、刑法 9、19 条等） 
該当する場合、例えば、「押収してあるライター１個（令和○

年押第○号の○）を没収する。」 

理由 
 罪となるべき事実（法 335 条 1 項） 

犯罪を構成するべき積極的要件に該当する事実である。 
 証拠の標目（法 335 条 1 項） 

罪となるべき事実を認定した根拠となる証拠の標目を掲げ

る。 
 事実認定の補足説明 

事実認定上の争点があって、「証拠の標目」欄に標目を掲げる

だけでは罪となるべき事実を認定した理由が明らかではない

ときは、事実認定についての補足的な説明がなされるのが通

常である。 
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第５ 公判手続 
 ４ 論告、弁論、最終陳述 

わなければならない（規 211 条の 3）。 
裁判員裁判においては、論告、弁論についても、裁判員に分かりやすいも

のとする必要がある（裁判員法 51 条参照）。すなわち、裁判員は刑事裁判

における事実の認定や刑の量定等に慣れていないことから、裁判員が、評議

において十分にその役割を果たすことができるようにするため、論告、弁論

についても、個々の論点や証拠の位置付け、内容等を理解できるように配慮

された分かりやすいものであることが求められる。 
 
 

(3)  弁弁論論のの終終結結
 
論告、弁論、最終陳述によって公判審理は終わり、判決の宣告手続だけが

残されることになる。これを弁論の終結又は結審という（ただ、ときに弁論

の再開があり得ることについては、法 313 条 1 項参照）。 
 
本件における論告・求刑、弁論・最終陳述、弁論の終結については次のよ

うなものになる。 
 

論告・求刑 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
弁論 
 
 
 
 
最終陳述 
 
 
 
 
弁論の終結 

（裁判長）結審に先立って、本件に対する検察官及び弁護
人の最終的な御意見をうかがうことにします。 
まず、検察官からどうぞ。 

 
（検察官）本件に関する検察官の意見を申し述べま
す。・・・したがって、被告人が小沢方に侵入して放火
行為に及んだことは明らかです。・・・ 
続いて、被告人に対してどのような刑罰を科すのが

相当かについて、意見を述べます。・・・そこで、関係
する法令を適用し、被告人を●年の拘禁刑に処するの
が相当と考えます。 

 
（裁判長）続いて弁護人どうぞ。 
 
（主任弁護人）弁護人の意見を申し述べます。・・・この
ように、三上さんが本件の放火犯人でないことは明ら
かです。・・・ 

  したがって、三上さんは、無罪です。 
 
（裁判長）被告人は証言台の前に立ってください。これで
本件の審理を終わりますが、最後に何か言っておきた
いことはありますか。 

（被告人）私はやってません。 
 
（裁判長）以上で結審します。判決は、６月１２日午後３
時３０分にこの法廷で言い渡します。 
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第５ 公判手続 
 ５ 判決 

５５  判判決決
 
(1)  評評議議

 
事件の審理が合議体でなされているときには、裁判の内容は、その合議体

を構成する裁判官、又は裁判員裁判においてはその合議体を構成する裁判

官及び裁判員の評議によることになる（裁判員法 66 条 1 項）。 
 
 
(2)  宣宣告告のの手手続続・・効効果果及及びび判判決決書書

 
判決の宣告は、公判廷において、裁判長が、主文及び理由の朗読又は主文
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全部無罪の判決の場合、主文は「被告人は無罪」となり、その理由が示さ

れることになる。 
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の刑の執行を猶予する。」 
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罪となるべき事実を認定した根拠となる証拠の標目を掲げ

る。 
 事実認定の補足説明 

事実認定上の争点があって、「証拠の標目」欄に標目を掲げる

だけでは罪となるべき事実を認定した理由が明らかではない

ときは、事実認定についての補足的な説明がなされるのが通

常である。 
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人の最終的な御意見をうかがうことにします。 
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（検察官）本件に関する検察官の意見を申し述べま
す。・・・したがって、被告人が小沢方に侵入して放火
行為に及んだことは明らかです。・・・ 
続いて、被告人に対してどのような刑罰を科すのが

相当かについて、意見を述べます。・・・そこで、関係
する法令を適用し、被告人を●年の拘禁刑に処するの
が相当と考えます。 

 
（裁判長）続いて弁護人どうぞ。 
 
（主任弁護人）弁護人の意見を申し述べます。・・・この
ように、三上さんが本件の放火犯人でないことは明ら
かです。・・・ 

  したがって、三上さんは、無罪です。 
 
（裁判長）被告人は証言台の前に立ってください。これで
本件の審理を終わりますが、最後に何か言っておきた
いことはありますか。 

（被告人）私はやってません。 
 
（裁判長）以上で結審します。判決は、６月１２日午後３
時３０分にこの法廷で言い渡します。 
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第５ 公判手続 
 ５ 判決 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上訴権の告知 

 
執行猶予というのは、この判決が確定したあと、△年

の猶予の期間内にそれが取消しにならなければ、拘禁
刑○年の服役をしなくともよいという制度です。 

 
逆にいうと、執行猶予が取消しになれば、実際に拘禁

刑○年の服役をしなければならないということです。
では、どのような場合に取消しになるかというと、△年
の猶予の期間中に更に罪を犯して拘禁刑以上の実刑に
処せられた場合などです。 

 
更に罪を犯して執行猶予が取消しになると、更に犯

した罪の刑と、今回の拘禁刑○年が足されて、長期間の
服役になってしまうのです。 

 
したがって、執行猶予の期間中は罪を犯さないよう

十分注意する必要があります。 
 

説明は分かりましたか。 
 
（被告人）はい。 
 
有罪判決の場合の上訴権の告知の例 
 
（裁判長）この判決に不服がある場合には、控訴の申立て
をすることができます。その場合には、明日から数えて
14 日以内に、福岡高等裁判所宛ての控訴申立書を、こ
の熊本地方裁判所に提出してください。 
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第５ 公判手続 
 ５ 判決 

 法令の適用（法 335 条 1 項） 
罪となるべき事実等から主文を導く際にどのような法令を適

用したかを明らかにする。罪となるべき事実が該当する構成

要件及び法定刑を示す条項、科刑上の一罪や併合罪の処理に

用いた条項、執行猶予の根拠条項、没収の根拠条項などが挙

げられる。 
 法律上犯罪の成立を妨げる理由又は刑の加重減免の理由となる

事実の主張に対する判断（法 335 条 2 項） 
正当防衛、緊急避難、心神喪失等の主張に対する判断が示され

る。 

 量刑の理由 

量刑の理由についても判示されることが多い。 
 

検察官は、判決宣告期日に出席しなければならず（法 282 条 2 項）、被告

人も、原則として、同期日に出頭することを要する（法 286 条）。弁護人の

出頭は判決宣告のための要件ではなく、いわゆる必要的弁護事件（法 289 条

1 項）においても、判決宣告のみのための公判期日は、弁護人の出頭がなく

とも開廷できるが、実務上、弁護人が出廷するのが通例である。 
 
有罪判決を宣告する場合には、被告人に対し上訴期間及び上訴申立書を

差し出すべき裁判所を告知しなければならない（規 220 条）。 
 
執行猶予や保護観察の場合、被告人にその意味がわかるように、裁判長が

制度の説明をするのが通例である。 
 

なお、判決の宣告後、被告人に対しその将来について適当な訓戒をするこ

とができる（規 221 条）。 
 
本件における判決宣告の手続は以下のようなものとなる。 

 
判決宣告 
 
 
 
 
 
 
 
執行猶予の説
明 
 
 
 
 

（裁判長）被告人は証言台のところに立ってください。 
これから、被告人に対する住居侵入、現住建造物等放

火被告事件についての判決を言い渡します。 
まず、判決の結論である「主文」です。 
主文、被告人・・・ 

 
次に、理由について述べます。・・・ 

 
執行猶予判決の場合の説明の例（保護観察に付されない
全部執行猶予の事例とする） 
 
（裁判長）さきほど、拘禁刑○年、執行猶予△年という主
文を言い渡しましたので、執行猶予という制度につい
て説明しておきたいと思います。 
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第５ 公判手続 
 ５ 判決 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上訴権の告知 

 
執行猶予というのは、この判決が確定したあと、△年

の猶予の期間内にそれが取消しにならなければ、拘禁
刑○年の服役をしなくともよいという制度です。 

 
逆にいうと、執行猶予が取消しになれば、実際に拘禁

刑○年の服役をしなければならないということです。
では、どのような場合に取消しになるかというと、△年
の猶予の期間中に更に罪を犯して拘禁刑以上の実刑に
処せられた場合などです。 

 
更に罪を犯して執行猶予が取消しになると、更に犯

した罪の刑と、今回の拘禁刑○年が足されて、長期間の
服役になってしまうのです。 

 
したがって、執行猶予の期間中は罪を犯さないよう

十分注意する必要があります。 
 

説明は分かりましたか。 
 
（被告人）はい。 
 
有罪判決の場合の上訴権の告知の例 
 
（裁判長）この判決に不服がある場合には、控訴の申立て
をすることができます。その場合には、明日から数えて
14 日以内に、福岡高等裁判所宛ての控訴申立書を、こ
の熊本地方裁判所に提出してください。 
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 法令の適用（法 335 条 1 項） 
罪となるべき事実等から主文を導く際にどのような法令を適

用したかを明らかにする。罪となるべき事実が該当する構成

要件及び法定刑を示す条項、科刑上の一罪や併合罪の処理に

用いた条項、執行猶予の根拠条項、没収の根拠条項などが挙

げられる。 
 法律上犯罪の成立を妨げる理由又は刑の加重減免の理由となる

事実の主張に対する判断（法 335 条 2 項） 
正当防衛、緊急避難、心神喪失等の主張に対する判断が示され

る。 

 量刑の理由 

量刑の理由についても判示されることが多い。 
 

検察官は、判決宣告期日に出席しなければならず（法 282 条 2 項）、被告

人も、原則として、同期日に出頭することを要する（法 286 条）。弁護人の

出頭は判決宣告のための要件ではなく、いわゆる必要的弁護事件（法 289 条

1 項）においても、判決宣告のみのための公判期日は、弁護人の出頭がなく

とも開廷できるが、実務上、弁護人が出廷するのが通例である。 
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とができる（規 221 条）。 
 
本件における判決宣告の手続は以下のようなものとなる。 

 
判決宣告 
 
 
 
 
 
 
 
執行猶予の説
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（裁判長）被告人は証言台のところに立ってください。 
これから、被告人に対する住居侵入、現住建造物等放

火被告事件についての判決を言い渡します。 
まず、判決の結論である「主文」です。 
主文、被告人・・・ 

 
次に、理由について述べます。・・・ 

 
執行猶予判決の場合の説明の例（保護観察に付されない
全部執行猶予の事例とする） 
 
（裁判長）さきほど、拘禁刑○年、執行猶予△年という主
文を言い渡しましたので、執行猶予という制度につい
て説明しておきたいと思います。 
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第６ 身柄に関係する手続 
 １ 勾留 

との考慮によるとされている。 
 

しかし、事実の同一性があることが要件となっているのであるから、公訴

の提起があった時点で、事実の同一性の存在について裁判官の判断を経る

必要があるはずである。もっとも、実務上は、事実の同一性を欠くのは例外

的な場合であって、その場合には検察官が起訴状に「勾留中求令状」と表示

して裁判官に勾留の職権発動を促すのが通例である。このほか、検察官が公

訴提起と同時に勾留の職権発動を求める場合には、「逮捕中求令状」、「在宅

求令状」、「保釈中求令状」や「別件勾留中求令状」などがある。 
 

被疑者・被告人の身柄関係についてのおおまかな手続の流れは、図 18 の

ようになる。 
図図  1188  

 
※上記のほか、起訴後、職権により勾留しようとする場合もある。 

※勾留延長、準抗告、勾留執行停止・取消し等の手続は図から省略している。 

 
 

(2)  第第 1回回公公判判期期日日前前のの勾勾留留にに関関すするる処処分分
 

被告人の勾留は、本来は受訴裁判所が審判の必要の観点から職権で行う

ものである。しかし、予断排除の要請から、第 1回公判期日が終了するまで

の間、勾留に関する処分は受訴裁判所を構成する裁判官以外の裁判官がこ

れを行うことになっている（法 280 条 1 項、規 187 条 1 項）。 

 

「勾留に関する処分」とは、勾留、勾留更新、接見交通の制限、勾留の取
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第６ 身柄に関係する手続 
 １ 勾留 

第第６６  身身柄柄にに関関係係すするる手手続続
 
裁判所が、公訴の提起を受け審理を進めていくに当たっては、審判の必要上

種々の強制処分をなし得る権限が認められているが、ここでは、特に重要と思わ

れる勾留と保釈を取り上げることとする。 
 
１１  勾勾留留

 
本件において、被告人は、通常逮捕された後、公訴提起の前後にわたって被

疑者としての勾留と被告人としての勾留を引き続き受けている。そこで、まず

勾留についてみていく。 
 
(1)  被被告告人人のの勾勾留留とと被被疑疑者者のの勾勾留留ととのの関関係係

 
被告人は、公判廷に出頭する権利と義務があり、原則として被告人の出頭

がなければ開廷することができない（法 286 条）。被告人の出頭を確保する

ための強制処分としては、召喚、勾引、勾留があるが、被告人の勾留は、単

に被告人の公判廷への出頭を確保するというだけではなく、それと同時に

証拠の隠滅を防止するという審判上の目的のためにも認められる強制処分

である。 
 
被告人の勾留は、被疑者の勾留が起訴前の勾留と呼ばれるのに対応して、

起訴後の勾留とも呼ばれる。 
 
被告人の勾留は被告人の公判廷への出頭確保等審判の必要のために認め

られるのに対し、被疑者の勾留は当面は捜査の遂行を前提としての身柄拘

束であるとみられる。また、被疑者の勾留は、被疑者を逮捕し、又はその送

致等で身柄を受け取った検察官から裁判官に対する請求に基づいてなされ

るが、被告人の勾留は、全て職権によるもので、検察官の請求権が認められ

ていない。そして、被告人の勾留は、逮捕を前置しない点でも被疑者の勾留

と異なる。 
 

被疑者の勾留を受けた者が、その勾留の基礎になっていた被疑事実と同

一の事実で起訴された場合には、被疑者の勾留が起訴と同時に自動的に被

告人の勾留に切り替わる（法 208 条 1 項、60 条 2 項参照）。 
本件においても、令和 8 年 1 月 7 日になされた起訴前の勾留（記録編 47

頁以下の勾留状参照）は、同月 26 日の公訴提起と同時に起訴後の勾留に切

り替わっている。このような場合、改めて被告人としての勾留質問手続を要

しないとされているのは、勾留の要件は被疑者の場合と被告人の場合とで

ほとんど同じであり（法 207 条 1 項、規 302 条 1 項参照）、既に被疑者の段

階でその要件の審査がなされているので繰り返してそれを行う必要がない
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との考慮によるとされている。 
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第第６６  身身柄柄にに関関係係すするる手手続続
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記載しなければならないとしていることから（記載例については、記録編 48
頁参照）、実務では、勾留の判断に当たって、同項各号の全てについて検討

している。 
 
法 60 条 1 項 2 号の罪証隠滅のおそれとは、証拠に対する不正な働きかけ

によって、判断を誤らせたり、捜査や公判を紛糾させたりするおそれがある

ことをいうとされる。 
 
被告人（被疑者）に罪証隠滅のおそれが認められるかについて判断する際

には、次の４つの着眼点を意識することが有益である。もっとも、事件によ

って判断のポイントは異なってくるため、これらの４つの着眼点を平板に

検討するのではなく、当該事件の特徴を踏まえて、判断のポイントを意識し、

罪証隠滅のおそれを具体的に検討することが求められる。 

 
ⅰ 罪証隠滅の対象 どのような事実に関するどのような証拠が対象とな

るかという観点である。特に、争点を判断するに当たって重要な証拠であ

るかどうかが焦点になるだろう。なお、「罪証隠滅の対象」というときは、

どのような事実を対象とするかのみを考え、その事実を証明するどのよ

うな証拠を対象とするかは次の「罪証隠滅の態様」のところで考える見方

もある。いずれにせよ、証明されるべき事実とそれを証明するべき証拠と

は、分けて考えなければならない。 
 
ⅱ 罪証隠滅の態様 （どのような証拠に対して）どのような方法で働きか

けが行われるかという観点である。 
 

ⅲ 罪証隠滅の客観的可能性及び実効性（罪証隠滅の余地） 罪証隠滅が客

観的に実行可能でなければ罪証隠滅のおそれがあるとはいえないし、働

きかけによって実際に効果が生じなければ（実効性がなければ）やはり罪

証隠滅のおそれがあるとはいえないだろう。 
 
ⅳ 罪証隠滅の主観的可能性 被疑者・被告人が、主観的に、具体的な罪証

隠滅の行為に出る可能性も必要である。 
 

③の勾留の必要性は、法の明文で要求されている要件ではないが、勾留の

必要性がなくなったときは勾留を取り消すべきとする法 87 条の趣旨等か

ら、勾留の判断に当たっても考慮されている。ここでは、被疑者・被告人の

身柄を拘束しなければならない積極的な必要性と、身柄拘束によって被疑

者・被告人が受ける不利益・苦痛や弊害が比較衡量されるとされている。 
 

 
イイ  手手続続的的要要件件
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消し、勾留の執行停止、保釈、保釈の取消し、勾留理由開示など、勾留に関

する全ての処分をさす。 

 

本件でも、保釈許可決定を受訴裁判所に属する裁判官以外の裁判官が出

していることが、保釈許可決定（記録編 52 頁）等からわかる。 

 

ここにいう第 1 回公判期日とは、単に形式的に第 1 回目の公判が開かれ

た期日をさすのではなく、法 291 条が規定している冒頭手続がなされた公

判期日ということになる。なぜなら、予断排除の要請から勾留の処分をなす

べき者は受訴裁判所を構成する裁判官以外の裁判官と定められたものであ

り、この趣旨からすると、冒頭手続がなされ、公判廷において、事件の争点

が明らかになったならば、予断排除ということを問題にする必要がないと

解されるからである。 

したがって、第 1 回目の公判期日で、法 291 条の冒頭手続がなされなか

った、あるいはその一部だけがなされた場合には、いまだ第 1 回公判期日

が終わったとはいえず、勾留に関する処分は受訴裁判所を構成する裁判官

以外の裁判官が行うことになる。また、追起訴された事件の勾留に関する処

分についても、その冒頭手続がなされない間は同様である。 

 
 
(3)  勾勾留留のの要要件件

 
勾留の一般的要件には、実体的要件と手続的要件がある。 

 
アア  実実体体的的要要件件

 

実体的要件は、次のとおりである。 
 

① 被告人（被疑者）が罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由があるこ

と（相当な犯罪の嫌疑） 
② 法 60 条 1 項各号に掲げる事由、すなわち、住居不定（1 号）、罪証隠滅

のおそれ（2 号）、逃亡のおそれ（3 号）のいずれかが存在すること（な

お、法 60 条 3 項により、一定の軽微な犯罪については、被告人（被疑者）

が住居不定のときにしか勾留することができない。）。 
③ 勾留の必要性が存在すること（事案の軽重、態様、被告人の年齢、境遇、

身体の状況その他諸般の事情を総合して勾留の相当性が認められること。

被疑者の勾留においても、裁判官がこの点についての判断権を有すると

するのが現在の支配的見解である。） 
 

②については、法 60 条 1 項に掲げられた各号のうちのいずれかに該当す

ればよいとされるが、規 70 条が勾留状に法 60 条 1 項各号に定める事由を
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(4)  勾勾留留期期間間
 

勾留期間とは、勾留状による拘禁の効力が継続する期間のことである。 
被告人の勾留期間は、公訴提起があった日から 2 か月である（法 60 条 2

項本文）。2 か月の勾留期間が満了しても、特に継続の必要がある場合には、

具体的にその理由を付した決定で 1 か月ごとに更新することができる。こ

れを勾留期間更新（勾留更新）という。勾留更新は原則として 1 回に制限さ

れるが、法 89 条 1 号、3 号、4 号若しくは 6 号の各号に当たる場合又は被

告人に対し拘禁刑以上の刑に処する判決の宣告があった場合は、その制限

を受けない（法 60 条 2 項ただし書、344 条）。 
 

被疑者の勾留期間は勾留請求をした日から 10日である（法 208条 1項）。

検察官の請求により、裁判官がやむを得ない事由があると認めるときは、10
日までの期間延長をすることができる（同条 2項）。これを勾留延長という。

やむを得ない事由とは、①捜査を継続しなければ検察官が事件を処分でき

ないこと、②10 日間の勾留期間内に捜査を尽くせなかったと認められるこ

と、③勾留期間を延長すれば捜査の障害が取り除かれる見込みがあること、

がそろっていることを要するとされている。 
 
 
(5)  勾勾留留のの執執行行停停止止

 
裁判所は、適当と認めるときは、決定で、勾留されている被告人を親族、

保護団体その他の者に委託し、又は被告人の住居を制限して、勾留の執行停

止をすることができる（法 95 条）。被告人が急病で緊急に入院、手術を要

するときや肉親の葬儀に参列する場合などになされることがある。 
勾留の執行停止には期間を指定することができ（法 95 条 2 項）、期間を

指定されて勾留の執行停止をされた被告人が、正当な理由がなく、当該期間

の終期として指定された日時に、出頭すべき場所として指定された場所に

出頭しないときは、2 年以下の拘禁刑に処するとの罰則が設けられている

（法 95 条の 2）。 
なお、保釈の場合と同様に、勾留の執行停止の決定を受けた被告人に対し、

裁判所の定める事項について報告することを命ずることができ、また、適当

と認める者を監督者として選任することができる（後記２⑵（90 頁以下）

参照）。 
 

勾留の執行停止は、裁判所の職権によってのみなされる。実務上、被告人

や弁護人から勾留の執行停止の請求がなされることがあるが、それは裁判

所の職権発動を促す意味しか持たない。 
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第６ 身柄に関係する手続 
 １ 勾留 

手続的要件は、次のとおりである（前記⑴（82 頁以下）のとおり、勾留

されている被疑者が同一の事実について起訴されることによって、被告人

勾留に自動的に切り替わるような場合には、これらの手続は不要である。）。 

 

① 被告事件（被疑事実）の告知及び陳述聴取が行われたこと（法 61 条本

文） 

② 弁護人選任権等の告知が行われたこと（法 77 条 1 項、2 項） 

 

なお、被疑者の勾留の場合は、次のような事項も勾留が認められるための

要件となる。 

 

③ 検察官の請求があること（法 204 条～206 条） 

④ 前述したように勾留の基礎となっている事実と同一性のある事実につ

いて逮捕手続が先行していること（逮捕前置主義） 

⑤ 法 203 条～205 条の時間制限が遵守されているか又は遵守できなかっ

たことについて「やむを得ない事由」が存すること（法 206 条） 

⑥ 逮捕手続に重大な違法がないことなど勾留請求に至るまでの手続が適

法になされたこと 

 

勾留の裁判は、勾留状を発してこれをしなければならない（法 64 条、規

58 条、70 条、71 条）。記録編 47 頁～49 頁に収められているのが、本件の

被疑者段階の勾留状である（被告人勾留の勾留状には、「被疑者」が「被告

人」とされているのはもちろんであるが、記録編 47 頁の「勾留請求の年月

日」欄がなく、48 頁の勾留期間の延長欄もない。）。記録編 45 頁以下の逮捕

状及び勾留状をみると、被告人は、現住建造物等放火罪の被疑事実で逮捕さ

れたが、その後、住居侵入、現住建造物等放火罪で勾留されていることがわ

かる。住居侵入罪について逮捕手続が執られてないが、同罪は現住建造物等

放火罪と牽連犯の関係にあり、事実の同一性（公訴事実の単一性）が認めら

れるため、逮捕前置主義の要請が満たされている。 

なお、被疑者勾留の請求を却下するときは、決定書を作成する代わりに勾

留請求書の余白に、例えば「本件勾留請求を却下する。理由 必要性なし」

などと日付とともに記載して、裁判官が記名押印していることが多い。 

被告人を勾留したときは、直ちに弁護人にその旨を通知しなければなら

ない（法 79 条前段）。被告人に弁護人がないときは、被告人の法定代理人、

保佐人、配偶者、直系の親族、兄弟姉妹の中から被告人の指定する者一人に

（同条後段）、もし上記の者がないときは被告人の申出によりその指定する

者一人に（規 79 条）その旨を通知しなければならない。勾留状は、検察官

の指揮により、検察事務官又は司法警察職員がこれを執行する（法 70 条 1
項本文）。 
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２２  保保釈釈
 

保釈とは、勾留中の被告人に対し、保証金を納付させ、必要に応じて更に裁

判所又は裁判官が適当と認める条件を付し、一定の取消事由が生じた場合は、

その保釈が取り消され、納付した保証金が没取されることがあるとの心理的

な負担を課すことによって、被告人の逃亡及び罪証隠滅の防止という勾留の

目的を全うしつつ被告人の身柄の拘束を解く制度である。保釈は、起訴後に限

られており、被疑者の段階では認められていない（法 207 条 1 項ただし書）。 
 
 

(1)  保保釈釈のの種種類類
 
保釈請求があった場合は、法 89 条各号の例外事由が認められない限り、

保釈を許さなければならない（ただし、被告人に対し拘禁刑以上の刑に処す

る判決の宣告があった後は、法89条の規定の適用が排除される。法344条）。

これは、権利保釈又は必要的保釈とよばれる。 
 

また、裁判所は、保釈された場合に被告人が逃亡し又は罪証を隠滅するお

それの程度のほか、身体の拘束の継続により被告人が受ける健康上、経済上、

社会生活上又は防御の準備上の不利益の程度その他の事情を考慮し、適当

と認めるときは職権で保釈を許すことができる（法 90 条。なお、拘禁刑以

上の判決の宣告があった後は、被告人が逃亡するおそれの程度が高くない

と認めるに足りる相当な理由があるときを除き、被告人の不利益の程度が

著しく高い場合でなければならない（法 344 条 2 項）。）。これは、職権保釈

又は裁量保釈とよばれる。 
 

さらに、裁判所は、勾留による拘禁が不当に長くなったときは、請求によ

り又は職権で保釈を許さなければならないとされている（法 91 条 1 項）。

これは、義務的保釈とよばれる。 
 

保釈請求があった場合に、まず権利保釈に当たるかどうかを判断し、当た

らないと認められるときには、進んで裁量により保釈を許すことができる

かどうかについても判断するというのが実務上の取扱いである。 
 

なお、本件のように、権利保釈には該当しないが裁量保釈に当たるとして

保釈される事例も多くみられる（本件では、現住建造物等放火罪の法定刑か

ら少なくとも法 89 条 1 号に該当するので、保釈許可決定（記録編 52 頁）

が裁量保釈によるものであることが明らかである。）。 
 
裁判員裁判を含め公判前整理手続に付される事件では刻々と争点及び証

拠の整理が進んでいくから、罪証隠滅のおそれ等もその時点の争点及び証

拠の整理の進展・内容に応じて考えることとなる。また、そのような事案で

第６ 身柄に関係する手続 

 ２ 保釈 
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第６ 身柄に関係する手続 
 １ 勾留 

(6)  勾勾留留のの効効力力のの消消滅滅
 
勾留状が失効した場合又は勾留の取消しがあった場合には、勾留状によ

る拘禁の効力が消滅する。 
 
勾留状が失効するのは、次のような場合である。 
 

① 勾留期間が満了したとき 
② 無罪、刑の全部の執行猶予等の裁判の告知があったとき（法 345 条） 
③ それ以外の終局裁判が確定したとき 
 
勾留の取消しをすべき場合とは、次のとおりである。 
 

① 勾留の理由又は勾留の必要がなくなったとき（法 87 条１項） 
② 勾留による拘禁が不当に長くなったとき（法 91 条１項） 
 
 

(7)  接接見見交交通通のの制制限限
  
裁判所（裁判官）は、被告人（被疑者）が逃亡し又は罪証を隠滅すると

疑うに足りる相当な理由があるときは、検察官の請求により又は職権で、

勾留されている被告人（被疑者）と法 39 条 1 項に規定する弁護人等以外

の者との接見を禁じることなどができる（法 81 条）。接見交通の制限は、

被告人（被疑者）が勾留されていることを前提とするから、ここでいう

「罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由」は、勾留によっては防止で

きない程度の罪証隠滅のおそれがあることをいうと解される。  
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被告人（被疑者）が勾留されていることを前提とするから、ここでいう

「罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由」は、勾留によっては防止で

きない程度の罪証隠滅のおそれがあることをいうと解される。  
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裁判所又は裁判官は、保釈を許すときは保釈許可決定を、許さないときは

保釈請求却下決定をする。 

 

保釈を許す場合、保釈は保証金の納付を条件とする身柄釈放の制度であ

るから、必ず保証金額を定めなければならない（法 93 条 1 項）。その保証

金額は、犯罪の性質及び情状、証拠の証明力並びに被告人の性格及び資産を

考慮して、被告人の出頭を保証するに足りる相当な金額でなければならな

い（同条 2 項）。 

 

保釈保証金は、裁判所が保釈を取り消す場合に、裁量によって、決定で、

その全部又は一部を没取することができる（法 96 条 2 項）。 

 

保釈を許す場合には、被告人の住居を制限し（制限住居を定め）その他適

当と認める条件を付することができる（法 93 条 3 項）。 

 

被告人の逃亡を防止し、又は公判期日への出頭を確保するため必要があ

ると認めるときは、保釈を許す決定を受けた被告人に対し、住居、労働・通

学の状況、身分関係その他その変更が被告人が逃亡すると疑うに足りる相

当な理由の有無の判断に影響を及ぼす事項として裁判所の定めるものにつ

いて、①裁判所の指定する時期に、当該時期における当該事項について報告

すること、②当該事項に変更が生じたときは、速やかに、その変更の内容に

ついて報告することを命ずることができる（法 95 条の 4 第 1 項）。 

  

保釈を許す場合において、必要と認めるときは、適当と認める者をその同

意を得て監督者（被告人の逃亡を防止し、公判期日への出頭を確保するため

に必要な監督をする者）として選任することができる（法 98 条の 4 第 1 項、

3 項）。監督者を選任する場合には、監督保証金額を定めなければならない

（法 98 条の 5 第 1 項）。法 96 条 1 項に定める事由のうち一定の事由によ

り保釈を取り消すときは、裁量によって、決定で、監督保証金の全部又は一

部を没取することができる（法 98 条の 11）。 

  

保釈を許す場合において、被告人が国外に逃亡することを防止するため、

その位置等を把握する必要があると認めるときは、被告人に対し、位置測定

（GPS）端末をその身体に装着することを命ずることができる（令和 5 年法

律第 28 号による改正後の法 98 条の 12 以下。令和 10 年 5 月 16 日までに

施行予定。） 

 

保釈請求を却下する場合には、理由において該当すると判断される全て

の号を検討、指摘し、かつ、裁量によっても保釈することが相当でないこと

を明示するのが通例である。このような場合、保釈請求却下決定の理由は、

「被告人に対する○○被告事件について、令和○年○月○日○○○から保

釈の請求があったので、裁判所は、検察官の意見を聴いた上、刑事訴訟法第

第６ 身柄に関係する手続 

 ２ 保釈 
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は、被告人が弁護人と十分な打合せを行った上で公判審理に臨む必要性が

高いことなどが考慮要素とされることもある。 
 
 

(2)  保保釈釈のの手手続続
 

保釈の請求権者は、被告人、弁護人、法定代理人、保佐人、配偶者、直系

の親族、兄弟姉妹である（法 88 条 1 項）。 

 

請求は、原則として書面による。規則 296 条 1 項によれば口頭でも可能

とされているが、実務では例外なく書面によっている。 

 

保釈請求があった場合の決定までの手続の流れは、おおまかにいうと、次

の図 19 のようになる。 
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記録編には、保釈請求書及びその添付書類である身元引受書（50 頁）、裁

判官から検察官に対する求意見書及び検察官の意見（51 頁）、保釈許可決定

書（52 頁）がそれぞれ収められている。 

 

保釈の裁判は、第 1回公判期日までは、事件の審判に関与すべき裁判官以

外の裁判官が行い（法 280 条 1 項）、第 1 回公判期日が終了した後は、その

事件を担当する受訴裁判所において保釈に関する処分を行うことになる。 

 

保釈の許否を決するに当たっては、検察官の意見を聴かなければならな

い（法 92 条 1 項）。検察官が保釈に賛成する場合には「保釈相当」と、裁

判官の判断に委ねる場合には「しかるべく」と、反対する場合には「保釈不

相当」と意見書に記載するのが通常である。「保釈不相当」の意見の場合に

は、具体的な理由を記載することが多い。 
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裁判所又は裁判官は、保釈を許すときは保釈許可決定を、許さないときは

保釈請求却下決定をする。 

 

保釈を許す場合、保釈は保証金の納付を条件とする身柄釈放の制度であ

るから、必ず保証金額を定めなければならない（法 93 条 1 項）。その保証

金額は、犯罪の性質及び情状、証拠の証明力並びに被告人の性格及び資産を

考慮して、被告人の出頭を保証するに足りる相当な金額でなければならな

い（同条 2 項）。 

 

保釈保証金は、裁判所が保釈を取り消す場合に、裁量によって、決定で、

その全部又は一部を没取することができる（法 96 条 2 項）。 

 

保釈を許す場合には、被告人の住居を制限し（制限住居を定め）その他適

当と認める条件を付することができる（法 93 条 3 項）。 

 

被告人の逃亡を防止し、又は公判期日への出頭を確保するため必要があ

ると認めるときは、保釈を許す決定を受けた被告人に対し、住居、労働・通

学の状況、身分関係その他その変更が被告人が逃亡すると疑うに足りる相

当な理由の有無の判断に影響を及ぼす事項として裁判所の定めるものにつ

いて、①裁判所の指定する時期に、当該時期における当該事項について報告

すること、②当該事項に変更が生じたときは、速やかに、その変更の内容に

ついて報告することを命ずることができる（法 95 条の 4 第 1 項）。 

  

保釈を許す場合において、必要と認めるときは、適当と認める者をその同

意を得て監督者（被告人の逃亡を防止し、公判期日への出頭を確保するため

に必要な監督をする者）として選任することができる（法 98 条の 4 第 1 項、

3 項）。監督者を選任する場合には、監督保証金額を定めなければならない

（法 98 条の 5 第 1 項）。法 96 条 1 項に定める事由のうち一定の事由によ

り保釈を取り消すときは、裁量によって、決定で、監督保証金の全部又は一

部を没取することができる（法 98 条の 11）。 

  

保釈を許す場合において、被告人が国外に逃亡することを防止するため、

その位置等を把握する必要があると認めるときは、被告人に対し、位置測定

（GPS）端末をその身体に装着することを命ずることができる（令和 5 年法

律第 28 号による改正後の法 98 条の 12 以下。令和 10 年 5 月 16 日までに

施行予定。） 

 

保釈請求を却下する場合には、理由において該当すると判断される全て

の号を検討、指摘し、かつ、裁量によっても保釈することが相当でないこと

を明示するのが通例である。このような場合、保釈請求却下決定の理由は、

「被告人に対する○○被告事件について、令和○年○月○日○○○から保

釈の請求があったので、裁判所は、検察官の意見を聴いた上、刑事訴訟法第

第６ 身柄に関係する手続 

 ２ 保釈 
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は、被告人が弁護人と十分な打合せを行った上で公判審理に臨む必要性が

高いことなどが考慮要素とされることもある。 
 
 

(2)  保保釈釈のの手手続続
 

保釈の請求権者は、被告人、弁護人、法定代理人、保佐人、配偶者、直系

の親族、兄弟姉妹である（法 88 条 1 項）。 

 

請求は、原則として書面による。規則 296 条 1 項によれば口頭でも可能

とされているが、実務では例外なく書面によっている。 

 

保釈請求があった場合の決定までの手続の流れは、おおまかにいうと、次

の図 19 のようになる。 
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記録編には、保釈請求書及びその添付書類である身元引受書（50 頁）、裁
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外の裁判官が行い（法 280 条 1 項）、第 1 回公判期日が終了した後は、その

事件を担当する受訴裁判所において保釈に関する処分を行うことになる。 

 

保釈の許否を決するに当たっては、検察官の意見を聴かなければならな

い（法 92 条 1 項）。検察官が保釈に賛成する場合には「保釈相当」と、裁

判官の判断に委ねる場合には「しかるべく」と、反対する場合には「保釈不

相当」と意見書に記載するのが通常である。「保釈不相当」の意見の場合に

は、具体的な理由を記載することが多い。 
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第第７７  被被害害者者にに関関係係すするる手手続続
 
前章までみてきた刑事裁判手続においては、各所でも必要に応じて触れたよ

うに、犯罪被害者への配慮や保護のための手続が随所に設けられている。この章

では、それらの手続を全体にわたってみていく。 
 

１１  被被害害者者参参加加制制度度
 
(1)  参参加加申申出出等等のの手手続続 

 

一定の事件の被害者等（法 201 条の 2 第 1 項第 1 号ハ⑴参照）又は当該

被害者の法定代理人は、検察官に対する申出により、裁判所の許可を得て、

被告事件の手続に参加することができる（法 316 条の 33 第 1 項、2 項）。こ

の場合、参加を許された者又はこれらの者から委託を受けた弁護士（以下、

「被害者参加人等」という。）は公判期日に出席することができる（法 316
条の 34 第 1 項）。  

 
(2)  証証人人尋尋問問

 

被害者参加人等は、一定の要件の下、情状証人に対し、情状に関する事項

についての証明力を争うために必要な事項について尋問することができる

（法 316 条の 36 第 1 項）。 

  
(3)  被被告告人人質質問問

 

被害者参加人等は、一定の要件の下、意見の陳述をするために必要な事項

について、被告人質問を行うことができる（法 316 条の 37 第 1 項）。 

  
(4)  弁弁論論ととししててのの意意見見陳陳述述

 

被害者参加人等は、一定の要件の下、検察官の論告の後に事実又は法律の

適用について意見を陳述することができる（法 316 条の 38 第 1 項）。この

意見陳述は、下記２の、被害者等による被害に関する心情その他被告事件に

関する意見陳述とは異なり、証拠とはならない（同条 4 項）。  
 

２２  被被害害にに関関すするる心心情情そそのの他他被被告告事事件件にに関関すするる意意見見のの陳陳述述
 

被害者等又は当該被害者の法定代理人（被害者参加人等に限られない。）は、

被害に関する心情その他被告事件に関する意見を陳述することができる（法

292 条の 2 第 1 項）。陳述された心情等は証拠となるが、これを犯罪事実の認

第７ 被害者に関係する手続 

 １ 被害者参加制度 

 

－ 92 － 

89 条○号、○号の場合に該当し、かつ、裁量で保釈することも相当でない

と認めて、これを却下する。」などということになる。 

 
 
(3)  保保釈釈のの取取消消しし、、失失効効

 

裁判所は、被告人が召喚を受け正当な理由がなく出頭しないなど一定の

事由があるときは、検察官の請求により又は職権で、決定をもって保釈を取

り消すことができる（法 96 条 1 項）。 

 

また、被告人に対し拘禁刑以上の刑に処する判決の宣告があったときは、

保釈はその効力を失い（法 343 条）、直ちに被告人を収容することになる。

その際、被告人に対しては、言い渡した刑、判決宣告年月日、裁判所を記載

し、裁判長又は裁判官が相違ないことを証明する旨を付記して認印した勾

留状謄本を被告人に示すこととされている（法 343 条 2 項、98 条 1 項、規

92 条の 2）。 

  

第６ 身柄に関係する手続 

 ２ 保釈 
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第第７７  被被害害者者にに関関係係すするる手手続続
 
前章までみてきた刑事裁判手続においては、各所でも必要に応じて触れたよ

うに、犯罪被害者への配慮や保護のための手続が随所に設けられている。この章

では、それらの手続を全体にわたってみていく。 
 

１１  被被害害者者参参加加制制度度
 
(1)  参参加加申申出出等等のの手手続続 

 

一定の事件の被害者等（法 201 条の 2 第 1 項第 1 号ハ⑴参照）又は当該

被害者の法定代理人は、検察官に対する申出により、裁判所の許可を得て、

被告事件の手続に参加することができる（法 316 条の 33 第 1 項、2 項）。こ

の場合、参加を許された者又はこれらの者から委託を受けた弁護士（以下、

「被害者参加人等」という。）は公判期日に出席することができる（法 316
条の 34 第 1 項）。  

 
(2)  証証人人尋尋問問

 

被害者参加人等は、一定の要件の下、情状証人に対し、情状に関する事項

についての証明力を争うために必要な事項について尋問することができる

（法 316 条の 36 第 1 項）。 

  
(3)  被被告告人人質質問問

 

被害者参加人等は、一定の要件の下、意見の陳述をするために必要な事項

について、被告人質問を行うことができる（法 316 条の 37 第 1 項）。 

  
(4)  弁弁論論ととししててのの意意見見陳陳述述

 

被害者参加人等は、一定の要件の下、検察官の論告の後に事実又は法律の

適用について意見を陳述することができる（法 316 条の 38 第 1 項）。この

意見陳述は、下記２の、被害者等による被害に関する心情その他被告事件に

関する意見陳述とは異なり、証拠とはならない（同条 4 項）。  
 

２２  被被害害にに関関すするる心心情情そそのの他他被被告告事事件件にに関関すするる意意見見のの陳陳述述
 

被害者等又は当該被害者の法定代理人（被害者参加人等に限られない。）は、

被害に関する心情その他被告事件に関する意見を陳述することができる（法

292 条の 2 第 1 項）。陳述された心情等は証拠となるが、これを犯罪事実の認

第７ 被害者に関係する手続 
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89 条○号、○号の場合に該当し、かつ、裁量で保釈することも相当でない

と認めて、これを却下する。」などということになる。 

 
 
(3)  保保釈釈のの取取消消しし、、失失効効

 

裁判所は、被告人が召喚を受け正当な理由がなく出頭しないなど一定の

事由があるときは、検察官の請求により又は職権で、決定をもって保釈を取

り消すことができる（法 96 条 1 項）。 

 

また、被告人に対し拘禁刑以上の刑に処する判決の宣告があったときは、

保釈はその効力を失い（法 343 条）、直ちに被告人を収容することになる。

その際、被告人に対しては、言い渡した刑、判決宣告年月日、裁判所を記載

し、裁判長又は裁判官が相違ないことを証明する旨を付記して認印した勾

留状謄本を被告人に示すこととされている（法 343 条 2 項、98 条 1 項、規

92 条の 2）。 

  

第６ 身柄に関係する手続 

 ２ 保釈 
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(5)  被被害害者者特特定定事事項項をを明明ららかかににししなないい方方法法ででのの書書証証のの取取調調べべ
 

前記第５の３⑺ア（61 頁以下）のとおり、公開の法廷での被害者特定事

項の秘匿決定がなされた場合には、証拠書類の取調べも同事項を明らかにし

ない方法で行われる（法 305 条 3 項、290 条の 2 第 1 項、3 項）。 

 

(6)  証証人人のの保保護護
 
 被害者を含む証人に対して証人尋問等を行うに当たり、証人等を保護する

ために講じることができる措置として、前記第５の３⑺ウ(ｳ)(65 頁)のとお

り、以下のものがある。 

 

① 証人の付添人（法 157 条の 4 第 1 項） 

② 証人と被告人・傍聴人との間の遮へい措置（法 157 条の 5） 

③ ビデオリンク方式による証人尋問（法 157 条の 6） 

④ 被告人・傍聴人の退廷（法 304 条の 2、規 202 条） 

⑤ 公開の法廷での証人等特定事項の秘匿（法 290 条の 3 第 1項） 

⑥ 証人等の所在場所及び証人等秘匿事項に関する尋問の制限（法 295 条 2
項、4 項） 

⑦ 証人を保護するための配慮・措置（法 299 条の 2、299 条の 4） 

 

第７ 被害者に関係する手続 

 ３ 被害者等の情報を保護するための制度等 
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定のための証拠として用いることはできない（同条 9 項）。 

３３  被被害害者者等等のの情情報報をを保保護護すするるたためめのの制制度度等等
 
(1)  被被告告人人にに対対ししてて個個人人特特定定事事項項のの記記載載ののなないい起起訴訴状状抄抄本本等等をを送送達達

すするる制制度度
  
前記第４の１⑵（11 頁）のとおり、裁判所は、起訴状謄本を受け取ったと

きは、直ちにこれを被告人に送達しなければならないとされているところ

（法 271 条 1 項、規 176 条 1 項）、被害者等の個人特定事項の秘匿措置がと

られた事件においては、起訴状の抄本その他の起訴状の謄本に代わるものを

送達することとなる（法 271 条の 2 第 4 項本文）。 

  

(2)  証証人人等等のの氏氏名名及及びび住住居居をを知知るる機機会会をを与与ええるる場場合合のの条条件件付付与与等等のの

措措置置
 

前記第４の２⑵イ(ｴ)（18 頁）のとおり、被害者を含む証人等の尋問を請

求するについては、検察官は弁護人に対し、弁護人は検察官に対し、その証

人等の氏名及び住居を知る機会を与えなければならないが（法 299 条 1 項）、

証人等やその親族を畏怖させるなどの行為がなされるおそれがあると認め

るときや⑴の起訴状抄本等が提出された事件等であるときは、検察官は、弁

護人に対し、その証人等の氏名又は住居を知る機会を与える際に条件等を付

したり、知る機会を与えなくしたりすることができる場合がある（法 299 条

の 4 第 1 項ないし第 5 項）。 

 
(3)  証証拠拠開開示示のの際際のの配配慮慮やや秘秘匿匿要要請請等等

 

被害者等の保護の観点から、証拠開示に当たり、検察官と弁護人は、相手

方に対し、証人等の安全が脅かされないように配慮することを求めることが

でき（法 316 条の 23、299 条の 2）、検察官は、弁護人に対し、被害者特定

事項がみだりに、被告人を含む他人に知られないようにするよう求めること

などができる（法 316 条の 23、299 条の 3、299 条の 4）。 

  

(4)  被被害害者者特特定定事事項項をを明明ららかかににししなないい方方法法ででのの起起訴訴状状朗朗読読
 

前記第５の２⑶（35 頁以下）のとおり、公開の法廷での被害者特定事項

の秘匿決定がなされた場合には、起訴状の朗読は、被害者又は証人等の氏名

について仮名を用いるなどして、被害者特定事項を明らかにしない方法で行

われる（法 291 条 2 項、290 条の 2 第 1 項、3 項、規 196 条の 4）。 

  

第７ 被害者に関係する手続 

 ３ 被害者等の情報を保護するための制度等 
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(5)  被被害害者者特特定定事事項項をを明明ららかかににししなないい方方法法ででのの書書証証のの取取調調べべ
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令和 8 年検第１７５号 

 
起  訴  状 

 
令和８年１月２６日   

熊本地方裁判所 殿 
 

            熊本地方検察庁 
             検察官 検事   山   岡   志   保 ㊞    
 
下記被告事件につき公訴を提起する。 

 
記 

 
本 籍  熊本市中央区山花１丁目２３番 
住 居  熊本市中央区山花１丁目２３番８号 
職 業  自営業 

 
勾留中      三   上   雄   介      

                      平成１０年７月１４日生      
 

公  訴  事  実 
被告人は、小沢武久ほか１名が現に住居に使用する熊本市南区希望が丘９９７番地３所

在の居宅に放火しようと考え、令和７年１２月１６日午後７時頃から同日午後１０時２５

分頃までの間、無施錠の同居宅寝室窓から同居宅内に侵入し、その頃、同居宅居間におい

て、床等に灯油をまいた上、火を放ち、その火を同居宅居間の床等に燃え移らせ、よって、

同居宅（木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建、床面積合計７６．５１平方メートル）の一部を焼

損（焼損面積約２．０１平方メートル）したものである。 
 

罪 名 及 び 罰 条 
 住居侵入、現住建造物等放火   刑法１３０条前段、１０８条

８．１．２６ 
熊本地方裁判所  

受   付 
第３４号 

 
 

 
 

 

 

  

 

　　　　　112



 
 

- 1 -  
 

 
令和 8 年検第１７５号 

 
起  訴  状 

 
令和８年１月２６日   

熊本地方裁判所 殿 
 

            熊本地方検察庁 
             検察官 検事   山   岡   志   保 ㊞    
 
下記被告事件につき公訴を提起する。 

 
記 

 
本 籍  熊本市中央区山花１丁目２３番 
住 居  熊本市中央区山花１丁目２３番８号 
職 業  自営業 

 
勾留中      三   上   雄   介      

                      平成１０年７月１４日生      
 

公  訴  事  実 
被告人は、小沢武久ほか１名が現に住居に使用する熊本市南区希望が丘９９７番地３所

在の居宅に放火しようと考え、令和７年１２月１６日午後７時頃から同日午後１０時２５

分頃までの間、無施錠の同居宅寝室窓から同居宅内に侵入し、その頃、同居宅居間におい

て、床等に灯油をまいた上、火を放ち、その火を同居宅居間の床等に燃え移らせ、よって、

同居宅（木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建、床面積合計７６．５１平方メートル）の一部を焼

損（焼損面積約２．０１平方メートル）したものである。 
 

罪 名 及 び 罰 条 
 住居侵入、現住建造物等放火   刑法１３０条前段、１０８条

８．１．２６ 
熊本地方裁判所  

受   付 
第３４号 
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裁判所は、検察官に対し、被告人が本件放火の犯人であることについて

の主張及び立証構造を明らかにする証明予定事実記載書の提出を求め、そ

の期限を３月２３日と定めた。また、弁護人は、検察官の追加主張を踏ま

え、証拠請求や追加の予定主張記載書面を提出する場合には、４月３日ま

でに行う旨述べた。 
その他、証拠開示の状況等が確認された。 

 
６ 検察官による追加証明予定事実記載書の提出（３月２３日） 

検察官は、追加証明予定事実記載書（別紙４）を提出した。 
 

７ 弁護人による予定主張記載書面２及び証拠調べ請求（４月３日） 

弁護人は、予定主張記載書面２（別紙５）を提出するとともに、証拠調べ

請求（別紙７記載の表の弁１及び２）をした。 

 

８ 第３回公判前整理手続期日（４月１０日） 

   裁判所、検察官及び弁護人で、追加証明予定事実記載書及び予定主張記載

書面２に基づき、追加証明予定事実記載書記載の事実及び甲１６（小沢明日

香の検察官調書）に関して議論がなされたが、その内容は次のようなもので

あった。 
   

裁判長 

追加証明予定事実記載書において主張する４つの間接事実のう

ち、検察官が特に重視するのはどの事実になるのか。 
山岡検察官 

たばこのＤＮＡに関する事実が最も重要であるが、動機に関する

事実を含め、他の事実も被告人が犯人であることを示す事実として

一定の意味があると考えている。 
裁判長 

甲１６の小沢明日香の検察官調書について、弁護人が一部を除い

て同意しているが、小沢明日香はたばこに関する事実だけでなく、本

件に至る経緯や犯行動機に関して供述しうる立場にあるため、同意

部分も含めて、証人尋問を実施することを検討してはどうか。 
山岡検察官、尾崎主任弁護人 

了解した。 
裁判長 

他の事実についてはどのような立証を考えているのか。 
中島検察官 

足跡に関する事実については、本件当時、被告人が当該スニーカー

を履いていたことは、小沢明日香が証言する予定であるが、被告人の

家族を含む関係者にも確認中である。藤江仁に対する言動について

は、藤江の証人尋問を請求予定である。 
尾崎主任弁護人 
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（以下の日付はいずれも令和８年のものである。） 
第１ 公訴の提起等 

１ 公訴の提起 

検察官は、１月２６日、熊本地方裁判所に起訴状等を提出し、裁判所はこ

れを受理した。 

 

２ 公判前整理手続に付する決定 

裁判所は、１月２６日、本件を公判前整理手続に付する決定をした。 
 
第２ 公判前整理手続の概要 

 １ 打合せ（１月３０日） 
裁判所、検察官及び弁護人（被疑者勾留後まもなく選任）が出席して、

本件についての打合せが行われた。 
打合せにおいて、弁護人は、証拠開示を受けてから本件に関する方針を

明らかにする旨述べた。そして、検察官による証明予定事実記載書の提出及

び証拠請求の期限が２月１０日と定められた。 
また、検察官から弁護人に対して、請求証拠に加え、本件関係者の供述調

書等が任意開示されることが確認された。 
 

２ 検察官による証明予定事実記載書の提出及び証拠調べ請求（２月１０日） 

 検察官は、証明予定事実記載書（別紙１）を提出するとともに、証拠調べ

請求（別紙７の表の甲１ないし１８、乙１ないし３）をした。 
 

３ 第１回公判前整理手続期日（２月１６日） 

 検察官が弁護人に対し、２月１０日に請求証拠及び本件関係者の供述調

書等を開示したこと、弁護人が検察官に対し、２月１３日に類型証拠及び証

拠一覧表の開示請求を行ったことが確認された。また、弁護人は、現時点で

は、本件出火原因が放火であること、仮に出火原因が放火であるとして被告

人が犯人であることを争うことを検討している旨述べた。検察官は、本件出

火原因に関する証拠を含め、開示請求された類型証拠及び証拠一覧表につ

いては速やかに開示する旨述べた。また、弁護人による予定主張記載書面の

期限及び検察官請求証拠に対する弁護人の証拠意見を明らかにする期限が

３月６日と定められた。 
 

４ 弁護人による予定主張記載書面の提出等（３月６日） 

弁護人は、予定主張記載書面（別紙２）を提出し、また、検察官請求証拠

につき、証拠意見書（別紙３）を提出した。 
 
５ 第２回公判前整理手続期日（３月１１日） 

裁判所が、弁護人に対し、本件出火原因が放火であることにつき争うか

確認したところ、弁護人は争わない旨述べた。 
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裁判所は、検察官に対し、被告人が本件放火の犯人であることについて

の主張及び立証構造を明らかにする証明予定事実記載書の提出を求め、そ

の期限を３月２３日と定めた。また、弁護人は、検察官の追加主張を踏ま

え、証拠請求や追加の予定主張記載書面を提出する場合には、４月３日ま

でに行う旨述べた。 
その他、証拠開示の状況等が確認された。 

 
６ 検察官による追加証明予定事実記載書の提出（３月２３日） 

検察官は、追加証明予定事実記載書（別紙４）を提出した。 
 

７ 弁護人による予定主張記載書面２及び証拠調べ請求（４月３日） 

弁護人は、予定主張記載書面２（別紙５）を提出するとともに、証拠調べ

請求（別紙７記載の表の弁１及び２）をした。 

 

８ 第３回公判前整理手続期日（４月１０日） 

   裁判所、検察官及び弁護人で、追加証明予定事実記載書及び予定主張記載

書面２に基づき、追加証明予定事実記載書記載の事実及び甲１６（小沢明日

香の検察官調書）に関して議論がなされたが、その内容は次のようなもので

あった。 
   

裁判長 

追加証明予定事実記載書において主張する４つの間接事実のう

ち、検察官が特に重視するのはどの事実になるのか。 
山岡検察官 

たばこのＤＮＡに関する事実が最も重要であるが、動機に関する

事実を含め、他の事実も被告人が犯人であることを示す事実として

一定の意味があると考えている。 
裁判長 

甲１６の小沢明日香の検察官調書について、弁護人が一部を除い

て同意しているが、小沢明日香はたばこに関する事実だけでなく、本

件に至る経緯や犯行動機に関して供述しうる立場にあるため、同意

部分も含めて、証人尋問を実施することを検討してはどうか。 
山岡検察官、尾崎主任弁護人 

了解した。 
裁判長 

他の事実についてはどのような立証を考えているのか。 
中島検察官 

足跡に関する事実については、本件当時、被告人が当該スニーカー

を履いていたことは、小沢明日香が証言する予定であるが、被告人の

家族を含む関係者にも確認中である。藤江仁に対する言動について

は、藤江の証人尋問を請求予定である。 
尾崎主任弁護人 
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（以下の日付はいずれも令和８年のものである。） 
第１ 公訴の提起等 

１ 公訴の提起 

検察官は、１月２６日、熊本地方裁判所に起訴状等を提出し、裁判所はこ

れを受理した。 

 

２ 公判前整理手続に付する決定 

裁判所は、１月２６日、本件を公判前整理手続に付する決定をした。 
 
第２ 公判前整理手続の概要 

 １ 打合せ（１月３０日） 
裁判所、検察官及び弁護人（被疑者勾留後まもなく選任）が出席して、

本件についての打合せが行われた。 
打合せにおいて、弁護人は、証拠開示を受けてから本件に関する方針を

明らかにする旨述べた。そして、検察官による証明予定事実記載書の提出及

び証拠請求の期限が２月１０日と定められた。 
また、検察官から弁護人に対して、請求証拠に加え、本件関係者の供述調

書等が任意開示されることが確認された。 
 

２ 検察官による証明予定事実記載書の提出及び証拠調べ請求（２月１０日） 

 検察官は、証明予定事実記載書（別紙１）を提出するとともに、証拠調べ

請求（別紙７の表の甲１ないし１８、乙１ないし３）をした。 
 

３ 第１回公判前整理手続期日（２月１６日） 

 検察官が弁護人に対し、２月１０日に請求証拠及び本件関係者の供述調

書等を開示したこと、弁護人が検察官に対し、２月１３日に類型証拠及び証

拠一覧表の開示請求を行ったことが確認された。また、弁護人は、現時点で

は、本件出火原因が放火であること、仮に出火原因が放火であるとして被告

人が犯人であることを争うことを検討している旨述べた。検察官は、本件出

火原因に関する証拠を含め、開示請求された類型証拠及び証拠一覧表につ

いては速やかに開示する旨述べた。また、弁護人による予定主張記載書面の

期限及び検察官請求証拠に対する弁護人の証拠意見を明らかにする期限が

３月６日と定められた。 
 

４ 弁護人による予定主張記載書面の提出等（３月６日） 

弁護人は、予定主張記載書面（別紙２）を提出し、また、検察官請求証拠

につき、証拠意見書（別紙３）を提出した。 
 
５ 第２回公判前整理手続期日（３月１１日） 

裁判所が、弁護人に対し、本件出火原因が放火であることにつき争うか

確認したところ、弁護人は争わない旨述べた。 
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証明予定事実記載書 
令和８年２月１０日   

熊本地方裁判所刑事部 殿 
 
             熊本地方検察庁 
              検察官 検事  中   島   陽   介 ㊞   

              検察官 検事  山   岡   志   保 ㊞   

 
被告人三上雄介に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件につき、検察官が証拠に

より証明しようとする事実は、下記のとおりである。 
記 

第１ 小沢武久方の状況等 
１ 小沢武久方（以下、「小沢方」という。）は、平成２０年に新築

された木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建家屋（床面積合計７６．５１

平方メートル）であり、本件当時、小沢武久（以下、「武久」とい

う。）とその娘である小沢明日香（以下、「明日香」という。）が居

住していた。 
２ 小沢方は、北東角に玄関が設けられ、玄関を入ると廊下があり、

家屋の中心に設けられた居間まで通じていた。居間を中心とし

て、北西側に８畳洋室（武久の自室）、南西側に８畳和室、南東側

に６畳洋室（寝室）が設けられるなどしていた。 
第２ 犯行に至る経緯 

１ 被告人は、令和５年頃、スナックに勤務する明日香と知り合い、

令和６年頃から交際して内縁関係に至り、共に生活するようにな

った。 
被告人は、令和７年１０月以降、一、二週間に１回ほどの頻度

で、明日香に暴力を振るうようになった。 
２ 被告人の暴力に嫌気がさした明日香は、令和７年１２月４日、

実家である小沢方に戻ることとし、被告人と明日香は内縁関係を

解消した。 
３ 被告人は、同月１６日（以下、「本件当日」という。）、被告人が

負担していた明日香の携帯電話料金等の清算について話し合い

たいと言って、明日香を被告人方に呼びつけた。明日香は武久と

共に同日午後５時頃に被告人方を訪れたが、上記料金の清算につ

いて話がまとまらなかったことから、被告人は本件当日午後６時

頃までの間、武久と明日香に対し、一方的に顔面を殴るなどの暴

行を加えた。 
武久と明日香は、本件当日午後６時過ぎ、小沢方に帰宅して警

察を呼び、上記暴行被害を申告した。申告を聞いた警察官は、明

証拠関係 
甲２、１４、１６ 
 
 
 
 
甲１ 
 
 
 
 
甲１６、乙２ 
 
 
 
 
甲１６ 
 
 
甲１４、１６、乙

２ 
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足跡に関する事実については、弁護人としても、被告人に当該スニ

ーカーを購入した店舗や時期について記憶を喚起するよう伝えてい

るところであり、それが判明したら当該店舗へ確認する予定である。

また、玄関内に他の足跡が残されていないかについても関係証拠の

開示を受けて確認するため、相応の検討期間をいただきたい。もっと

も、この事実については、検察官に確認しておきたいことがある。起

訴状によれば、被告人は寝室窓から侵入したとされているが、問題と

なっている玄関内に遺留された足跡が本件犯行時に犯人が残したも

のであることはどのように立証する予定なのか。 
裁判長 

今、弁護人において指摘された点については立証の要否と関連す

るため裁判所も関心を持っている。 

中島検察官 

弁護人及び裁判所からの指摘を踏まえ、足跡に関する事実について

は、立証の要否を含めて検討し、４月１７日までに連絡する。 

 
以上のほか、検察官は、これまでの争点整理の経過を踏まえ、４月１７日

までに、弁号証に対する証拠意見を明らかにし、また、追加の証拠請求を行

う旨述べた。 
 

９ 検察官による証拠調べ請求等（４月１７日） 

検察官は、裁判所及び弁護人に対し、弁１及び２は同意する見込みであ

るが、追加証明予定事実記載書の３記載の事実は主張せず、これに関連す

る証拠も撤回予定であるとの連絡をした。また、検察官は、証拠調べ請求

（別紙７の表の甲１９ないし２３）を行うとともに、甲２１の証人小沢明

日香について、本件に至るまでの被告人との関係、特に、被告人から繰り

返し暴行を受けてきたことに鑑みると、被告人の面前で証言することによ

り圧迫を受け、精神の平穏を著しく害されるおそれがあるため、被告人と

証人小沢明日香との間で遮へいの措置をとることが相当であるとの意見書

を提出した。 
 

１０ 第４回公判前整理手続期日（４月２３日） 

弁護人は、追加で請求された甲１９及び２０については同意、甲２１ない

し２３については異議なし、甲２１の遮へいについてはしかるべくとの意見

を述べ、検察官は、弁１及び２は同意すると述べた。 
また、検察官は、甲１ないし１３及び１８はいずれも撤回すると述べ、弁

護人は、弁１及び２を撤回すると述べた。 
以上のやり取りが行われた後、別紙６ないし８のとおり、事件の争点及び

証拠の整理の結果が確認され、審理計画が策定されて、公判前整理手続が終

了した。 

  

－  4  －
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（別紙１） 
 

- 5 - 
 

証明予定事実記載書 
令和８年２月１０日   

熊本地方裁判所刑事部 殿 
 
             熊本地方検察庁 
              検察官 検事  中   島   陽   介 ㊞   

              検察官 検事  山   岡   志   保 ㊞   

 
被告人三上雄介に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件につき、検察官が証拠に

より証明しようとする事実は、下記のとおりである。 
記 

第１ 小沢武久方の状況等 
１ 小沢武久方（以下、「小沢方」という。）は、平成２０年に新築

された木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建家屋（床面積合計７６．５１

平方メートル）であり、本件当時、小沢武久（以下、「武久」とい

う。）とその娘である小沢明日香（以下、「明日香」という。）が居

住していた。 
２ 小沢方は、北東角に玄関が設けられ、玄関を入ると廊下があり、

家屋の中心に設けられた居間まで通じていた。居間を中心とし

て、北西側に８畳洋室（武久の自室）、南西側に８畳和室、南東側

に６畳洋室（寝室）が設けられるなどしていた。 
第２ 犯行に至る経緯 

１ 被告人は、令和５年頃、スナックに勤務する明日香と知り合い、

令和６年頃から交際して内縁関係に至り、共に生活するようにな

った。 
被告人は、令和７年１０月以降、一、二週間に１回ほどの頻度

で、明日香に暴力を振るうようになった。 
２ 被告人の暴力に嫌気がさした明日香は、令和７年１２月４日、

実家である小沢方に戻ることとし、被告人と明日香は内縁関係を

解消した。 
３ 被告人は、同月１６日（以下、「本件当日」という。）、被告人が

負担していた明日香の携帯電話料金等の清算について話し合い

たいと言って、明日香を被告人方に呼びつけた。明日香は武久と

共に同日午後５時頃に被告人方を訪れたが、上記料金の清算につ

いて話がまとまらなかったことから、被告人は本件当日午後６時

頃までの間、武久と明日香に対し、一方的に顔面を殴るなどの暴

行を加えた。 
武久と明日香は、本件当日午後６時過ぎ、小沢方に帰宅して警

察を呼び、上記暴行被害を申告した。申告を聞いた警察官は、明

証拠関係 
甲２、１４、１６ 
 
 
 
 
甲１ 
 
 
 
 
甲１６、乙２ 
 
 
 
 
甲１６ 
 
 
甲１４、１６、乙

２ 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

- 4 - 
 

足跡に関する事実については、弁護人としても、被告人に当該スニ

ーカーを購入した店舗や時期について記憶を喚起するよう伝えてい

るところであり、それが判明したら当該店舗へ確認する予定である。

また、玄関内に他の足跡が残されていないかについても関係証拠の

開示を受けて確認するため、相応の検討期間をいただきたい。もっと

も、この事実については、検察官に確認しておきたいことがある。起

訴状によれば、被告人は寝室窓から侵入したとされているが、問題と

なっている玄関内に遺留された足跡が本件犯行時に犯人が残したも

のであることはどのように立証する予定なのか。 
裁判長 

今、弁護人において指摘された点については立証の要否と関連す

るため裁判所も関心を持っている。 

中島検察官 

弁護人及び裁判所からの指摘を踏まえ、足跡に関する事実について

は、立証の要否を含めて検討し、４月１７日までに連絡する。 

 
以上のほか、検察官は、これまでの争点整理の経過を踏まえ、４月１７日

までに、弁号証に対する証拠意見を明らかにし、また、追加の証拠請求を行

う旨述べた。 
 

９ 検察官による証拠調べ請求等（４月１７日） 

検察官は、裁判所及び弁護人に対し、弁１及び２は同意する見込みであ

るが、追加証明予定事実記載書の３記載の事実は主張せず、これに関連す

る証拠も撤回予定であるとの連絡をした。また、検察官は、証拠調べ請求

（別紙７の表の甲１９ないし２３）を行うとともに、甲２１の証人小沢明

日香について、本件に至るまでの被告人との関係、特に、被告人から繰り

返し暴行を受けてきたことに鑑みると、被告人の面前で証言することによ

り圧迫を受け、精神の平穏を著しく害されるおそれがあるため、被告人と

証人小沢明日香との間で遮へいの措置をとることが相当であるとの意見書

を提出した。 
 

１０ 第４回公判前整理手続期日（４月２３日） 

弁護人は、追加で請求された甲１９及び２０については同意、甲２１ない

し２３については異議なし、甲２１の遮へいについてはしかるべくとの意見

を述べ、検察官は、弁１及び２は同意すると述べた。 
また、検察官は、甲１ないし１３及び１８はいずれも撤回すると述べ、弁

護人は、弁１及び２を撤回すると述べた。 
以上のやり取りが行われた後、別紙６ないし８のとおり、事件の争点及び

証拠の整理の結果が確認され、審理計画が策定されて、公判前整理手続が終

了した。 

  

－  5  －
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（別紙２） 
 

- 7 - 
 

令和８年 第３４号 住居侵入、現住建造物等放火被告事件 

 

予定主張記載書面 

                              令和８年３月６日   
 
 熊本地方裁判所刑事部 御中 
 
               被 告 人  三   上   雄   介 
               主任弁護人  尾   崎   絵   梨 印    
               弁 護 人  湯   田   幸 太 郎 印    

 
 弁護人が公判期日においてすることを予定している主張は、以下のとおりである。 
  
 被告人は、本件放火の犯人ではない。 

以 上  
（受付日付印 省略） 

 

  

 
 

- 6 - 
 

日香らに対し、南熊本警察署で事情聴取を受けるよう勧めた。 
そこで、明日香らは、本件当日午後７時頃、南熊本警察署へ向

かった。その際、武久らは小沢方の玄関ドア等の施錠をしたが、

寝室の窓の施錠を失念した。 
第３ 犯行状況等 
１ 被告人は、本件当日の夜、南熊本警察署駐車場に武久が使用す

る車両が駐車されているのを見て、武久らが被害申告をしたこと

を知った。 
２ 被告人は、武久らが被害申告をしたことなどに立腹し、その腹

いせに小沢方に放火しようと考え、その後、小沢方に侵入し、灯

油をまいて火を放ち、公訴事実記載の犯行に及んだ。  
３ 同犯行による火災は、本件当日午後１０時２５分頃、近隣住民

による１１９番通報により消防が覚知し、消火活動の結果、本件

当日午後１１時３８分頃に鎮火した。 
第４ 犯行後の状況 

被告人は、翌１７日午前１時３５分頃、友人の藤江仁（以下、

「藤江」という。）に電話をかけ、車両搬送車を運転して自らを迎

えに来るように依頼した。被告人は、被告人方付近で、車両搬送

車で迎えに来た藤江と合流し、車両搬送車に被告人が使用してい

た車両を積み込んだ。 
被告人は、藤江に対し、南熊本警察署に向かうよう指示した。

そして、被告人及び藤江は、車両搬送車で南熊本警察署付近に行

き、同所駐車場に、武久が使用する車両が駐車されていることを

確認した。 
その上で、被告人は、藤江に、「希望が丘地区の方で火事があっ

たらしいので、見に行きたい。」などと言った。これに対し、藤江

が、希望が丘地区のどこで火事があったのか尋ねたところ、被告

人は、「嫁の実家」と答えた。そして、被告人は、藤江と共に、小

沢方付近まで行った。 
第５ その他情状等 
                           以 上  

 
 
 
 
 
乙２ 
 
 
甲１、４ないし

１３、１５ 
 
甲３、４ 
 
 
甲１７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
甲１８ 

（受付日付印 省略） 
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（別紙２） 
 

- 7 - 
 

令和８年 第３４号 住居侵入、現住建造物等放火被告事件 

 

予定主張記載書面 

                              令和８年３月６日   
 
 熊本地方裁判所刑事部 御中 
 
               被 告 人  三   上   雄   介 
               主任弁護人  尾   崎   絵   梨 印    
               弁 護 人  湯   田   幸 太 郎 印    

 
 弁護人が公判期日においてすることを予定している主張は、以下のとおりである。 
  
 被告人は、本件放火の犯人ではない。 

以 上  
（受付日付印 省略） 

 

  

 
 

- 6 - 
 

日香らに対し、南熊本警察署で事情聴取を受けるよう勧めた。 
そこで、明日香らは、本件当日午後７時頃、南熊本警察署へ向

かった。その際、武久らは小沢方の玄関ドア等の施錠をしたが、

寝室の窓の施錠を失念した。 
第３ 犯行状況等 
１ 被告人は、本件当日の夜、南熊本警察署駐車場に武久が使用す

る車両が駐車されているのを見て、武久らが被害申告をしたこと

を知った。 
２ 被告人は、武久らが被害申告をしたことなどに立腹し、その腹

いせに小沢方に放火しようと考え、その後、小沢方に侵入し、灯

油をまいて火を放ち、公訴事実記載の犯行に及んだ。  
３ 同犯行による火災は、本件当日午後１０時２５分頃、近隣住民

による１１９番通報により消防が覚知し、消火活動の結果、本件

当日午後１１時３８分頃に鎮火した。 
第４ 犯行後の状況 

被告人は、翌１７日午前１時３５分頃、友人の藤江仁（以下、

「藤江」という。）に電話をかけ、車両搬送車を運転して自らを迎

えに来るように依頼した。被告人は、被告人方付近で、車両搬送

車で迎えに来た藤江と合流し、車両搬送車に被告人が使用してい

た車両を積み込んだ。 
被告人は、藤江に対し、南熊本警察署に向かうよう指示した。

そして、被告人及び藤江は、車両搬送車で南熊本警察署付近に行

き、同所駐車場に、武久が使用する車両が駐車されていることを

確認した。 
その上で、被告人は、藤江に、「希望が丘地区の方で火事があっ

たらしいので、見に行きたい。」などと言った。これに対し、藤江

が、希望が丘地区のどこで火事があったのか尋ねたところ、被告

人は、「嫁の実家」と答えた。そして、被告人は、藤江と共に、小

沢方付近まで行った。 
第５ その他情状等 
                           以 上  

 
 
 
 
 
乙２ 
 
 
甲１、４ないし

１３、１５ 
 
甲３、４ 
 
 
甲１７ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
甲１８ 

（受付日付印 省略） 
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（別紙４） 

- 9 - 
 

追加証明予定事実記載書 
令和８年３月２３日   

 熊本地方裁判所刑事部 殿 
 
             熊本地方検察庁 
              検察官 検事  中   島   陽   介 ㊞   

              検察官 検事  山   岡   志   保 ㊞   

 
被告人三上雄介に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件につき、検察官が証拠に

より証明しようとする事実は、下記のとおりである。 
記 

 被告人が本件放火の犯人であることに関する間接事実は、以下のと

おりである。 
１ 動機があること  

被告人は、令和７年１０月頃から繰り返し明日香に対して暴力を

振るっていたところ、本件当日、明日香及び武久に対する暴行事件

を起こし、同人らが警察に被害申告をしたことを知ったことから、

武久らに対し、逆恨みからの強い怒りの感情を抱いており、本件放

火の動機がある。 
２ 小沢方に遺留されたたばこの吸い殼に付着していただ液のＤＮ

Ａ型が被告人のＤＮＡ型と一致したこと 
武久は、本件放火の２日後に小沢方の片付けをし始めた際、北西

側８畳洋室（武久の自室）に置かれた灰皿内から、自身が吸ったた

ばこの吸い殻１本のほかに、家族の吸うたばこではない銘柄の吸い

殻２本を発見した。 
 この２本の吸い殼の吸い口部分に付着していただ液のＤＮＡ型

鑑定を行ったところ、被告人のＤＮＡ型と一致した。 
 なお、被告人が本件より前に小沢方を訪れたのは、令和７年９月

頃であり、その際、被告人は喫煙したが、そのたばこの吸い殻は庭

に捨てられていたため、武久がごみ箱に捨てた。また、北西側８畳

洋室（武久の自室）で最後にたばこが吸われたのは、武久が同年１

２月１４日に吸った時である。 
３ 小沢方玄関内に遺留された足跡が、被告人方から押収されたスニ

ーカーの靴底と同種であったこと 
  小沢方玄関内に遺留された足跡と、逮捕後に、被告人方から押収

されたスニーカーの靴底の模様を対照したところ、同種であった。

このスニーカーは、被告人が普段から履いていたものである。 
４ 被告人が、本件放火を知っている言動を行ったこと 

被告人は、同月１７日午前２時頃、藤江仁に指示し、小沢方の様

子を見に行く際、「希望が丘地区の方で火事があったらしいので、

証拠関係 
 
甲１４、１６、乙

２ 
 
 
 
 
甲１、５ないし

１０、１５、１６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
甲１１ないし１

３、１６ 
 
 
 
甲１７ 

 
（別紙３） 

- 8 - 
 

令和８年 第３４号 住居侵入、現住建造物等放火被告事件 

 

証拠意見書 

                              令和８年３月６日   
 
 熊本地方裁判所刑事部 御中 
 
               被 告 人  三   上   雄   介      
               主任弁護人  尾   崎   絵   梨 印    
               弁 護 人  湯   田   幸 太 郎 印   

 
 検察官請求証拠に対する弁護人の意見は、以下のとおりである。 
  
甲１ないし４  同意 
甲５      （省略）は不同意、その余同意 
甲６ないし１４ 同意 
甲１５     不同意 
甲１６     （省略）は不同意、その余同意 
甲１７、１８  不同意 
乙１、２    不同意 
乙３      同意 
                                    以 上  
（受付日付印 省略） 

  

－  8  －
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（別紙４） 

- 9 - 
 

追加証明予定事実記載書 
令和８年３月２３日   

 熊本地方裁判所刑事部 殿 
 
             熊本地方検察庁 
              検察官 検事  中   島   陽   介 ㊞   

              検察官 検事  山   岡   志   保 ㊞   

 
被告人三上雄介に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件につき、検察官が証拠に

より証明しようとする事実は、下記のとおりである。 
記 

 被告人が本件放火の犯人であることに関する間接事実は、以下のと

おりである。 
１ 動機があること  

被告人は、令和７年１０月頃から繰り返し明日香に対して暴力を

振るっていたところ、本件当日、明日香及び武久に対する暴行事件

を起こし、同人らが警察に被害申告をしたことを知ったことから、

武久らに対し、逆恨みからの強い怒りの感情を抱いており、本件放

火の動機がある。 
２ 小沢方に遺留されたたばこの吸い殼に付着していただ液のＤＮ

Ａ型が被告人のＤＮＡ型と一致したこと 
武久は、本件放火の２日後に小沢方の片付けをし始めた際、北西

側８畳洋室（武久の自室）に置かれた灰皿内から、自身が吸ったた

ばこの吸い殻１本のほかに、家族の吸うたばこではない銘柄の吸い

殻２本を発見した。 
 この２本の吸い殼の吸い口部分に付着していただ液のＤＮＡ型

鑑定を行ったところ、被告人のＤＮＡ型と一致した。 
 なお、被告人が本件より前に小沢方を訪れたのは、令和７年９月

頃であり、その際、被告人は喫煙したが、そのたばこの吸い殻は庭

に捨てられていたため、武久がごみ箱に捨てた。また、北西側８畳

洋室（武久の自室）で最後にたばこが吸われたのは、武久が同年１

２月１４日に吸った時である。 
３ 小沢方玄関内に遺留された足跡が、被告人方から押収されたスニ

ーカーの靴底と同種であったこと 
  小沢方玄関内に遺留された足跡と、逮捕後に、被告人方から押収

されたスニーカーの靴底の模様を対照したところ、同種であった。

このスニーカーは、被告人が普段から履いていたものである。 
４ 被告人が、本件放火を知っている言動を行ったこと 

被告人は、同月１７日午前２時頃、藤江仁に指示し、小沢方の様

子を見に行く際、「希望が丘地区の方で火事があったらしいので、

証拠関係 
 
甲１４、１６、乙

２ 
 
 
 
 
甲１、５ないし

１０、１５、１６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
甲１１ないし１

３、１６ 
 
 
 
甲１７ 

 
（別紙３） 
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令和８年 第３４号 住居侵入、現住建造物等放火被告事件 

 

証拠意見書 

                              令和８年３月６日   
 
 熊本地方裁判所刑事部 御中 
 
               被 告 人  三   上   雄   介      
               主任弁護人  尾   崎   絵   梨 印    
               弁 護 人  湯   田   幸 太 郎 印   

 
 検察官請求証拠に対する弁護人の意見は、以下のとおりである。 
  
甲１ないし４  同意 
甲５      （省略）は不同意、その余同意 
甲６ないし１４ 同意 
甲１５     不同意 
甲１６     （省略）は不同意、その余同意 
甲１７、１８  不同意 
乙１、２    不同意 
乙３      同意 
                                    以 上  
（受付日付印 省略） 

  

－  9  －

　　　　　121



 
（別紙５） 
 

- 11 - 
 

令和８年 第３４号 住居侵入、現住建造物等放火被告事件 

 

予定主張記載書面２ 

                              令和８年４月３日   
 
熊本地方裁判所刑事部 御中 
 
               被 告 人  三   上   雄   介      
               主任弁護人  尾   崎   絵   梨 印    
               弁 護 人  湯   田   幸 太 郎 印   

 
弁護人が公判期日においてすることを予定している主張は、以下のとおりである。 

 
 被告人が本件放火の犯人であると検察官が主張する根拠となっている間接事実につき、

弁護人の主張は次のとおりである。 
１ 動機について 
  被告人が南熊本警察署駐車場に武久が使用する車両が駐車されているのを見て、明日

香らが警察に被害申告をしたと認識したが、被害申告に立腹し、その腹いせに小沢方に

放火しようと考え、公訴事実記載の犯行に及んだことはない。また、被告人が明日香に

対し暴力を振るったことがあることは否定しないが、令和７年１０月頃から繰り返し暴

力を振るっていたという事実はない。 
２ たばこの吸い殻のＤＮＡ型について 

小沢方から発見されたたばこの吸い殼から被告人のＤＮＡ型が検出されたが、これら

は本件当日に被告人が遺留したものではない。 
３ 足跡について 

被告人方から押収されたスニーカーは、令和７年１２月下旬、被告人がショッピング

モールで購入したものであり、本件当時には被告人は履いていなかった。また、同種の

スニーカーは、市場に多量に流通しているものであるから、被告人以外の者が残した足

跡である。いずれにしても、小沢方玄関内に遺留された足跡は、被告人のスニーカーに

より残されたものとはいえない。 
４ 藤江仁に対する言動について 
  被告人が藤江に「希望が丘地区の方で火事があったらしいので、見に行きたい。」と

言って、藤江と共に、小沢方付近まで行った。しかし、希望が丘地区のどこで火事が

あったのかとの藤江からの質問に対し、被告人が「嫁の実家」と答えたことはない。 
                                    以 上  
（受付日付印 省略）

 
 

- 10 - 
 

見に行きたい。」、「嫁の実家」などと述べ、小沢方が火災に遭った

ことを既に知っていた。 
以 上 

（受付日付印 省略） 

 

－  10  －

　　　　　122



 
（別紙５） 
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令和８年 第３４号 住居侵入、現住建造物等放火被告事件 

 

予定主張記載書面２ 

                              令和８年４月３日   
 
熊本地方裁判所刑事部 御中 
 
               被 告 人  三   上   雄   介      
               主任弁護人  尾   崎   絵   梨 印    
               弁 護 人  湯   田   幸 太 郎 印   

 
弁護人が公判期日においてすることを予定している主張は、以下のとおりである。 

 
 被告人が本件放火の犯人であると検察官が主張する根拠となっている間接事実につき、

弁護人の主張は次のとおりである。 
１ 動機について 
  被告人が南熊本警察署駐車場に武久が使用する車両が駐車されているのを見て、明日

香らが警察に被害申告をしたと認識したが、被害申告に立腹し、その腹いせに小沢方に

放火しようと考え、公訴事実記載の犯行に及んだことはない。また、被告人が明日香に

対し暴力を振るったことがあることは否定しないが、令和７年１０月頃から繰り返し暴

力を振るっていたという事実はない。 
２ たばこの吸い殻のＤＮＡ型について 

小沢方から発見されたたばこの吸い殼から被告人のＤＮＡ型が検出されたが、これら

は本件当日に被告人が遺留したものではない。 
３ 足跡について 

被告人方から押収されたスニーカーは、令和７年１２月下旬、被告人がショッピング

モールで購入したものであり、本件当時には被告人は履いていなかった。また、同種の

スニーカーは、市場に多量に流通しているものであるから、被告人以外の者が残した足

跡である。いずれにしても、小沢方玄関内に遺留された足跡は、被告人のスニーカーに

より残されたものとはいえない。 
４ 藤江仁に対する言動について 
  被告人が藤江に「希望が丘地区の方で火事があったらしいので、見に行きたい。」と

言って、藤江と共に、小沢方付近まで行った。しかし、希望が丘地区のどこで火事が

あったのかとの藤江からの質問に対し、被告人が「嫁の実家」と答えたことはない。 
                                    以 上  
（受付日付印 省略）

 
 

- 10 - 
 

見に行きたい。」、「嫁の実家」などと述べ、小沢方が火災に遭った

ことを既に知っていた。 
以 上 

（受付日付印 省略） 

 

－  11  －

　　　　　123
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 中島検察官及び主任弁護人

   裁判員法６５条１項本文により、訴訟関係人の尋問等を記録媒体に記

録することについて、異議はない。 
 裁 判 長 
   裁判員法６５条１項本文により、訴訟関係人の尋問等を記録媒体に記

録する旨決定 
公判の審理予定 

  裁 判 長 
    公判の審理予定は、別紙８「審理計画」のとおり 
指定した裁判員等選任手続期日 
    令和８年６月５日 
指定告知した公判期日 
    令和８年６月８日午前１０時００分 
    令和８年６月９日午前１０時００分 

令和８年６月１２日午後３時３０分 
令和８年４月２４日 

        熊本地方裁判所刑事部 
            裁判所書記官   城  山  瑛  一 ㊞



 
（別紙６） 
 

- 12 - 
 

  裁判長（官） 
認    印 ㊞ 

令 和 ８ 年 第 ３ ４ 号 

第第 ４４ 回回 公公 判判 前前 整整 理理 手手 続続 調調 書書  （手続） 

被 告 人 氏 名 三  上   雄  介 出 頭 

被 告 事 件 名 住居侵入、現住建造物等放火 

公判前整理手続をした年月日  令 和 8 年 4 月 ２ 3 日 
公判前整理手続をした場所  熊 本 地 方 裁 判 所 第 ２ ０ ２ 号 法 廷 
公判前整理手続をした裁判所  熊 本 地 方 裁 判 所 刑 事 部 
裁 判 長 裁 判 官  矢 代 真一郎 
裁 判 官  福 島 智 子 
裁 判 官  西 倉 勇 悟 
裁 判 所 書 記 官  城 山 瑛 一 
出 頭 し た 検 察 官   中 島 陽 介、山 岡 志 保 
出 頭 し た 弁 護 人  （主任）尾 崎 絵 梨、湯 田 幸太郎 
証拠調べ等 

証拠等関係カード記載のとおり（その内容は、別紙７記載のとおり） 
争点及び証拠の整理の結果の確認 
  裁 判 長 
   争点整理の結果 

本件の争点は、被告人が本件放火の犯人であるか否かである。 
検察官は、①小沢方に遺留されたたばこの吸い殻に付着していただ

液のＤＮＡ型が被告人のＤＮＡ型と一致していたこと、②被告人が、犯

行後に友人の藤江仁に対して本件放火を知っている旨の発言をしたこ

と、③被告人には小沢方に放火する動機があることから、被告人が本件

放火の犯人であると認められると主張する。 
弁護人は、①小沢方から発見されたたばこの吸い殻は、本件当日に被

告人が遺留したものではない、②検察官が主張する上記②③の各事実

はいずれも存在しない旨主張している。 
   証拠の整理の結果 
    証拠等関係カード記載のとおり（その内容は、別紙７記載のとおり） 
  中島検察官及び主任弁護人 
    上記の結果に相違はない。 
公判審理の予定に関する事項 
記録媒体への記録について 

－  12  －

　　　　　124



 
 

- 13 - 
 

 中島検察官及び主任弁護人

   裁判員法６５条１項本文により、訴訟関係人の尋問等を記録媒体に記

録することについて、異議はない。 
 裁 判 長 
   裁判員法６５条１項本文により、訴訟関係人の尋問等を記録媒体に記

録する旨決定 
公判の審理予定 

  裁 判 長 
    公判の審理予定は、別紙８「審理計画」のとおり 
指定した裁判員等選任手続期日 
    令和８年６月５日 
指定告知した公判期日 
    令和８年６月８日午前１０時００分 
    令和８年６月９日午前１０時００分 

令和８年６月１２日午後３時３０分 
令和８年４月２４日 

        熊本地方裁判所刑事部 
            裁判所書記官   城  山  瑛  一 ㊞



 
（別紙６） 
 

- 12 - 
 

  裁判長（官） 
認    印 ㊞ 

令 和 ８ 年 第 ３ ４ 号 

第第 ４４ 回回 公公 判判 前前 整整 理理 手手 続続 調調 書書  （手続） 

被 告 人 氏 名 三  上   雄  介 出 頭 

被 告 事 件 名 住居侵入、現住建造物等放火 

公判前整理手続をした年月日  令 和 8 年 4 月 ２ 3 日 
公判前整理手続をした場所  熊 本 地 方 裁 判 所 第 ２ ０ ２ 号 法 廷 
公判前整理手続をした裁判所  熊 本 地 方 裁 判 所 刑 事 部 
裁 判 長 裁 判 官  矢 代 真一郎 
裁 判 官  福 島 智 子 
裁 判 官  西 倉 勇 悟 
裁 判 所 書 記 官  城 山 瑛 一 
出 頭 し た 検 察 官   中 島 陽 介、山 岡 志 保 
出 頭 し た 弁 護 人  （主任）尾 崎 絵 梨、湯 田 幸太郎 
証拠調べ等 

証拠等関係カード記載のとおり（その内容は、別紙７記載のとおり） 
争点及び証拠の整理の結果の確認 
  裁 判 長 
   争点整理の結果 

本件の争点は、被告人が本件放火の犯人であるか否かである。 
検察官は、①小沢方に遺留されたたばこの吸い殻に付着していただ

液のＤＮＡ型が被告人のＤＮＡ型と一致していたこと、②被告人が、犯

行後に友人の藤江仁に対して本件放火を知っている旨の発言をしたこ

と、③被告人には小沢方に放火する動機があることから、被告人が本件

放火の犯人であると認められると主張する。 
弁護人は、①小沢方から発見されたたばこの吸い殻は、本件当日に被

告人が遺留したものではない、②検察官が主張する上記②③の各事実

はいずれも存在しない旨主張している。 
   証拠の整理の結果 
    証拠等関係カード記載のとおり（その内容は、別紙７記載のとおり） 
  中島検察官及び主任弁護人 
    上記の結果に相違はない。 
公判審理の予定に関する事項 
記録媒体への記録について 

－  13  －

　　　　　125
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甲16 小沢明日香の検察官

調書 

被害に至る経緯、被害状況、

被告人が履いていたスニー

カー、処罰感情等 

（省略）は

不同意、そ

の余同意 
留保 

甲17 藤江仁の検察官調書 犯行後の被告人の言動等 不同意 留保 

甲18 
報告書 
（司法巡査 木村亜矢

美）  
近隣住民の処罰感情等 不同意 撤回 

甲19 統合捜査報告書１ 
（検察官 山岡志保） 被害家屋の状況等 同意 採用 

甲20 統合捜査報告書２ 
（検察官 山岡志保） 

吸い殻と被告人の血液の

DNA型鑑定結果について 同意 採用 

甲21 小沢明日香の証人尋

問 甲16と同じ 異議なし 採用 

甲22 小沢武久の証人尋問 甲14、15と同じ 異議なし 採用 
甲23 藤江仁の証人尋問 甲17と同じ 異議なし 採用 
乙1 被告人の警察官調書 被告人の身上、経歴 不同意 留保 
乙2 被告人の検察官調書 弁解状況 不同意 留保 
乙3 戸籍謄本 身上関係 同意 採用 

弁1 捜査報告書 
（司法巡査 杉山渚） 

被告人が履いていたスニー

カーの生産状況 同意 撤回 

弁2 

電話聴取書（メーカ

ー） 
（弁護人  湯田幸太

郎） 

弁護人が同スニーカーの売

上げ、流通状況についてメー

カーに問い合わせた結果に

ついて 

同意 撤回 

 
（別紙７） 

- 14 -  
 

番号 標   目 立 証 趣 旨 証拠意見 採否 

甲1 実況見分調書 
（司法警察員 八木祐） 犯行現場の状況等 同意 撤回 

甲2 
全部事項証明書 
（熊本法務局 登記官 

末田律子） 
被害家屋の構造、床面積等 同意 撤回 

甲3 
捜査報告書 
（司法警察員 坂田邦

明） 
焼損面積の特定等 同意 撤回 

甲4 
火災原因報告書 
（南熊本消防署 消防

吏員 日比野史也） 
本件の火災原因 同意 撤回 

甲5 実況見分調書 
（司法警察員 八木祐） 

被害者方に遺留された吸い

殻２本の発見状況 

（省略）は

不同意、そ

の余同意 
撤回 

甲6 
鑑定嘱託書（謄本） 
（司法警察員 青山昭

宗） 
前記吸い殻２本の鑑定嘱託 同意 撤回 

甲7 
鑑定結果回答書 
（科学捜査研究所 警

察技術吏員 影山早織） 

同吸い殻の吸い口にだ液の

付着が認められたこと及び

そのDNA型 
同意 撤回 

甲8 身体検査調書 
（司法警察員 田代航）  被告人からの採血状況 同意 撤回 

甲9 
鑑定嘱託書（謄本） 
（司法警察員 青山昭

宗） 

被告人から採血した血液の

DNA型の鑑定嘱託 同意 撤回 

甲10 
鑑定結果回答書 
（科学捜査研究所 警

察技術吏員 影山早織） 
同鑑定の結果 同意 撤回 

甲11 
捜査報告書 
（司法警察員 直江圭

太） 

被害者方に遺留された足跡

の状況等 同意 撤回 

甲12 
被疑者足跡照会票（謄

本） 
（司法警察員 国村良

美） 

被告人が履いていたスニー

カー底の対照照会 同意 撤回 

甲13 
遺留足跡等回答書 
（司法警察員 権田栄

三） 

被害者方玄関の遺留足跡と

前記スニーカーは同種であ

ること 
同意 撤回 

甲14 小沢武久の検察官調

書 
被害に至る経緯、被害状況、

処罰感情 同意 留保 

甲15 小沢武久の検察官調

書 
被害者方で吸い殻を発見し

た経緯等 不同意 留保 

－  14  －
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甲16 小沢明日香の検察官

調書 

被害に至る経緯、被害状況、

被告人が履いていたスニー

カー、処罰感情等 

（省略）は

不同意、そ

の余同意 
留保 

甲17 藤江仁の検察官調書 犯行後の被告人の言動等 不同意 留保 

甲18 
報告書 
（司法巡査 木村亜矢

美）  
近隣住民の処罰感情等 不同意 撤回 

甲19 統合捜査報告書１ 
（検察官 山岡志保） 被害家屋の状況等 同意 採用 

甲20 統合捜査報告書２ 
（検察官 山岡志保） 

吸い殻と被告人の血液の

DNA型鑑定結果について 同意 採用 

甲21 小沢明日香の証人尋

問 甲16と同じ 異議なし 採用 

甲22 小沢武久の証人尋問 甲14、15と同じ 異議なし 採用 
甲23 藤江仁の証人尋問 甲17と同じ 異議なし 採用 
乙1 被告人の警察官調書 被告人の身上、経歴 不同意 留保 
乙2 被告人の検察官調書 弁解状況 不同意 留保 
乙3 戸籍謄本 身上関係 同意 採用 

弁1 捜査報告書 
（司法巡査 杉山渚） 

被告人が履いていたスニー

カーの生産状況 同意 撤回 

弁2 

電話聴取書（メーカ

ー） 
（弁護人  湯田幸太

郎） 

弁護人が同スニーカーの売

上げ、流通状況についてメー

カーに問い合わせた結果に

ついて 

同意 撤回 

 
（別紙７） 
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番号 標   目 立 証 趣 旨 証拠意見 採否 

甲1 実況見分調書 
（司法警察員 八木祐） 犯行現場の状況等 同意 撤回 

甲2 
全部事項証明書 
（熊本法務局 登記官 

末田律子） 
被害家屋の構造、床面積等 同意 撤回 

甲3 
捜査報告書 
（司法警察員 坂田邦

明） 
焼損面積の特定等 同意 撤回 

甲4 
火災原因報告書 
（南熊本消防署 消防

吏員 日比野史也） 
本件の火災原因 同意 撤回 

甲5 実況見分調書 
（司法警察員 八木祐） 

被害者方に遺留された吸い

殻２本の発見状況 

（省略）は

不同意、そ

の余同意 
撤回 

甲6 
鑑定嘱託書（謄本） 
（司法警察員 青山昭

宗） 
前記吸い殻２本の鑑定嘱託 同意 撤回 

甲7 
鑑定結果回答書 
（科学捜査研究所 警

察技術吏員 影山早織） 

同吸い殻の吸い口にだ液の

付着が認められたこと及び

そのDNA型 
同意 撤回 

甲8 身体検査調書 
（司法警察員 田代航）  被告人からの採血状況 同意 撤回 

甲9 
鑑定嘱託書（謄本） 
（司法警察員 青山昭

宗） 

被告人から採血した血液の

DNA型の鑑定嘱託 同意 撤回 

甲10 
鑑定結果回答書 
（科学捜査研究所 警

察技術吏員 影山早織） 
同鑑定の結果 同意 撤回 

甲11 
捜査報告書 
（司法警察員 直江圭

太） 

被害者方に遺留された足跡

の状況等 同意 撤回 

甲12 
被疑者足跡照会票（謄

本） 
（司法警察員 国村良

美） 

被告人が履いていたスニー

カー底の対照照会 同意 撤回 

甲13 
遺留足跡等回答書 
（司法警察員 権田栄

三） 

被害者方玄関の遺留足跡と

前記スニーカーは同種であ

ること 
同意 撤回 

甲14 小沢武久の検察官調

書 
被害に至る経緯、被害状況、

処罰感情 同意 留保 

甲15 小沢武久の検察官調

書 
被害者方で吸い殻を発見し

た経緯等 不同意 留保 
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記記  録録  編編 
（公判審理） 

 
  

 

（別紙８） 
 
 

- 16 - 

審理計画 

６月８日（月）／１日目 ２０２号法廷 

10:00～10:40 冒頭手続、冒頭陳述（検察官、弁護人）、結果顕出 
10:40～11:00 休憩 
11:00～12:00 書証の取調べ、明日香証人の尋問（主尋問・反対尋問） 
12:00～13:10 休憩 
13:10～14:00 武久証人の尋問（主尋問・反対尋問） 
14:00～14:20 休憩 
14:20～14:50 藤江証人の尋問（主尋問・反対尋問） 
14:50～15:20 被告人質問（主質問） 
15:20～15:40 休憩 
15:40～16:40 被告人質問（反対質問） 
 

６月９日（火）／２日目 ２０２号法廷 

10:00～10:40 論告、弁論 
 

６月１２日（金）／３日目 ２０２号法廷 

15:30～15:45 判決宣告 
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記記  録録  編編 
（公判審理） 
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第３ 公判期日の概要 

 １ 第１回公判期日（６月８日） 

  ⑴ 冒頭手続 

 ア 人定質問 
 
 イ 起訴状朗読 

 
 ウ 黙秘権告知 

 
 エ 被告事件に対する陳述  

被告人  
    全く身に覚えがありません。 

弁護人 
    被告人は、起訴状に書かれた日時に、小沢さんの家に行ったこと

はなく、また、火を放っていません。被告人は、無罪です。 
 

⑵ 証拠調べ手続 

 ア 冒頭陳述 

検察官及び弁護人により冒頭陳述が行われたが、その内容は別紙９

記載のとおりである。 
 

   イ 公判前整理手続の結果顕出 
 
 ウ 同意書証、証拠物の取調べ 

同意書証及び証拠物が取り調べられた（別紙１０）。 
 

   エ 証人尋問、被告人質問 
証人小沢明日香、証人小沢武久並びに証人藤江仁の各尋問及び被告

人質問が実施されたが、その内容は別紙１１記載のとおりである。 
 

   オ 証拠整理 
採否が留保されていた甲１４ないし１７、乙１、２について、いず

れも検察官が請求を撤回した。 
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第３ 公判期日の概要 

 １ 第１回公判期日（６月８日） 

  ⑴ 冒頭手続 

 ア 人定質問 
 
 イ 起訴状朗読 

 
 ウ 黙秘権告知 

 
 エ 被告事件に対する陳述  

被告人  
    全く身に覚えがありません。 

弁護人 
    被告人は、起訴状に書かれた日時に、小沢さんの家に行ったこと

はなく、また、火を放っていません。被告人は、無罪です。 
 

⑵ 証拠調べ手続 

 ア 冒頭陳述 

検察官及び弁護人により冒頭陳述が行われたが、その内容は別紙９

記載のとおりである。 
 

   イ 公判前整理手続の結果顕出 
 
 ウ 同意書証、証拠物の取調べ 

同意書証及び証拠物が取り調べられた（別紙１０）。 
 

   エ 証人尋問、被告人質問 
証人小沢明日香、証人小沢武久並びに証人藤江仁の各尋問及び被告

人質問が実施されたが、その内容は別紙１１記載のとおりである。 
 

   オ 証拠整理 
採否が留保されていた甲１４ないし１７、乙１、２について、いず

れも検察官が請求を撤回した。 
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被告人が本件放火の犯人であるか否か
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２ 第２回公判期日（６月９日） 

⑴ 論告 
検察官により論告が行われたが、その内容は論告要旨（添付省略）

のとおりである。 
 

  ⑵ 弁論 
弁護人により弁論が行われたが、その内容は弁論要旨（添付省略）

記載のとおりである。 
 
⑶ 最終陳述 

私は、今回の放火事件には何も関わっていません。信じてください。 
 

 ３ 第３回公判期日（６月１２日） 
判決宣告 

  

－  18  －
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２ 第２回公判期日（６月９日） 

⑴ 論告 
検察官により論告が行われたが、その内容は論告要旨（添付省略）

のとおりである。 
 

  ⑵ 弁論 
弁護人により弁論が行われたが、その内容は弁論要旨（添付省略）

記載のとおりである。 
 
⑶ 最終陳述 

私は、今回の放火事件には何も関わっていません。信じてください。 
 

 ３ 第３回公判期日（６月１２日） 
判決宣告 

  

（別紙９）

- 19 -

被告人が本件放火の犯人であるか否か
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  ⑴ 玄関の状況 （省略） 

  ⑵ 廊下の状況 （省略） 

  ⑶ トイレの状況 （省略） 

  ⑷ 居間の状況 

    灯油ストーブ、ソファなどが設置されており、その二つには焼損が認められるが、

その他の設置物に焼損は認められない。床面は、灯油ストーブ付近の床面３か所が

炭化している。壁面は、主に壁面上部に黒いすすの付着や損壊が認められるが、灯

油ストーブ付近の壁面は、全体的に黒いすすの付着や損壊が認められるほか、付近

に設けられた幅木が炭化している。 

  また、灯油ストーブ付近の壁面上部に設けられた換気口の木製枠部分、窓枠上部

に設けられたカーテンボックスが、それぞれ炭化している。 

  天井は天井板の半分が損壊されて木材が露出しているが、露出した木材にはすす

の付着や焼損は認められない。天井中央に設置された照明器具にカバーは付いてお

らず、露出した蛍光灯には黒いすすが付着している。 

   ア 灯油ストーブの焼損状況 

   居間南西角に設置されている。 

   原形はとどめているものの、全体的に焼損し、内部部品も焼損しているが、特

に向かって右半分の焼損が激しく、右前面に設置された操作盤は焼失している。 

 イ ソファの焼損状況 

     背もたれが壁面に接する形で設置されている。灯油スト－ブ側（向かって左側）

の焼損が激しく、木製の枠組みが露出し、部分的に炭化している。 

⑸ 台所の状況  （省略） 

⑹ 洗面所の状況 （省略） 

⑺ 浴室の状況  （省略） 

  ⑻ 北西側洋室の状況 

   パソコン台、棚などが設置されている。床面、壁面上部に黒いすすが付着してい

る。天井は、黒いすすが付着しており、設置された照明器具のカバーは脱落してい

る。座椅子の西側脇にはローテーブルが設置されており、テーブル上に灰皿が置か

れている。 

  ⑼ 南西側和室の状況 

床面は、じゅうたんが敷かれており、黒いすすが付着している。じゅうたん付近

に落下していたのれんから、灯油様の臭気が認められたが、焼損は認められない。

壁面は、壁面上部に黒いすすが付着している。天井は、黒いすすが付着しており、

設置された照明器具のカバーや蛍光灯は脱落している。 

  ⑽ 寝室（洋室）の状況 

   床面、壁面上部に黒いすすが付着している。天井は、全体的に強く黒いすすが付

着しており、中央に照明器具の金具が設置されているが、照明器具は脱落している。 

  ⑾ 居間灯油ストーブ後面の状況 

   灯油ストーブの後面の床上にトイレットペーパー及びボックスティッシュ等の残

焼物が発見されている。 

（別紙１０）

- 20 -

統 合 捜 査 報 告 書 １

（被害家屋の状況等）

                             令和８年４月１６日  

熊本地方検察庁

    次席検事  中 村 英 治 殿

            熊本地方検察庁

             検察官 検事   山  岡  志   保    

被告人三上雄介に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件につき、被害家屋の状況

等について、関係証拠をとりまとめた結果は、下記のとおりであるので、報告する。

記

第１ 被害家屋の所在地等

   所 在 地  熊本市南区希望が丘９９７番地３

   所 有 者  小沢武久

   新築年月日  平成２０年４月２０日

   構   造  木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建

   床 面 積  ７６．５１平方メートル

第２ 被害家屋内部の状況等

灰皿

甲第１９号証

廊廊下下 
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  ⑴ 玄関の状況 （省略） 

  ⑵ 廊下の状況 （省略） 

  ⑶ トイレの状況 （省略） 

  ⑷ 居間の状況 

    灯油ストーブ、ソファなどが設置されており、その二つには焼損が認められるが、

その他の設置物に焼損は認められない。床面は、灯油ストーブ付近の床面３か所が

炭化している。壁面は、主に壁面上部に黒いすすの付着や損壊が認められるが、灯

油ストーブ付近の壁面は、全体的に黒いすすの付着や損壊が認められるほか、付近

に設けられた幅木が炭化している。 

  また、灯油ストーブ付近の壁面上部に設けられた換気口の木製枠部分、窓枠上部

に設けられたカーテンボックスが、それぞれ炭化している。 

  天井は天井板の半分が損壊されて木材が露出しているが、露出した木材にはすす

の付着や焼損は認められない。天井中央に設置された照明器具にカバーは付いてお

らず、露出した蛍光灯には黒いすすが付着している。 

   ア 灯油ストーブの焼損状況 

   居間南西角に設置されている。 

   原形はとどめているものの、全体的に焼損し、内部部品も焼損しているが、特

に向かって右半分の焼損が激しく、右前面に設置された操作盤は焼失している。 

 イ ソファの焼損状況 

     背もたれが壁面に接する形で設置されている。灯油スト－ブ側（向かって左側）

の焼損が激しく、木製の枠組みが露出し、部分的に炭化している。 

⑸ 台所の状況  （省略） 

⑹ 洗面所の状況 （省略） 

⑺ 浴室の状況  （省略） 

  ⑻ 北西側洋室の状況 

   パソコン台、棚などが設置されている。床面、壁面上部に黒いすすが付着してい

る。天井は、黒いすすが付着しており、設置された照明器具のカバーは脱落してい

る。座椅子の西側脇にはローテーブルが設置されており、テーブル上に灰皿が置か

れている。 

  ⑼ 南西側和室の状況 

床面は、じゅうたんが敷かれており、黒いすすが付着している。じゅうたん付近

に落下していたのれんから、灯油様の臭気が認められたが、焼損は認められない。

壁面は、壁面上部に黒いすすが付着している。天井は、黒いすすが付着しており、

設置された照明器具のカバーや蛍光灯は脱落している。 

  ⑽ 寝室（洋室）の状況 

   床面、壁面上部に黒いすすが付着している。天井は、全体的に強く黒いすすが付

着しており、中央に照明器具の金具が設置されているが、照明器具は脱落している。 

  ⑾ 居間灯油ストーブ後面の状況 

   灯油ストーブの後面の床上にトイレットペーパー及びボックスティッシュ等の残

焼物が発見されている。 

（別紙１０）

- 20 -

統 合 捜 査 報 告 書 １

（被害家屋の状況等）

                             令和８年４月１６日  

熊本地方検察庁

    次席検事  中 村 英 治 殿

            熊本地方検察庁

             検察官 検事   山  岡  志   保    

被告人三上雄介に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件につき、被害家屋の状況

等について、関係証拠をとりまとめた結果は、下記のとおりであるので、報告する。

記

第１ 被害家屋の所在地等

   所 在 地  熊本市南区希望が丘９９７番地３

   所 有 者  小沢武久

   新築年月日  平成２０年４月２０日

   構   造  木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建

   床 面 積  ７６．５１平方メートル

第２ 被害家屋内部の状況等

灰皿

甲第１９号証

廊廊下下 
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統 合 捜 査 報 告 書 ２ 

（吸い殻と被告人の血液のＤＮＡ型鑑定結果について） 

                             令和８年４月１６日   

 熊本地方検察庁 

    次席検事  中 村 英 治 殿 

 

            熊本地方検察庁 

             検察官 検事   山   岡   志   保     



 被告人三上雄介に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件につき、吸い殻と被告人

の血液のＤＮＡ型鑑定結果について、関係証拠をとりまとめた結果は、下記のとおりであ

るので、報告する。 

記 

第１ たばこの吸い殼の領置経過 

領置物件 たばこの吸い殼２本（銘柄 ファイブスター） 

   提出者  小沢武久 

   提出日  令和７年１２月１８日 

 

第２ 被告人の血液の採取経過 

採取物件    被告人の血液  約２ミリリットル 

採取方法    令状による強制採血 

   採取年月日   令和８年１月８日 

   採取実施者   医師 安部幸樹 

 

第３ ＤＮＡ型鑑定結果 

   たばこの吸い殼２本の吸い口部分に付着していただ液のＤＮＡ型鑑定をそれぞれ実

施したところ、下記の表のとおり、同一のＤＮＡ型であった。 
   また、被告人の身体から採取した血液のＤＮＡ型鑑定を実施したところ、被告人の

ＤＮＡ型は、それぞれのたばこの吸い殼に付着しただ液のＤＮＡ型と同一のＤＮＡ型

であった。 

   なお、実施したＤＮＡ型鑑定方法により、同一のＤＮＡ型が出現する頻度は、少な

くとも約５６５京分の１（１京は１兆の１万倍）となる。 

 

ＤＮＡ型 たばこの吸い殻① たばこの吸い殻② 被告人の血液 

D3S1358 型 14、15 型 14、15 型 14、15 型 

v-WA型 （省略） （省略） （省略） 

D16S539 型 （省略） （省略） （省略） 

CSF1PO 型 （省略） （省略） （省略） 

TPOX型 （省略） （省略） （省略） 

甲第２０号証 
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第３ 灯油成分が検出された物件の発見状況 

  居   間  １２か所からティッシュペーパー、トイレットペーパーなどの残焼物 

  北西側洋室  １か所から残焼物 

  南西側和室  のれん、じゅうたん 

  寝室（洋室） １か所から残焼物 

 

第４ 消火活動状況 

１ 消防への通報時間等 

通報時間    令和７年１２月１６日 午後１０時２５分 

出動時間    同日         午後１０時２６分 

現場到着時間  同日         午後１０時３２分 

鎮圧時間    同日         午後１０時４１分 

鎮火時間    同日         午後１１時３８分 

２ 出動した消防隊員等 

出動台数    ７台、２２人 

放水台数    ５台 

 

第５ 焼損状況等 

１ 焼損面積 

総焼損面積  約２．０１平方メートル 

       （内訳） 

        居間ストーブ付近の床面  約０．２７０平方メートル 

        居間幅木         約０．１１４平方メートル 

        居間換気口        約０．１２２平方メートル 

        居間カーテンボックス   約１．５０５平方メートル 

 ２ 出火場所 

実況見分の結果から、出火場所は居間南西角付近であると判定される。 

 

（原証拠） 

  （省略） 

                                    以 上  
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統 合 捜 査 報 告 書 ２ 

（吸い殻と被告人の血液のＤＮＡ型鑑定結果について） 

                             令和８年４月１６日   

 熊本地方検察庁 

    次席検事  中 村 英 治 殿 

 

            熊本地方検察庁 

             検察官 検事   山   岡   志   保     



 被告人三上雄介に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件につき、吸い殻と被告人

の血液のＤＮＡ型鑑定結果について、関係証拠をとりまとめた結果は、下記のとおりであ

るので、報告する。 

記 

第１ たばこの吸い殼の領置経過 

領置物件 たばこの吸い殼２本（銘柄 ファイブスター） 

   提出者  小沢武久 

   提出日  令和７年１２月１８日 

 

第２ 被告人の血液の採取経過 

採取物件    被告人の血液  約２ミリリットル 

採取方法    令状による強制採血 

   採取年月日   令和８年１月８日 

   採取実施者   医師 安部幸樹 

 

第３ ＤＮＡ型鑑定結果 

   たばこの吸い殼２本の吸い口部分に付着していただ液のＤＮＡ型鑑定をそれぞれ実

施したところ、下記の表のとおり、同一のＤＮＡ型であった。 
   また、被告人の身体から採取した血液のＤＮＡ型鑑定を実施したところ、被告人の

ＤＮＡ型は、それぞれのたばこの吸い殼に付着しただ液のＤＮＡ型と同一のＤＮＡ型

であった。 

   なお、実施したＤＮＡ型鑑定方法により、同一のＤＮＡ型が出現する頻度は、少な

くとも約５６５京分の１（１京は１兆の１万倍）となる。 

 

ＤＮＡ型 たばこの吸い殻① たばこの吸い殻② 被告人の血液 

D3S1358 型 14、15 型 14、15 型 14、15 型 

v-WA型 （省略） （省略） （省略） 

D16S539 型 （省略） （省略） （省略） 

CSF1PO 型 （省略） （省略） （省略） 

TPOX型 （省略） （省略） （省略） 

甲第２０号証 
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第３ 灯油成分が検出された物件の発見状況 

  居   間  １２か所からティッシュペーパー、トイレットペーパーなどの残焼物 

  北西側洋室  １か所から残焼物 

  南西側和室  のれん、じゅうたん 

  寝室（洋室） １か所から残焼物 

 

第４ 消火活動状況 

１ 消防への通報時間等 

通報時間    令和７年１２月１６日 午後１０時２５分 

出動時間    同日         午後１０時２６分 

現場到着時間  同日         午後１０時３２分 

鎮圧時間    同日         午後１０時４１分 

鎮火時間    同日         午後１１時３８分 

２ 出動した消防隊員等 

出動台数    ７台、２２人 

放水台数    ５台 

 

第５ 焼損状況等 

１ 焼損面積 

総焼損面積  約２．０１平方メートル 

       （内訳） 

        居間ストーブ付近の床面  約０．２７０平方メートル 

        居間幅木         約０．１１４平方メートル 

        居間換気口        約０．１２２平方メートル 

        居間カーテンボックス   約１．５０５平方メートル 

 ２ 出火場所 

実況見分の結果から、出火場所は居間南西角付近であると判定される。 

 

（原証拠） 

  （省略） 

                                    以 上  
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公  用 

                                                （１の１） 

全 部 事 項 証 明 

 

 

本   籍 
 

氏   名 

 

熊本県熊本市中央区山花１丁目２３番 
 
三 上  梨 子 

戸籍事項 
  戸籍編製 

 

【編製日】平成１３年８月１１日 
 

戸籍に記録されている者 【名】梨子 

【生年月日】昭和４６年１０月２６日 
【父】三上清繁 
【母】三上澄子 
【続柄】二女 

身分事項 

    出  生 

 

【出生日】昭和４６年１０月２６日 
【出生地】熊本県熊本市 
【届出日】昭和４６年１０月３０日 
【届出人】父 
【送付を受けた日】昭和４６年１１月８日 
【受理者】熊本県熊本市長 

    離  婚 【離婚日】平成１３年８月１１日 
【配偶者氏名】横田冬彦 
【従前戸籍】熊本県八代市小川町２丁目６番 横田冬彦 
 

戸籍に記録されている者 
 
 

 

 

【名】雄介 

【生年月日】平成１０年７月１４日 
【父】横田冬彦 
【母】三上梨子 
【続柄】長男 

身分事項 

    出  生 

 

 

    親  権 

 

    入  籍 

 

 
【出生日】平成１０年７月１４日 
【出生地】熊本県八代市 
【届出日】平成１０年７月２０日 
【届出人】父 

 【親権者を定めた日】平成１３年８月１１日 
【親権者】母 
【届出人】父母 

 

【配偶者氏名】古波藏昌美 

【届出日】平成１３年８月１１日 
【入籍事由】母の氏を称する入籍 
【届出人】親権者母 
【従前戸籍】熊本県八代市小川町２丁目６番 横田冬彦 

 発行番号 000281482984 

（認証等 省略） 

乙第３号証  
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Yindl 型 （省略） （省略） （省略） 

アメロゲニン型 （省略） （省略） （省略） 

D8S1179 型 （省略） （省略） （省略） 

D21S11 型 （省略） （省略） （省略） 

D18S51 型 （省略） （省略） （省略） 

DYS391 型 （省略） （省略） （省略） 

D2S441 型 （省略） （省略） （省略） 

D19S433 型 （省略） （省略） （省略） 

THO1型 （省略） （省略） （省略） 

FGA型 （省略） （省略） （省略） 

D22S1045 型 （省略） （省略） （省略） 

D5S818 型 （省略） （省略） （省略） 

D13S317 型 （省略） （省略） （省略） 

D7S820 型 （省略） （省略） （省略） 

SE33型 （省略） （省略） （省略） 

D10S1248型 （省略） （省略） （省略） 

D1S1656 型 （省略） （省略） （省略） 

D12S391 型 （省略） （省略） （省略） 

D2S1338 型 （省略） （省略） （省略） 

 

（原証拠） 

  （省略） 

                                    以 上  
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公  用 

                                                （１の１） 

全 部 事 項 証 明 

 

 

本   籍 
 

氏   名 

 

熊本県熊本市中央区山花１丁目２３番 
 
三 上  梨 子 

戸籍事項 
  戸籍編製 

 

【編製日】平成１３年８月１１日 
 

戸籍に記録されている者 【名】梨子 

【生年月日】昭和４６年１０月２６日 
【父】三上清繁 
【母】三上澄子 
【続柄】二女 

身分事項 

    出  生 

 

【出生日】昭和４６年１０月２６日 
【出生地】熊本県熊本市 
【届出日】昭和４６年１０月３０日 
【届出人】父 
【送付を受けた日】昭和４６年１１月８日 
【受理者】熊本県熊本市長 

    離  婚 【離婚日】平成１３年８月１１日 
【配偶者氏名】横田冬彦 
【従前戸籍】熊本県八代市小川町２丁目６番 横田冬彦 
 

戸籍に記録されている者 
 
 

 

 

【名】雄介 

【生年月日】平成１０年７月１４日 
【父】横田冬彦 
【母】三上梨子 
【続柄】長男 

身分事項 

    出  生 

 

 

    親  権 

 

    入  籍 

 

 
【出生日】平成１０年７月１４日 
【出生地】熊本県八代市 
【届出日】平成１０年７月２０日 
【届出人】父 

 【親権者を定めた日】平成１３年８月１１日 
【親権者】母 
【届出人】父母 

 

【配偶者氏名】古波藏昌美 

【届出日】平成１３年８月１１日 
【入籍事由】母の氏を称する入籍 
【届出人】親権者母 
【従前戸籍】熊本県八代市小川町２丁目６番 横田冬彦 

 発行番号 000281482984 

（認証等 省略） 

乙第３号証  
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Yindl 型 （省略） （省略） （省略） 

アメロゲニン型 （省略） （省略） （省略） 

D8S1179 型 （省略） （省略） （省略） 

D21S11 型 （省略） （省略） （省略） 

D18S51 型 （省略） （省略） （省略） 

DYS391 型 （省略） （省略） （省略） 

D2S441 型 （省略） （省略） （省略） 

D19S433 型 （省略） （省略） （省略） 

THO1型 （省略） （省略） （省略） 

FGA型 （省略） （省略） （省略） 

D22S1045 型 （省略） （省略） （省略） 

D5S818 型 （省略） （省略） （省略） 

D13S317 型 （省略） （省略） （省略） 

D7S820 型 （省略） （省略） （省略） 

SE33型 （省略） （省略） （省略） 

D10S1248型 （省略） （省略） （省略） 

D1S1656 型 （省略） （省略） （省略） 

D12S391 型 （省略） （省略） （省略） 

D2S1338 型 （省略） （省略） （省略） 

 

（原証拠） 

  （省略） 

                                    以 上  
  

－  25  －
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   あなたは一人で向かったのですか。 

     いえ、父に相談して、父にも一緒に来てもらうことにしました。 

   あなたと武久さんで被告人の家に行き、被告人とどのようなやり取りがあったので

すか。 

     携帯代や光熱費、あとは慰謝料ということで、１００万円支払うように言って 

きました。 

   あなたや武久さんはそれに対してどのように答えたのですか。 

      さすがに１００万円は高すぎる、払えるわけがないと私も父も言いました。 
そのように答えたあなたたちに対して、被告人はどのような反応でしたか。 

     ふざけるな、お前が払うべきものをこっちが払ってやってたんだ、慰謝料込み

で１００万なら安い方だ、こうでもしないとわからないのか、などと言って私

や父を一方的に殴ってきました。 

   どの辺りを殴ってきたのでしょうか。 

     顔や手の辺りです。 

   あなたや武久さんはどうしましたか。 

     最初は手で顔をガードしていたのですが、なかなか暴力が終わらなくて、父が

三上を押さえ込みました。 

   どの程度殴られたのでしょうか。 

      １０回以上殴られたと思います。いつまで殴られるんだろうかと思うくらいで

した。 
   武久さんが押さえ込んだ後の被告人の様子はどうでしたか。 

      少し落ち着いたのか、私たちに向かって、今日はもういいから帰れ、と言って

きました。 
あなたや武久さんが被告人の家にいたのは何時から何時頃のことでしょうか。 

      夕方の５時くらいに行って、午後６時くらいに三上の家を出ました。 
その後、あなたと武久さんはどうしましたか。 

     一度帰宅したのですが、父と話し合い、今回の三上の暴力について警察に被害

申告をしようという話になりました。 

   その後、警察官に家に来てもらって、警察官のアドバイスに従って、南熊本警察署

に向かったということですね。 

     はい。 

   警察署に向かったのは何時頃のことか覚えていますか。 

     夜の７時頃だったと思います。 

   この時、自宅のドアの鍵は閉めましたか。 

      玄関の鍵を閉めた記憶はありますが、寝室の窓の鍵を閉めるのを忘れたと思い

ます。 
警察署ではどのような話をしたのですか。 

     この日に三上に家に呼ばれた理由や三上から殴られた状況を説明しました。 

   その後、警察官から、家が火事になっていることを聞いたということですよね。 

      はい。 
あなたや武久さんはそれを聞いてどうしたのですか。 

（別紙１１） 

- 26 - 
 

証人小沢明日香（職業：飲食店従業員、２７歳）に対する尋問 

 
 山岡検察官 

   令和７年１２月１６日の夜に、証人が住んでいた家が火事になった件でお話をうか

がいます。その頃、証人と一緒に暮らしていた人は誰ですか。 

     父の武久です。 

   お母さんは一緒に住んでいなかったのですか。 

  はい。母は、昨年の夏頃から私の祖母、つまり母の母の介護をするために鹿児

島にある母の実家に戻っています。 

証人と被告人とはどのような関係だったのですか。 

     三上は、私が働いていたスナックのお客さんだったのですが、交際して、事件

の頃まで内縁関係でした。 

   あなたと被告人の仲はよかったですか。 

     よくありませんでした。 

   何故、仲はよくなかったのでしょうか。 

     三上が私に暴力を振るうようになったからです。 

   いつ頃から、どれくらいの頻度で暴力を振るわれていたのですか。 

      月に数回くらいですかね。昨年の１０月頃から、口げんかした時に顔を何回か

殴られました。 
そのような暴力を振るう被告人との関係について、あなたはどうしようと思ってい

ましたか。 

     何度か別れたいということを三上に言いましたが、納得してもらえなかったで

すし、三上には優しいところもあるので、私もなかなか関係を断ち切れずにい

ました。 

   被告人との関係にその後何か変化はありましたか。 

     去年の１２月３日に三上がかなり酔っ払って帰宅したので、飲みすぎはよくな

いなどと注意したところ、ふざけるな、自分の金で酒を飲んで何が悪い、など

と言って殴り掛かってきたので、もうやっていけないと思い、荷物を整理して

翌日に実家に戻りました。 

   その日も殴られたということでしょうか。 

     いえ、三上はかなり酔ってふらふらだったので、私の体には当たってないです。 

   あなたが実家に戻られた後、被告人との関係はどうなりましたか。 

      何度か電話やＬＩＮＥで、もう一度やり直したいと連絡が来ましたが、私は今

後のことはもう少し考えたいと答えていました。 
次に、去年の１２月１６日のことについて伺いますが、この日、被告人と会ってい

ますよね。 

     はい。 

   どのような経緯で、被告人と会うことになったのでしょうか。 

     三上と同居していた時の私の携帯電話の使用料金や光熱費を被告人に支払って

いてもらった関係で、その清算をするために、三上の家に来てほしいといわれ

ました。 
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   あなたは一人で向かったのですか。 

     いえ、父に相談して、父にも一緒に来てもらうことにしました。 

   あなたと武久さんで被告人の家に行き、被告人とどのようなやり取りがあったので

すか。 

     携帯代や光熱費、あとは慰謝料ということで、１００万円支払うように言って 

きました。 

   あなたや武久さんはそれに対してどのように答えたのですか。 

      さすがに１００万円は高すぎる、払えるわけがないと私も父も言いました。 
そのように答えたあなたたちに対して、被告人はどのような反応でしたか。 

     ふざけるな、お前が払うべきものをこっちが払ってやってたんだ、慰謝料込み

で１００万なら安い方だ、こうでもしないとわからないのか、などと言って私

や父を一方的に殴ってきました。 

   どの辺りを殴ってきたのでしょうか。 

     顔や手の辺りです。 

   あなたや武久さんはどうしましたか。 

     最初は手で顔をガードしていたのですが、なかなか暴力が終わらなくて、父が

三上を押さえ込みました。 

   どの程度殴られたのでしょうか。 

      １０回以上殴られたと思います。いつまで殴られるんだろうかと思うくらいで

した。 
   武久さんが押さえ込んだ後の被告人の様子はどうでしたか。 

      少し落ち着いたのか、私たちに向かって、今日はもういいから帰れ、と言って

きました。 
あなたや武久さんが被告人の家にいたのは何時から何時頃のことでしょうか。 

      夕方の５時くらいに行って、午後６時くらいに三上の家を出ました。 
その後、あなたと武久さんはどうしましたか。 

     一度帰宅したのですが、父と話し合い、今回の三上の暴力について警察に被害

申告をしようという話になりました。 

   その後、警察官に家に来てもらって、警察官のアドバイスに従って、南熊本警察署

に向かったということですね。 

     はい。 

   警察署に向かったのは何時頃のことか覚えていますか。 

     夜の７時頃だったと思います。 

   この時、自宅のドアの鍵は閉めましたか。 

      玄関の鍵を閉めた記憶はありますが、寝室の窓の鍵を閉めるのを忘れたと思い

ます。 
警察署ではどのような話をしたのですか。 

     この日に三上に家に呼ばれた理由や三上から殴られた状況を説明しました。 

   その後、警察官から、家が火事になっていることを聞いたということですよね。 

      はい。 
あなたや武久さんはそれを聞いてどうしたのですか。 

（別紙１１） 
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証人小沢明日香（職業：飲食店従業員、２７歳）に対する尋問 

 
 山岡検察官 

   令和７年１２月１６日の夜に、証人が住んでいた家が火事になった件でお話をうか

がいます。その頃、証人と一緒に暮らしていた人は誰ですか。 

     父の武久です。 

   お母さんは一緒に住んでいなかったのですか。 

  はい。母は、昨年の夏頃から私の祖母、つまり母の母の介護をするために鹿児

島にある母の実家に戻っています。 

証人と被告人とはどのような関係だったのですか。 

     三上は、私が働いていたスナックのお客さんだったのですが、交際して、事件

の頃まで内縁関係でした。 

   あなたと被告人の仲はよかったですか。 

     よくありませんでした。 

   何故、仲はよくなかったのでしょうか。 

     三上が私に暴力を振るうようになったからです。 

   いつ頃から、どれくらいの頻度で暴力を振るわれていたのですか。 

      月に数回くらいですかね。昨年の１０月頃から、口げんかした時に顔を何回か

殴られました。 
そのような暴力を振るう被告人との関係について、あなたはどうしようと思ってい

ましたか。 

     何度か別れたいということを三上に言いましたが、納得してもらえなかったで

すし、三上には優しいところもあるので、私もなかなか関係を断ち切れずにい

ました。 

   被告人との関係にその後何か変化はありましたか。 

     去年の１２月３日に三上がかなり酔っ払って帰宅したので、飲みすぎはよくな

いなどと注意したところ、ふざけるな、自分の金で酒を飲んで何が悪い、など

と言って殴り掛かってきたので、もうやっていけないと思い、荷物を整理して

翌日に実家に戻りました。 

   その日も殴られたということでしょうか。 

     いえ、三上はかなり酔ってふらふらだったので、私の体には当たってないです。 

   あなたが実家に戻られた後、被告人との関係はどうなりましたか。 

      何度か電話やＬＩＮＥで、もう一度やり直したいと連絡が来ましたが、私は今

後のことはもう少し考えたいと答えていました。 
次に、去年の１２月１６日のことについて伺いますが、この日、被告人と会ってい

ますよね。 

     はい。 

   どのような経緯で、被告人と会うことになったのでしょうか。 

     三上と同居していた時の私の携帯電話の使用料金や光熱費を被告人に支払って

いてもらった関係で、その清算をするために、三上の家に来てほしいといわれ

ました。 
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さんが同居していた時にも、三上さんはファイブスターを吸っていたということで

すよね。 

     はい。 

   たばこの吸い殻は、誰がどのように捨てていたのですか。 

     ごみの日に灰皿にある吸い殻をビニール袋にまとめて私が捨てていました。 

   そうすると、被告人が吸ったたばこの吸い殻をあなたはいつでも入手できたことに

なりますよね。 

     ・・・そう言われればそうですが。 

 中島検察官 

   １１月３日に被告人から殴られたことについては記憶があるようですが、この日に

殴られた記憶があるのはどうしてでしょうか。 

     この３連休は三上と一緒に阿蘇の温泉に旅行に行ってとても楽しかったのに、

旅行から帰ると、三上が、私が行きたいところにしか行ってない、連れまわさ

れて疲れただけだったと文句を言ってきて、口げんかになって殴られたので、

とても印象に残っています。 

   ほかの殴られた日について具体的に話せないのはなぜでしょうか。 

     ささいなことで、三上と口げんかすることはよくあって、暴力なく口げんかで

終わるときもあれば、殴られるときもあるという感じで、いつ殴られたのかに

ついてはあんまり覚えていないです。 

   あと、あなたは、被告人が吸ったたばこの吸い殻を捨てずに外に持ち出したことは

あるのですか。 

     そんなことしたことはありません。 

以 上  
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ショックでもう・・・警察官からは家に戻るのは危ないので、このまま警察署

にいた方がよいといわれ、朝まで警察署で過ごしました。 
翌日はどうしましたか。 

     父と一緒に家に行きました。家の状況を見て、本当にショックで涙が出てきま

した。 

   その日は親せきの家に泊めてもらったということですよね。 

      はい。 
その翌日の１８日にはどのようなことがありましたか。 

     父がもう一度家を見に行くということで、父一人で家に行きました。 

   その後、武久さんから何か連絡はありましたか。 

      はい。家の中から見かけないたばこの吸い殻が見つかった、三上が吸っている

たばこは何か、と聞かれました。 
あなたはどのように答えたのですか。 

ファイブスターと答えました。 
被告人が吸っているたばこの銘柄をあなたは記憶していたのですか。 

そうですね。スナックに働いていたときもそうですし、一緒に住んでいたとき

も、 三上に頼まれてファイブスターを買いに行ったことがありますので。 
   他に武久さんに話したことはないですか。 
     三上が家に来たのは９月が最後なのに、吸い殻があるのはおかしいよ、と言い

ました。 
あなたはたばこを吸いますか。 

いえ、吸いません。 
   最後に、今回の事件について何か言っておきたいことはありますか。 

家が燃やされて本当に傷つきましたし、三上からまた報復されるのではないか

とも思って毎日怖くて眠れません。三上には一生刑務所から出てきてほしくな

いと思っています。 
湯田弁護人 

   まず、三上さんとの関係について聞きますが、先ほどあなたは昨年の１０月頃から

月に数回ほど三上さんに殴られていたと答えていましたね。 

     はい。 

具体的には、いつ、そして何回くらい殴られたのかは覚えていますか。 
・・・そうですね。覚えているのは、１１月３日の３連休の最終日に口げんか

して、顔を三、四回くらい思いっきり殴られたのと。あとは・・・具体的な日

付までは覚えてないですが、一、二週間に１度くらいは殴られた記憶がありま

す。 

   その時に、警察に相談したり、武久さんに報告したりしなかったのですか。 

     してないですね。あまりおおごとにしたくなかったので。 

   あなたの方から三上さんに手を出したことはないのですか。 

  三上から殴られた際、抵抗するために三上を突き飛ばしたことはありますが殴

ったりはしてないです。 

話を変えて、三上さんが吸っていたたばこについてですが、当然、あなたと三上 
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さんが同居していた時にも、三上さんはファイブスターを吸っていたということで

すよね。 

     はい。 

   たばこの吸い殻は、誰がどのように捨てていたのですか。 

     ごみの日に灰皿にある吸い殻をビニール袋にまとめて私が捨てていました。 

   そうすると、被告人が吸ったたばこの吸い殻をあなたはいつでも入手できたことに

なりますよね。 

     ・・・そう言われればそうですが。 

 中島検察官 

   １１月３日に被告人から殴られたことについては記憶があるようですが、この日に

殴られた記憶があるのはどうしてでしょうか。 

     この３連休は三上と一緒に阿蘇の温泉に旅行に行ってとても楽しかったのに、

旅行から帰ると、三上が、私が行きたいところにしか行ってない、連れまわさ

れて疲れただけだったと文句を言ってきて、口げんかになって殴られたので、

とても印象に残っています。 

   ほかの殴られた日について具体的に話せないのはなぜでしょうか。 

     ささいなことで、三上と口げんかすることはよくあって、暴力なく口げんかで

終わるときもあれば、殴られるときもあるという感じで、いつ殴られたのかに

ついてはあんまり覚えていないです。 

   あと、あなたは、被告人が吸ったたばこの吸い殻を捨てずに外に持ち出したことは

あるのですか。 

     そんなことしたことはありません。 

以 上  
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ショックでもう・・・警察官からは家に戻るのは危ないので、このまま警察署

にいた方がよいといわれ、朝まで警察署で過ごしました。 
翌日はどうしましたか。 

     父と一緒に家に行きました。家の状況を見て、本当にショックで涙が出てきま

した。 

   その日は親せきの家に泊めてもらったということですよね。 

      はい。 
その翌日の１８日にはどのようなことがありましたか。 

     父がもう一度家を見に行くということで、父一人で家に行きました。 

   その後、武久さんから何か連絡はありましたか。 

      はい。家の中から見かけないたばこの吸い殻が見つかった、三上が吸っている

たばこは何か、と聞かれました。 
あなたはどのように答えたのですか。 

ファイブスターと答えました。 
被告人が吸っているたばこの銘柄をあなたは記憶していたのですか。 

そうですね。スナックに働いていたときもそうですし、一緒に住んでいたとき

も、 三上に頼まれてファイブスターを買いに行ったことがありますので。 
   他に武久さんに話したことはないですか。 
     三上が家に来たのは９月が最後なのに、吸い殻があるのはおかしいよ、と言い

ました。 
あなたはたばこを吸いますか。 

いえ、吸いません。 
   最後に、今回の事件について何か言っておきたいことはありますか。 

家が燃やされて本当に傷つきましたし、三上からまた報復されるのではないか

とも思って毎日怖くて眠れません。三上には一生刑務所から出てきてほしくな

いと思っています。 
湯田弁護人 

   まず、三上さんとの関係について聞きますが、先ほどあなたは昨年の１０月頃から

月に数回ほど三上さんに殴られていたと答えていましたね。 

     はい。 

具体的には、いつ、そして何回くらい殴られたのかは覚えていますか。 
・・・そうですね。覚えているのは、１１月３日の３連休の最終日に口げんか

して、顔を三、四回くらい思いっきり殴られたのと。あとは・・・具体的な日

付までは覚えてないですが、一、二週間に１度くらいは殴られた記憶がありま

す。 

   その時に、警察に相談したり、武久さんに報告したりしなかったのですか。 

     してないですね。あまりおおごとにしたくなかったので。 

   あなたの方から三上さんに手を出したことはないのですか。 

  三上から殴られた際、抵抗するために三上を突き飛ばしたことはありますが殴

ったりはしてないです。 

話を変えて、三上さんが吸っていたたばこについてですが、当然、あなたと三上 
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     私の部屋、つまり北西側の洋室に向かいました。 

   北西側洋室に入って、証人は何をしましたか。 

     パソコン台の正面にある座椅子を元に戻そうとしました。ふと、座椅子の脇を 

     見るとローテーブルの上に灰皿があることに気付きました。 

 甲第１９号証の第１記載の図面から灰皿とローテーブルの記載を除いた図面を示す 

   灰皿があった場所はこの図面のどこですか。 

     この北西側洋室の座椅子の左脇にローテーブルがあるのですが、その上です。 

   では、そこに①と記入してください。 

     （記入した） 

   その灰皿はどのような形のものですか。 

     円筒状で、直径１０センチくらいのものです。全部金属でできていまして、取 

     り外しのできる蓋に、１０か所くらい丸い穴が空いていて、そこを通して吸い 

     殻を捨てるようになっています。 

 甲第５号証の実況見分調書添付の写真２を示す 

   その灰皿は、この写真に写っている灰皿ですか。 

     はい。 

   その灰皿を見て、証人はどうされましたか。 

     灰皿を手に取って、蓋を開けて中を見ました。 

   灰皿の中には何が見えましたか。 

     たばこの吸い殻３本が入っていました。 

   複数の種類の吸い殻がありましたね。 

 主任弁護人 

   異議あり。誘導尋問です。 

裁判長 

   検察官、ご意見は。 

中島検察官 

   異議は理由がないものと思料します。 

裁判長 

   異議を認めます。検察官は質問を変えてください。 

中島検察官 

   分かりました。吸い殻は同じ種類のものでしたか。 

     いいえ。ハイラークの吸い殻が１本とファイブスターの吸い殻が２本入ってい 

     ました。 

   証人が普段吸われているたばこの銘柄は何ですか。 

     ハイラークです。 

   灰皿の中にあった吸い殻のうち、ハイラークの方はだれが吸ったものですか。 

     私が吸ったものです。 

   いつ吸ったものですか。 

     去年の１２月１４日に吸ったものです。 

   何故、１２月１４日に吸ったことを覚えているのですか。 

     その日は仕事が休みだったので、久しぶりに自分の部屋で音楽を聴こうと思っ 
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証人小沢武久（職業：会社員、５２歳）に対する尋問 

 
 中島検察官 

令和７年１２月１６日の夜に、証人が住んでいた家が火事になった件でお話をうか

がいます。その頃は、明日香さんと二人で暮らしていたということで間違いないで

すか。 

     はい。 

   明日香さんとはいつ頃から一緒に住んでいたのですか。 

     明日香は三上と同居していたのですが、トラブルがあって１２月４日に家に戻

ってきたので、それからです。 

   明日香さんと被告人のトラブルとは具体的にどのようなことでしょうか。 

     被告人がたびたび明日香に暴力を振るっていて、前日も暴力を振るわれそうに

なったと聞いています。 

   証人は、明日香さんが被告人に殴られるところを見たことがあるのですか。 

     はい。私も被告人から顔を殴られたことがあります。 

   今回の火事より前になりますが、被告人が最後に証人の家に来たのはいつですか。 

     令和７年の９月です。ちょうどその頃、風呂が壊れたらしく、１週間くらい、 

     明日香と被告人がうちにいたことがありました。 

   それ以降に被告人が家に来たことは一度もないですか。 

     来てないですね。私はずっと家にいますので、人が来たらすぐ分かります。あ 

     と、もともと被告人は、めったに顔を出していませんでしたから。 

   火事に遭われた１２月１６日のことをお尋ねしますが、その日は、被告人に呼び出  

されて、明日香さんと被告人の家に行ったものの、お金を要求されて断ると、証人

も明日香さんも被告人から顔を殴られたということですね。 

     はい。 

   その後、一旦帰宅して、明日香さんと一緒に警察に被害申告に行かれている間に、 

   ご自宅が火事になったということですね。 

     はい。 

   証人が火事に遭ったご自宅を初めて見たのはいつですか。 

     翌日１７日の昼過ぎです。 

   火事に遭った後のご自宅を見て、どのような気持ちになりましたか。 

     いや、もう、愕然として・・・。涙が止まりませんでした。 

   この時は、証人は何をしに行かれたのですか。 

     警察の方に言われて、現場検証に立ち会うために自宅に行きました。 

   １７日の現場検証の時、証人がご自宅の中に入って、片付けとかはできましたか。 

     いいえ。基本的には家の外で待っていて、警察や消防の方に呼ばれた時だけ中 

     に入っていましたので、片付けなどは全然できませんでした。 

   そうすると、家の中の荷物を片付け始めたのはいつからですか。 

     翌朝、１８日の朝からです。 

   それでは、その１８日朝に家の中に入られた時のことをうかがいます。まず証人は、 

   どの部屋に入りましたか。 
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     私の部屋、つまり北西側の洋室に向かいました。 

   北西側洋室に入って、証人は何をしましたか。 

     パソコン台の正面にある座椅子を元に戻そうとしました。ふと、座椅子の脇を 

     見るとローテーブルの上に灰皿があることに気付きました。 

 甲第１９号証の第１記載の図面から灰皿とローテーブルの記載を除いた図面を示す 

   灰皿があった場所はこの図面のどこですか。 

     この北西側洋室の座椅子の左脇にローテーブルがあるのですが、その上です。 

   では、そこに①と記入してください。 

     （記入した） 

   その灰皿はどのような形のものですか。 

     円筒状で、直径１０センチくらいのものです。全部金属でできていまして、取 

     り外しのできる蓋に、１０か所くらい丸い穴が空いていて、そこを通して吸い 

     殻を捨てるようになっています。 

 甲第５号証の実況見分調書添付の写真２を示す 

   その灰皿は、この写真に写っている灰皿ですか。 

     はい。 

   その灰皿を見て、証人はどうされましたか。 

     灰皿を手に取って、蓋を開けて中を見ました。 

   灰皿の中には何が見えましたか。 

     たばこの吸い殻３本が入っていました。 

   複数の種類の吸い殻がありましたね。 

 主任弁護人 

   異議あり。誘導尋問です。 

裁判長 

   検察官、ご意見は。 

中島検察官 

   異議は理由がないものと思料します。 

裁判長 

   異議を認めます。検察官は質問を変えてください。 

中島検察官 

   分かりました。吸い殻は同じ種類のものでしたか。 

     いいえ。ハイラークの吸い殻が１本とファイブスターの吸い殻が２本入ってい 

     ました。 

   証人が普段吸われているたばこの銘柄は何ですか。 

     ハイラークです。 

   灰皿の中にあった吸い殻のうち、ハイラークの方はだれが吸ったものですか。 

     私が吸ったものです。 

   いつ吸ったものですか。 

     去年の１２月１４日に吸ったものです。 

   何故、１２月１４日に吸ったことを覚えているのですか。 

     その日は仕事が休みだったので、久しぶりに自分の部屋で音楽を聴こうと思っ 
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証人小沢武久（職業：会社員、５２歳）に対する尋問 

 
 中島検察官 

令和７年１２月１６日の夜に、証人が住んでいた家が火事になった件でお話をうか

がいます。その頃は、明日香さんと二人で暮らしていたということで間違いないで

すか。 

     はい。 

   明日香さんとはいつ頃から一緒に住んでいたのですか。 

     明日香は三上と同居していたのですが、トラブルがあって１２月４日に家に戻

ってきたので、それからです。 

   明日香さんと被告人のトラブルとは具体的にどのようなことでしょうか。 

     被告人がたびたび明日香に暴力を振るっていて、前日も暴力を振るわれそうに

なったと聞いています。 

   証人は、明日香さんが被告人に殴られるところを見たことがあるのですか。 

     はい。私も被告人から顔を殴られたことがあります。 

   今回の火事より前になりますが、被告人が最後に証人の家に来たのはいつですか。 

     令和７年の９月です。ちょうどその頃、風呂が壊れたらしく、１週間くらい、 

     明日香と被告人がうちにいたことがありました。 

   それ以降に被告人が家に来たことは一度もないですか。 

     来てないですね。私はずっと家にいますので、人が来たらすぐ分かります。あ 

     と、もともと被告人は、めったに顔を出していませんでしたから。 

   火事に遭われた１２月１６日のことをお尋ねしますが、その日は、被告人に呼び出  

されて、明日香さんと被告人の家に行ったものの、お金を要求されて断ると、証人

も明日香さんも被告人から顔を殴られたということですね。 

     はい。 

   その後、一旦帰宅して、明日香さんと一緒に警察に被害申告に行かれている間に、 

   ご自宅が火事になったということですね。 

     はい。 

   証人が火事に遭ったご自宅を初めて見たのはいつですか。 

     翌日１７日の昼過ぎです。 

   火事に遭った後のご自宅を見て、どのような気持ちになりましたか。 

     いや、もう、愕然として・・・。涙が止まりませんでした。 

   この時は、証人は何をしに行かれたのですか。 

     警察の方に言われて、現場検証に立ち会うために自宅に行きました。 

   １７日の現場検証の時、証人がご自宅の中に入って、片付けとかはできましたか。 

     いいえ。基本的には家の外で待っていて、警察や消防の方に呼ばれた時だけ中 

     に入っていましたので、片付けなどは全然できませんでした。 

   そうすると、家の中の荷物を片付け始めたのはいつからですか。 

     翌朝、１８日の朝からです。 

   それでは、その１８日朝に家の中に入られた時のことをうかがいます。まず証人は、 

   どの部屋に入りましたか。 
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   １２月１４日よりも前にその灰皿を掃除したのはいつでしょうか。 

     覚えてないですね・・・１２月１４日よりも前の時点では灰皿はずっと使って

なかったと思います。 

   証人の親族や友人で、あなたの家でたばこを吸った人はいますか。 

     いえ、いません。 

   私からは最後になりますが、今回の火事について、何か言っておきたいことはあり 

   ますか。 

     今回の火事で家財道具は一切だめになりました。また、私自身、火事の場面を 

     思い出して眠れなくなり、うつ病と診断されています。・・・私たちが警察に

相談したせいで、被告人からこういう報復を受けましたが、絶対に許すことは     

できません。 

 主任弁護人 

   灰皿の中を見ると、ハイラークの吸い殻１本とファイブスターの吸い殻２本が見え 

   たということでしたが、一目で銘柄が分かったのですか。 

     いいえ。一目見た時は、銘柄までは分かりません。私が普段吸っているハイラ 

     ークとは違う吸い殻があるなと思っただけです。 

   では、どうしてファイブスターの吸い殻と分かったのですか。 

     灰皿を傾けて揺さぶったら、吸い殻の銘柄が見える位置になったので、それで 

     ファイブスターだと分かりました。 

   吸い殻に書かれたファイブスターの字は非常に小さいのですが、それを蓋越しに見 

   て読めたのですか。 

     はい。 

   蓋を開けて吸い殻に触れたのではないですか。 

     いいえ。後で証拠になると思ったので、吸い殻には触っていません。 

   その後、証人は、明日香さんに電話をして、三上さんの吸っているたばこの銘柄を 

   聞いたと証言されましたが、そのような聞き方をした理由をもう一度言ってもらえ 

   ますか。 

     当時、私たちに恨みを持つ人間といえば三上しか思い当たらなかったので、火

をつけたのも被告人の仕業かなと思っていたので、被告人の吸っているたば     

この銘柄を聞きました。 

   だとすると、証人は、ファイブスターの吸い殻を見て、被告人の吸ったたばこの吸 

   い殻だろうとの見通しを持っていたわけですね。 

     そうなります。 

   同時に、証人は、その吸い殻は証拠になるとも思っていたわけですね。 

     はい。 

   被告人が今回の火事以前で最後に証人方を訪問したのは令和７年の９月頃というこ 

   とでしたが、そのとき被告人がたばこを吸っているのを見ましたか。 

     はい。家の外に出て吸っていました。 

   あなたは、１２月１４日に久々にたばこを部屋で吸ったとのことですが、その時に

灰皿に他の吸い殻が残っていたかは確認したのですか。 

     ・・・確認していないですね。 
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     たのです。普段は外に出てたばこを吸っているのですが、この時は開放的な気 

     分になって、１本だけ自分の部屋でたばこを吸ったことから、覚えてます。 

   では、火事の後に灰皿から発見されたファイブスターの吸い殻は誰が吸ったものだ 

   と思いましたか。 

 湯田弁護人  

   異議あり。証人に意見を求める尋問です。 

裁判長  

  検察官、ご意見は。 

中島検察官 

 異議は理由がないものと思料します。（省略） 

裁判長 

異議を棄却します。質問を続けてください。 

中島検察官（※参考記録 59 頁参照） 

   では、質問し直しますが、火事の後に灰皿から発見されたファイブスターの吸い殻 

   は誰が吸ったものだと思いましたか。 

     はっきりとは分かりませんでしたが、明日香はたばこを吸わないので、おかし 

     いなと思い、もしかしたら三上が家に来たのかもしれないと思いました。 

   それで、あなたはどうしたのですか。 

明日香に聞いてみようと思い、電話を掛けました。 

あなたは、明日香さんにどのように聞いたのですか。 

     三上はたばこ何吸ってるの、と聞きました。 

   明日香さんは何と答えましたか。 

     なんでそんなこと聞くの、ファイブスターだけど、と言っていました。 

その後、あなたと明日香さんとの間でどんな話がありましたか。 

  私が、うちの灰皿にファイブスターがあったから三上が家に来たかもしれない

と伝えると、明日香も、三上は９月から家に来てないのにおかしい、と言って

いました。 

   電話を掛けた後はどうしたのですか。 

     灰皿を元あった場所に置きました。 

   その後、証人は何をされましたか。 

     警察に電話しました。 

   その後、ご自宅に駆けつけた警察官に灰皿の場所を案内したということですね。 

     はい。 

   今回の火事までに、被告人が証人の部屋でたばこを吸うことはありましたか。 

     いいえ。ありません。私自身、最近はたばこを家の外で吸うようにしていて、 

     私の部屋で吸うことは滅多にありません。被告人が私の部屋に入ることもあり 

     ませんし、そこでたばこを吸うこともありません。 

   証人が外で吸ったたばこの吸い殻はどこに捨てるのですか。 

     足でもみ消した後、そのままごみ箱に捨てています。 

   灰皿には捨てないのですね。 

     はい。 
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   １２月１４日よりも前にその灰皿を掃除したのはいつでしょうか。 

     覚えてないですね・・・１２月１４日よりも前の時点では灰皿はずっと使って

なかったと思います。 

   証人の親族や友人で、あなたの家でたばこを吸った人はいますか。 

     いえ、いません。 

   私からは最後になりますが、今回の火事について、何か言っておきたいことはあり 

   ますか。 

     今回の火事で家財道具は一切だめになりました。また、私自身、火事の場面を 

     思い出して眠れなくなり、うつ病と診断されています。・・・私たちが警察に

相談したせいで、被告人からこういう報復を受けましたが、絶対に許すことは     

できません。 

 主任弁護人 

   灰皿の中を見ると、ハイラークの吸い殻１本とファイブスターの吸い殻２本が見え 

   たということでしたが、一目で銘柄が分かったのですか。 

     いいえ。一目見た時は、銘柄までは分かりません。私が普段吸っているハイラ 

     ークとは違う吸い殻があるなと思っただけです。 

   では、どうしてファイブスターの吸い殻と分かったのですか。 

     灰皿を傾けて揺さぶったら、吸い殻の銘柄が見える位置になったので、それで 

     ファイブスターだと分かりました。 

   吸い殻に書かれたファイブスターの字は非常に小さいのですが、それを蓋越しに見 

   て読めたのですか。 

     はい。 

   蓋を開けて吸い殻に触れたのではないですか。 

     いいえ。後で証拠になると思ったので、吸い殻には触っていません。 

   その後、証人は、明日香さんに電話をして、三上さんの吸っているたばこの銘柄を 

   聞いたと証言されましたが、そのような聞き方をした理由をもう一度言ってもらえ 

   ますか。 

     当時、私たちに恨みを持つ人間といえば三上しか思い当たらなかったので、火

をつけたのも被告人の仕業かなと思っていたので、被告人の吸っているたば     

この銘柄を聞きました。 

   だとすると、証人は、ファイブスターの吸い殻を見て、被告人の吸ったたばこの吸 

   い殻だろうとの見通しを持っていたわけですね。 

     そうなります。 

   同時に、証人は、その吸い殻は証拠になるとも思っていたわけですね。 

     はい。 

   被告人が今回の火事以前で最後に証人方を訪問したのは令和７年の９月頃というこ 

   とでしたが、そのとき被告人がたばこを吸っているのを見ましたか。 

     はい。家の外に出て吸っていました。 

   あなたは、１２月１４日に久々にたばこを部屋で吸ったとのことですが、その時に

灰皿に他の吸い殻が残っていたかは確認したのですか。 

     ・・・確認していないですね。 
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     たのです。普段は外に出てたばこを吸っているのですが、この時は開放的な気 

     分になって、１本だけ自分の部屋でたばこを吸ったことから、覚えてます。 

   では、火事の後に灰皿から発見されたファイブスターの吸い殻は誰が吸ったものだ 

   と思いましたか。 

 湯田弁護人  

   異議あり。証人に意見を求める尋問です。 

裁判長  

  検察官、ご意見は。 

中島検察官 

 異議は理由がないものと思料します。（省略） 

裁判長 

異議を棄却します。質問を続けてください。 

中島検察官（※参考記録 59 頁参照） 

   では、質問し直しますが、火事の後に灰皿から発見されたファイブスターの吸い殻 

   は誰が吸ったものだと思いましたか。 

     はっきりとは分かりませんでしたが、明日香はたばこを吸わないので、おかし 

     いなと思い、もしかしたら三上が家に来たのかもしれないと思いました。 

   それで、あなたはどうしたのですか。 

明日香に聞いてみようと思い、電話を掛けました。 

あなたは、明日香さんにどのように聞いたのですか。 

     三上はたばこ何吸ってるの、と聞きました。 

   明日香さんは何と答えましたか。 

     なんでそんなこと聞くの、ファイブスターだけど、と言っていました。 

その後、あなたと明日香さんとの間でどんな話がありましたか。 

  私が、うちの灰皿にファイブスターがあったから三上が家に来たかもしれない

と伝えると、明日香も、三上は９月から家に来てないのにおかしい、と言って

いました。 

   電話を掛けた後はどうしたのですか。 

     灰皿を元あった場所に置きました。 

   その後、証人は何をされましたか。 

     警察に電話しました。 

   その後、ご自宅に駆けつけた警察官に灰皿の場所を案内したということですね。 

     はい。 

   今回の火事までに、被告人が証人の部屋でたばこを吸うことはありましたか。 

     いいえ。ありません。私自身、最近はたばこを家の外で吸うようにしていて、 

     私の部屋で吸うことは滅多にありません。被告人が私の部屋に入ることもあり 

     ませんし、そこでたばこを吸うこともありません。 

   証人が外で吸ったたばこの吸い殻はどこに捨てるのですか。 

     足でもみ消した後、そのままごみ箱に捨てています。 

   灰皿には捨てないのですね。 

     はい。 

－  33  －
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小沢 武久
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   あなたは、先ほど明日香さんが被告人から殴られるところを見たことがあると話し 

   ていましたが、それはいつのことですか。 

     家が放火された１２月１６日のことです。 

   それ以外にそのような場面を見たことはないのですね。 

     ・・・ありません。 

 裁判員２ 

   ９月に被告人があなたの家でたばこを吸っていたとのことですが、被告人がその吸 

   い殻をどうしていたか覚えていますか。 

     庭で吸った後、足でもみ消してそのままにしていたので、こいつ行儀が悪いや

つだなと思い、私が後でごみ箱に捨てたと記憶しています。 

以 上  
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小沢 武久

①① 

廊廊下下 
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   あなたは、先ほど明日香さんが被告人から殴られるところを見たことがあると話し 

   ていましたが、それはいつのことですか。 

     家が放火された１２月１６日のことです。 

   それ以外にそのような場面を見たことはないのですね。 

     ・・・ありません。 

 裁判員２ 

   ９月に被告人があなたの家でたばこを吸っていたとのことですが、被告人がその吸 

   い殻をどうしていたか覚えていますか。 

     庭で吸った後、足でもみ消してそのままにしていたので、こいつ行儀が悪いや

つだなと思い、私が後でごみ箱に捨てたと記憶しています。 

以 上  
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証人藤江仁（職業：会社員、２８歳）に対する尋問 

 

 山岡検察官 
   証人は、被告人の知人ということですね。 
     はい。 
   どのようにして被告人と知り合ったのですか。 
     私は、中古車販売の会社に勤めているのですが、車の売買や仕事のお付き合い 
     で２年ほど前に被告人と知り合い、１か月に一、二回くらい仕事で会っていま 
     した。 
   仕事以外のプライベートで被告人と連絡を取り合うことはありますか。 
     プライベートで会うことはほとんどなかったと思います。 
   今回、熊本市南区の希望が丘地区であった火事のことについて聞きます。火事があ 
   ったのは令和７年１２月１６日の夜ですが、その後、日が変わった１７日午前１時

過ぎに、被告人から連絡がありましたね。 
     はい。 
   どのような内容の連絡でしたか。 
     私が持っている車両搬送車といって、車を乗せて走れるトラックで、被告人の 
     家まで来てくれと言われました。 
   被告人は、車両搬送車が必要な理由を何か言っていましたか。 
     酒に酔って自分の車を運転できないからと言っていました。 
   被告人は、何故証人に来てほしいと言っていたのですか。 
     内妻かそのお父さんとけんかしたとのことで、どうしようと言っていました。 
   車両搬送車で被告人の家に行ってから、どうしましたか。 
     南熊本警察署に向かってほしいと言われましたので、そのとおりにしました。 
   南熊本警察署では何をしましたか。 
     南熊本警察署の前を通り過ぎただけなのですが、お父さんの車が止まっている 
     のを確認しました。 
   お父さんというのは、被告人の元内妻だった明日香さんのお父さんということです 
   ね。 
     はい。 
   そのお父さんの車を確認した後、あなたと被告人はどうしましたか。 
     被告人から、希望が丘地区に向かってくれと言われました。 
   被告人は、何故希望が丘地区に行きたいのか話していましたか。 
     はい。希望が丘地区の方で火事があったらしいから見に行こうと言っていまし 
     た。 
   具体的に、希望が丘地区のどこに行くのか、被告人から指示されましたか。 
     最初は特に指示はなかったのですが、希望が丘地区に近づいて、どこに行くの 
     か聞くと、被告人は、嫁の実家と言っていました。 
   嫁の実家とはどこのことですか。 
     被告人の元内妻の明日香さんの実家のことです。 
   それで、証人はどうしましたか。 
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写真２ 
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証人藤江仁（職業：会社員、２８歳）に対する尋問 

 

 山岡検察官 
   証人は、被告人の知人ということですね。 
     はい。 
   どのようにして被告人と知り合ったのですか。 
     私は、中古車販売の会社に勤めているのですが、車の売買や仕事のお付き合い 
     で２年ほど前に被告人と知り合い、１か月に一、二回くらい仕事で会っていま 
     した。 
   仕事以外のプライベートで被告人と連絡を取り合うことはありますか。 
     プライベートで会うことはほとんどなかったと思います。 
   今回、熊本市南区の希望が丘地区であった火事のことについて聞きます。火事があ 
   ったのは令和７年１２月１６日の夜ですが、その後、日が変わった１７日午前１時

過ぎに、被告人から連絡がありましたね。 
     はい。 
   どのような内容の連絡でしたか。 
     私が持っている車両搬送車といって、車を乗せて走れるトラックで、被告人の 
     家まで来てくれと言われました。 
   被告人は、車両搬送車が必要な理由を何か言っていましたか。 
     酒に酔って自分の車を運転できないからと言っていました。 
   被告人は、何故証人に来てほしいと言っていたのですか。 
     内妻かそのお父さんとけんかしたとのことで、どうしようと言っていました。 
   車両搬送車で被告人の家に行ってから、どうしましたか。 
     南熊本警察署に向かってほしいと言われましたので、そのとおりにしました。 
   南熊本警察署では何をしましたか。 
     南熊本警察署の前を通り過ぎただけなのですが、お父さんの車が止まっている 
     のを確認しました。 
   お父さんというのは、被告人の元内妻だった明日香さんのお父さんということです 
   ね。 
     はい。 
   そのお父さんの車を確認した後、あなたと被告人はどうしましたか。 
     被告人から、希望が丘地区に向かってくれと言われました。 
   被告人は、何故希望が丘地区に行きたいのか話していましたか。 
     はい。希望が丘地区の方で火事があったらしいから見に行こうと言っていまし 
     た。 
   具体的に、希望が丘地区のどこに行くのか、被告人から指示されましたか。 
     最初は特に指示はなかったのですが、希望が丘地区に近づいて、どこに行くの 
     か聞くと、被告人は、嫁の実家と言っていました。 
   嫁の実家とはどこのことですか。 
     被告人の元内妻の明日香さんの実家のことです。 
   それで、証人はどうしましたか。 

 

- 36 - 
 

 
 
写真２ 

－  37  －
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被告人質問 

 

 主任弁護人 

   あなたは、今回、内妻だった明日香さんの実家に放火したということで起訴されて 

   いますが、放火はしていないのですね。 

     はい。決してそのようなことはしていません。 

   では、事件があった令和７年１２月１６日のことについて聞いていきます。この日

に、明日香さんやそのお父さんである武久さんと会ったことはありますか。 

     はい。会いました。 

   どうして会うことになったのですか。 

明日香とはそれまで同居していたのですが、１２月４日から実家に帰ってしま

いました。しかし、それまでの携帯電話料金等の清算もせずにほったらかしで

帰ってしまったので、その清算の話合いをしたいと思って、明日香に電話をし

ました。そうすると、お父さんの武久さんも一緒に来られたということです。 

   会ったのは午後５時頃、あなたの家で会ったということですね。 

     はい。 

   この頃、あなたは、中央区の山花にある実家で暮らしていたのですか。 

     はい。明日香が出て行ってから、同居していた部屋は解約して実家に戻ってい

ました。 

   １６日の夕方は、あなたのお母さんは家にいなかったのですか。 

     仕事に出かけていていませんでした。 

明日香さん、武久さんと会ってどのような話をしましたか。 

     明日香は同居している時から携帯電話の通話料が高額になっていました。また、 

     電気を消さない癖があるので、光熱費も高額になっていました。それが２年以 

     上積み重なっていましたし、勝手に自宅に戻った慰謝料込みで、１００万円く

らいは私に返してほしいと言いました。 

   明日香さん、武久さんはどのような反応でしたか。 

     １００万円なんて払えないと言いました。 

   それで、あなたはどうしましたか。 

     清算をしないで逃げ出したことに怒りがこみ上げてきて、つい明日香の顔を殴 

     ってしまいました。また、武久さんには止めに入ってもらったのですが、明日 

     香の肩ばかり持つように思えたので、武久さんにも手を上げてしまいました。 

     反省しています。 

   あなたは、普段から明日香さんに暴力を振るっていたのですか。 

     いえ、けんかしたときに顔を平手でたたいたことはありますが、何度もという

わけではないです。 

   あなたの記憶では、明日香さんに暴力を振るったのは何回くらいあるのですか。 

     １２月１６日を入れて、三、四回くらいだと思います。 

あなたが一方的に明日香さんに暴力を振るっていたのですか。 

いえ。明日香も抵抗して、私を殴ってきたこともありますし、思い切り突   
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     明日香さんの実家に向けて車両搬送車を走らせました。 
   明日香さんの実家に着いて、どうしましたか。 
     覆面パトカーが止まっているのが見えました。 
   覆面パトカーを見た後、どうしましたか。 
     被告人が今夜はホテルに泊まりたいと言うので、私が電話に登録している南熊 
     本駅近くのホテルに電話をし、車をホテルに向けて走らせました。 
   ホテルに着いた後、被告人はどうしましたか。 
     被告人はホテルで降りて宿泊の手続をしていましたが、車両搬送車に乗せてい 
     る被告人の車は、引き続き私が預かることになったので、私はそのまま家に帰 
     りました。 
 主任弁護人 
   証人は、被告人とプライベートで会うことはほとんどなく、ただの仕事上の知り合 
   いだったということですね。 
     はい。 
   それなら、何故、深夜の時間帯に、被告人は証人に連絡をしてきたのでしょうか。 
     おそらくですが、自分は車両搬送車を持っているので、被告人の車を積んで移 
     動できるからだと思います。 
   証人は、被告人の元内妻である明日香さんをいつどのように知ったのですか。 
     被告人とは、仕事の打合せをした後、飲みに行くことが多かったのですが、そ 
     の時に明日香さんを連れてくることがあったので、それで明日香さんのことを 
     知りました。 
   あなたは、明日香さんの実家がどこにあるかは知っていましたか。 
     はい、希望が丘にあるというのは一緒に飲んだ時に聞いて知っていました。あ 
     と、仕事の関係で希望が丘のお客さんは結構いるので、だいたいの場所はわか 
     っていました。 
   話を事件の日のことに戻しますが、被告人は、明日香さんかお父さんとけんかした 
   という話をしていたのですよね。 
     はい。 
   被告人から希望が丘地区で火事があったと聞いたことで、明日香さんの実家で火事 
   があったとあなたが誤解したんじゃないですか。 
     ・・・いや、希望が丘に向かっているときに、希望が丘のどこに行けばいいか 
     被告人に聞いて、嫁の実家と言われた記憶があるので、誤解していないと思い 
     ます。 
   本当に、被告人は火事があったから見に行こうなんて言ったのですか。 
     そう記憶しています。 
 中島検察官 
   被告人から、火事があったから見に行こうと聞いて、証人はどう思いましたか。 
     何で火事があったって知ってるんだろうと不思議に思いました。しかも、私た 
     ちには無関係のことなら、わざわざ見に行く必要もないのにと思いました。 

以 上 

－  38  －
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被告人質問 

 

 主任弁護人 

   あなたは、今回、内妻だった明日香さんの実家に放火したということで起訴されて 

   いますが、放火はしていないのですね。 

     はい。決してそのようなことはしていません。 

   では、事件があった令和７年１２月１６日のことについて聞いていきます。この日

に、明日香さんやそのお父さんである武久さんと会ったことはありますか。 

     はい。会いました。 

   どうして会うことになったのですか。 

明日香とはそれまで同居していたのですが、１２月４日から実家に帰ってしま

いました。しかし、それまでの携帯電話料金等の清算もせずにほったらかしで

帰ってしまったので、その清算の話合いをしたいと思って、明日香に電話をし

ました。そうすると、お父さんの武久さんも一緒に来られたということです。 

   会ったのは午後５時頃、あなたの家で会ったということですね。 

     はい。 

   この頃、あなたは、中央区の山花にある実家で暮らしていたのですか。 

     はい。明日香が出て行ってから、同居していた部屋は解約して実家に戻ってい

ました。 

   １６日の夕方は、あなたのお母さんは家にいなかったのですか。 

     仕事に出かけていていませんでした。 

明日香さん、武久さんと会ってどのような話をしましたか。 

     明日香は同居している時から携帯電話の通話料が高額になっていました。また、 

     電気を消さない癖があるので、光熱費も高額になっていました。それが２年以 

     上積み重なっていましたし、勝手に自宅に戻った慰謝料込みで、１００万円く

らいは私に返してほしいと言いました。 

   明日香さん、武久さんはどのような反応でしたか。 

     １００万円なんて払えないと言いました。 

   それで、あなたはどうしましたか。 

     清算をしないで逃げ出したことに怒りがこみ上げてきて、つい明日香の顔を殴 

     ってしまいました。また、武久さんには止めに入ってもらったのですが、明日 

     香の肩ばかり持つように思えたので、武久さんにも手を上げてしまいました。 

     反省しています。 

   あなたは、普段から明日香さんに暴力を振るっていたのですか。 

     いえ、けんかしたときに顔を平手でたたいたことはありますが、何度もという

わけではないです。 

   あなたの記憶では、明日香さんに暴力を振るったのは何回くらいあるのですか。 

     １２月１６日を入れて、三、四回くらいだと思います。 

あなたが一方的に明日香さんに暴力を振るっていたのですか。 

いえ。明日香も抵抗して、私を殴ってきたこともありますし、思い切り突   
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     明日香さんの実家に向けて車両搬送車を走らせました。 
   明日香さんの実家に着いて、どうしましたか。 
     覆面パトカーが止まっているのが見えました。 
   覆面パトカーを見た後、どうしましたか。 
     被告人が今夜はホテルに泊まりたいと言うので、私が電話に登録している南熊 
     本駅近くのホテルに電話をし、車をホテルに向けて走らせました。 
   ホテルに着いた後、被告人はどうしましたか。 
     被告人はホテルで降りて宿泊の手続をしていましたが、車両搬送車に乗せてい 
     る被告人の車は、引き続き私が預かることになったので、私はそのまま家に帰 
     りました。 
 主任弁護人 
   証人は、被告人とプライベートで会うことはほとんどなく、ただの仕事上の知り合 
   いだったということですね。 
     はい。 
   それなら、何故、深夜の時間帯に、被告人は証人に連絡をしてきたのでしょうか。 
     おそらくですが、自分は車両搬送車を持っているので、被告人の車を積んで移 
     動できるからだと思います。 
   証人は、被告人の元内妻である明日香さんをいつどのように知ったのですか。 
     被告人とは、仕事の打合せをした後、飲みに行くことが多かったのですが、そ 
     の時に明日香さんを連れてくることがあったので、それで明日香さんのことを 
     知りました。 
   あなたは、明日香さんの実家がどこにあるかは知っていましたか。 
     はい、希望が丘にあるというのは一緒に飲んだ時に聞いて知っていました。あ 
     と、仕事の関係で希望が丘のお客さんは結構いるので、だいたいの場所はわか 
     っていました。 
   話を事件の日のことに戻しますが、被告人は、明日香さんかお父さんとけんかした 
   という話をしていたのですよね。 
     はい。 
   被告人から希望が丘地区で火事があったと聞いたことで、明日香さんの実家で火事 
   があったとあなたが誤解したんじゃないですか。 
     ・・・いや、希望が丘に向かっているときに、希望が丘のどこに行けばいいか 
     被告人に聞いて、嫁の実家と言われた記憶があるので、誤解していないと思い 
     ます。 
   本当に、被告人は火事があったから見に行こうなんて言ったのですか。 
     そう記憶しています。 
 中島検察官 
   被告人から、火事があったから見に行こうと聞いて、証人はどう思いましたか。 
     何で火事があったって知ってるんだろうと不思議に思いました。しかも、私た 
     ちには無関係のことなら、わざわざ見に行く必要もないのにと思いました。 

以 上 

－  39  －
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     いいえ。やはり明日香や武久さんがまだ警察にいるのではないか気になったの 

     で、南熊本警察署に向かってもらいました。 

   すると、明日香さんや武久さんはまだ南熊本警察署にいたのですか。 

     はい。武久さんの車がまだ止まっていました。 

   それから、どうしましたか。 

     もう眠たかったので、藤江さんにお願いしてホテルの手配をしてもらい、その 

     ホテルにチェックインしました。 

   先ほど藤江さんは、あなたが武久さんの実家に行くよう指示したと証言していまし 

   たが、違うのですか。 

     違います。ただ、藤江さんの車の中で、私が雑談として、今夜希望が丘地区で 

     火事があったみたいだねと言ったことはあります。なので、藤江さんは、この 

     私の発言を早とちりして、私が明日香の実家で火事があったと言ったかのよう 

     に思い違いをしているのだと思います。 

   そのような雑談を交えながら、あなたは、藤江さんにホテルまで送ってもらったと 

   いうことですか。 

     はい。そのとおりです。 

   話は変わりますが、今回の火事の後、武久さんの部屋の灰皿から、あなたのＤＮＡ 

   型と一致するＤＮＡ型が付いた吸い殻が発見されています。この吸い殻はあなたが 

   吸ったたばこの吸い殻なのでしょうか。 

     私のＤＮＡが出たってことは、私が吸ったものだとは思いますが、１２月１６

日を含めて、その頃、小沢さんの家に行ったことはないので、何とも言えませ

ん。 

   １２月１６日から時期が離れてでもいいですが、あなたが小沢さんの家に行ってた

ばこを吸ったことはありますか。 

     去年の９月頃に行って、たばこを吸ったと思います。 

   たばこの吸い殻はどうしたのですか。 

     よく覚えてないですけど、灰皿に捨てたと思います。 

   武久さんは、庭であなたがたばこの吸い殻を足でもみ消していたと証言していまし 

   たが、そのような記憶はありますか。 

     庭でそんなことしたら火事になるかもしれなくて危ないですよ。そんなことす 

     るはずがないです。 

   たばこの吸い殻からあなたのＤＮＡが出たことについて、どのような可能性がある 

   と考えていますか。 

     ９月に吸ったたばこが灰皿の中に残ったままだったことはありうると思います。 

     また、火事があった日には、明日香や武久さんが私の部屋に来ていますので、 

     そこで私の吸ったたばこの吸い殻を持ち出すことも可能だと思います。警察に 

     届けるほど私に恨みを持った方々ですので、火事の後、灰皿に私の吸い殻を混 

     ぜ込むことだってやりかねないのではないでしょうか。 

   あなたの吸ったたばこの吸い殻が、どうして１２月１８日に灰皿にあったかは分か

らないけれど、事件の時に残した吸い殻ではないということですね。 

 

- 40 - 
 

き飛ばしてきたこともあります。 

   話を１２月１６日に戻しますが、明日香さんと武久さんは帰宅しましたね。 

     はい。 

   それで、あなたはどうしたのですか。 

     先ほど怒りがこみ上げてきたと申しましたが、明日香たちが帰ると、少しやり 

     過ぎたなという気持ちもわいてきました。しかし、こんな痴話げんか程度の話 

     を、まさか警察に通報しないだろうと思ったのですが、だんだんと不安になっ 

     てきたので、明日香のところに行って警察に届け出ないよう念押ししようと思 

     いました。 

   それで、車を運転し、武久さんの家に向かったのですね。 

     はい。 

   明日香さんか武久さんはいましたか。 

     いいえ。いませんでした。武久さんの車を探したのですが、車がなかったので、 

     もしかして警察に行ったのではないかと不安になりました。 

   それで、どうしましたか。 

     最寄りの南熊本警察署に行って、武久さんの車が止まっていないか見に行きま 

     した。 

   武久さんの車はありましたか。 

     はい。警察の駐車場に武久さんの車が止まっているのが見えたので、明日香と 

     武久さんは、今回の暴行の件を警察に届け出たんだなと思いました。 

   ちなみに、南熊本警察署で武久さんの車を見たのは何時頃でしたか。 

     ちょうどラジオの番組が変わった時なので、午後８時頃です。 

   武久さんの車を見た後、すぐに帰宅したのですか。 

     いいえ。明日香や武久さんがどんな話をしているのか気になったので、南熊本 

     警察署の近くに車を止めたり、周囲を走らせたりしていました。 

   そうしている間ですが、何か印象に残る出来事がありましたか。 

     はい。希望が丘地区の方で消防車のサイレンの音が聞こえたので、希望が丘地 

     区のどこかで火事でもあったのかなと思いました。 

   その後、あなたはどうしましたか。 

     明日香も武久さんもなかなか出てこないので、あきらめて自宅に帰り、酒を飲 

     んで寝ました。 

   ゆっくり眠れましたか。 

     いいえ。明日香や武久さんがあれだけ長く警察にいるということは、明日の朝 

     にでも、警察が私を逮捕しに来るのではないかと心配になりました。 

   それで、どうしましたか。 

     家族に迷惑を掛けたくないので、どこかホテルに泊まろうと思いました。しか 

     し、自分は既に酒を飲んでいたので、車の運転ができません。そこで、車両搬 

     送車を持っている藤江さんに来てもらい、酔いが覚めるまで自分の車を積んで 

     もらいつつ、ホテルまで送ってもらおうと考えました。 

   藤江さんに迎えに来てもらって、すぐにホテルに向かいましたか。 

－  40  －

　　　　　154



 

- 41 - 
 

     いいえ。やはり明日香や武久さんがまだ警察にいるのではないか気になったの 

     で、南熊本警察署に向かってもらいました。 

   すると、明日香さんや武久さんはまだ南熊本警察署にいたのですか。 

     はい。武久さんの車がまだ止まっていました。 

   それから、どうしましたか。 

     もう眠たかったので、藤江さんにお願いしてホテルの手配をしてもらい、その 

     ホテルにチェックインしました。 

   先ほど藤江さんは、あなたが武久さんの実家に行くよう指示したと証言していまし 

   たが、違うのですか。 

     違います。ただ、藤江さんの車の中で、私が雑談として、今夜希望が丘地区で 

     火事があったみたいだねと言ったことはあります。なので、藤江さんは、この 

     私の発言を早とちりして、私が明日香の実家で火事があったと言ったかのよう 

     に思い違いをしているのだと思います。 

   そのような雑談を交えながら、あなたは、藤江さんにホテルまで送ってもらったと 

   いうことですか。 

     はい。そのとおりです。 

   話は変わりますが、今回の火事の後、武久さんの部屋の灰皿から、あなたのＤＮＡ 

   型と一致するＤＮＡ型が付いた吸い殻が発見されています。この吸い殻はあなたが 

   吸ったたばこの吸い殻なのでしょうか。 

     私のＤＮＡが出たってことは、私が吸ったものだとは思いますが、１２月１６

日を含めて、その頃、小沢さんの家に行ったことはないので、何とも言えませ

ん。 

   １２月１６日から時期が離れてでもいいですが、あなたが小沢さんの家に行ってた

ばこを吸ったことはありますか。 

     去年の９月頃に行って、たばこを吸ったと思います。 

   たばこの吸い殻はどうしたのですか。 

     よく覚えてないですけど、灰皿に捨てたと思います。 

   武久さんは、庭であなたがたばこの吸い殻を足でもみ消していたと証言していまし 

   たが、そのような記憶はありますか。 

     庭でそんなことしたら火事になるかもしれなくて危ないですよ。そんなことす 

     るはずがないです。 

   たばこの吸い殻からあなたのＤＮＡが出たことについて、どのような可能性がある 

   と考えていますか。 

     ９月に吸ったたばこが灰皿の中に残ったままだったことはありうると思います。 

     また、火事があった日には、明日香や武久さんが私の部屋に来ていますので、 

     そこで私の吸ったたばこの吸い殻を持ち出すことも可能だと思います。警察に 

     届けるほど私に恨みを持った方々ですので、火事の後、灰皿に私の吸い殻を混 

     ぜ込むことだってやりかねないのではないでしょうか。 

   あなたの吸ったたばこの吸い殻が、どうして１２月１８日に灰皿にあったかは分か

らないけれど、事件の時に残した吸い殻ではないということですね。 
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き飛ばしてきたこともあります。 

   話を１２月１６日に戻しますが、明日香さんと武久さんは帰宅しましたね。 

     はい。 

   それで、あなたはどうしたのですか。 

     先ほど怒りがこみ上げてきたと申しましたが、明日香たちが帰ると、少しやり 

     過ぎたなという気持ちもわいてきました。しかし、こんな痴話げんか程度の話 

     を、まさか警察に通報しないだろうと思ったのですが、だんだんと不安になっ 

     てきたので、明日香のところに行って警察に届け出ないよう念押ししようと思 

     いました。 

   それで、車を運転し、武久さんの家に向かったのですね。 

     はい。 

   明日香さんか武久さんはいましたか。 

     いいえ。いませんでした。武久さんの車を探したのですが、車がなかったので、 

     もしかして警察に行ったのではないかと不安になりました。 

   それで、どうしましたか。 

     最寄りの南熊本警察署に行って、武久さんの車が止まっていないか見に行きま 

     した。 

   武久さんの車はありましたか。 

     はい。警察の駐車場に武久さんの車が止まっているのが見えたので、明日香と 

     武久さんは、今回の暴行の件を警察に届け出たんだなと思いました。 

   ちなみに、南熊本警察署で武久さんの車を見たのは何時頃でしたか。 

     ちょうどラジオの番組が変わった時なので、午後８時頃です。 

   武久さんの車を見た後、すぐに帰宅したのですか。 

     いいえ。明日香や武久さんがどんな話をしているのか気になったので、南熊本 

     警察署の近くに車を止めたり、周囲を走らせたりしていました。 

   そうしている間ですが、何か印象に残る出来事がありましたか。 

     はい。希望が丘地区の方で消防車のサイレンの音が聞こえたので、希望が丘地 

     区のどこかで火事でもあったのかなと思いました。 

   その後、あなたはどうしましたか。 

     明日香も武久さんもなかなか出てこないので、あきらめて自宅に帰り、酒を飲 

     んで寝ました。 

   ゆっくり眠れましたか。 

     いいえ。明日香や武久さんがあれだけ長く警察にいるということは、明日の朝 

     にでも、警察が私を逮捕しに来るのではないかと心配になりました。 

   それで、どうしましたか。 

     家族に迷惑を掛けたくないので、どこかホテルに泊まろうと思いました。しか 

     し、自分は既に酒を飲んでいたので、車の運転ができません。そこで、車両搬 

     送車を持っている藤江さんに来てもらい、酔いが覚めるまで自分の車を積んで 

     もらいつつ、ホテルまで送ってもらおうと考えました。 

   藤江さんに迎えに来てもらって、すぐにホテルに向かいましたか。 
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   何故、今日述べたことと違うことを話したのですか。 

     ・・・ちょっと別の日と勘違いしていました。 

   別の日にも、南熊本警察署の前で明日香さんや武久さんが出てこないか見ていたこ 

   とがあったのですか。 

     ・・・いえ、そういうわけではないのですが・・・。 

   あと、先ほどのお話だと、南熊本警察署の辺りにいた時に、希望が丘地区の方で消 

   防車のサイレンが聞こえたとのことでしたね。 

     はい。 

   警察官から事情を聴かれた時、消防車のサイレンの音の話ってしましたか。 

     いえ、していません。 

   何故、消防車のサイレンの話をしなかったのですか。 

     それほど大したことではないかなと思って、話しませんでした。 

   あなたの容疑は、希望が丘地区にある武久さんの家に対する放火なのですよね。あ 

   なたが希望が丘地区の外にいる時に、希望が丘地区から消防車のサイレンが聞こえ 

   たとなると、それが真犯人の仕業である可能性が高いのではないですか。 

     今考えると、そうだと思います。 

以 上
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     そのとおりです。 

   最後に、あなたの経歴について簡単にうかがいますが、お仕事は何をしていますか。 

     個人で中古車の売買等を手がけています。 

   明日香さんとの関係はどうするつもりですか。 

     私と別れるのは全然構わないのですが、その前に清算の話をきっちりつけてほ 

     しいと思います。 

 山岡検察官 

   あなたのＤＮＡ型と同じ型のものが付いた吸い殻について、うかがいます。このよ 

   うな吸い殻が発見された理由について、警察官から事情を聴かれた時には、あなた 

   は何と答えていたか覚えていますか。 

     いや、それは考えられる可能性の一つを言っただけで、絶対にそうだというつ 

     もりではありません。 

   まず、警察官に何と言っていたのか、話してもらえますか。 

     明日香が私と別居して実家に戻る時に、こっそりと吸い殻を持ち出したものだ 

     から、ちゃんと調べてくれと言いました。 

   先ほど言われていたような可能性、つまり、９月に吸った吸い殻がそのままになっ 

   た可能性であるとか、火事があった当日に、明日香さん、あるいは武久さんが、あ 

   なたの部屋から吸い殻を持ち出したかもしれない、などと警察官に言いましたか。 

     いえ。その時は、そこまで頭が回らなかったので、言っていません。 

   ちなみに、あなたが普段吸われているたばこの銘柄は何ですか。 

     それ、言わなければなりませんか。 

   では、聞き方を変えましょう。あなたが警察に逮捕された時、持っていたたばこの 

   銘柄は何でしたか。 

     ファイブスターです。 

   その後、警察があなたのお部屋を捜索したところ、カートン入りのたばこが発見さ 

   れましたが、そのたばこの銘柄は何でしたか。 

     ファイブスターです。 

   あなたが普段吸っているたばこはファイブスターではないのですか。 

     はい。ファイブスターです。ですが、ファイブスターを吸う人なんて、世の中、 

     いくらでもいますよ。 

   次に、今回の火事の時の話を聞きますが、先ほどのお話だと、あなたはずっと南熊 

   本警察署の辺りにいて、武久さんや明日香さんが出てこないか見ていたということ 

   ですね。 

     はい。 

火事のあった１２月１６日の夜は、南熊本警察署に行く前に武久さんの家に行った

以外に、武久さんの家に行ったことはないですか。 

     ありません。 

   警察官から事情を聴かれた時に、あなたは何と言っていたか、覚えていますか。 

     南熊本警察署の前で待ち伏せたり、武久さんたちが帰ってくる前に先回りしよ 

     うとして武久さんの家の前で待ち伏せたりしていました、と話していました。 
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   何故、今日述べたことと違うことを話したのですか。 

     ・・・ちょっと別の日と勘違いしていました。 

   別の日にも、南熊本警察署の前で明日香さんや武久さんが出てこないか見ていたこ 

   とがあったのですか。 

     ・・・いえ、そういうわけではないのですが・・・。 

   あと、先ほどのお話だと、南熊本警察署の辺りにいた時に、希望が丘地区の方で消 

   防車のサイレンが聞こえたとのことでしたね。 

     はい。 

   警察官から事情を聴かれた時、消防車のサイレンの音の話ってしましたか。 

     いえ、していません。 

   何故、消防車のサイレンの話をしなかったのですか。 

     それほど大したことではないかなと思って、話しませんでした。 

   あなたの容疑は、希望が丘地区にある武久さんの家に対する放火なのですよね。あ 

   なたが希望が丘地区の外にいる時に、希望が丘地区から消防車のサイレンが聞こえ 

   たとなると、それが真犯人の仕業である可能性が高いのではないですか。 

     今考えると、そうだと思います。 

以 上
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     そのとおりです。 

   最後に、あなたの経歴について簡単にうかがいますが、お仕事は何をしていますか。 

     個人で中古車の売買等を手がけています。 

   明日香さんとの関係はどうするつもりですか。 

     私と別れるのは全然構わないのですが、その前に清算の話をきっちりつけてほ 

     しいと思います。 

 山岡検察官 

   あなたのＤＮＡ型と同じ型のものが付いた吸い殻について、うかがいます。このよ 

   うな吸い殻が発見された理由について、警察官から事情を聴かれた時には、あなた 

   は何と答えていたか覚えていますか。 

     いや、それは考えられる可能性の一つを言っただけで、絶対にそうだというつ 

     もりではありません。 

   まず、警察官に何と言っていたのか、話してもらえますか。 

     明日香が私と別居して実家に戻る時に、こっそりと吸い殻を持ち出したものだ 

     から、ちゃんと調べてくれと言いました。 

   先ほど言われていたような可能性、つまり、９月に吸った吸い殻がそのままになっ 

   た可能性であるとか、火事があった当日に、明日香さん、あるいは武久さんが、あ 

   なたの部屋から吸い殻を持ち出したかもしれない、などと警察官に言いましたか。 

     いえ。その時は、そこまで頭が回らなかったので、言っていません。 

   ちなみに、あなたが普段吸われているたばこの銘柄は何ですか。 

     それ、言わなければなりませんか。 

   では、聞き方を変えましょう。あなたが警察に逮捕された時、持っていたたばこの 

   銘柄は何でしたか。 

     ファイブスターです。 

   その後、警察があなたのお部屋を捜索したところ、カートン入りのたばこが発見さ 

   れましたが、そのたばこの銘柄は何でしたか。 

     ファイブスターです。 

   あなたが普段吸っているたばこはファイブスターではないのですか。 

     はい。ファイブスターです。ですが、ファイブスターを吸う人なんて、世の中、 

     いくらでもいますよ。 

   次に、今回の火事の時の話を聞きますが、先ほどのお話だと、あなたはずっと南熊 

   本警察署の辺りにいて、武久さんや明日香さんが出てこないか見ていたということ 

   ですね。 

     はい。 

火事のあった１２月１６日の夜は、南熊本警察署に行く前に武久さんの家に行った

以外に、武久さんの家に行ったことはないですか。 

     ありません。 

   警察官から事情を聴かれた時に、あなたは何と言っていたか、覚えていますか。 

     南熊本警察署の前で待ち伏せたり、武久さんたちが帰ってくる前に先回りしよ 

     うとして武久さんの家の前で待ち伏せたりしていました、と話していました。 
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   逮   捕   状（通常逮捕） 

被 疑 者 

 氏  名 
 
 年  齢  
 
 住  居 
 
 職  業 

 三   上   雄   介 
 
 平成１０年７月１４日生（２７歳） 
 
 熊本市中央区山花１丁目２３番８号 
 
 自営業 

罪        名 現住建造物等放火 

被 疑 事 実 の 要 旨  別紙のとおり 

引 致 す べ き 場 所 熊本県南熊本警察署又は逮捕地を管轄する警察署 

有 効 期 間 令和８年１月１１日まで 

 有効期間経過後は、この令状により逮捕に着手することができない。この場合には、 
これを当裁判所に返還しなければならない。 
 有効期間内であっても、逮捕の必要がなくなったときは、直ちにこれを当裁判所に返 
還しなければならない。 

 
 上記の被疑事実により、被疑者を逮捕することを許可する。 
 
  令和８年１月４日 
 
       熊 本 地 方 裁 判 所 
 
               裁 判 官   宮   内   小 次 郎 ㊞    

請 求 者 の 官 公 職 氏 名 熊本県南熊本警察署 司法警察員 警部 一 色 喜 久 

逮 捕 者 の 官 公 職 氏 名 熊本県南熊本警察署 司法巡査 岡 部 宗 平 

逮 捕 の 年 月 日 時 

及  び  場  所 

令和８年１月５日 午前９時４５分 

熊本市中央区山花１丁目２３番８号で逮捕 

記 名 押 印 熊本県南熊本警察署 司法巡査 岡 部 宗 平 ㊞ 

引 致 の 年 月 日 時 令和８年１月５日 午前１１時５０分 

記 名 押 印 熊本県南熊本警察署 司法巡査 岡 部 宗 平 ㊞ 

送 致 す る 手 続 を し た 

年 月 日 時 
令和８年１月７日 午前８時３０分 

記 名 押 印 熊本県南熊本警察署 司法警察員 警部補 後 藤   茜 ㊞ 

送致を受けた年月日時 令和８年１月７日 午前９時 

記 名 押 印 熊本地方検察庁 検察事務官 塩 崎 久 志 ㊞ 

 

□ 逮捕状に代わるものの交付あり 
（※逮捕状に代わるものを交付した場合、□にレを入れる。） 
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   逮   捕   状（通常逮捕） 

被 疑 者 

 氏  名 
 
 年  齢  
 
 住  居 
 
 職  業 

 三   上   雄   介 
 
 平成１０年７月１４日生（２７歳） 
 
 熊本市中央区山花１丁目２３番８号 
 
 自営業 

罪        名 現住建造物等放火 

被 疑 事 実 の 要 旨  別紙のとおり 

引 致 す べ き 場 所 熊本県南熊本警察署又は逮捕地を管轄する警察署 

有 効 期 間 令和８年１月１１日まで 

 有効期間経過後は、この令状により逮捕に着手することができない。この場合には、 
これを当裁判所に返還しなければならない。 
 有効期間内であっても、逮捕の必要がなくなったときは、直ちにこれを当裁判所に返 
還しなければならない。 

 
 上記の被疑事実により、被疑者を逮捕することを許可する。 
 
  令和８年１月４日 
 
       熊 本 地 方 裁 判 所 
 
               裁 判 官   宮   内   小 次 郎 ㊞    

請 求 者 の 官 公 職 氏 名 熊本県南熊本警察署 司法警察員 警部 一 色 喜 久 

逮 捕 者 の 官 公 職 氏 名 熊本県南熊本警察署 司法巡査 岡 部 宗 平 

逮 捕 の 年 月 日 時 

及  び  場  所 

令和８年１月５日 午前９時４５分 

熊本市中央区山花１丁目２３番８号で逮捕 

記 名 押 印 熊本県南熊本警察署 司法巡査 岡 部 宗 平 ㊞ 

引 致 の 年 月 日 時 令和８年１月５日 午前１１時５０分 

記 名 押 印 熊本県南熊本警察署 司法巡査 岡 部 宗 平 ㊞ 

送 致 す る 手 続 を し た 

年 月 日 時 
令和８年１月７日 午前８時３０分 

記 名 押 印 熊本県南熊本警察署 司法警察員 警部補 後 藤   茜 ㊞ 

送致を受けた年月日時 令和８年１月７日 午前９時 

記 名 押 印 熊本地方検察庁 検察事務官 塩 崎 久 志 ㊞ 

 

□ 逮捕状に代わるものの交付あり 
（※逮捕状に代わるものを交付した場合、□にレを入れる。） 
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勾   留   状 

指揮印  

㊞ 
 
 
 
 被 疑 者 

 氏  名 
 
 年  齢 
 
 住  居 
 
職  業 

 三   上   雄   介 
 
 平成１０年７月１４日生 
 
熊本市中央区山花１丁目２３番８号 

自営業 

 

延 長 

㊞ 

 被疑者に対する住居侵入、現住建造物等放火被疑事件について、同人を熊本県南熊本警察署留 
置施設に勾留する。 

延 長 

 
 被 疑 事 実 の 要 旨   別紙のとおり 

 刑事訴訟法６０条１項 
 各 号 に 定 め る 事 由 次葉のとおり  

 有  効  期  間  令和８年１月１４日まで 

  この令状は、有効期間経過後は、その執行に着手することができない。この場合には、これを 
 当裁判所に返還しなければならない。 

 
  令和８年１月７日 
 
      熊 本 地 方 裁 判 所 
 
               裁 判 官   伊   井   紗   恵 ㊞ 

 勾 留 請 求 の 年 月 日  令和８年１月７日 

 執 行 し た 年 月 日 時 
 及  び  場  所 

 令和８年１月７日 午後５時５分 
 熊本地方検察庁構内 

記  名  押  印  熊本県南熊本警察署 司法警察員 巡査部長 深 井   聖 ㊞ 

執行することができな 

かったときはその事由 
 

 記  名  押  印  令和   年   月   日 

 勾 留 し た 年 月 日 時 
 及 び 取 扱 者  

 令和８年１月７日 午後５時２０分 
 熊本県南熊本警察署  

  司法巡査 林   義 尚 ㊞ 

（被疑者用）

□ 勾留状に代わるものの交付あり 
（※勾留状に代わるものを交付した場合、□にレを入れる。） 
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（別 紙） 

被疑者は、小沢武久及び小沢明日香に対するうっ憤を晴らすため、他人の住居等に放

火しようと考え、令和７年１２月１６日午後７時頃から同日午後１０時２５分頃までの

間、熊本市南区希望が丘９９７番地３所在の前記小沢武久ら２名が現に住居に使用する

居宅内の居間において、床等に灯油をまいた上、火を放ち、その火を同居宅の床等に燃

え移らせ、よって、同居宅（木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建、床面積合計７６．５１平方

メートル）の一部を焼損（焼損面積約２．０１平方メートル）したものである。  

                                   以 上  
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勾   留   状 

指揮印  

㊞ 
 
 
 
 被 疑 者 

 氏  名 
 
 年  齢 
 
 住  居 
 
職  業 

 三   上   雄   介 
 
 平成１０年７月１４日生 
 

熊本市中央区山花１丁目２３番８号 

自営業 

 

延 長 

㊞ 

 被疑者に対する住居侵入、現住建造物等放火被疑事件について、同人を熊本県南熊本警察署留 
置施設に勾留する。 

延 長 

 
 被 疑 事 実 の 要 旨   別紙のとおり 

 刑事訴訟法６０条１項 
 各 号 に 定 め る 事 由 次葉のとおり  

 有  効  期  間  令和８年１月１４日まで 

  この令状は、有効期間経過後は、その執行に着手することができない。この場合には、これを 
 当裁判所に返還しなければならない。 

 
  令和８年１月７日 
 
      熊 本 地 方 裁 判 所 
 
               裁 判 官   伊   井   紗   恵 ㊞ 

 勾 留 請 求 の 年 月 日  令和８年１月７日 

 執 行 し た 年 月 日 時 
 及  び  場  所 

 令和８年１月７日 午後５時５分 
 熊本地方検察庁構内 

記  名  押  印  熊本県南熊本警察署 司法警察員 巡査部長 深 井   聖 ㊞ 

執行することができな 

かったときはその事由 
 

 記  名  押  印  令和   年   月   日 

 勾 留 し た 年 月 日 時 
 及 び 取 扱 者  

 令和８年１月７日 午後５時２０分 
 熊本県南熊本警察署  

  司法巡査 林   義 尚 ㊞ 

（被疑者用）

□ 勾留状に代わるものの交付あり 
（※勾留状に代わるものを交付した場合、□にレを入れる。） 
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（別 紙） 

被疑者は、小沢武久及び小沢明日香に対するうっ憤を晴らすため、他人の住居等に放

火しようと考え、令和７年１２月１６日午後７時頃から同日午後１０時２５分頃までの

間、熊本市南区希望が丘９９７番地３所在の前記小沢武久ら２名が現に住居に使用する

居宅内の居間において、床等に灯油をまいた上、火を放ち、その火を同居宅の床等に燃

え移らせ、よって、同居宅（木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建、床面積合計７６．５１平方

メートル）の一部を焼損（焼損面積約２．０１平方メートル）したものである。  

                                   以 上  
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- 49 - 

（別 紙）  

被疑者は、小沢武久及び小沢明日香に対するうっ憤を晴らすため、他人の住居等に放

火しようと考え、令和７年１２月１６日午後７時頃から同日午後１０時２５分頃までの

間、熊本市南区希望が丘９９７番地３所在の前記小沢武久ら２名が現に住居に使用する

居宅内に侵入し、その頃、同居宅居間において、床等に灯油をまいた上、火を放ち、そ

の火を同居宅の床等に燃え移らせ、よって、同居宅（木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建、床

面積合計７６．５１平方メートル）の一部を焼損（焼損面積約２．０１平方メートル）

したものである。 

                                   以 上  

 
（移送通知書 省略） 

  

 

 

 
- 48 - 

  刑事訴訟法６０条１項各号に定める事由 

 

  下記の ２、３ 号に当たる。 

 

１ 被疑者が定まった住居を有しない。 

 

 ２ 被疑者が罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由がある。 

 

 ３ 被疑者が逃亡し又は逃亡すると疑うに足りる相当な理由がある。 

 

勾  留  期  間  の  延  長 

 

延   長   期   間 

 
        令和８年１月２６日まで 

 

延   長   期   間 

 

       令和  年  月  日まで 

 

理           由 

     

  参考人取調べ未了 

        

      鑑定未了 

 

理           由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年１月１６日 

 

  熊本地方裁判所 

 

      裁判官 伊 井 紗 恵 ㊞ 

 令和  年  月  日 

 

         裁判所 

 

          裁判官 

勾留状を検察官に交付した年月日 勾留状を検察官に交付した年月日 

 

令和８年１月１６日 

   裁判所書記官 久 野 真 弓 印 

 

令和  年  月  日 

     裁判所書記官 

勾留状又は勾留状に代わるも 
のを被疑者に示した年月日時 

勾留状又は勾留状に代わるも 
のを被疑者に示した年月日時 

 

令和８年１月１６日 午後５時３分 

 刑事施設職員 

 熊本県南熊本警察署 

 司法警察員 巡査部長 重 村 亮 太 ㊞ 

 

 

 令和  年  月  日 午   時  分 

 刑事施設職員 
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（別 紙）  

被疑者は、小沢武久及び小沢明日香に対するうっ憤を晴らすため、他人の住居等に放

火しようと考え、令和７年１２月１６日午後７時頃から同日午後１０時２５分頃までの

間、熊本市南区希望が丘９９７番地３所在の前記小沢武久ら２名が現に住居に使用する

居宅内に侵入し、その頃、同居宅居間において、床等に灯油をまいた上、火を放ち、そ

の火を同居宅の床等に燃え移らせ、よって、同居宅（木造亜鉛メッキ鋼板葺平家建、床

面積合計７６．５１平方メートル）の一部を焼損（焼損面積約２．０１平方メートル）

したものである。 

                                   以 上  

 
（移送通知書 省略） 
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  刑事訴訟法６０条１項各号に定める事由 

 

  下記の ２、３ 号に当たる。 

 

１ 被疑者が定まった住居を有しない。 

 

 ２ 被疑者が罪証を隠滅すると疑うに足りる相当な理由がある。 

 

 ３ 被疑者が逃亡し又は逃亡すると疑うに足りる相当な理由がある。 

 

勾  留  期  間  の  延  長 

 

延   長   期   間 

 
        令和８年１月２６日まで 

 

延   長   期   間 

 

       令和  年  月  日まで 

 

理           由 

     

  参考人取調べ未了 

        

      鑑定未了 

 

理           由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和８年１月１６日 

 

  熊本地方裁判所 

 

      裁判官 伊 井 紗 恵 ㊞ 

 令和  年  月  日 

 

         裁判所 

 

          裁判官 

勾留状を検察官に交付した年月日 勾留状を検察官に交付した年月日 

 

令和８年１月１６日 

   裁判所書記官 久 野 真 弓 印 

 

令和  年  月  日 

     裁判所書記官 

勾留状又は勾留状に代わるも 
のを被疑者に示した年月日時 

勾留状又は勾留状に代わるも 
のを被疑者に示した年月日時 

 

令和８年１月１６日 午後５時３分 

 刑事施設職員 

 熊本県南熊本警察署 

 司法警察員 巡査部長 重 村 亮 太 ㊞ 

 

 

 令和  年  月  日 午   時  分 

 刑事施設職員 
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 令和８年 第３４号  
                   令和８年４月２３日  

保  釈  求  意  見  

            被告人   三   上   雄   介      

  熊本地方検察庁  
       検察官 殿 

       熊本地方裁判所刑事部  
          裁 判 官   伊   井   紗   恵 ㊞   

 
被告人に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件について、別添（省略）

のとおり主任弁護人尾崎絵梨及び弁護人湯田幸太郎から保釈の請求があったの

で、意見を求める。  
なお、不相当とするときは、具体的な理由を添えられたい。  

 

                    令和８年４月２３日   

意    見 

 
  熊本地方裁判所刑事部 御中  
          熊本地方検察庁  
                 検察官 検事  中   島   陽   介 ㊞  
 
                相 当 
      上記保釈の請求は、 不 相 当 と思料する。 
                然るべく 

 
理     由 

  別紙（省略）記載のとおり  

（受付日付印 省略）
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令和８年 第３４号 

保 釈 請 求 書 
 
                      令和８年４月２３日   
 熊本地方裁判所刑事部 裁判官 御中 
 
                被 告 人 三   上   雄   介      
                主任弁護人 尾   崎   絵   梨 印    
                弁 護 人 湯   田   幸 太 郎 印    
 
 上記被告人は、住居侵入、現住建造物等放火被告事件について勾留中のところ、下記の 
理由により保釈を請求する。 

記 
第１ はじめに 
  （中略） 
第６ 添付書類 
   身元引受書 
 
（受付日付印 省略） 
 
 
令和８年 第３４号 

身 元 引 受 書 
                      令和８年４月２３日   
 熊本地方裁判所刑事部 裁判官 御中 
 
                被 告 人 三   上   雄   介      
 
 上記被告人は、住居侵入、現住建造物等放火被告事件について勾留中のところ、保釈を 
許可された場合には、私が被告人の身柄を引き受け、保釈許可の条件を守らせ、指定の期  
日には必ず出頭させます。 
 
        身 元 引 受 人 
             住     所  熊本市中央区山花１丁目２３番８号 
             氏     名  三  上  梨  子 ㊞ 
             被告人との関係  母親

－  50  －
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 令和８年 第３４号  
                   令和８年４月２３日  

保  釈  求  意  見  

            被告人   三   上   雄   介      

  熊本地方検察庁  
       検察官 殿 

       熊本地方裁判所刑事部  
          裁 判 官   伊   井   紗   恵 ㊞   

 
被告人に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件について、別添（省略）

のとおり主任弁護人尾崎絵梨及び弁護人湯田幸太郎から保釈の請求があったの

で、意見を求める。  
なお、不相当とするときは、具体的な理由を添えられたい。  

 

                    令和８年４月２３日   

意    見 

 
  熊本地方裁判所刑事部 御中  
          熊本地方検察庁  
                 検察官 検事  中   島   陽   介 ㊞  
 
                相 当 
      上記保釈の請求は、 不 相 当 と思料する。 
                然るべく 

 
理     由 

  別紙（省略）記載のとおり  

（受付日付印 省略）
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令和８年 第３４号 

保 釈 請 求 書 
 
                      令和８年４月２３日   
 熊本地方裁判所刑事部 裁判官 御中 
 
                被 告 人 三   上   雄   介      
                主任弁護人 尾   崎   絵   梨 印    
                弁 護 人 湯   田   幸 太 郎 印    
 
 上記被告人は、住居侵入、現住建造物等放火被告事件について勾留中のところ、下記の 
理由により保釈を請求する。 

記 
第１ はじめに 
  （中略） 
第６ 添付書類 
   身元引受書 
 
（受付日付印 省略） 
 
 
令和８年 第３４号 

身 元 引 受 書 
                      令和８年４月２３日   
 熊本地方裁判所刑事部 裁判官 御中 
 
                被 告 人 三   上   雄   介      
 
 上記被告人は、住居侵入、現住建造物等放火被告事件について勾留中のところ、保釈を 
許可された場合には、私が被告人の身柄を引き受け、保釈許可の条件を守らせ、指定の期  
日には必ず出頭させます。 
 
        身 元 引 受 人 
             住     所  熊本市中央区山花１丁目２３番８号 
             氏     名  三  上  梨  子 ㊞ 
             被告人との関係  母親
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記記  録録  編編 

（参考記録） 
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令和８年 第３４号 
勾留 令和８年１月 ７日 
起訴 令和８年１月２６日 

保 釈 許 可 決 定  
               被告人  三   上   雄   介 
                     平成１０年７月１４日生 
 被告人に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件について、令和８年４月２３日主任弁護

人尾崎絵梨及び弁護人湯田幸太郎から保釈の請求があったので、当裁判所は、検察官の

意見を聴いた上、次のとおり決定する。 
主       文 

被告人の保釈を許可する。 
保証金額は金○○○万円とする。 
釈放後は、下記の指定条件を誠実に守らなければならない。これに違反した

ときは、保釈を取り消され、保証金も没取されることがある。 
下記の指定条件１に係る住居を離れ、当該許可を受けないで、正当な理由が

なく、当該期間を超えて当該住居に帰着しないときは、２年以下の拘禁刑に

処せられることがある。 
指 定 条 件 

１ 被告人は、熊本市中央区山花１丁目２３番８号三上梨子方に居住しなければならず、裁判

所の許可を受けないで２日間を超えて前記住居を離れてはならない。 
２ １の住居を変更し、又は１の期間を超えて離れる必要ができたときは、書面で裁判所に申し

出て許可を受けなければならない。 
３ 召喚を受けたときは、必ず定められた日時に出頭しなければならない（出頭できない正当な

理由があれば、前もって、その理由を明らかにして、届け出なければならない。）。 
４ 逃げ隠れしたり、証拠隠滅と思われるような行為をしてはならない。 
５ 海外旅行をする場合には、前もって、裁判所に申し出て、許可を受けなければならない。 
６ 小沢明日香、小沢武久及び藤江仁とは、弁護人を介する場合を除いて、面接、通信、電話等

による一切の接触をしてはならない。 
   令和８年４月２４日 
       熊本地方裁判所刑事部 
           裁 判 官   伊   井   紗   恵 ㊞    
（検察庁への謄本送付の付記及び保釈保証金納付済の付記 省略）  
（主任弁護人への送達報告書及び被告人への郵便送達報告書〔いずれも保釈許可決定謄本分〕並びに釈放通知

書 省略） 
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記記  録録  編編 

（参考記録） 
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令和８年 第３４号 
勾留 令和８年１月 ７日 
起訴 令和８年１月２６日 

保 釈 許 可 決 定  
               被告人  三   上   雄   介 
                     平成１０年７月１４日生 
 被告人に対する住居侵入、現住建造物等放火被告事件について、令和８年４月２３日主任弁護

人尾崎絵梨及び弁護人湯田幸太郎から保釈の請求があったので、当裁判所は、検察官の

意見を聴いた上、次のとおり決定する。 
主       文 

被告人の保釈を許可する。 
保証金額は金○○○万円とする。 
釈放後は、下記の指定条件を誠実に守らなければならない。これに違反した

ときは、保釈を取り消され、保証金も没取されることがある。 
下記の指定条件１に係る住居を離れ、当該許可を受けないで、正当な理由が

なく、当該期間を超えて当該住居に帰着しないときは、２年以下の拘禁刑に

処せられることがある。 
指 定 条 件 

１ 被告人は、熊本市中央区山花１丁目２３番８号三上梨子方に居住しなければならず、裁判

所の許可を受けないで２日間を超えて前記住居を離れてはならない。 
２ １の住居を変更し、又は１の期間を超えて離れる必要ができたときは、書面で裁判所に申し

出て許可を受けなければならない。 
３ 召喚を受けたときは、必ず定められた日時に出頭しなければならない（出頭できない正当な

理由があれば、前もって、その理由を明らかにして、届け出なければならない。）。 
４ 逃げ隠れしたり、証拠隠滅と思われるような行為をしてはならない。 
５ 海外旅行をする場合には、前もって、裁判所に申し出て、許可を受けなければならない。 
６ 小沢明日香、小沢武久及び藤江仁とは、弁護人を介する場合を除いて、面接、通信、電話等

による一切の接触をしてはならない。 
   令和８年４月２４日 
       熊本地方裁判所刑事部 
           裁 判 官   伊   井   紗   恵 ㊞    
（検察庁への謄本送付の付記及び保釈保証金納付済の付記 省略）  
（主任弁護人への送達報告書及び被告人への郵便送達報告書〔いずれも保釈許可決定謄本分〕並びに釈放通知

書 省略） 
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甲第４号証 
 

火 災 原 因 報 告 書 
 

                             令和７年１２月２７日   

        南 熊 本 消 防 署  
            消 防 吏 員   日 比 野   史   也    

 

 令和７年１２月１６日に熊本市南区希望が丘９９７番地３の住宅で発生した火災につい

て、出火場所及び出火原因等に関する調査結果を、下記のとおりとりまとめたので報告す

る。 

記 
第１ 本件火災の概要 
 １ 火災発生場所 
   熊本市南区希望が丘９９７番地３ 小沢武久方 

 ２ 火災発生の日時 

   令和７年１２月１６日午後１０時２５分頃 
 ３ 火災認知の端緒 
   近隣住民からの１１９番通報 
 
第２ 本件火災の出火場所 

１ 結論 
居間南西角付近と判断した。 

 ２ 理由 
 他の部屋と比較して居間の焼損が激しいこと、現場到着時に炎を確認できたのは居

間のベランダからの炎のみであったことより、居間から出火したと判断した。 
居間の南西角の床部分に黒く焦げた跡があり、西側の壁は同床部分を基点として上

に立ち上がる形でビニールクロスが焼失していたこと、東側の壁は床際ではなく天井

側が強く焼け、下がるにつれて焼損が弱くなっていたことより、居間南西角で立ち上

がった炎が天井伝いに東側に向かっていったと判断した。 
 
第３ 本件火災の原因 

１ 結論 
放火によるものと判断した。 

２ 理由 
居間南西角に置かれているストーブの正面と裏面の広い範囲で焼けが立ち上がって

いる。ストーブから出火した場合、ストーブ本体で熱が遮られるので、正面と裏面が

同じように焼けることはない。 
仮にストーブが異常燃焼したのだとすると、ストーブ中央にある燃焼筒の内側が黒

く煤けるはずであるが、本件ではそのような黒い煤けは認められず、ストーブが異常

燃焼したとは考えられない。 
ストーブ裏の床面が黒く焦げる程度で、強く焼けておらず、その上にある壁面や幅
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甲第４号証 
 

火 災 原 因 報 告 書 
 

                             令和７年１２月２７日   

        南 熊 本 消 防 署  
            消 防 吏 員   日 比 野   史   也    

 

 令和７年１２月１６日に熊本市南区希望が丘９９７番地３の住宅で発生した火災につい

て、出火場所及び出火原因等に関する調査結果を、下記のとおりとりまとめたので報告す

る。 

記 
第１ 本件火災の概要 
 １ 火災発生場所 
   熊本市南区希望が丘９９７番地３ 小沢武久方 

 ２ 火災発生の日時 

   令和７年１２月１６日午後１０時２５分頃 
 ３ 火災認知の端緒 
   近隣住民からの１１９番通報 
 
第２ 本件火災の出火場所 

１ 結論 
居間南西角付近と判断した。 

 ２ 理由 
 他の部屋と比較して居間の焼損が激しいこと、現場到着時に炎を確認できたのは居

間のベランダからの炎のみであったことより、居間から出火したと判断した。 
居間の南西角の床部分に黒く焦げた跡があり、西側の壁は同床部分を基点として上

に立ち上がる形でビニールクロスが焼失していたこと、東側の壁は床際ではなく天井

側が強く焼け、下がるにつれて焼損が弱くなっていたことより、居間南西角で立ち上

がった炎が天井伝いに東側に向かっていったと判断した。 
 
第３ 本件火災の原因 

１ 結論 
放火によるものと判断した。 

２ 理由 
居間南西角に置かれているストーブの正面と裏面の広い範囲で焼けが立ち上がって

いる。ストーブから出火した場合、ストーブ本体で熱が遮られるので、正面と裏面が

同じように焼けることはない。 
仮にストーブが異常燃焼したのだとすると、ストーブ中央にある燃焼筒の内側が黒

く煤けるはずであるが、本件ではそのような黒い煤けは認められず、ストーブが異常

燃焼したとは考えられない。 
ストーブ裏の床面が黒く焦げる程度で、強く焼けておらず、その上にある壁面や幅
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甲第５号証 
 

 

実 況 見 分 調 書 

（吸い殻の発見状況について） 

                             令和７年１２月１９日   

       熊本県南熊本警察署 

           司法警察員 警部   八   木       祐    

 

 被疑者三上雄介に対する住居侵入、現住建造物等放火被疑事件につき、本職は、下記の

とおり実況見分をした。 

記 
１ 実況見分の日時 
  令和７年１２月１８日午前１０時から午前１１時１０分まで 
 
２ 実況見分の場所、身体又は物 
  熊本市南区希望が丘９９７番地３ 小沢武久方 
 
３ 実況見分の目的 
  犯人の痕跡を明らかにし、証拠を保全するため 
 
４ 実況見分の立会人（住居、職業、氏名、年齢） 
  熊本市南区希望が丘９９７番地３ 
   被害家屋の住人 会社員 小沢武久（５２歳） 
 
５ 実況見分の経過 
 ⑴ 現場の位置 
   現場は、熊本市南区希望が丘９９７番地３小沢武久方（以下、「小沢方」という。）

であり、同所は希望が丘郵便局の西方図測直線距離約８００メートル、南熊本駅の南

方図測直線距離約４００メートルの地点に位置している（現場見取図第１ないし第３

図、写真１参照）。 
 ⑵ 現場の模様 
   小沢方には洋室２部屋、和室１部屋と居間がある。北西側にある洋室に入ると、同

室の窓際にパソコン台が置いてある。このパソコン台の正面には座椅子が置いてあり、

その左横にはローテーブルが設置され、ローテーブル上に灰皿が１つ置かれている。

立会人は、「１８日の朝にこの部屋に入ったときに、パソコン台の近くにあった座椅子

を元の場所であるパソコン台の正面に戻したところ、座椅子の脇のローテーブル上に

あった灰皿に気付きました。」と述べたので、１８日朝の時点で灰皿があった場所を現

場見取図第３図に  点と記載して表示した（現場見取図第３図参照）。 
また、立会人は、「灰皿の中には、たばこの吸い殻が３本入っていますが、そのうち

ハイラークの吸い殻１本は１２月１４日に私が吸ったものですが、ファイブスターの

吸い殻２本については、犯人が吸ったものだと思います。私の娘（明日香）はたばこ

   

- 54 - 
 

木が強く焼けていた。したがって、炎は蒸発燃焼していたと考えられるので、ガソリ

ン・灯油といった可燃性液体の蒸気が燃えたと考えられる。 
ストーブ裏の床面には、焼けていないトイレットペーパーやティッシュペーパーの

跡が残っていた。したがって、炎より先にトイレットペーパーやティッシュペーパー

が落とされていたことになるが、住居者の話では、トイレットペーパーやティッシュ

ペーパーは別の部屋で保管されていたとのことなので、人為的にストーブ裏に落とさ

れたと考えられる。 
居間の隣にある南西側和室は、居間との出入口付近と天井をわずかに焼損したのみ

で、床には一切焼損はなかった。にもかかわらず、どの部屋よりも強く灯油臭があり、

検知管でも強い反応を示した。したがって、何者かが灯油をまいたと考えられる。 
仮にストーブの灯油が漏れたのだとすると、灯油はカーペットが敷かれていないソ

ファ側に流れるので、ソファがもっと焼けるはずであるし、南西側和室も燃えるはず

であるが、本件では、それほどソファは焼けておらず、南西側和室もほとんど焼損し

ていないので、ストーブから灯油が漏れたとは考えられない。 
その他の火源として考えられるのは、換気扇・扇風機であるが、ともに異常は認め

られなかった。 
仮にたばこの不始末があったとすると、火のついたたばこが床に落ちるだけでは床

板が焦げるだけで終わってしまうのが通常である。例外として、床板を貫通して空気

の流入があって炎を上げる場合もあるが、本件では床板が燃え抜けて穴が開いた箇所

は存在しなかったので、火のついたたばこが床板を貫通したとも考えられない。 
以 上 
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甲第５号証 
 

 

実 況 見 分 調 書 

（吸い殻の発見状況について） 

                             令和７年１２月１９日   

       熊本県南熊本警察署 

           司法警察員 警部   八   木       祐    

 

 被疑者三上雄介に対する住居侵入、現住建造物等放火被疑事件につき、本職は、下記の

とおり実況見分をした。 

記 
１ 実況見分の日時 
  令和７年１２月１８日午前１０時から午前１１時１０分まで 
 
２ 実況見分の場所、身体又は物 
  熊本市南区希望が丘９９７番地３ 小沢武久方 
 
３ 実況見分の目的 
  犯人の痕跡を明らかにし、証拠を保全するため 
 
４ 実況見分の立会人（住居、職業、氏名、年齢） 
  熊本市南区希望が丘９９７番地３ 
   被害家屋の住人 会社員 小沢武久（５２歳） 
 
５ 実況見分の経過 
 ⑴ 現場の位置 
   現場は、熊本市南区希望が丘９９７番地３小沢武久方（以下、「小沢方」という。）

であり、同所は希望が丘郵便局の西方図測直線距離約８００メートル、南熊本駅の南

方図測直線距離約４００メートルの地点に位置している（現場見取図第１ないし第３

図、写真１参照）。 
 ⑵ 現場の模様 
   小沢方には洋室２部屋、和室１部屋と居間がある。北西側にある洋室に入ると、同

室の窓際にパソコン台が置いてある。このパソコン台の正面には座椅子が置いてあり、

その左横にはローテーブルが設置され、ローテーブル上に灰皿が１つ置かれている。

立会人は、「１８日の朝にこの部屋に入ったときに、パソコン台の近くにあった座椅子

を元の場所であるパソコン台の正面に戻したところ、座椅子の脇のローテーブル上に

あった灰皿に気付きました。」と述べたので、１８日朝の時点で灰皿があった場所を現

場見取図第３図に  点と記載して表示した（現場見取図第３図参照）。 
また、立会人は、「灰皿の中には、たばこの吸い殻が３本入っていますが、そのうち

ハイラークの吸い殻１本は１２月１４日に私が吸ったものですが、ファイブスターの

吸い殻２本については、犯人が吸ったものだと思います。私の娘（明日香）はたばこ
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木が強く焼けていた。したがって、炎は蒸発燃焼していたと考えられるので、ガソリ

ン・灯油といった可燃性液体の蒸気が燃えたと考えられる。 
ストーブ裏の床面には、焼けていないトイレットペーパーやティッシュペーパーの

跡が残っていた。したがって、炎より先にトイレットペーパーやティッシュペーパー

が落とされていたことになるが、住居者の話では、トイレットペーパーやティッシュ

ペーパーは別の部屋で保管されていたとのことなので、人為的にストーブ裏に落とさ

れたと考えられる。 
居間の隣にある南西側和室は、居間との出入口付近と天井をわずかに焼損したのみ

で、床には一切焼損はなかった。にもかかわらず、どの部屋よりも強く灯油臭があり、

検知管でも強い反応を示した。したがって、何者かが灯油をまいたと考えられる。 
仮にストーブの灯油が漏れたのだとすると、灯油はカーペットが敷かれていないソ

ファ側に流れるので、ソファがもっと焼けるはずであるし、南西側和室も燃えるはず

であるが、本件では、それほどソファは焼けておらず、南西側和室もほとんど焼損し

ていないので、ストーブから灯油が漏れたとは考えられない。 
その他の火源として考えられるのは、換気扇・扇風機であるが、ともに異常は認め

られなかった。 
仮にたばこの不始末があったとすると、火のついたたばこが床に落ちるだけでは床

板が焦げるだけで終わってしまうのが通常である。例外として、床板を貫通して空気

の流入があって炎を上げる場合もあるが、本件では床板が燃え抜けて穴が開いた箇所

は存在しなかったので、火のついたたばこが床板を貫通したとも考えられない。 
以 上 
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現場見取図第３図

廊廊下下 
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は吸いませんし、娘に聞いたところでは、三上雄介の吸っているたばこはファイブス

ターということでした。三上は９月以来うちには来ていません。」と述べたので、灰皿

の写真を撮影した（写真２参照）。 
灰皿は、円筒形で上部に取り外しのできる蓋が付いている。上部の蓋にはタバコが

入る大きさの１０個の穴が開いている。灰皿の高さは１１センチメートル、蓋の直径

は９センチメートルである。 
 
６ 証拠関係 

本職作成に係る令和７年１２月１８日付けの領置調書（省略）のとおり、以下の物件

を小沢武久から任意提出を受け領置した。 
たばこの吸い殻２本（銘柄 ファイブスター） 

 
 本見分の結果を明確にするため、現場見取図３枚及び写真２枚をいずれも本調書の末尾

に添付した。 
（現場見取図第１及び第２図並びに写真（ただし、写真２を除く） 省略） 

                                    以 上 
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現場見取図第３図

廊廊下下 
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は吸いませんし、娘に聞いたところでは、三上雄介の吸っているたばこはファイブス

ターということでした。三上は９月以来うちには来ていません。」と述べたので、灰皿

の写真を撮影した（写真２参照）。 
灰皿は、円筒形で上部に取り外しのできる蓋が付いている。上部の蓋にはタバコが

入る大きさの１０個の穴が開いている。灰皿の高さは１１センチメートル、蓋の直径

は９センチメートルである。 
 
６ 証拠関係 

本職作成に係る令和７年１２月１８日付けの領置調書（省略）のとおり、以下の物件

を小沢武久から任意提出を受け領置した。 
たばこの吸い殻２本（銘柄 ファイブスター） 

 
 本見分の結果を明確にするため、現場見取図３枚及び写真２枚をいずれも本調書の末尾

に添付した。 
（現場見取図第１及び第２図並びに写真（ただし、写真２を除く） 省略） 

                                    以 上 
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証人小沢武久（職業：会社員、５２歳）に対する尋問中の異議の例 

記録編 32 頁に記載された（※）の次の尋問が、仮に以下のものであったとする（以下

の尋問内容は、記録の内容に一切影響しない。）。 
 

中島検察官 

   では、質問し直しますが、火事の後に灰皿から発見されたファイブスターの吸い殻 

   は誰が吸ったものだと思いましたか。 

     はっきりとは分かりませんでしたが、明日香はたばこを吸わないので、おかし 

     いな、もしかしたら妻が家に戻ってきたのかもしれないと思いました。 

   あなたの奥さんはたばこを吸うのですか。 

     はい。確かファイブスターを吸っていたはずなので。 

【パターン１】 

   そこで、あなたはどうしましたか。 

     妻に電話をかけて、最近家に戻ってきていないかと聞きました。 

奥さんは何と答えましたか。 

  熊本には戻ってない、ずっと鹿児島にいる、と言っていました。 

主任弁護人  

異議あり。（省略） 

裁判長  

検察官、ご意見は。 

中島検察官 

 異議は理由がないものと思料します。 

裁判長 

   異議を認めます。（省略） 

 

 【パターン２】 

 そこで、あなたはどうしましたか。 

     妻に電話をかけて、最近家に戻ってきていないかと聞きました。 

   奥さんは何と答えましたか。 

主任弁護人  

異議あり。（省略） 

裁判長  

検察官、ご意見は。 

中島検察官 

 異議は理由がないものと思料します。 

裁判長 

   異議を認めます。（省略） 

 以 上 
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写真２ 
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証人小沢武久（職業：会社員、５２歳）に対する尋問中の異議の例 

記録編 32 頁に記載された（※）の次の尋問が、仮に以下のものであったとする（以下

の尋問内容は、記録の内容に一切影響しない。）。 
 

中島検察官 

   では、質問し直しますが、火事の後に灰皿から発見されたファイブスターの吸い殻 

   は誰が吸ったものだと思いましたか。 

     はっきりとは分かりませんでしたが、明日香はたばこを吸わないので、おかし 

     いな、もしかしたら妻が家に戻ってきたのかもしれないと思いました。 

   あなたの奥さんはたばこを吸うのですか。 

     はい。確かファイブスターを吸っていたはずなので。 

【パターン１】 

   そこで、あなたはどうしましたか。 

     妻に電話をかけて、最近家に戻ってきていないかと聞きました。 

奥さんは何と答えましたか。 

  熊本には戻ってない、ずっと鹿児島にいる、と言っていました。 

主任弁護人  

異議あり。（省略） 

裁判長  

検察官、ご意見は。 

中島検察官 

 異議は理由がないものと思料します。 

裁判長 

   異議を認めます。（省略） 

 

 【パターン２】 

 そこで、あなたはどうしましたか。 

     妻に電話をかけて、最近家に戻ってきていないかと聞きました。 

   奥さんは何と答えましたか。 

主任弁護人  

異議あり。（省略） 

裁判長  

検察官、ご意見は。 

中島検察官 

 異議は理由がないものと思料します。 

裁判長 

   異議を認めます。（省略） 

 以 上 
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写真２ 
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このページは、白紙である。 
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